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Ⅰ緒言及び総括報告

緒言及び総括報告
深井 穫博
日本歯科医師会

【緒言】
　人類が経験したことのない速さで進む人口の高齢化
に対して，学際的な研究分野と医療・保健・福祉，地
域づくりの現場で，多くの取り組みが行われるように
なってきた．高齢者が，安心して尊厳をもって暮らす
ことのできる社会の実現には，質の高い保健医療サー
ビスを受けることができる保健医療介護システムの構
築は必須である．
　高齢になれば，老化による日常生活機能の低下と疾
病に罹患しやすくなることは避けられない．人口の高
齢化は，新生児・乳幼児期はもとより，成人期，高齢
期の死亡率の低下という人類の科学・技術・智慧の蓄
積がもたらした成果である．しかしまた，高齢化とは，
ケアが必要な期間が延長することであり，その国や地
域における必要なヘルスケア量が増加していくことで
ある．
　このような現実の中で，全ての高齢者に適切なヘル
スケアを提供していくためには，そのための人材と社
会資源，財政的基盤に立脚した保健医療制度をはじめ
とする社会保障制度，科学的根拠の蓄積とその成果に
対する国民・政策決定者・保健医療従事者の理解など
を解決し向上していくことが必要である．また，高齢
期の健康な期間を延伸していくことが政策課題として
大きい．
　一方，歯・口腔の健康は，個人の生涯にわたる
QOL の保持に欠かすことのできない要素である．し
かも，歯・口腔の健康には，全身の健康状態を保持し
改善する潜在力があることが研究分野で明らかにされ
てきている．そのため，高齢になっても誰もが，質の
高い歯科医療及び口腔保健サービスを受けられる社会
システムが必要である．また，医学・医療と歯科医学・
歯科医療とが連携し，より効果的なヘルスケア提供体
制の構築が求められる．そして，歯科医療・口腔保健
が，健康長寿の実現に寄与していくためには，社会保
障制度と保健医療政策に位置づけていくためのより明
確なエビデンスと具体的なアクションの蓄積が必要で
ある．

　このような背景から，本書は，政策決定者，医療従
事者及び研究者を利用対象者とした．目的は，歯・口
腔の健康と健康寿命の延伸を結ぶ概念的パスウェイに
関する仮説（本書Ⅱ - １，図 10）をもとに，課題別
に文献レビューを行い，現時点のエビデンスと課題を
整理することである．その課題は，歯・口腔の健康と

（１）加齢に伴う変化及び老化，（２）寿命，（３）主
な死因となる NCDs 及びそのリスク因子（４）要介
護状態の原因疾患，（５）運動・栄養・休養等の健康
増進，（６）社会的決定要因，（７）歯科医療の効果，
に分類した．また，各課題別レビューの中で，特に重
要な研究報告については，図表を含む文献抄録を付け
た．そして，観察研究，介入研究，データ統合型研究
等研究デザインに基づきエビデンスレベルを付記し，
政策決定者及び国民への分かりやすい口腔健康情報提
供のための資料とした．また，巻末には日本の 8020
運動と 1961 年からスタートした国民皆保険制度の経
緯について解説を加えた．
　各執筆者のレビューは，日本語論文は医学中央雑
誌を，英語論文については，PubMed を中心として
2014 年までの研究報告を検索して行った．各執筆者
の課題別レビューの主な結果を抜粋すると以下の通り
であった．

【課題別レビュー結果の概要】
１．加齢に伴う変化及び老化［深井，神原，森戸 他］
　口腔領域における老化の中から，口腔機能として咀
嚼と嚥下について検討した．その結果，咬合，咀嚼，
唾液分泌，構音機能，嚥下機能などすべての口腔機能
が相互に影響をしあいながら低下することが確認でき
た．また，口腔機能低下は，認知症や全身的な疾患あ
るいは運動機能，生活機能とも密接に関連しているこ
とが確認できた．
　高齢化に伴う口腔の加齢変化，わが国における高齢
者の口腔保健状態，高齢者の歯科医療，高齢者の生活，
及び高齢者の口腔の健康リスクに関して検討した．そ
の結果，口腔の器質的変化は口腔の機能に影響を及ぼ
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すこと，高齢者における口腔疾患，そして，口腔保健
行動や生活習慣が特異的な変化を示してきており，こ
れに応じた対策が必須であることが明らかとなった．
こうした「変化」に対して，従来の疾患対象型のスト
ラテジーによって対応しようとするならば，加齢に伴
う変化を何らかの測定方法によって数量化し，そのス
レッショルドに従って，テーラーメイド型の処置プロ
グラムを策定する，ということになる．しかし，加齢
に伴う変化は，その多くが主観に左右されるものであ
る．疾患や心身の不調を治療するという視点ではなく，
生活や仕事を含めた日常生活をどのように営んでいく
かという住民・患者立脚型の対応が重視されなければ
ならない．
２．寿命［深井，安細 他］
　歯・口腔の健康と死亡との関連をレビューした．歯
数と総死亡との関係では，異なる国の複数のコホート
調査の報告から，歯数保持によって，寿命を延伸する
エビデンスが示されている．歯の喪失後の義歯の装着
による生命予後の改善は，メタ解析で確認されている．
また，歯数と死因との関係では，CVD（心血管疾患）
との関連を示す報告が複数得られている．　
　咀嚼機能及び咬合状態と寿命との関連では，咀嚼機
能が高い者ないし咬合状態が安定して臼歯部で噛めて
いる者は全身の健康状態も良好であり，死亡リスクが
有意に低い．また，咀嚼状態と CVD による死亡との
関連が報告されている．
　口腔疾患として，う蝕や歯周病と寿命の関連を調査
した結果では，明確な関連性があるとの結論を得るに
はエビデンスが乏しかった．一方，規則的な口腔ケア
の習慣を有する者ほど長寿であることを示した報告が
ある．
３．主な死因となるNCDs及びそのリスク因子

［和泉，米山，上野，菊谷，嶋﨑 他］
　歯・口腔の健康と主な死因及び NCDs との関連を
検討した結果，糖尿病，肺炎，がん，循環器疾患，及
びメタボリックシンドロームとの関連を示すエビデン
スは以下の通りであった．脳血管疾患との関連及びが
ん手術等周術期における効果については，後述した．
　糖尿病は口腔内の疾患に影響を与え，特に歯周病は
糖尿病と密接に関連することから，歯科医師が糖尿病
の改善に寄与できる可能性が示された．また，口腔の
健康管理を行うことで糖尿病の早期発見や前糖尿病段
階の患者への啓発の機会を見出せる可能性があり，今

後更なる医科・歯科連携の促進が求められる．
　口腔ケアが高齢者の誤嚥性肺炎予防に繋がること
は，既に社会的に支持されているものの，その根拠
となる RCT 研究は一つしかなく，より計画された
RCT 研究の蓄積が求められる．一方で，口腔ケアが
人工呼吸器関連肺炎予防に繋がることは，十分なエビ
デンスレベルにある．
　がんと口腔保健との関連では，がん治療に付随して
生じる口腔有害事象は，円滑ながん治療を妨げ，時に
患者の生命予後にも影響する．がん治療開始前から行
われる適切な口腔衛生管理は，口腔有害事象の発症リ
スクの軽減や，その重症度の軽減に有用であるという
エビデンスがある．
　歯周病と循環器疾患の関連性が認められている．ま
た， 歯周病を有する者の循環器疾患に対する相対危険
度は，対象を 65 歳以下に限った場合に上昇すること
や， 急性心筋梗塞の方が慢性の冠動脈疾患よりも歯周
病との関連性が強いこと， 全身的な細菌感染を伴う歯
周病の罹患は冠動脈疾患のリスクを高めるといった新
たな知見も得られている．ただし， 歯周病の治療によ
る循環器疾患の発症リスクの減少や血清抗体価の減少
などに関する報告は少なく，これらの因果関係はいま
だ明確ではない．
　メタボリックシンドロームと口腔保健との関連につ
いての研究は，様々な国の報告が見られるが，日本で
の研究が比較的多く認められた．メタボリックシンド
ロームの者では歯周病のリスクが高く，また歯周病の
者にメタボリックシンドロームが多い結果が示されて
いるが，多くは横断研究によるものであった．メタボ
リックシンドロームにおいて中心的な役割を果たして
いる肥満は，糖尿病や動脈硬化性疾患の重要なリスク
因子である．また多くの研究は，肥満が歯周病とも関
連していることを報告しており，特に内臓脂肪型肥満
が歯周炎と強く関連してことが示されている．メタボ
リックシンドロームと口腔保健は，関連の方向性やメ
カニズムに不明な点が多いため，両者の関連の解明に
は更に研究を積み重ねていく必要がある．
　NCDs のリスク因子との関係では，歯周病をはじ
めとする口腔保健状態は，喫煙，飲酒，運動，食生活
のそれぞれと関連性が認められる．特に，喫煙が歯周
健康状態に及ぼす影響は明らかであった．多量の飲酒
は歯周状態に影響することが示唆されていたが，研究
によって異なる傾向を示すものも見られた．運動習慣
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のある者や，健康に良いといわれる食品・栄養素を摂
取する者の歯周健康状態は良好な傾向にあった．生活
習慣の改善は，全身の健康だけではなく口腔の健康に
とっても良い影響を及ぼすが，喫煙以外の生活習慣を
口腔保健指導に取り入れていくためには，更なるエビ
デンスの蓄積が必要である．
４．要介護状態の原因疾患［菊谷，山本，花田，相田 他］
　要介護状態発生の予測因子としては，年齢が高いこ
と，認知機能障害，視力障害，低い主観的健康感や，
Body-Mass Index（BMI）の減少または増加，四肢
の機能低下，運動や社会的交流の減少，喫煙などが挙
げられる．これらに加えて，口腔保健が要介護状態の
発生のリスク要因の一部に関係する可能性が指摘され
つつある．また，口腔の健康は会話や顔の外見・笑顔，
食事の機能を通じて，友人との交流やそのための外出
といった社会的活動に影響する．高齢者の社会参加は
要介護状態発生を予防することが報告されており，社
会的側面からも口腔の健康状態が重要な役割を果たし
ている可能性がある．
　具体的なエビデンスとしては，義歯の利用も含む良
好な口腔の健康状態は，将来の要介護状態発生が低い
ことと関連していた．今後，高齢者の口腔の健康を維
持する保健医療介入を更に普及させることにより，要
介護状態の発生率を低下させられる可能性がある．
　要介護状態となる主な原因疾患との関係を見ると，
日本人における要介護状態を引き起こす原因の第 1 位
は脳血管疾患である . 脳血管疾患は四肢のみならず口
腔顔面領域にも運動障害を引き起こし， ひいては口腔
衛生状態の悪化を引き起こす . 要介護状態を引き起こ
す主要な原因である脳血管疾患と口腔の健康状態との
関連性を検討すした結果，歯周病と脳卒中の関連性と
して， 若年層や歯牙の欠損が多い集団， CAL や PPD
が大きい場合に脳卒中のリスクが上昇するとの報告が
認められた . さらに， 出血性脳卒中よりも非出血性（虚
血性）脳卒中の方が， 歯周病との関連性が強いことも
挙げられている . ところが， 歯周病の治療による脳血
管疾患の発症リスクの減少に関する報告が不十分であ
るため， 因果関係はいまだ不明確である．今後の研究
ではこれらの問題を追究すべく追跡研究や介入研究を
行う必要がある．
　口腔保健がその後の認知症発症や認知機能低下に関
連するか否かを，縦断研究または介入研究の原著論文
をもとに検討した結果，大部分の研究において有意な

関連が報告されていた．また，認知症発症や認知機能
低下に関連するとされる口腔内状態等として，口腔衛
生状態，歯周病，歯数，咬合，咀嚼，かかりつけの歯
科医院の有無及び歯科受診が報告されていた．
　口腔保健と転倒または大腿骨頸部骨折との関連につ
いて，特に，不良な口腔内状態がその後の転倒や骨折
の発症リスクの向上に繋がるか否か，また，転倒や骨
折に関連する口腔内状態にはどのようなものがあるの
かを検討した．その結果，いくつかのコホート研究が
あり，それらの多くは，咬合支持の喪失や歯を失った
後に義歯を使用しないことがその後の転倒リスクとな
ることを示していた．また，歯周病に罹患しているこ
とや歯数の少ないことがその後の大腿骨頸部骨折のリ
スクを上昇させることも明らかにされていた．
　関節疾患との関係について，介入研究，症例対照研
究，横断研究及び基礎研究の結果から検討した．その
結果，歯周病と関節リウマチは関連があり，歯周病を
予防・治療することで関節リウマチの症状のいくつか
を改善できることが示された．しかし，その改善は評
価項目の一部であり，論文の中には改善効果があいま
いなものもあるので，更なる調査研究が必要である．
５．運動・栄養・休養等の健康増進

［宮﨑，花田，安藤，内藤 他］
　運動機能として体力及び ADL との関連を検討した．
その結果，平衡機能，下肢の筋力，上肢の筋力は咬合
及び咀嚼能力と関連があり，咬合状態の悪化は平衡機
能や下肢筋力の経年的な悪化に影響を及ぼすことが示
された． しかし，結果の解釈には歯科治療による介
入やサンプルのバイアスを考慮する必要がある．また，
口腔健康状態と ADL の関連は，栄養状態や体力をメ
ディエイターとする間接的なものであると考えられ，
口腔健康状態の維持・機能回復はこれらのメディエイ
ターを介して結果的に ADL 低下の抑制に繋がると考
えられた．
　栄養との関連を検討した結果，歯の喪失は野菜・果
物類を中心とした食品摂取，抗酸化作用を有するビタ
ミン類を中心とした栄養素摂取の減少と関連すること
が示された．また，歯の喪失は肥満あるいは痩せと関
連する．この関連は年齢，性別，人種等の影響を受ける．
特に高齢者においては総摂取エネルギー量の減少，低
栄養と関連する．無歯顎で総義歯補綴者は有歯顎者と
比較して栄養摂取状況が劣るが，定期的にメインテナ
ンスを受けた適合の良い義歯においてはそうした関連
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を認めない．自己評価に基づく口腔の痛みは低栄養と
関連する．歯科補綴治療単体を行ったことによる栄養
摂取状況の改善効果は殆どない．行動変容を伴う健康
的な食事摂取，栄養状態の改善には栄養指導が必要で
ある．以上のことから歯の喪失を予防する，また義歯
の適合を維持することに繋がる定期的な歯科メインテ
ナンスは NCDs のリスク低減，高齢者における低栄
養の予防，ADL 低下の予防に繋がり，最終的には健
康寿命の延伸に繋がることが示峻される．今後の研究
に向けた方法論的な課題を述べると，歯・口腔の健康
と栄養の関連を見た観察調査研究のデザインは横断研
究が主であり，因果関係を評価することが難しい．コ
ホート研究等更に信頼度の高い研究によりエビデンス
を蓄積し，両者の関連をより明らかなものとすること
が今後重要である．また介入研究においては栄養士を
始めとする異業種との連携による栄養改善効果を評価
する研究の更なる進展が望まれる．
　口腔の健康と休養・コミュニケーション及び QOL
の関連について検討した結果，口腔の健康と健康関連
QOL の間に有意な関連が認められ，口腔の健康の維
持・増進は QOL 向上に寄与することが示された．ま
た，コミュニケーションや休養と関連するストレスや
睡眠状況は，口腔状態と関連していた．しかしこれら
のテーマについては報告数が少なく，休養やコミュニ
ケーションは，生存期間や ADL，社会参加，QOL な
どに関係し，ひいては健康長寿の延伸に影響を及ぼす
ことが予想される．ストレスや睡眠時間と死亡リスク
との関連はこれまで報告されており，これらの因子と
口腔の健康のかかわりを検討していくことは，公衆衛
生学的意義が大きく，一層のエビデンスの集積が必要
である．
６．社会的決定要因［相田 他］
　健康の社会的決定要因は，人々の健康や行動を左右
してしまう「原因の原因」である．歯科疾患の健康格
差と社会的決定要因に関するシステマティック・レ
ビューとメタ解析をレビューし，更に日本におけるエ
ビデンスを調べた．その結果，所得や教育歴が高いほ
ど口腔保健状態や行動が良いという健康格差が確認さ
れた．国民皆保険制度が歯科治療をカバーする日本国
内の研究でも同様の健康格差が認められた．健康格差
は疾病の治療の格差だけでなく，疾病発生の格差によ
るところが大きい．そのため医療受診にかかる費用が
無料であっても格差が存在することが知られている．

歯科疾患の発生及び治療の格差を縮小する取り組みが
必要である．何度，保健指導を行っても，なかなか保
健行動が変わらない患者，そもそも健診に来ない患者
への対策は難しい．こうした人々をも含めた社会の健
康を増進するためには，それらの人々の背景に存在す
る健康の社会的決定要因を考慮した方法が必要であ
る．健康に影響する社会的決定要因を明確にし，健康
を推進する環境の実現が求められる．
７．歯科医療の効果［上野，森戸，和泉，山本，恒石 他］
　外科手術の周術期の合併症を抑制することは，治療
予後の改善のみならず医療経済的にも重要な意味を持
つ．術後合併症には，口腔内の環境（衛生状態，歯科
疾患など）に関連して生じるものがある．そのため，
周術期に口腔管理を行うことで，肺炎など感染性合併
症のリスクを軽減し，また手術後の経口摂取再開を支
援して，術後の回復の一助とすることが期待できる．
これまでの研究報告でエビデンスが確認できる具体的
な術後合併症のリスク軽減には以下のものがある．１）
術後肺炎のリスク増加軽減，２）気管内挿管時のリス
ク軽減（歯牙の破折，脱落など），３）心臓血管手術
における感染リスクの軽減，４）臓器移植手術におけ
る感染リスクの軽減，５）口腔咽頭，食道手術におけ
る術後合併症（呼吸器合併症，創部感染）のリスク軽
減がある．
　歯科医療の口腔機能改善効果としては，歯の欠損に
対する歯科補綴治療により咀嚼が回復し，咀嚼能力を
高めることで，全身的な課題にも大きく貢献できるこ
と，咀嚼ができないくらいに口腔機能が低下した患者
には，専門的ケアを提供することで，改善が図れるこ
とのエビデンスを確認した．
　う蝕や歯周病をはじめとした歯科疾患の悪化を防ぐ
という目的でのメインテナンスを適切に継続すること
が歯の喪失防止に繋がることは，多くの研究報告から
そのエビデンスが示されている．いずれの研究におい
てもメインテナンスに至るまでに必要な歯科治療を
行っており，またメインテナンス期間中も疾患の早期
発見，早期治療を行う必要がある．歯科治療を適切に
行い，更にメインテナンスを継続するということが，
歯の長期保存に繋がる．根管治療を施した歯に全部被
覆冠を装着することにより，そうでない場合よりも歯
の喪失率を減少させられるという報告がある．しかし
上記の結果を総合すると，歯科治療だけを行っても，
メインテナンスを続けなければ歯の喪失防止の確実な
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効果は十分ではない．
　保健指導・歯科健康教育の効果について，特に対象
者の行動変容や口腔内状態改善にどの程度効果がある
のかを検討した．また，歯科疾患と全身の慢性疾患に
共通するリスク因子との関連に着目して，歯科健康教
育からコモンリスクファクターアプローチへの貢献を
めざし，文献からその可能性を探った．さらに，歯科
健康教育における予防手段のうち，フッ化物局所応用
法のう蝕予防効果について，現在までの知見をまとめ
た．その結果，歯科健康教育は対象者における知識の
獲得と態度の変化を促す効果があり，う蝕，歯垢付着
及び歯周病の予防や改善にある程度の効果があること
が明らかになった．ただし，それらの効果で確認でき
たのは 6 カ月以下の短期的なものが多く，長期的な効
果については不明である．歯科医療従事者は，歯科健
康教育が 6 カ月以下の短期的には効果的であることを
理解し，歯科保健指導を行うべきである．歯科の二大
疾患であるう蝕や歯周病が生活習慣病の特性を有する
こと及び歯科健康教育の短期的効果の事実から，患者
に少なくとも 6 カ月ごとの定期受診を促すことが重要
であり，受診のたびに歯科保健指導を行い，それを継
続すべきである．また，臨床や公衆衛生の現場におい
て効率的に歯科健康教育を行うために，様々な種類の
歯科健康教育の費用対効果を検討する必要がある．コ
モンリスクファクター（栄養，清潔，喫煙，飲酒，ス
トレス，外傷）の中で喫煙に対する歯科からの支援が
効果的である．歯科健康教育に関連するフッ化物局所
応用としてフッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口があ
り，いずれも若年者の乳歯と永久歯のう蝕予防に効果
的であることが示されていた．
　日本の歯科医療は，外来診療を中心に提供されてき
たために，これまで 75 歳以上の高齢者に十分な歯科
医療が提供されていない実態があった．在宅や施設に
おける高齢者へ歯科医療を訪問によって提供した際の
歯科医療の効果研究について検討した結果，施設等に
おいて，定期的に歯科職種が実施する専門的口腔ケア
により，細菌数の減少のみならず，期間中の肺炎発症
率や発熱日数及び認知機能の改善に寄与することが明
らかとなった．しかし，在宅や施設における要介護高
齢者はその基礎疾患や口腔状況が様々であり，訪問歯
科診療自体の効果についての体系立った研究は入手で
きなかった．

【結論】
　歯・口腔の健康と全身の健康との関連を示す研究成
果は，コホート研究，メタ解析あるいは観察研究で得
られたデータを傾向得点法（プロペンシティスコア解
析）で交絡因子を調整し対象を割り付けて因果関係を
推測するなど，科学的根拠のレベル（質）が高いもの
が多い．本書で示した歯・口腔の健康と寿命及び生涯
における健康な期間の延長との関連では，個々の関連
するパスウェイに一定のエビデンスが既に得られてい
る．しかしながら，歯・口腔が全身の健康への影響す
るメカニズムについては，明らかでない点が残されて
いる．たとえば，歯周病等の口腔疾患が引き起こす感
染・炎症が全身の健康に引き起こすというものと口腔
機能の低下が食生活及び栄養状態に関係するというメ
カニズムが考えられている．特に，口腔保健は，歯・
口腔の健康を保持するための取り組みであるのに対し
て，歯科医療は，失われた機能を回復し，かつ，歯科
疾患の重症化を防止する役割がある．この歯科医療の
口腔機能の改善効果及び全身の健康をアウトカムとし
たエビデンスを，良くデザインされた研究によって更
に蓄積し，明らかにしていく必要がある．
　歯科医療・口腔保健を健康寿命延伸のための健康施
策に明確に位置づけるには，効果的な保健医療財源の
観点から医療経済的分析が必要である．本書では，こ
の点には検討していない．今後，歯・口腔の健康が健
康寿命の延伸に与える効果を，保健医療費の削減効果
として推計し，分析すると共に，そのエビデンスの蓄
積が課題である．　　
　また，現在の保健医療施策の中心課題である NCDs
の予防と重症化防止に関して，医科・歯科で共通する
共通リスク因子への対応は，効率的な対応として重要
である．しかし，NCDs に関わる生活習慣のリスク因
子として喫煙，飲酒，運動，食生活と口腔保健との関
わりで喫煙以外のものについては，臨床や保健指導に
積極的に取り入れるだけのエビデンスが確立されてい
るわけではない．喫煙だけではなく飲酒，運動，食生
活などの生活習慣と口腔保健との関わりについてのエ
ビデンスをさらに蓄積し，分野間で共通するリスク診
断と対応等その実践を体系化していく必要がある．
　本書で示したように，健康な長寿社会を現実的なも
のとするための具体的な対策には，（1）寿命の延伸と
早世予防（主な死因となる疾患の予防），（2）要介護
状態の予防，（3）老化による生活機能低下の防止，（4）
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ライフコースアプローチの観点からの生涯にわたる健
康増進が重要である．具体的な実践例の蓄積と，健康
施策にできるところから位置づけると共に，因果関係
や医療経済的効果を示すエビデンスの蓄積が必要であ
る．
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Ⅱ. 課題別エビデンス

1. 口腔保健とaging

2. 口腔保健（歯の保存状況，咀嚼，口腔疾患等）と寿命

3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患（NCDs，非伝染性疾患）

4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との関係

5. 運動（ADL含む）

6. 栄養

7. 休養・コミュニケーションおよびQOL

8. 口腔保健と社会的決定要因

9. 歯科医療の効果
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Ⅱ. 課題別エビデンス

1. 口腔保健とaging

1） 高齢社会と口腔保健

2） 口腔疾患，歯数，口腔組織，食習慣とaging

3） 咀嚼（咬合を含む），嚥下（口腔乾燥を含む）
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

1. 口腔保健とaging
1）高齢社会と口腔保健
深井 穫博
日本歯科医師会／深井保健科学研究所

【抄録】
　地球規模で進む人口の高齢化は，避けることのでき
ない現実である．また，高齢になれば，生物学的な老
化によって，疾患に罹患しやすくなり，日常生活機能
が低下する．歯・口腔の健康は，個人の生涯にわたる
QOL の保持に欠かすことのできない要素であると共
に，全身の健康状態を保持し改善することが研究分野
で明らかにされてきている．高齢になっても誰もが，
質の高い歯科医療と口腔保健サービスを受けられる社
会システムが必要である．また，歯科医療・口腔保健
が，健康長寿の実現に寄与していくためには，効果的
で効率的な社会保障制度と保健医療政策に位置づけて
いくためのより明確なエビデンスと具体的なアクショ
ンを蓄積していくことが必要である．

【緒言】
　疾病構造の変化と平均寿命の延伸に伴う人口構造の
変化は，先進工業国はもとより開発途上国においても
見られる地球規模の現象である．長く生きることは，
人々が求め続けてきた欲求であり，人口の増加と長寿
化は，これまでの科学と医学及び智慧の蓄積とその国
の発展の成果である．しかしその一方，長寿になれば，
老化に伴う生活機能の低下と疾病に罹りやすくなるこ
とは避けられない．そのため，長寿社会には，全ての
高齢者が尊厳をもって安心して暮らすことのできる社
会を実現する上でいくつかの課題がある．すなわち，
介護体制の整備と社会保障，効果的な医療及びヘルス
ケアの提供とその財源確保，健康寿命の延伸のための
研究の蓄積などである．この光と陰の二つの現実に直
面しているのが，21 世紀の長寿社会である 1,2．
　歯・口腔の機能は，食べることやコミュニケーショ
ンという人々の QOL の保持に欠かすことのできない
機能である．そのため，暮らす地域や国に関わらず，
生涯にわたり，歯科医療及び口腔保健サービスを受け
られる社会システムが必要である．しかも，歯・口腔

の健康が，口腔以外の臓器の疾患予防や重症化の防止
と全身の健康状態の保持に有効であるという科学的根
拠が蓄積されてきている．歯科医療及び口腔保健には，
長寿社会が抱える課題を解決するための役割の一翼を
担う力があると考えられるが，それを発揮するために
は，その国の健康施策に位置づけることが必要である3,4．
　本稿では，日本を始めとする先進工業国はもとより，
発展途上国を含む世界レベルの人口の高齢化について
現状を把握し，全身の健康と口腔保健とを結ぶ概念的
パスウェイについて考える．

【目的】
　人口の高齢化と健康，寿命を決定する要因を整理し，
健康寿命延伸に果たす歯科医療・口腔保健の概念枠組
みを提案することを目的とする．

【方法】
　ヒトの寿命及び社会保障制度に関する先行研究と
歯・口腔と全身の健康に関する調査研究結果及び公的
機関が提供する統計データをもとに分析した．

【結果】
１.  世界の人口と長寿化の推移
　1950 年の世界人口は，25 億 2,600 万人であった
が，2013 年には 71 億 6,200 万人と約 3 倍に増加し，
2025 年には 80 億 8,300 万人，2050 年には 95 億
5,100 万人に達すると予想されている．この人口の多
くは，開発途上国が占める 5（図１）．
　一方，高齢化の状況を平均寿命で見ると，18 世紀
までは約 40 歳であった．その後，感染症による死亡
が減少した結果，18 世紀から 20 世紀にかけて平均
寿命は約 50 歳に達し，20 世紀の中盤以降現在では，
約 80 歳にまで延伸している 6．65 歳以上高齢者の占
める割合は，先進国では，1950 年の 7.7％から 2010
年には 16.1% に達し，開発途上国でも 3.8％から 5.8％
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まで高齢化率は上昇している 5（図２，図３）．人口の
高齢化は，世界中のあらゆる地域と発展レベルの国で
起こっていて，高齢化の進行速度が速いのは開発途上
国である．
２.  死亡原因と寿命の決定要因
　死亡原因は，低所得国では，感染症，下痢性疾患等
の急性疾患が上位を占めるのに対して，高所得国では，
虚血性心疾患，脳卒中，がん等の慢性疾患が主な死因
である 7．特に開発途上国においては，急性感染症に
加えて，慢性疾患及び新興感染症の 3 重の疾患負荷

（triple burden）をかかえている．国の経済状態がよ
くなるにつれて，妊産婦と新生児の死亡率は改善して
くるが，この問題を解決した後も長寿化を続けている
要因は，成人期以降の早世予防及び高齢者の死亡率の
改善である．そのため，先進工業国においても開発途
上国においても，循環器疾患，がん，糖尿病等の非感
染性疾患（Non-communicable disease:NCDs）の
発症予防と重症化防止は，健康政策の重要課題である8．
　世界の最長寿国となっている日本人の死因は，心疾
患，肺炎，脳血管疾患で死亡する割合は約 70％にの
ぼる 9．そしてこの 50 年間に，大きく疾病構造と死
因が転換してきている．これらの主な死因となる疾患
が克服されたと仮定した場合の平均寿命の延びは，が
んでは約 3 ～ 4 年，心疾患では約 1.5 年，肺炎及び
脳血管疾患で約 1 年の寿命の延伸が期待できる 10．（図
４，図５）．
　図６及び図７に，日本人の年齢階級別死亡数と生存
曲線を示した．平均寿命の年齢における生存率は，男
性で約60％，女性では約80％の生存率である 10．また，
死亡者数のピークは，男性で 85 歳，女性では 91 歳
である 9．平均寿命よりも長く生きる人は多く，それ
を考慮した保健医療システムが必要である．
３.  老化と生活機能の低下
　死亡の原因には，疾患以外にも，老化や事故など他
の原因によるものがある．何らかの原因で，細胞が，
そしてその細胞群（組織）が構成する臓器（器官）が
機能できなくなると，個体としての機能を維持できな
くなくなってヒトは死を迎える．実際，個体の死因を
見ると，心臓，脳，腎臓，各種の動脈等それぞれ生命
維持に不可欠な臓器のいずれかが機能不全になるため
である．また生から死に至る時間的なプロセスは，そ
の臓器機能の低下の原因疾患の病態によって異なる．
日常生活の自立期間でみた場合，脳血管疾患に代表さ

れるようにその制限が長期間に亘る場合と，がんのよ
うに比較的短期間のものがある 11．
　これに対して老化とは，いったん完成した身体の機
能が加齢により低下すること，あるいは，加齢により
徐々に進行する体の機能低下による総合的変化のこと
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である．臓器レベルの老化では，殆ど分裂能をもたな
い脳・神経細胞や心筋細胞のように，細胞が壊れる
ことが直接臓器の老化に繋がる場合と，これら以外の
殆どの臓器に見られるように，約 50 回の分裂を終え
細胞が分裂しなくなることによって生じる老化がある
12．しかしいずれの臓器も加齢により老化し，臓器の
老化は，実際には機能低下という形で現れる．すなわ
ち筋力，神経伝導速度，肺活量，疾病に対する抵抗力
などが加齢によって低下することであり，ヒトである
以上避けることはできない．例えば，日本人の握力の
加齢による変化を見ると壮年期と高齢期では，男性で
約13Kg，女性では約8Kgの低下が見られる13． ま た
30 歳を 100 とした場合の機能の残存率は，80 歳で
は神経伝達速度で約 80％，肺活量，腎血漿流量（PAH）
では 60％弱，最大換気量で見ると約 40％にまで低下
する 14．このような老化による臓器機能の低下があっ
ても，各臓器の機能が補い合って日常生活に支障のな
い状態が維持されているが，様々な原因により高齢者
に多く見られる身体的・精神的諸症状・疾患の総称が
老年症候群である 15．

４.  平均寿命と健康寿命
　現在の世界の平均寿命（2012 年）は，男性 68 歳，
女性 73 歳，男女合計で 70 歳となっている．このう
ち低所得国では，男性 60 歳，女性 63 歳であるのに
対して，高所得国では男性 76 歳，女性 82 歳である．
男女合計の平均寿命は，低所得国 62 歳，低中所得国
66 歳，高中所得国 74 歳，高所得 79 歳と経済発展と
もに寿命は延伸する．それに対して，健康寿命を見る
と，それぞれ 53 歳，57 歳，66 歳，70 歳であり，全
世界では 62 歳である 16（図８）．平均寿命と健康寿
命の差は，約 8 年であり，国の経済状態による差は見
られない．
　日本人の健康寿命は，日常生活に制限のない期間と
定義され，介護保険認定の要介護度 2 以上（手段的日
常生活動作及び日常生活動作を行う能力が低下し，部
分的な介護が必要）が除外される．その年齢は，男性
で 70.4 歳，女性で 73.6 歳とされ，平均寿命との差は，
それぞれ 9.1 年及び 12.7 年である．人口比率で見る
と 65 歳以上人口 3,074 万人に対して，要介護度 2 以
上の者は 294.2 万人であり，その割合は 9.6％である
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（2012 年）．
　この要介護状態になる原因疾患とその割合は，脳血
管疾患 21.5％，認知症 15.3％，関節疾患 10.9％，骨
折・転倒 10.2％である 17（図９）．
５.  高齢社会と社会保障
　高齢者が安心して暮らすためには，年金及び医療保
険，介護保険の整備が欠かせない．世界の最長寿国と
なっている日本は，1961 年に国民皆保険，国民皆年
金がスタートし，現在までその制度が維持されている．
日本の保険及び年金制度は，保険料による積立方式に
国庫負担による賦課方式が加わる制度であり，日本人
の健康状態と平均寿命の改善に加えて，世代間の所得
の再分配機能も有していた．しかしながら，急速に進
む少子高齢化が，国の財政負担に及ぼす影響は大きい 18．
　日本の高齢化の状況を世代から見ると，「団塊の世
代（1947 年～ 1949 年生まれ）」が，2012 年に 65
歳を迎えたことで，その数は 3,074 万人となり，初
めて 3,000 万人を突破した．その結果，65 歳以上の
人口割合である高齢化率が 24．1％である超高齢社
会となり，その内訳は，65 歳～ 74 歳の占める割合
が 12.2％，75 歳以上 11.9％である．そして，この団
塊の世代が現在の平均寿命の年齢を迎える約 20 年後

（2035 年）には，高齢化率は 33.4％となると予測さ
れている 19．
　一方，社会保障給付費は，2011 年度で 107 兆 4,950
億円となる．分野別では年金 53 兆 623 億円（49.4％），
医療 34 兆 634 億円（31.7％），介護 7 兆 8,881 億円

（7.3％）となり，統計を取り始めた 1950 年以降増え
続けている 20．これは生存率の改善に伴う急速な高齢
化によるものであり，日本の社会保障制度における財
政基盤と医療・介護の質に関する課題が生じている．

６.  歯科医療・口腔保健と健康寿命
　歯・口腔と全身の健康を踏まえて，歯科医療・口腔
保健が健康長寿に寄与するパスウェイには，①老化防
止及び全身の抵抗力の向上を含む健康増進，②疾病及
び疾病リスクの低減という二つがある．前者には，運
動，栄養，休養を中心とした健康増進がある．そして，
後者には NCDs のリスクファクター低減と，主な死
亡原因と要介護状態の原因となる疾患の予防・重症化
防止がある．
　これまでの研究成果を踏まえて，歯・口腔の健康が
保たれ歯科医療による口腔機能の維持・回復によって，
QOL・ADL の保持と寿命の延長がどの程度図られるの
かを現時点の概念パスウェイとして図 10 に示した 3,4．口
腔と全身の健康あるいは寿命との関係は，各臓器の機
能及び病態が双方向に関連することがあるので，原因
と結果を単純に図式化することには注意を要する．そ
の一方，政策決定者と住民への説明には，できるだけ
単純でわかりやすい概念図とその根拠を明示すること
が必要である．このパスウェイを示す個々のエビデン
スの蓄積が必要である．

【考察】
　世界規模で進む人口の高齢化は，避けられない事実
である．課題のひとつは，健康で過ごす期間をいかに
して延ばすかである．
　本稿の結果で，日本人の男女別年齢階級別の生存曲
線を示した．80 歳で生存している女性は約 80%，男
性で約 60% である．10 万人の出生児が生命表上の年
齢別死亡率にしたがって死亡していくとした場合の死
亡数を見ると，男性では 85 歳，女性では 91 歳がピー
クである．約 30 歳から高齢までは加齢とともに直線
的（対数プロット）に死亡率は高まり，約 90 歳を超

表１　加齢による咀嚼・嚥下機能の変化
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えると死亡確率は低下する．このことは既に 1825 年
の「死の確率は，年齢と共に指数関数的に急激に増加
する」という Gompertz の法則として知られ，30 歳
以降約 8 年ごとに 2 倍ずつ死の確率は高まり， 80 歳
では 40 歳の 30 倍死にやすい．この法則は，老化の
ひとつの定義（「老化とは死にやすくなること」）にも
用いられている．ヒトは齢をとるほど死にやすく疾
患にかかりやすい．また， 最長寿記録者は 1997 年に
122 歳で亡くなったフランス人の Calmant 女史であ
り，ヒトの最長個人寿命は約 120 歳と考えられてい
る 21．また，生存曲線で見ると，高齢化と共に矩形曲
線が著しくなる 22．このことは，健康寿命を延ばす上
で重要な点であり，ヒトの最長平均寿命を最長個人寿
命まで近づける努力が必要である．そのためには，主
な死因となる疾病対策と老化防止を踏まえた健康増進
が求められる．すなわち，喫煙や高血圧のみならず，
高血糖，運動不足，飲酒，過体重・肥満，食塩の高摂
取といった危険因子の改善によって健康増進を進める
必要がある 23．また，要介護状態を引き起こす原因疾
患を明らかにし，その予防が重要である．
　社会保障費の観点から見ると，予防できる疾患を効
果的に効率的に行う仕組みが求められる．健康を損な

う要因には，遺伝，生活習慣，社会保障・医療制度，
及び社会的決定要因がある．このうち死亡に寄与する要
因で，遺伝の占める割合は約25～30％に過ぎない 24,25．
実際，日系米国人を対象とした虚血性心疾患及び脳血
管疾患の罹患率を追跡した調査が良く知られている
が，日系米国人（移民 1 世）は，日本に居住する日
本人よりも虚血性心疾患を発症する可能性が高く，脳
血管疾患を発症する可能性が低いことが報告されてい
る 26．疾患リスクを判断する上で遺伝子的背景よりも
むしろ生活習慣及び社会環境が重要である．このよう
な観点から NCDs に対するリスク低減のためのアプ
ローチと予防を進めなければならない 27．
　高齢者が安心してしかも尊厳をもって暮らすことが
できる社会の構築については，高齢者の所得補償と社
会活動ができる環境づくりが重要である 1．質の高い
保健医療サービスを受けられるシステム 28 と，医療
及び歯科医療が連携したより効率的で効果的な保健医
療提供体制の充実は，先進工業国においても開発途上
国においても求められている課題である．

【結論】
　口腔と全身の健康との関連を踏まえて，健康な長寿
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社会の実現に向けて歯科医療・口腔保健が寄与してい
くために，現時点の科学的根拠を明らかにする必要が
ある．そして，健康を損なう諸要因に対する歯科医療・
口腔保健の効果を検証し，それを活かした社会保障制
度を新たに政策提言していくための検討が急務であ
る．健康な長寿社会を現実的なものとするための対策
として，（1）寿命の延伸と早世予防，（2）要介護状
態の予防，（3）老化に基づく生活機能低下の防止，（4）
ライフコースアプローチに基づく成人期からの健康増
進の 4 点がある．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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1. 口腔保健とaging
2）口腔疾患，歯数，口腔組織，食習慣とaging
神原 正樹, 川崎 弘二, 土居 貴士, 神 光一郎, 上根 昌子
大阪歯科大学口腔衛生学講座

【抄録】
　高齢化に伴う口腔の加齢変化，わが国における高齢
者の口腔保健状態，高齢者の歯科医療，高齢者の生
活，及び高齢者の口腔の健康リスクに関して文献検索
を行った．その結果，口腔の器質的変化は口腔の機能
に影響を及ぼすこと，高齢者における口腔疾患，そし
て，口腔保健行動や生活習慣が特異的な変化を示して
きており，これに応じた対策が必須であることが明ら
かとなった．

【緒言】
　あらゆる生命の生涯は，絶えまない加齢（aging ／
エイジング）の過程とともにある．誕生後，成長，そ
して，発展していく過程としてのエイジングとは異な
り，低下していく時期のエイジング，すなわち，老化
／老齢化／高齢化という現象は，野生生物においては
容易に観察することができないが，現代社会を生きる
我々にとって，この高齢化という問題はあらゆる局面
における喫緊の課題となっているのが現状である．
　この課題を解決するため共通の価値観を提示するも
のとして，「加齢にともなう心身の変化を研究し，高
齢社会に起こる個人と社会の様々な課題を解決する
こと」１を目的とする学際科学，ジェロントロジー

（Gerontology ／老年学，加齢学）が挙げられる．こ
の学問領域は，「身体機能低下の原因と低下によって
生じる病気や障害の治療方法，予防策，補塡方法」を
研究する生物学的視点，「こころと知能の研究」とし
ての心理学的視点，「個人と周囲の相互関係」につい
ての社会心理学的視点，そして，「社会の仕組みや，
人口の高齢化が個人に及ぼす影響」に着目する社会学
的視点という 4 つの視点による領域から構築されてい
ると Atchley と Barusch ２は定義している．
　上記した定義のうち，臨床で活躍する歯科医療従
事者にとってまず必要となるのは生物学的視点であ
る．そして，救命・延命を究極的なアウトカムとして

きたこれまでの医療のありかたは，超高齢社会の到来
に伴い，高齢者の生活を支え，生活のクオリティをい
かに向上させるかという視点を持つことが求められて
いる．生物学的視点から，高齢化にともなう様々な疾
患や障害の予防方法や治療方法などについてのエビデ
ンスを確立していくためには，高齢化に伴ってヒトの
口腔にはどのような変化が生じるのかという基礎的な
ポイントを整理しておく必要性がある．ただ，Mjör ３

や Russell と Ship ４らが指摘するように，歯や口腔の
加齢に伴う変化を，生理的な加齢変化と病理的な反応
変化へと正確に弁別することは困難である．しかし，
例えば歯においては，高齢者において機能している歯
に観察されることが多い特徴的な変化を，歯の加齢変
化として捉えても差し支えないだろう．本稿では，ま
ず，高齢化にともなう口腔の加齢変化に焦点を絞って
レビューを行う．
　さらに，上記したように口腔に加齢変化が起こった
結果としての口腔保健と aging という観点から，わ
が国における高齢者の口腔保健状態，高齢者の歯科医
療，高齢者の生活，高齢者の口腔の健康リスクという
ポイントに関しての現状を各種統計調査の結果からレ
ビューを行った．

【目的】
　高齢化にともなってヒトの口腔内にはどのような変
化が生じるのか，歯（エナメル質，象牙質，セメント
質，歯髄），歯周組織，口腔粘膜，唾液腺及び唾液に
ついて文献検索を行い，さらに，わが国における高齢
者の現状について，各種統計調査の結果を検索し，得
られた情報を整理することを目的とする．

【方法】
　本研究は文献検索によって行った．文献の包含基準
は，ヒトを対象にして行われた研究であること，英語
または日本語で書かれた文献であること，原著論文ま
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たはそれに準じた文献であること，である．インター
ネットを利用した検索としては，Pubmed，Scopus，
医中誌 Web にて検索を行い，検索から得られない文
献を収集するためにハンドサーチも実施した（1960
年1月～2014年7月）．研究の性質上，文献検索のキー
ワードに特に制約は設けなかった．

【結果】
１. 器質的変化
１）エナメル質の加齢変化
　加齢とともに，エナメル質中のフッ化物含有量が増
加することはよく知られている．Brudevold ５ら によ
る分析によると，表層エナメル質のフッ化物含有量は
水道水中のフッ化物が 0.1ppm 程度の地域において，
抜去した埋伏歯で最も低く，そして，20 歳以下の年
齢群から 50 歳以上の年齢群にかけて右肩上がりに増
加することが明らかとなっている．加齢に伴うエナメ
ル質中のフッ化物含有量の増加は，後天的な生活環境
におけるフッ化物の暴露経験から大きく影響を受ける
ことによって生じる現象であり，このことは，表層エナ
メル質において特にフッ化物含有量が高いこと６，外部
に露出した内層エナメル質は比較的早期に表層エナメ
ル質の性質を獲得すること７，そして，エナメル質結
晶は内層より表層の方がはるかに厚いが，こうした違
いは未萌出歯では観察されない８という事実などから
も裏付けることができる．
　上記した組成の変化以外にも，いわゆるトゥース
ウェアとして知られる経年的な形態変化がエナメル質
には生じる．Lussi ら９によると，高齢者の集団にお
いては唇頬側面の 13.2%，そして，咬合面の 42.6％
に象牙質にまで達する酸蝕を認めたという．この報告
からも明らかなように，エナメル質は加齢とともに酸
蝕，咬耗，そして，摩耗といった物理化学的な影響を
受け，その結果としてエナメル質のフッ化物含有量な
どの組成も影響を受ける．Weatherell ら10 は，高齢
者では切端・咬頭側よりも歯頸部側の方がフッ化物含
有量の高いことを報告しており，その理由として切端
側ではフッ化物含有量の多い表層部分が咬耗によって
失われ，歯頸部側ではプラークの沈着などによるフッ
素の取り込みが起こることを挙げている ．
２）象牙質の加齢変化
　象牙質に生じる加齢変化として，歯髄腔における第
二象牙質の形成 11 と象牙細管の閉塞 12 がある．管周

象牙質の石灰化の進行にともなって象牙細管は閉鎖
し，硬化象牙質が形成されていく 13．この硬化現象に
より，高齢者における象牙質の耐久限は低下すること
となる 14．大臼歯においては，第二象牙質は髄室の天
蓋部や髄床底部に多く形成される 15．しかし，埋伏歯
における第二象牙質の幅は，歯冠部より根尖部の方が
厚いことが報告されている 16．また，細管内象牙質の
沈着によって硬化象牙質が形成される一連の過程は，
外的な要因がなくても 18 歳くらいから小臼歯の歯根
において開始される 17．
　加齢に伴うこうした組織学的変化は，臨床的には少
なくとも象牙質知覚過敏症の発生と，歯の審美的な色
調に影響を与えている．象牙質知覚過敏症は 10 代初
めから70 歳以上までの幅広い年代に生じるが18，20
歳から 40 歳に発症のピークが観察されることからも
19，加齢変化による象牙細管の閉鎖が，象牙質の知覚
を鈍麻する方向へと作用することは明らかである．天
然歯の色調は加齢にともなって暗くなり，黄色みを帯
びてくることが知られている 20．テトラサイクリンの
服用による歯の変色のように，内因性の変色によって
も歯は変色するわけであるが，上記した象牙質の組織
学的変化，すなわち，象牙細管の閉鎖に伴う光の屈折
率の変化が，歯の色調にも不可逆的な影響を与えてい
るものと考えられる．
３）セメント質の加齢変化
　口腔が様々な機能を発揮することによって，歯には
摩耗が生じる．この機能的な力によってセメント質は
吸収される一方，摩耗を補填するために新しいセメン
ト質の形成が生じる．セメント質の厚みは 10 歳から
75歳にかけて約 3 倍に増加し21，この加齢的な変化に
随伴して感染性も増加するという報告がある 22．また，
セメント質に含まれるフッ素やマグネシウムの含有量
も加齢とともに変動するが 23，飲料水中のフッ化物濃
度とその暴露期間に大きく左右されるようである．い
ずれの年代においても歯根部よりも歯頸部の方がフッ
素含有量は高いことが示されており，セメント質の組
成の加齢的な変化は，摂取する飲食物の影響の大きい
ことが分かる．
４）歯髄の加齢変化
　加齢とともに，歯髄には様々な変化が認められる．
歯髄細胞が減収し，コラーゲン繊維が増加することは
歯髄においてよく知られる加齢的変化である 12．また，
根尖孔から歯髄に入る動脈の数や，血管の分枝の数が
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減少することによって 24，歯髄における血流は加齢に
よって明らかに低下する．特異的な変化として石灰変
性がある 12．う蝕の起こっていない歯における歯髄の
石灰化度は，若年者と比較して 10 倍程度高いという
報告がある 25．歯髄壁に第二象牙質が形成され，歯冠
部歯髄に象牙質粒が出現し，瀰漫的な石灰化が進行す
ることによって，高齢者の歯髄腔の容積は若年者の半
分程度にまで減少する．
５）歯周組織の加齢変化
　定期的なデンタルケアを受診している西欧諸国の住
民において，歯肉の退縮は加齢と密接に関連している
という報告がある 26．歯肉が退縮した結果としてア
タッチメントロスの増加が発生するものの，アタッチ
メントロスの悪化とポケット深さの増加とは必ずしも
一致しないとされている 27, 28．また，歯口清掃状態
が悪い場合，歯肉炎は若年者よりも高齢者において急
速に進行するという報告もある 29．歯槽骨については，
臨床的に加齢とともに喪失が進行するという所見が観
察されるものの，加齢的変化による純粋な喪失の領域
を特定することは困難であろう．ただ，若年者と高齢
者における抜歯後の創傷治癒の過程に大きな差が認め
られなかったという報告があり 30，歯槽骨の再生につ
いては加齢によって大きく変化することはないものと
考えられる．
６）口腔粘膜の加齢変化
　加齢によって口腔粘膜は菲薄化し 31，角化の程度も
減少する 32 ことが報告されている．しかし，臨床研
究においては口腔粘膜の外見が年齢に応じた変化を示
さず 33，粘膜上皮細胞の大きさ，形態，構造にも差異
は認められなかったという 34．高齢者において粘膜疾
患が高頻度に発現するという報告がある一方 35，粘膜
疾患のリスクは上昇しないという報告もある 36．舌で
は糸状乳頭が消失し，平滑舌と呼ばれる臨床症状を呈
するようになる．その結果として，味覚については特
に甘味に対する閾値が低下すると言われている．
７）唾液腺及び唾液の加齢変化
　全唾液腺から 1 日に約 1.5 リットルの唾液が分泌さ
れるということは広く認知されている 37．高齢者にお
いては，30 ～ 40% の腺房細胞が減少しているという
報告があるものの 38，近年の報告では加齢に伴う純粋
な唾液分泌量の有意な低下は確認されていないようで
ある 39, 40．
　唾液成分に関しては，高齢者の耳下腺唾液のナトリ

ウム濃度やカリウムの分泌については加齢に伴う大き
な変化がないと報告されている 41．全タンパク質の分
泌についても殆ど変化がなく，各種唾液タンパク質に
よって発揮されるカルシウムの唾液に対する溶解度や
抗菌作用の維持にも著名な変化は生じないと報告され
ている．
　ここまでの加齢に伴う器質的な変化については表 1
にまとめた．
２. 口腔疾患
１）高齢者の口腔保健状態
ａ）残存歯数
　高齢者の残存歯数は年々増加傾向にあり，現在，80
歳で 14 本の歯が残存している（図 1）42．智歯を除
く歯の半分が残っている状態である．日本の厚生労働
省や日本歯科医師会が推進している 80 歳で 20 本の
歯を残そうとする 8020 運動は，現在 80 歳で 14 本
の歯が残っている 8014 であり，8020 達成者は 35％
であり，2010 年の目標は 50％に設定されている．ま
た，後約 15 年後に 8020 が達成されると予測されて
いる．
ｂ）う蝕
　Life Corse Epidemiology Approach により，過
去 10 回（6 年毎）の歯科疾患実態調査結果を用いた
世代別コホート分析では，1945 年以前に生まれた人

表 1：加齢に伴う口腔内の器質的変化
 加齢変化 臨床的影響 

組成・組織 形態 
エナメル質 ・フッ化物含有

量の増加 
・トゥースウェ

ア（酸蝕，咬耗，

摩耗） 

・色調，形態の変化 
・透明度の低下 
・審美的問題 
・咀嚼への影響 

象牙質 ・第二象牙質の

形成 
・象牙細管の閉

鎖 

・トゥースウェ

ア（酸蝕，咬耗，

摩耗） 

・色調，形態の変化 
・審美的問題 
・象牙質知覚過敏への影響 
・根管治療への影響 
・咀嚼への影響 

セメント質 ・フッ素やマグ

ネシウムなどの

含有量の増加 

・厚みの増加  

歯髄 ・歯髄細胞の減

少 
・コラーゲン繊

維の増加 
・血流の低下 

・容積の減少 ・象牙質知覚過敏への影響 
・根管治療への影響 
 
 

歯周組織 ・歯槽骨の吸収 
・コラーゲン繊

維の増加 

・歯肉の退縮 
・アタッチメン

トロスの増加 

・咀嚼効率への影響 
・審美的問題 

口腔粘膜 ・角化程度の減

少 
・舌糸状乳頭の

消失 

・菲薄化 
・弾力性の低下 

・味覚への影響 
・発音・発声への影響 
・感染性への影響 

唾液腺・唾液 ・腺房細胞の減

少 
・脂肪変性 

 ・味覚への影響 
・発音・発声への影響 
・咀嚼への影響 
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（高齢者）において増齡に伴う DMFT は増加する．こ
の DMFT の増齡に伴う直線的増加は，増齡に伴う喪
失歯の増加に基因している．1946 年から 1980 年代
の間に生まれた人（前期高齢者，前期高齢者待機群）
は，ある年齢以上で喪失歯の増加が見られなくなるた
めに，DMFT が増加しなくなる．1980 年代以降に生
まれた人（成人）は，12 歳児の低 DMFT 値を維持し，
DMFT の増齡に伴う増加割合は低い（図 2）．
ｃ）歯周病
　歯周病は，増齡に伴い，所見のない人が少なくなり，
歯肉出血，歯石沈着，アタッチメントロス，歯槽骨吸
収と重篤度が増す（図 3）．しかし，これら歯周組織
の変化が老化によるものか，病的変化なのかの判別が
難しい．近年，高齢者では，歯が口腔内に数多く残る
ようになってきたために，歯周病の罹患量は増加する
傾向にある．
d）歯の損傷
　歯の損傷（tooth wear）は，咬耗症（Attrition），
摩耗症（Abrasion），Abfruction など，高齢者の口

腔に残存する歯に見られる．エナメル質が無くなり象
牙質が露出する状態の歯まであり，多様な様相を示す．
３. 口腔保健行動・生活習慣
１）高齢者の歯科医療
ａ）受診行動
　平成 23 年の患者調査によると 43, 44，年齢別歯科受
療率（推計患者数／人口× 100）は，増齡に伴い増加
し，70 ～ 74 歳群をピークとして減少を示す（図 4）．
この年齢別受療傾向は，これまでの高齢者になると歯
科受療が減少する傾向とは異なり，医科の受療状態と
近似してきている．
ｂ）医療保険（保険，訪問歯科医療）
（1）医療保険と後期高齢者医療制度
　高齢者の訪問歯科診療，在宅歯科医療については，
65 ～ 74 歳までは医療保険，75 歳以上の者は後期高
齢者医療制度の適用となる．平成 26 年度の診療報酬
改定では，高齢者の歯科受診患者数の増加への対応に
伴う在宅歯科医療の推進，評価が行われ，在宅かかり
つけ歯科診療所加算や歯科医療機関連携加算などが新
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図２：DMFT の世代別定年推移　出典：平成23年度 歯科疾患実態調査

図 1：現在歯数の経年的推移

図３：年齢階級別歯周病罹患状況

図４：年齢階級別歯科受療率　

図2

出典.平成23年度 歯科疾患実態調査

出典.平成23年度 歯科疾患実態調査

出典.平成23年度 患者調査

出典.平成23年度 歯科疾患実態調査
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設された．平成 25 年社会医療診療行為別調査結果に
よると，１日当たり点数は 64 歳までの 627.2 点と比
較し，65 ～ 74 歳で 639.3 点，75 歳以上で 696.5 点
と高くなっており，高齢者の診療行為別では「歯冠修
復及び欠損補綴」の割合が高く「処置」の割合が低く
なっている．また高齢者の傷病別診療件数では，「歯
周炎等」での診療が 3,365,113 件で，高齢者の診療
総件数 4,748,513 件の 70.9％を占めた．
（2）介護保険
　介護保険では，在宅患者に対する訪問歯科医療行為
に関する保険点数の適用はなく，歯科医師あるいは歯
科衛生士の口腔保健指導により算定される「居宅療養
管理料」及びケアマネジメントの一環として歯科衛生
士が行う口腔清掃指導や摂食嚥下訓練などで算定され
る「口腔機能向上加算」が認められている．
ｃ）歯科医療費
　高齢者の歯科医療費は 45，年齢階級別に 1988 年ま
では最も低かったが，1989 年以降増加し，2007 年
以降最も高い歯科医療費を示し，歯科医療費の約 4 割
を占めるようになっている．他の年齢群の歯科医療費
では，1995 年頃からほぼ横ばいである．この傾向は，

高齢者人口の増加，残存歯数の増加が予測されること
から，今後ますます顕著になっていくものと考えられ
る（図 5）．
　患者調査に基づき高齢者の治療内容について見てみ
ると，65 歳以上 80 歳までは，歯周病治療が最も多く，
次いでう蝕，補綴処置の順であり，70 歳以上で歯周
病処置，う蝕処置は減少し，補綴処置は増加する．し
かし，80 歳以上で，これら処置の割合はほぼ同じ値
に収束する（図 6）．
２）高齢者の生活
ａ）歯口清掃（ブラッシング）習慣
　高齢者の歯口清掃は，若年者や成人とは異なってい
る 42．磨かないあるいは時々磨くが約 5％，日に１回
あるいは 2 回磨くが 35％，3 回以上が 25％である（図
7）．歯が喪失や義歯装着することによる口腔内の変化
で歯口清掃習慣が変化するのであろう．しかし，高齢
者でも１日に１回以上歯を磨く人が 90％を超えるこ
とは，日本人の健康生活習慣に歯口清掃が定着してい
る．
３）高齢者の口腔の健康リスク
ａ）社会口腔保健体制
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母 子 学 校 成 人 高齢者

調査による 歯科疾患実態調査
1歳半児および3歳児 学校保健統計調査データ 1歳半児および3歳児
歯科検診

学校保健統計調査

戦略と 健康日本21（第2次），新健康フロンティア戦略
ゴール 健やか親子21

健康診断
妊娠中の女性と授乳期間
中の母親，幼児，1歳半児

学校出席時，一時的，
定期的

特定健康審査（40歳以上75歳未満）
歯周病検診（40・50・60・70歳）

および3歳児
健康に関す
る教育と指

妊娠中の女性と授乳期間
中の母親, 幼児，1歳半児
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小学校における口腔衛
生のための教育ガイド
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特定保健指導（40歳以上）

導 および3歳児 ライン

啓発と普及
8020運動，歯と口の健康週間 （6月4～10日），いい歯の日 （11月8日）

よい歯のコンクール 学校歯科保健優良校表 8020達成者賞よい歯のコンク ル 学校歯科保健優良校表
彰

8020達成者賞

評 価 健康日本21・健やか親子21（2010年），新健康フロンティア戦略（2016年）
国による支 8020運動推進特別事業国による支
援プロジェ
クト

8020運動推進特別事業
在宅歯科医療サービス

図５：年齢階級別歯科医療費の年次推移
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図６：年齢階級・歯科傷病別受療率
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（1）歯周病検診
　各市区町村では，節目年齢において歯周病検診を
行っており，平成 17 年度からの対象者年齢の拡大に
より，高齢者では 70 歳がその実施対象年齢となって
いる（図 8）．平成 24 年度の地域保健・健康増進事業
報告によると，市区町村が実施した歯周病検診の受診
者総数は 266,606 人，受診率は 56.4％で，内 70 歳
の受診者数は 76,652 人（28.8％）であった．70 歳
の受診者数に占める指導区分の割合を見ると，「要精
検者」は 81.8％，「要指導者」は 8.3％であり，「異常
なし」は 9.4％にとどまった．

【考察】
１. 器質的変化
１）エナメル質の加齢変化
　加齢によるエナメル質の変化に対して，口腔保健の
観点から考察を加えると，まず，萌出後の歯に対して
持続的にフッ化物を供給する重要性が挙げられる．そ
の理由として，加齢とともにエナメル質中のフッ化物
含有量が増加するわけであるが，トゥースウェアに
よって表層エナメル質のフッ化物は失われていくから
である．表層エナメル質のフッ化物含有量を向上させ
るためには，フッ化物配合歯磨剤にアクセスしやすい
社会経済的状況を実現することが重要となる．この点
においてわが国は，住民全体における 10％の貧困家
庭が，1 年分のフッ化物配合歯磨剤を得るために必要
とする労働日数の最も少ない国であるという報告があ
る 46．すなわち，わが国はフッ化物配合歯磨剤の恩恵
を最も受けやすい国であり，その市場占有率も現在で
は 90% にまで向上している 47．今後の口腔保健にお
けるエナメル質への対策のポイントとして，酸蝕，咬
耗，そして，摩耗といったトゥースウェアにどのよう
に対応していくかが鍵の一つになる．それは，咀嚼や
発音という口腔の機能に対しても有効なアプローチと
なる．
２）象牙質の加齢変化
　口腔保健の観点からすると，象牙質においても
フッ化物の持続的な供給は重要なポイントである．In 
vitro 環境下の実験において，歯根面へのフッ化物の
取り込み量は，歯冠部エナメル質よりも明らかに高い
ことが知られており 48，また，水道水フッ化物濃度調
整地区における根面う蝕の有病者は有意に低下してい
る 49．すなわち，根面う蝕を未然に防ぎ，さらに，象

牙質の質を高めていくための方策の一つとしてフッ化
物が位置づけられるだろう．これは，加齢とともに有
病率は低下するとはいえ，象牙質知覚過敏症の発症予
防にも繋がる．
　トゥースウェアの問題については，楔状欠損に代表
される摩耗の問題が象牙質においては大きいものと考
えられる．これについては口腔清掃用品の適切な選択
と使用についての保健指導が今後とも重要であり 50，
さらに，ブラキシズムをいかにして防ぐかという観点
からの対応に科学的根拠を付与していくことも必要で
あり，ひいては咀嚼機能を保持することにも繋がる．
　加齢に伴う歯の審美的な色調の変化は，トゥース・
ホワイトニングの適応であるとされているが，椿は高
齢者のトゥース・ホワイトニングは困難であると報告
している 51．その理由として，加齢により象牙質の色
が濃くなっている場合は外部からのブリーチングでは
十分な効果が得られないことや，歯頸部が露出してい
る場合は歯冠部のみを白くしても歯全体が白くなって
いるようには見えないことや，象牙質の露出が起こっ
ている場合は知覚過敏が起こりやすいことなどを挙げ
ている．白く美しい歯を持つ人々が暮らす世界が，未
来の健康社会の要素の一つとするならば，審美的な歯
の色調をコントロールする手段についての更なる研究
が必要となっていく．
３）セメント質の加齢変化
　セメント質は歯肉の退縮が起こることで露出し，こ
の変化は加齢に伴って非常に高頻度で観察される．セ
メント質が口腔内に露出することで，セメント質は喪
失あるいは変質 52，また，セメント質は咬合圧を原因
として剥離や吸収なども発生する．こうした変化は病
理的な反応変化によって生じることは当然であるが，
生理的な加齢変化と完全に区別することは困難であ
る．そのため，口腔保健の観点から歯肉や咬合力の問
題を考えることは重要である．
　セメント質は歯根象牙質の表層を覆う比較的薄い硬
組織であり，歯を顎骨に固定することがその目的であ
る．よって，セメント質の喪失，剥離，変性などの発
生は歯を口腔の望ましい場所に固定する能力を奪って
しまうものと考えられる．これを避けるためには一般
的な歯周病予防法の実践による歯肉退縮の防止や，ブ
ラキシズムの回避による異常咬合圧の軽減が必要とな
る．
４）歯髄の加齢変化
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　歯髄の加齢的変化によって，細菌感染に対する防御
機能は低下し，血流の著しい減少によって歯髄の再生
能力も大幅に低下する．こうした加齢変化を歯髄が受
け，歯科治療に至らないダメージが発生した場合，そ
の回復は若年者と同様には進行しない．そのため，歯
髄に退行性変化がなるべく生じないような環境を整え
続けることが，究極的に歯の保存へと繋がっていくだ
ろう．具体的には，う蝕原生細菌の産生する酸刺激や
咬耗・摩耗を発生させる不良習癖などを回避すること
が必要となる．ただ，加齢に伴って，有髄神経の減少，
象牙質の厚みの増加，象牙細管の狭窄・閉鎖によって
知覚の閾値は上昇する．すなわち，加齢によって退行
性変化を生じた結果，様々な口腔保健の悪化に関わる
サインを自覚しにくくなるため，歯髄の保護の点から
も，定期的な精密歯科健診の重要性は考慮されなけれ
ばならない．
５）歯周組織の加齢変化
　口腔保健的に注目しなければならない歯周組織の加
齢変化の一つは，高齢化に伴って歯肉の退縮や歯槽骨
の吸収が生じ，その結果として形態が複雑化すること
である．高齢化に伴い歯垢の細菌叢に変化が生じる可
能性も当然考えられるが 53，上記したように高齢者に
おいて急速に歯肉炎が進行するという現象は 29，歯周
組織の形態の複雑化に伴い，歯垢が強固に付着するこ
とが可能となる面積が増大することとも大きく関連し
ているものと思われる．そのため，歯周組織の形態が
複雑化しているにもかかわらず，運動能力が低下して
いる高齢者に対して，どのような歯口清掃方法を歯科
医療従事者は提示することができるのか，その可能性
について，議論したうえで整理をしておく必要がある．
６）口腔粘膜の加齢変化
　加齢によって創傷治癒は遅くなるが 54，粘膜疾患に
対するリスクが高くなるかどうかは，全身の健康状態，
義歯の有無，薬物の服用などの二次的な因子との関連
が検討されていないため，口腔保健の観点から高齢者
の粘膜についてどのような対策を立案できるかは未だ
不透明なままである．ただ，唾液の分泌機能の低下は
粘膜組織の健康に様々な影響を及ぼす局所的な要因で
あることは間違いない 55．次項とも関係するが，口腔
粘膜の健康増進のためには唾液の分泌にかかわる機能
をいかに維持するかという点が一つの対策として考え
られる．
７）唾液腺及び唾液の加齢変化

　唾液分泌量や唾液の成分について，加齢に伴う明確
な変化が見られないという報告が近年多く見られるも
のの，臨床的には唾液分泌の減少と，それに伴う口腔
乾燥を訴える患者は多く存在する．このことは，加齢
による唾液分泌量の減少は様々な病的な要因によって
発生すものであり，加齢変化ではないということを示
している．よって，唾液分泌量の減少を副作用とする
様々な薬物の投与，シェーグレン症候群，放射線治療
の既往，抗がん剤治療，胃食道逆流症，パーキンソン
病，口呼吸など，唾液分泌量の減少や口腔乾燥症と関
連のある疾患や症状の存在を注意深く見極めることが
重要である．唾液の減少は咀嚼や発音・発声という口
腔の持つ重要な機能を阻害する方向へと働く．機能を
含めて健康な口腔を維持するためには唾液及び唾液腺
についての理解が必須である．
２. 口腔疾患
　歯科疾患実態調査の結果から分かる通り，わが国に
おいては高齢者の口腔内環境は大きな変動の時期を迎
えている．その一つは残存歯が増加しているという事
実である．残存歯数を増やすこと，すなわち，喪失歯
予防にフォーカスを当てたストラテジーは，その地域
や国の口腔保健システム（う蝕予防，歯周病予防，健
診システム，保険制度，歯科医療レベル，住民の健康
感など）などの多彩なアウトカムに対する多様な取り
組みの成果を表すことが可能であることから，今後は
残存歯数の状況が社会の健康を表す指標となりうると
言える．そして，咀嚼や発音・発声という口腔内の機
能についても，残存歯数の増加によって保持・増進が
可能となっていくことだろう．
　増齡に伴って，一人平均う歯数（DMFT）は増加
すると言われてきた．しかし，筆者らが DMFT の推
移について出生年コホート分析を行った結果，増齡に
伴う DMFT の変化は世代によって大きく異なること
が明らかとなった．今後，高齢者のう蝕は，未処置歯，
喪失歯，処置歯ともに減少していくものと予測される．
しかし，高齢者における残存歯の増加に伴って，歯周
病の罹患量は増加する傾向にあるのが現状である．と
はいえ，よく食べることができ，しっかり意思の疎通
をとるために喋ることができるという口腔内の機能，
そして，社会的なコミュニケーションを果たすことの
できる審美性，これらを高齢者が維持するために必要
なステイタスというものは，決してすべての世代に共
通するものではないはずである．すなわち，若年者と
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同一の基準で高齢者に対処していくのではなく，高齢
者に対する新たな診査・診断基準，そして，検査技術
の確立を目指していくことこそが重要である．
３. 口腔保健行動・生活習慣
　高齢者の受療傾向として，これまでは高齢者になる
と歯科受療が減少する傾向があった．しかし，現在で
は医科における受療状態と，歯科におけるそれが近似
してきている．その理由として，これまで高齢者の治
療は欠損歯への義歯治療が中心であったが，近年，高
齢者の口腔内に歯が残るようになり，多様な歯科に対
するニーズが高まってきたことを反映しているものと
考えられる．ただ，保健医療，そして，介護保険とい
う公的な医療制度はあくまでも疾患に対する給付が原
則であり，多様化する高齢者の健康ニーズに答えられ
てはいない．咀嚼や発音・発声という機能をどのよう
に評価し，どのように維持・増進していくかというこ
とが今後の歯科界の命運を左右する一つの鍵となる．
　そこで重要なのは，高齢者における健康リスクをい
かに整理するかということと，アンチエイジングやポ
ジティブエイジングという考え方に代表されるような
人間にとって避けることができない「加齢」という現
象をいかにして捉え直し，次世代に向けてのパラダイ
ムを構築するかということである．高齢者における健
康リスク因子は，口腔組織の老化，全身の老化・有病
状態，生活の変化，社会体制を主なものとして挙げる
ことができる（図 8）．こうしたポイントを踏まえつつ，
ジェロントロジーの進展に寄与するエビデンスを確立
することこそが，健康寿命延伸のための歯科医療，並
びに口腔保健の樹立に近づく手段である 56,57．

【結論】
　加齢に伴って口腔にはどのような変化が生じると考
えられているのか，住民側の視点をピックアップして

みると以下のような項目があげられるだろう．すなわ
ち，歯ぐきが痩せる，歯が抜ける，入れ歯を入れる，
歯ぐきから血や膿が出る，歯ぐきが腫れる，詰め物を
している歯や差し歯やかぶせを入れている歯が増え
る，唾の量が減る，口臭が強くなる，味覚が衰える，
ものを噛みにくくなる，飲み込みにくくなる，喋りに
くくなる，といった訴えが多くなるものと考えられる．
　こうした訴えを整理してみると，形態的な変化，機
能的な変化，慢性的な疾患の存在によって生じる変化
へと大分することができる．こうした「変化」に対して，
従来の疾患対象型のストラテジーによって対応しよう
とするならば，加齢に伴う変化を何らかの測定方法に
よって数量化し，そのスレッショルドに従って，テー
ラーメイド型の処置プログラムを策定する，というこ
とになろう．しかし，加齢に伴う変化は，その多くが
主観に大きく左右されるものである．疾患や心身の不
調を治療するという視点ではなく，個々の住民に寄り
添いながら，生活や仕事を含めた日常生活をどのよう
に営んでいくか住民と一緒に考えていく姿勢こそが重
視されるようになる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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1. 口腔保健とaging
3）咀嚼（咬合を含む），嚥下（口腔乾燥を含む）
森戸 光彦1， 佐藤 裕二2

1：鶴見大学　2：昭和大学歯学部

【抄録】
　口腔領域における老化の中から，咀嚼と嚥下につい
て，原則的に過去 5 年間（2009年 1月～ 2014年 7月）
の論文を対象に検索を行い，52 編をピックアップし
た．それらを「咀嚼・咬合と摂食 ･ 嚥下，生活機能（24
編）」，「認知症と咀嚼，嚥下（3 編）」，「舌圧などの口
腔機能と嚥下あるいは栄養，生命予後（15 編）」に分
類し，口腔機能同士の関連性と全身的疾患や認知症，
栄養，生命予後などとの関連を検討した．
　検索方法としては，医学中央雑誌（医中誌）とPubMed
を対象にインターネットを用いて行い，ヒットした中
から，ハンドリサーチで対象論文を絞り込んだ．
　その結果，咬合，咀嚼，唾液分泌，構音機能，嚥下
機能などすべての口腔機能が相互に影響をしあいなが
ら低下することが確認できた．また，口腔機能低下は，
認知症や全身的な疾患あるいは運動機能，生活機能と
も密接に関連していることも確認できた．

【緒言】
　高齢者人口，特に後期高齢者人口が増加するにした
がい，口腔機能の低下が大きな問題として取り上げら
れるようになった．歯科医療は，これまでう蝕や歯周
病，歯の欠損などに対して，目覚しい発展を遂げてき
た．一方で，超高齢社会の到来により，虚弱高齢者

（dependent elderly, frailty）が増加し，その結果と
して「通院困難者」が増加している．歯科の診療施設は，
殆どが診療所（クリニック）であり，通院が困難な患
者は在宅で訪問診療を受けるのが唯一の方法と言って
よい．診療は，患者からの依頼によって成立するため，
口腔内の変化に本人や家族，あるいは介護担当者が気
付かない限り，治療環境を引き寄せることができない．
すなわち，歯科医療が中断したままの状態が続くこと
になる．その結果，「口腔機能は低下した状態（オー
ラルフレイル，oral frailty）」が生み出されることに
なる．

　口腔衛生管理が十分でない高齢者に対して口腔衛生
処置（口腔のケア）を施すことにより，単に「口の中
が綺麗になった」だけではなく，口腔が持っている本
来の機能がかなり蘇ってくることを体験する．しかも
その結果として，全身疾患に対する治療効果が向上し
たり，患者本人の QOL が向上し，また，家族の負担
が軽減したりと，その効果は絶大と言える．それらの
趣旨から「介護予防」の項目に「口腔機能の向上」が
きちんと謳われている．
　口腔の衛生管理を本人が行うことは，自立のバロ
メータとも言われている．幼児期にやっとブラッシ
ング（歯磨き）のようなことができ始め，最後は「仕
上げ磨き」として親が手本を示しつつ教育する．高齢
期になると，それとは逆に自分自身での口腔内の衛生
管理が次第に疎かになっていき，口腔機能の低下と相
俟って決して綺麗とは言えない状態になる．幼児のよ
うに周りの誰かが気を配ればいいのかもしれないが，
やる方もやられる方も積極的とは言い難い．
　口腔機能とは，咬合・咀嚼・味覚・唾液・構音（発
音）＋コミュニケーション・口臭・その他複合的な機能，
などが挙げられる．すべてが生命維持や生活を支える
のに欠かせないものばかりである．歯・舌・歯肉・頬・
唾液腺・粘膜・口腔周囲筋など，多くの組織と器官が
複雑に関与し合うことで，機能が営まれている．本項
では，咀嚼と嚥下を中心に検索を行う．

【目的】
　栄養摂取の入り口である「咀嚼」と「嚥下」が，加
齢とともにどのように変化するのかについての調査を
中心に文献検索を行い，その情報を整理することを目
的とする．

【方法】
　総説あるいは原著論文を対象に，インターネットを
利用した検索を行った．PubMed，医中誌を対象とし，
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キーワードは，日本語においては，「加齢 OR 老化，
咀嚼 OR 摂食嚥下」，英語では，「aging, chewing 
OR mastication, or swallowing」とした．絞込み条
件として，会議録を除く解説・総説・原著とし，原則
として過去 5 年間（2009 年 1 月～ 2014 年 7 月）に
限定した．また，検出されたすべての論文を対象とし
てハンドリサーチを行い，商業誌を除外したのち本編
に合致したものを取り出した．

【結果】
　口腔関連の機能は，すべてが密接に関連しており，
論文においても複数の機能が比較検討されている．大
きく分けて，「咬合や咀嚼」という分野と唾液分泌や
口腔衛生などの口腔環境，舌や口唇の機能と形態，構
音やコミュニケーション能力などの分野に分けること
ができた．本項では，それらの口腔領域の機能を「咬
合と咀嚼」と「口腔機能」と表現して分類した．それ
らの口腔関連の項目に咽頭喉頭部機能障害や認知症，
全身的疾患，生命予後などを組み合わせることにした．
　その結果，検索で得られた論文を①咀嚼・咬合と
摂食 ･ 嚥下，生活機能（24 編）1-24，②認知症と咀嚼，
嚥下（3 編）25-27，③舌圧などの口腔機能と嚥下ある
いは栄養，生命予後（15 編）28-42，④唾液分泌と口腔
機能（10 編）43-52，に分類することができた．もちろん，
いずれの分類項目においても，キーワードは複数が複
雑に含まれており，お互いに密接な関係にあると言え
る．
① 咀嚼・咬合と摂食 ･ 嚥下，生活機能（24 編）

　24 編のうち 7 編が咬合・咀嚼と窒息を含む嚥下
機能との関連性についての論文であった 1-7．老人
施設入所者あるいは利用者を対象とした横断研究で
あり，嚥下障害と咬合・咀嚼との関連を述べている．
咬合支持の喪失が咀嚼能力の低下に繋がることは以
前から報告されているが，更に近年では，認知症や
全身的虚弱（フレイルティ =frailty）とともに嚥下
障害の要因として論じられるようになった．咬合支
持に関しては，歯の本数が調査項目に入っている研
究が主流であるが，臼歯部での咬合（Eichner 分類）
を用いることが極めて多くなっている．このことは，
口腔機能としての概念を前面に押し出したものと考
えられる．すなわち，機能低下に対する機能回復（リ
ハビリテーション）としての歯科医療が，高齢者の
生活機能に大きく影響することを認識させるもので

ある．
　咀嚼能力は栄養摂取に欠かせない機能として，
データを提供している．咀嚼能力の低下は，栄養状
態の低下を初め多くの機能低下を招くため，同時に
分析された項目は，生活機能レベルを表す Barthal
指数やオーラルディアドコキネシスなどが挙げられ
ており，お互いの相関が報告されている 8-12．
　咬合力と生活機能との関連をみた研究では，FIM
認知項目，コミュニケーション，社会的認知に相関
があったとしている 13．コミュニケーション能力に
予測材料として舌圧が挙げられるという研究も見ら
れるようになってきた 14-15．咬合力や咬合接触面積
が咀嚼能力や唾液分泌量に影響するという報告 16-17

や最大咬合力が咀嚼能力に大きな影響を及ぼすとい
う報告 18-19 が見られた．
　咬合力や咀嚼力と ADL などの生活機能や死亡率
との関連についての報告 20-24 も多く，その相関性
から口腔機能向上の必要性が述べられている．

② 認知症と咀嚼，嚥下（3 編）
　認知機能の疾患である認知症は，アルツハイマー
型，脳血管性，レビー小体型などに分類されるが，
いずれも中枢神経系の疾患と言える．摂食動作のス
タートは認知であり，嚥下動作の中枢は脳神経であ
る．そのため両者の関連は非常に高いのは当然と言
える．3 編のうち 2 編は，認知症の型分類別の嚥下
障害の状態を調査したもの 25,26 で，タイプの違い
で病態が異なることを示しており，今後の臨床に有
意義と考えられる．1 編は，認知機能が低下した高
齢者の追跡調査をしたもの 27 で，認知機能に影響
を与えた因子は，食事の自立であったとしている．
口腔機能の重要性が示唆されるものである．

③ 舌圧などの口腔機能と嚥下あるいは栄養，生命予後
　 （15 編）

　咀嚼が全く関与しない口腔機能は殆どないが，咀
嚼を調査対象として取り上げていない研究をピック
アップした．舌圧測定が定量化 28 できるようになり，
口腔機能としての舌圧の関与 15,29-31 がいろいろな
場面で検討されるようになった．舌圧の低下が口腔
機能の低下を代表しているとの報告も複数見られ，
今後の展開が期待される．
　口腔の原始反射と摂食機能との関連についての報
告があり，栄養状態や Barthal Index，義歯環境，
肺炎発症などの項目との相関を論じている 32．また，
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口唇圧は捕食時や嚥下時に重要な役割を示すことか
ら食べこぼしなどの項目と口唇閉鎖機能との関連に
ついて報告している 33,34．
　口腔機能の健康が生活機能に欠かせないとする報

告は多く見られるが，本項では総説のみをピック
アップした 35-37．いずれも口腔機能管理の重要性を
述べたもので，それぞれの場面での他職種との連携
の必要性を述べている．

表１－１  加齢による咀嚼・嚥下機能の変化 

 

内容 文献番号 年 著者 概要 
咀嚼・咬
合 と 摂
食 ･ 嚥
下，生活
機能 

1 2004 笠原和恵ほか 要介護高齢者の栄養状態と寝たきり度は,摂食・嚥下障害の有
無,咀嚼能力,義歯の良否,並びに食物形態と関連． 

2 2011 森崎直子ほか 要介護高齢者の摂食・嚥下機能は基本的 ADL，特に食事と関
連（食事の完全自立で高い）． 

3 2004 三浦宏子ほか 虚弱老人では「硬い食物の咀嚼困難」（21.74%）と「発熱」
（20.65%）が高率． 

4 2005 伊野透子ほか 要介護高齢者で口唇閉鎖不全と咀嚼運動が「食べこぼし」と
有意な関連． 

5 2013 田中信和ほか 1 時間あたりの嚥下回数は，高齢者群 9.0±5.4 回（準寝たきり群
11.6±6.2 回，寝たきり群 7.7±4.6 回），健常成人群 40.7±19.5 回．

6 2009 寺岡加代ほか 介護高齢者の意欲には，口腔機能の指標である臼歯部の咬合
支持や嚥下機能が関連． 

7 2012 Kikutani et al. 高齢者で咬合支持を喪失すると窒息のリスクが 3.1 倍 

8 2007 Bordeur et al. 中高年の不適切な食習慣は，歯や義歯の状態とは無関係 

9 2010 Okada et al. 高齢者で，咀嚼，歯の状態，体重，上腕周囲径が咀嚼能力の
予測因子．年齢，咀嚼能力，握力，性別が血清アルブミン濃
度の予測因子． 

10 2013 Kikutani et al. 虚弱高齢者では，咬合の喪失が低栄養のリスク因子 

11 2012 岡田和隆ほか 自立高齢者では現在歯数，咬合支持，義歯の使用の有無，口
腔の健康や機能に対する自己評価が良好な栄養状態と関連．

12 2011 Yoshida et al 高齢者において，臼歯咬合接触損失者は，ビタミン
（144.4←179.4）や食物繊維（7.36←8.49）の摂取量が低い

13 2012 稲富さよほか 要介護後期高齢者の咬合力とは，残存歯数，FIM 認知項目，
コミュニケーション，社会的認知の 4 項目と有意な正の相関．

14 2009 Kikutani et al. 80 歳以上では舌圧が低下． 

15 2013 奥野典子ほか 外来通院可能な高齢者では，現在歯の減少とともに食品摂取
制限が増加し，咀嚼能率は低下．舌圧は低下傾向． 

16 2013 Ohara et al. 高齢者で，咬筋の緊張の触診は，高齢者の咀嚼能力を評価す
るための信頼性が高い 

17 2011 山本孝文ほか 唾液分泌量は，現在歯数が 20 歯以上の群（1.58g/min）は 19

歯以下の群（1.05g/min）よりも有意に多い． 

18 2010 野首文公子ほか 歯の欠損の多少にかかわらず，生体に適応した義歯を装着す
ることによって，有歯顎者の咀嚼機能に十分近づけられる．

19 2003 中島美穂子ほか 義歯使用者は有歯顎者と比較して 6 分の 1 以下の咀嚼能力し
かなく,天然歯の存在が咀嚼能力維持に大きく関与． 

20 2012 岩崎正則ほか 女性高齢者において咀嚼能力が高いと開眼片足立ち保持時間
が有意に長い． 

21 2012 豊下祥史ほか 特定高齢者候補者群の一人平均現在歯数，咀嚼スコア，下顎
義歯の床外形，上顎義歯の適合，義歯の満足度．会話のしや
すさが低い． 

22 2012 高田豊ほか 80 歳の後期高齢者は咀嚼機能が良好なほど，また，現在歯数
が多いほど長寿の傾向． 

23 2012 飯沼利光ほか 男性超高齢者では，最大咬合力は年齢，BMI，認知機能と有
意な関連．身体機能の低い超高齢者の最大咬合力は小さい．

24 2009 高橋美砂子ほか 通所施設利用者において，口腔機能と ADL，GOHAI には正
の相関が見られた． 

 

表１：加齢による咀嚼・嚥下機能の変化
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　近年，嚥下障害の評価や生命予後についての報告
も増加しており 38-42，リハビリテーション領域の発
展と，評価法あるいは多職種による連携手法の発展
が大きな要因と考えられる．

④ 唾液分泌と口腔機能（10 編）
　唾液は，口腔機能にはなくてはならないものであ
る．分泌量が減少した状態でその本来の役割が伝達
される．唾液の評価法 43 はいろいろとあるが，実

際には分泌量を計測するのがメインとなる．しかし，
臨床的には，分泌量はもちろんであるが，口腔内の
湿り気（湿潤度）が重要であると論じている 44-51．
また，嚥下障害にも咀嚼にも唾液はなくてはならな
い存在と言える 44,52．加齢による唾液腺の変化につ
いて報告51されているが，分泌量の減少が加齢変化
であるとの記述は見あたらない．また口腔乾燥と咀
嚼能力の低下についての詳細な報告52も見られる．

 

表１－２  加齢による咀嚼・嚥下機能の変化 

 

内容 文献番号 年 著者 概要 
認 知 症
と咀嚼，
嚥下 

25 2009 Suh et al. アルツハイマー病と血管性認知症では出現する嚥下障害のパ
ターンが違う． 

26 2010 Yamamoto et al. 嚥下造影中の吸引がレヴィー小体病患者の肺炎発症の危険因
子． 

27 2010 森野智子ほか 要介護高齢者で認知機能（MMSE）に影響を与えている事柄
は食事の自立度（DFIM）． 

舌 圧 な
ど の 口
腔 機 能
と 嚥 下
あ る い
は栄養，
生 命 予
後 

28 2012 Tsuga et al. 舌圧は虚弱高齢者（14～21kPa）は，健康な高齢者（31～
33kPa）より低い 

29 2006 Yoshida et al. 舌圧は舌の運動機能と関係し，嚥下障害者では低い（10.7kPa，
正常者 17.8kPa） 

30 2010 岡山浩美ほか 要介護高齢者で，BMI と要介護期間が舌厚みと有意な関連．
31 2004 児玉実穂ほか 要介護高齢者で，口腔機能特に舌の機能は栄養状態と関連．
32 2014 Hobo et al. 原始反射の出現は，栄養失調のリスクと開発誤嚥性肺炎に関

連． 

33 2009 Tamura et al. 食品で窒息経験者は，口唇圧が低い． 

34 2005 福井智子ほか 高齢者の舌圧は年齢とともに低下するが，口唇機能は年齢の
影響を受けにくい． 

35 2010 羽村 章 口腔の老衰とその対策についての解説・総説 

36 2007 Hebling et al. 口腔関連 QOL（OHRQoL）のレビュー 

37 2012 那須郁夫 咀嚼能力の優れた高齢者は，健康余命が長いという総説 

38 2007 榎本麗子ほか 先行期障害，嚥下機能，BMI のリスクありでは生命予後が短
縮 

39 2012 McMillan et al. Frailty（虚弱）の解説 

40 2011 二藤隆春ほか 老化に伴う嚥下障害の評価と予防に関する解説・総説 

41 2009 弘中祥司 加齢性変化と摂食・嚥下機能の評価に関する解説・総説 

42 2009 藤谷順子 加齢性変化と摂食・嚥下障害に関する解説・総説 

唾 液 分
泌 と 口
腔機能 

43 2012 森戸光彦ほか 年齢の増加により刺激唾液量が減少 

44 2012 Bing et al. 口腔乾燥症と全身健康状態のレビュー 

45 2013 前田恵利 在宅療養高齢者のうち非経口摂取者は全身状態や口腔環境・
機能が低い． 

46 2013 前田恵利ほか 高齢者における口渇の自覚症状聴取と湿潤状況の視覚的観察
のみでは，口腔内の乾燥状況を正しく判断できない． 

47 2012 Kawakami et al. 在宅高齢者で，口腔乾燥を訴える患者は 38.6%で，そのうち
の 86.0%の患者が客観的口腔乾燥． 

48 2012 松野智宣ほか 口腔乾燥自覚者には血圧降下剤の服用者が最も多く，次に消
化器官用薬，抗不安剤・催眠鎮静剤であった． 

49 2012 倉治真夏ほか 高齢者の口腔乾燥のリスクファクターは，酸化度と潜在的抗
酸化能． 

50 2010 船山さおりほか 神経症症状のある者及び口渇高頻度薬剤の服用者は，有意に
口腔乾燥感が多い． 

51 2009 Gueiros et al. 加齢と口腔乾燥の解説 

52 2009 Shinkawa et al． 咀嚼機能は，口腔乾燥者（28.4）が正常者（29.1）より低い
 

表 1 の続き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

【考察】
　加齢変化と老化は，本来異なるものとして認識され
ているが，ヒトが生活している中での変化は，ほぼ同
一のものと考えて良いと思われる．すなわち，年を取
ることによって変化する様（加齢＝ aging）を老化（＝
senescence）という．
　咬合，咀嚼，口腔乾燥，嚥下などは，お互いに密接
な関係のもとに機能している．その結果，論文を個々
の項目で分類することは，極めて困難であった．そこ
で本項では，咬合・咀嚼を一つの項目とし，唾液分泌
や衛生状態などの口腔環境・構音・コミュニケーショ
ン能力などを「口腔機能」としてまとめて表現するこ
ととした．それらの加齢変化あるいは老年期に多く見
られる現象と口腔以外の変化との関連としての論文を
ハンドリサーチによりピックアップした．嚥下障害は，
咽頭喉頭部機能障害として交差させた．口腔機能は全
身的な問題とも密接に関連することも知られており，
特に「認知症」，「栄養」，「窒息や肺炎」，「生命予後」
などとの関連についての論文が多く見られた．
　超高齢社会の到来による虚弱高齢者の増加により，

「通院困難者」が増加している．歯科の診療施設の殆
どが診療所（クリニック）であることから，通院困難
者は在宅で訪問診療を受けるのが唯一の方法と言って
よい．したがって，本人や家族，あるいは介護担当者
が口腔内の変化に気付かない限り，治療環境を引き寄
せることができない．そのため，歯科医療が中断した
ままの状態が長く続くことになり，「口腔機能が低下
した状態」が生み出されることになる．
　高齢者に対して口腔衛生処置（口腔のケア）を施す
ことで「口の中が綺麗になった」だけではなく，口腔
が持っている本来の機能がかなり蘇ってくる．さらに，
全身疾患に対する治療効果が向上したり，患者本人の
QOL が向上し，また，家族の負担が軽減したりと，
その効果は絶大である．口腔の衛生管理を本人が行う
ことは，自立のバロメータとも言われている．高齢期
になると，自分自身での口腔内の衛生管理が次第に疎
かになっていき，口腔機能の低下を招くことになる．
幼児のように周りの誰かが気を配ればいいのかもしれ
ないが，実施する方も受ける方も積極的とは言い難い．
　これからの歯科医療は，この口腔機能を正しく管理
することが求められる．そのためには，口腔機能の加
齢による変化がどのようなものであるかを正しく把握
しておくことが肝要で，その目的のために本編を利用

して頂ければと考える．

【結論】
　多くの論文から，咬合，咀嚼，唾液分泌，構音機能，
嚥下機能などすべての口腔機能が相互に影響を及ぼし
ながら低下することが確認できた．また，口腔機能低
下は，認知症や全身的な疾患あるいは運動機能，生活
機能とも密接に関連していることも確認できた．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

2. 口腔保健（歯の保存状況，咀嚼，口腔疾患等）と寿命
1）歯数と寿命
深井 穫博
日本歯科医師会／深井保健科学研究所

【抄録】
　口腔保健と健康寿命の延伸との関連を示すエビデン
スの一部として，ヒトの歯数と寿命との関係について
整理することを目的とした．方法は，PubMed を用い，
2014 年 11 月までに報告された文献について，エビ
デンスレベルを考慮して論文の選択を行った．その結
果，36 編の文献が得られた．これらの先行研究の結
果は，歯数増加による寿命延伸効果はハザード比（HR）
で 1.1-2.7 であった．また，歯の喪失後の義歯の装着
による生命予後の改善は，HR が約 1.3 であった．歯
数と総死亡率に加えて，死因との関係では，CVD（心
血管疾患）との関連を示す報告が複数得られた．結論
として，歯数と寿命との関係には明らかなエビデンス
がある．

【緒言】
　歯・口腔の健康と全身の健康との関連が，疫学デー
タで示されるようになってきた．歯数は，歯・口腔の
健康を示す代表的で強固な指標である．この歯の喪失
の原因は，う蝕と歯周病に代表される歯科疾患が主な
原因であると共に，喫煙，糖尿病，咬合状態をはじめ
として，その他の全身的及び局所的リスクファクター
が関連することが報告されている．そして歯の喪失は，
咀嚼機能，発話機能など口腔機能の低下に直結する．
　集団レベルでみても口腔の健康状態の改善は，一人
平均現在歯数の増加によって示すことができる．日本
では，1989 年から，「80 歳になっても 20 歯以上を
保つ」ための 8020 運動が開始され，既に四半世紀が
経過した．この間の国民の歯の保存状態は著しく改善
されてきた．2011 年の調査では，80 歳で 20 歯以上
有する者の割合は既に 38％に達している 1．歯科疾患
は予防できるものであり，歯の喪失リスクも，歯科医
療と口腔保健施策によってコントロール可能である．
　一方，その国や地域の全身の健康状態を示す代表的
な指標に平均寿命がある．口腔と全身の健康との関連

を明らかにする場合，歯数と生命予後との関係を示す
ことが明確な根拠となる．
　そこで本稿では，縦断調査（コホート研究）を中心
に歯数と生命予後について文献レビューを行い，現時
点の知見をまとめることで，口腔保健の改善が，全身
の健康状態の改善にどの程度貢献できるかについて考
察する．また，歯数と寿命との関係は，歯周病をはじ
め歯科疾患の感染の蓄積した結果とするか，歯の喪失
が咀嚼機能の低下をはじめ摂食機能の低下によるもの
とするかという二つの仮説が考えられる．特に後者の
場合，歯数の低下と義歯を始めとする補綴治療による
口腔機能の回復を考慮する必要があるので，義歯と生
命予後との関係についても検討することにする．また，
これまでの研究から，歯数と全死亡率との関係に加え
て，死因となる疾患別死亡率についても検討している
ものがあるので，死因との関係についても考察を加え
る．

【目的】
　歯数と生命予後との関係について，文献レビューし，
歯の喪失防止が，寿命の延長に貢献できることを疫学
的に確認することを目的とする．

【方法】
　 本 研 究 は，PubMed（1966 年 ～ 2014 年 11 月 ）
を用いた文献検索によって行った．検索で得られな
い文献については，ハンドサーチも行った．また，
2012 年に Polzer ら２によって報告された歯の喪失と
死亡に関するシステマティックレビュー・メタ解析の
検索手順及び結果を参考にした．
　PubMed 検索に用いたキーワードは，歯数と寿命
については，（"tooth" OR "teeth" OR "tooth loss" 
OR "tooth number" OR "number of teeth" OR 
"dental disease" OR "dental status"）AND（survival 
OR mortality OR death OR fatal OR lethal）とした．
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2. 1） 歯数と寿命

また，義歯と寿命については，（"replaced teeth" 
OR denture OR "dental prosthesis" OR "dental 
prostheses" OR RPD OR FPD）AND（survival 
OR mortality OR death OR fatal OR lethal ）とし
た．この結果得られた歯数と寿命に関する 5,766 編
及び義歯と寿命に関する 2,548 編の論文をタイトル
抄録内容及び調整された交絡因子から判断し，文献を
選択したのち，更に数稿を除外し3-1550 編の論文を選
択した 16-51．更にその報告内容を精査し，ハンドサー
チも加えて最終的な論文リストを作成し，その内容に
ついて分析した．

【結果】
　文献検索の結果，36 編が得られた．表１に文献と
その概要を示した．調査地域は，イタリア，スウェー
デン，フィンランド，アイスランド，デンマーク，ス
コットランド，ドイツの欧州諸国と米国，及びアジア
では中国と日本であった．
１. 歯の喪失と生命予後
　Shimazaki ら（2001 年）の日本人施設入所者（平
均年齢 80 歳）1,929 人の 6 年間のコホート調査では，
20 歯以上群に比べて 0 歯（義歯なし）群の死亡は 1.8
倍（OR:1.8,95％ CI:1.1-2.8）であった 17．Abnet
ら（2005 年）の 40 ～ 69 歳の中国人 28,790 人を
対象とした 15 年間のコホート調査では，対象者の年
齢別の喪失歯数（中央値）より喪失が少ない群に比
べて，多い群では死亡は 1.1 倍（HR:1.13, 95%CI: 
1.09-1.18）であった 23．Cabrera ら（2005 年）の
スウェーデンでの 38 ～ 60 歳女性 1,462 人を対象と
した 24 年間コホート調査では，喪失歯数 10 歯以下
群に比べて 11 歯以上群の死亡は，1.3 倍（HR:1.27, 
95%CI:1.09-1.47） で あ っ た 24．Morita ら（2006
年）の日本の 80 歳以上 118 人を対象とした 10 年間
コホート調査では，20 歯以上群に比べて，20 歯未満
群では，死亡は男性では 2.7 倍（HR: 2.71, 95%CI: 
1.05-7.05）であった 27．Fukai ら（2007 年）の 40
～ 89 歳の日本人地域住民 5,830 人を対象とした 15
年間コホート調査では，機能歯数 10 歯以上群に比べ
て 10 歯未満群では，男性で死亡が 1.3 倍（HR :1.33，
95%CI: 1.11-1.59） で あ っ た 30．Pdlha ら（2008
年）の米国での平均年齢 57 歳の 500 人を対象とし
た 15.5 年間コホート調査では，20 歯以上群に比べ
て，死亡は 1～19 歯群で 2.2 倍（HR: 2.17, 95%CI 

:1.50-3.13），0 歯群では 1.8 倍（HR :1.76 , 95%CI: 
1.04-2.98）であった 34．Holm-Pedersen ら（2008
年）のデンマークでの 70 歳～ 90 歳 573 人を対象に
した 21 年間コホート調査では，20 歯以上群に比べて，
0 歯群の死亡は 1.3 倍（HR :1.26, 95%CI: 1.03-1.55）
であった 35．Holmlund ら（2010 年）のスウェーデ
ンでの 20 ～ 89 歳 7,674 人を対象とした 12 年間コ
ホート調査では，26 歯以上群に比べて，20～25 群で
1.6 倍（HR : 1.56, 95%CI :1.15-2.13），15～19 歯
群 HR 2.33（95%CI 1.66-3.27），10～14 歯 群 HR 
2.11（95%CI 1.44-3.10），10 歯未満群では HR 2.75

（95%CI 1.81-4.16）であった 42．Hayasaka ら（2013
年）の 65 歳以上の日本人 21,730 人を対象とした 4
年間コホート調査では，20 歯以上群に比べて，死亡
は，10～19 歯（義歯なし）群で 1.3 倍（HR: 1.34 , 
95%CI:1.09-1.64），0～9 歯（義歯なし）群で 1.7 倍

（HR: 1.73 , 95%CI:1.47-2.04）であった 47．Ando
ら（2014 年 ） の 40 ～ 79 歳 男 性 7,779 人 を 対 象
とした調査では，40 ～ 64 歳で 20 歯以上群に比べ
て，10～19 歯群の死亡は 1.9 倍（HR:1.94 ,95%CI: 
1.09-3.43），0 歯 群 で 2.8 倍（HR:2.75 ,95%CI: 
1.37-5.49）であった 51．
２. 義歯と生命予後
　1997 年にイタリアで報告された Appollonia らの
70～75 歳の地域住民 1,137 人を対象とした 10 年間
のコホート調査では，義歯を使用せず十分な歯数を
保持している群に比べて，義歯使用者の死亡は 1.3 倍

（HR:1.34, 95%CI:1.06-1.70），歯を喪失し，かつ必
要な義歯を使用していない者では，1.5 倍（HR:1.51, 
95%CI:1.11-2.05）であった16．このような現在歯数
の区分や咬合接触点数に，義歯の有無を加え，対象
者を分類した分析がいくつか見られた．歯数を調整
し，義歯の有無による生命予後を分析した調査では，
Fukai ら（2008 年）の 40 ～ 89 歳の日本人地域住民
5,688 人を対象とした 15 年間コホート調査では，機
能歯 10 歯未満群の義歯の有無による追跡結果が示さ
れ，義歯未装着群に比べて，義歯装着者は，死亡が女
性で 0.7 倍（HR:0.72, 95%CI:0.58-0.91）と明らか
な効果が見られた 36．
３. 歯の喪失と死因
　歯の喪失及び義歯の有無と生命予後との関係を調査
した報告では，総死亡で分析したものと，死因との関
係を示した分析がある．死亡原因として心血管疾患
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（

95
%

CI
: 1

.0
9-

1.
18

）

上
部

消
化

管
が

ん
　

RR
1.

35
 （

95
%

CI
: 1

.1
4-

1.
59

）

心
疾

患
死

亡
　

RR
 1

.2
8 
（

95
%

CI
 1

.1
7-

1.
40

）

脳
卒

中
死

亡
　

RR
 1

.1
1 
（

95
%

CI
 1

.0
1-

1.
23

）

23

Ca
br

er
a 

et
 a

l.
20

05
Sw

ed
en

38
～

60
歳

1,
46

2人
女

性

コ
ホ

ー
ト

調
査

24
年

喪
失

歯
数

　
（

>1
0歯

）
年

齢
，

ウ
エ

ス
ト
―ヒ

ッ

プ
率

，
BM

I，
喫

煙
，

夫
の

職
種

全
死

亡
喪

失
歯

10
歯

以
下

群
VS

.
喪

失
歯

11
歯

以
上

H
R 

1.
27

 （
95

%
CI

: 1
.0

9-
1.

47
）

CV
D
死

亡

H
R 

1.
34

 （
95

%
CI

 1
.0

5-
1.

71
）

が
ん

死
亡

N
S

24

H
äm

äl
äi

ne
n,

 et
 a

l.
20

05
Fi

nl
an

d
85

歳

94
人

コ
ホ

ー
ト

調
査

5年
現

在
歯

数

性
，

慢
性

疾
患

，
主

観
的

健
康

度
，

教
育

歴
，

最
大

呼
気

量
，

握
力

，
歯

科
受

診
，

CP
I

全
死

亡
少

現
在

歯
数

VS
.

多
現

在
歯

数
H

R 
0.

93
9 
（

95
%

CI
 0

.8
84

-0
.9

98
）

25

Yo
sh

id
a,

 et
 a

l.
20

05
Ja

pa
n

65
歳

以
上

1,
03

0人
コ

ホ
ー

ト
調

査
8年

上
下

咬
合

接
触

良
好

，
咬

合
接

触
不

十
分

（
片

側
臼

歯
，

前
歯

）
，

咬
合

接
触

無 義
歯

有
無

年
齢

，
性

別

全
死

亡
咬

合
接

触
無

群
VS

.
咬

合
接

触
良

好
　

H
R 

0.
78

（
95

%
CI

: 0
.6

0-
0.

99
）

咬
合

接
触

無
，

義
歯

有
群

VS
.

咬
合

接
触

無
義

歯
無

　
H

R 
1.

52
 （

95
%

CI
: 1

.2
5-

1.
83

）

26

M
or

ita
 et

 a
l.

20
06

Ja
pa

n
80

歳
以

上

11
8人

コ
ホ

ー
ト

調
査

10
年

現
在

歯
数

　
（

20
歯

以

上
，

20
歯

未
満

）
喫

煙
，

飲
酒

全
死

亡
20

歯
以

上
群

VS
.

20
歯

未
満

群

78
ケ

月
追

跡

男
性

　
H

R2
.7

1（
95

%
CI

: 1
.0

5-
7.

05
）

女
性

　
N

S

27

表
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

報
告

者
報

告
年

対
象

地
域

対
象

者
研

究
方

法
追

跡
期

間
歯

数
カ

テ
ゴ

リ
調

整
因

子
主

な
結

果
（
死

亡
率

）
，

H
R,

 O
R
（
95

％
CI

）
引

用
文

献

O
hr

ui
 et

 a
l.

20
06

Ja
pa

n
82

.8
±7

.7
歳

40
3人

コ
ホ

ー
ト

調
査

5年
適

正
歯

列
（

現
在

歯
の

み
ま

た
は

部
分

床
義

歯
使

用
）

，
無

歯
顎

・
義

歯
使

用
，

無
歯

顎
・

義
歯

な
し

年
齢

，
性

別
，

心
疾

患
，

脳
血

管
疾

患
，

糖
尿

病
，

認
知

症
，

AD
L

全
死

亡
現

在
歯

の
み

ま
た

は
部

分
床

義
歯

使
用

群
VS

.
無

歯
顎

，
義

歯
無

2年
追

跡
　

H
R 

1.
84

 （
95

%
CI

 1
.0

1-
3.

36
）

5年
追

跡
　

H
R 

1.
30

 （
95

%
CI

 0
.9

0-
1.

88
）

28

Se
m

ba
 et

 a
l.

20
06

U
SA

70
～

79
歳

82
6人

女
性

コ
ホ

ー
ト

調
査

5年
義

歯
無

，
義

歯
有

（
咀

嚼
嚥

下
障

害
無

）
，

義
歯

有
（

咀
嚼

嚥
下

障
害

有
）

年
齢

，
人

種
，

教
育

歴
，

BM
I

全
死

亡
義

歯
無

群
VS

.
義

歯
有

（
咀

嚼
嚥

下
障

害
有

）
H

R 
1.

43
 （

95
%

CI
 1

.0
5-

1.
97

）

29

Fu
ka

i e
t a

l.
20

07
Ja

pa
n

40
～

89
歳

5,
83

0人
コ

ホ
ー

ト
調

査
15

年
機

能
歯

数
(
10

歯
未

満
，

10
歯

以
上

)
年

齢
，

全
身

疾
患

，
AD

L

全
死

亡
機

能
歯

10
歯

以
上

群
VS

.
機

能
歯

10
歯

未
満

男
性

　
H

R 
1.

33
 （

95
%

CI
 1

.1
1-

1.
59

）

女
性

　
N

S
CV

D
死

亡

男
性

　
p<

0.
05

女
性

　
N

S
が

ん
死

亡
，

肺
炎

死
亡

，
脳

血
管

疾
患

死
亡

　
男

性
，

女
性

　
N

S

30

O
st

er
be

rg
 et

 a
l.

20
07

D
en

m
ar

k
75

歳

1,
00

4人
コ

ホ
ー

ト
調

査
7年

現
在

歯
数

（
0歯

，
1～

4歯
，

5～
9

歯
，

10
～

14
歯

，
15

～
19

歯
，

20
歯

以
上

  ）

教
育

歴
，

収
入

，
喫

煙
，

飲
酒

，
健

康
の

自
己

評
価

，
運

動
習

慣
，

AD
L，

社
会

活
動

，
病

歴
（

CV
D

,呼
吸

器
疾

患
，

他
）

，
BM

I

全
死

亡
女

性
　

H
R 

0.
87

 （
95

%
CI

 0
.7

8-
0.

97
）

男
性

　
N

S
31

Tu
 et

 a
l.

20
07

U
K

16
～

30
歳

12
,2

23
人

コ
ホ

ー
ト

調
査

57
年

喪
失

歯
数

　
（

0～
4歯

，

5～
8歯

，
≥
9歯

）

年
齢

，
性

別
，

父
親

の
社

会
的

地
位

，
喫

煙
，

BM
I，

血
圧

全
死

亡
喪

失
歯

連
続

数
H

R1
.0

1（
95

%
CI

: 1
.0

0-
1.

02
）

CV
D
死

亡

喪
失

歯
数

0～
4歯

群
VS

.
喪

失
歯

9歯
以

上
　

H
R 

1.
35

 （
95

%
CI

 1
.0

3-
1.

77
）

が
ん

死
亡

　
N

S

32

O
st

er
be

rg
 et

 a
l.

20
08

Sw
ed

en

70
歳

7年
追

跡

1,
80

3人
18

年
追

跡

1,
38

1人

コ
ホ

ー
ト

調
査

7年
，

18
年

現
在

歯
数

　
（

0歯
, 1

～

19
歯

, 2
0～

32
歯

）

BM
I,心

筋
梗

塞
既

往
，

服
薬

数
，

血
糖

値
，

血
液

ヘ
モ

グ
ロ

ビ
ン

，
中

性
脂

肪
，

主
観

的
健

康
度

，
喫

煙
，

社
会

活
動

，
血

圧

無
歯

顎
（

0歯
）

群
VS

.
全

死
亡

7年
追

跡

女
性

　
H

R 
0.

97
　

（
95

%
CI

.: 
0.

95
-0

.9
9）

男
性

　
H

R 
0.

96
 （

95
%

CI
 0

.9
4-

0.
98

）

18
年

追
跡

女
性

　
N

S
男

性
　

H
R 

0.
97

（
95

%
CI

: 0
.9

7-
0.

99
）

33

表
1
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き
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2. 1） 歯数と寿命

報
告

者
報

告
年

対
象

地
域

対
象

者
研

究
方

法
追

跡
期

間
歯

数
カ

テ
ゴ

リ
調

整
因

子
主

な
結

果
（
死

亡
率

）
，

H
R,

 O
R
（
95

％
CI

）
引

用
文

献

Pd
ih

a 
et

 a
l.

20
08

U
SA

57
.4

6±
17

.3
7歳

50
0人

コ
ホ

ー
ト

調
査

15
年

5カ
月

（
±9

0）
カ

月
）

現
在

歯
数

　
（

0歯
，

1～
19

歯
，

≥
20

歯
）

年
齢

，
白

血
球

数
，

心
筋

梗
塞

既
往

，
糖

尿
病

既
往

全
死

亡
20

歯
以

上
群

VS
.

1～
19

歯
　

H
R 

2.
17

 （
95

%
CI

 1
.5

0-
3.

13
）

 0
歯

　
 H

R 
1.

76
 （

95
%

CI
 1

.0
4-

2.
98

）

34

H
ol

m
-P

ed
er

se
n 

et
 a

l.
20

08
D

en
m

ar
k

70
歳

，
75

歳
，

80
歳

，

85
歳

，
90

歳 57
3人

コ
ホ

ー
ト

調
査

21
年

現
在

歯
数

　
（

0歯
，

1～
19

歯
，

10
～

19
歯

，
≥
20

歯
）

教
育

歴
，

収
入

，
喫

煙
，

疲
労

感
，

現
病

歴
，

血
管

狭
窄

全
死

亡
20

歯
以

上
群

VS
.

0歯
（

無
歯

顎
）

　
H

R 
1.

26
（

95
%

CI
: 1

.0
3-

1.
55

）
35

Fu
ka

i e
t a

l.
20

08
Ja

pa
n

40
～

89
歳

5,
68

8人
コ

ホ
ー

ト
調

査
15

年

<1
0歯

機
能

歯
　

義
歯

あ
り <1

0歯
機

能
歯

　
義

歯
な

し

年
齢

，
全

身
疾

患
，

AD
L

全
死

亡
10

歯
未

満
義

歯
無

群
VS

.
10

歯
未

満
義

歯
有

男
性

N
S

女
性

H
R 

0.
72

（
95

%
CI

: 0
.5

8-
0.

91
）

36

Aw
an

o 
et

 a
l.

20
08

Ja
pa

n
80

歳

69
7人

コ
ホ

ー
ト

調
査

4年

現
在

歯
数

　
（

1～
9歯

，

10
～

19
歯

，
≥
20

歯
）

,歯
周

ポ
ケ

ッ
ト

（
4m

m
以

上
）

－

全
死

亡
無

歯
顎

群
VS

.
1～

9歯
　

N
S

10
～

19
歯

　
N

S
20

歯
以

上
　

N
S

肺
炎

死
亡

1～
9歯

，
10

歯
以

上
で

歯
周

ポ
ケ

ッ
ト

無
群

VS
.

1～
9歯

（
歯

周
ポ

ケ
ッ

ト
有

り
）

H
R 

3.
9 
（

95
%

CI
 1

.1
-1

3.
9）

10
歯

以
上

（
歯

周
ポ

ケ
ッ

ト
有

り
）

H
R3

.9
（

95
%

CI
:1

.1
-1

3.
9）

37

Th
or

st
en

ss
on

 et
 a

l.
20

09
Sw

ed
en

80
歳

以
上

（
平

均
86

歳
）

35
7人

コ
ホ

ー
ト

調
査

8年

現
在

歯
数

　
（

0歯
，

1～
10

歯
，

11
～

20
歯

，
21

歯
以

上
）

D
FS

％
（

未
処

置
，

処
置

歯
面

: <
33

, 3
3-

66
,

>6
6）

－
現

在
歯

数
：

N
S

D
FS

：
p=

0.
03

 （
K

ap
la

n 
M

ei
er
）

38

Br
ow

n
20

09
U

SA
18

歳
以

上

41
,0

00
人

コ
ホ

ー
ト

調
査

16
年

無
歯

顎
VS

,有
歯

額

年
齢

，
性

別
，

人
種

，
教

育
歴

，
世

帯
収

入
，

BM
I，

居
住

地
，

健
康

保

険
，

AD
L,
現

病
歴

（
糖

尿
病

，
心

疾
患

，
脳

血
管

疾
患

，
が

ん
，

呼
吸

器
疾

患
）

全
死

亡
18

～
64

歳

RR
 1

.5
 （

95
%

CI
 1

.1
3-

1.
7）

65
歳

以
上

RR
 1

.3
（

95
%

CI
:1

.2
-1

.4
）

39

表
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の
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き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

報
告

者
報

告
年

対
象

地
域

対
象

者
研

究
方

法
追

跡
期

間
歯

数
カ

テ
ゴ

リ
調

整
因

子
主

な
結

果
（
死

亡
率

）
，

H
R,

 O
R
（
95

％
CI

）
引

用
文

献

Fu
ka

i e
t a

l.
20

10
Ja

pa
n

65
～

74
歳

横
断

調
査

30
年

間
6年

毎

（
19

75
年

，

　
19

81
年

，

　
19

87
年

，

　
19

93
年

，

　
19

99
年

，

　
20

05
年

）

65
～

74
歳

現
在

歯
数

VS
平

均
寿

命
－

男
性

 r 
0.

96
2

女
性

 r 
0.

91
6

40

An
sa

i e
t a

l.
20

10
Ja

pa
n

80
歳

1,
28

2人
[追

跡
者

69
7

人
]

コ
ホ

ー
ト

調
査

4年
～

5.
5年

現
在

歯
数

喫
煙

，
血

清
コ

レ
ス

テ
ロ

ー
ル

，
血

糖
，

血
清

ア
ル

ブ
ミ

ン
，

居
住

地
，

婚
姻

，
BM

I

4年
追

跡

女
性

　
O

R 
0.

93
7 
（

95
%

CI
 0

.8
89

-0
.9

87
）

男
性

　
N

S
5.

5年
追

跡

女
性

　
O

R 
0.

94
6 
（

95
%

CI
 0

.9
07

-0
.9

87
）

男
性

N
S

41

H
ol

m
lu

nd
 et

 a
l.

20
10

Sw
ed

en
20

～
89

歳

7,
67

4人
コ

ホ
ー

ト
調

査
12

年

（
0.

2～
29

年
）

現
在

歯
数

　
（

<1
0歯

，

10
～

14
歯

，
15

～
19

歯
，

20
～

25
歯

，
>2

5歯
）

年
齢

，
性

別
，

喫
煙

全
死

亡
26

歯
以

上
群

VS
.

20
～

25
歯

H
R 

1.
56

（
95

%
CI

 1
.1

5-
2.

13
）

15
～

19
歯

H
R 

2.
33

（
95

%
CI

 1
.6

6-
3.

27
）

10
～

14
歯

H
R 

2.
11

（
95

%
CI

 1
.4

4-
3.

10
）

10
歯

未
満

H
R 

2.
75

（
95

%
CI

 1
.8

1-
4.

16
）

CV
D
死

亡

20
～

25
歯

H
R 

1.
94

（
95

%
CI

 1
.2

1-
3.

10
）

15
～

19
歯

H
R 

3.
13

（
95

%
CI

 1
.8

9-
5.

17
）

10
～

14
歯

H
R 

3.
41

（
95

%
CI

 1
.9

8-
5.

86
）

10
歯

未
満

H
R 

4.
41

（
95

%
CI

 2
.4

7-
7.

85
）

42

Fu
ka

i e
t a

l.
20

11
Ja

pa
n

40
～

89
歳

5,
64

3人
コ

ホ
ー

ト
調

査
15

年

限
界

機
能

歯
数

（
性

，
年

齢
階

級
別

咀
嚼

障
害

発
現

平
均

歯
数

40
～

49
歳
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2. 1） 歯数と寿命

（CVD）死亡，がん死亡，呼吸器疾患死亡に関する報
告がある．特に CVD 死亡との関係を示した報告は多
い．　
　CVD 死亡と歯数との関係では，Hung ら（2004 年）
の米国での 40 ～ 75 歳男性（41,407 人，12 年間追
跡），30 ～ 55 歳女性（58,974 人，6 年間）コホート
調査の結果は次の通りであった．現在歯 25～32 歯群
に比べて，男性では17～24歯群のHR は1.26（95%CI 
1.01-1.57），11～16 歯 群 HR 1.19（95%CI 0.79-
1.80），0～10歯群HR 1.79（95%CI 1.34-2.40）であっ
た．女性では，17～24 歯群 HR 1.02（95%CI 0.66-
1.55），11～16 歯 群 HR 1.07（95%CI 0.55-2.05），
0～10 歯 群 の HR 1.6（95%CI 1.11-2.46） で あ っ
た 22．Cabrera（2005 年）のスウェーデンの調査で
は，喪失歯 10 歯以下群に比べて，喪失歯 11 歯以上
群では CVD 死亡は，HR 1.34（95%CI 1.05-1.71）
であった 24．Tu ら（2007 年）の英国での 16 ～ 30
歳 12,223 人を対象とした 57 年コホート調査では，
CVD 死亡は，喪失歯数 0～4 歯群に比べて，喪失歯
9 歯以上群では，HR 1.35（95%CI 1.03-1.77）であっ
た 32．Holmlund ら（2010 年）のスウェーデンの
20 ～ 89 歳 7,674 人を対象とした 12 年間コホート
調査で，26 歯以上群に比べて， CVD 死亡は，20～
25 歯群 HR 1.94（95%CI 1.21-3.10），15～19 歯群
HR 3.13（95%CI 1.89-5.17），10～14 歯群 HR 3.41

（95%CI 1.98-5.86），10 歯未満群 HR 4.41（95%CI 
2.47-7.85）であった 42．Aida ら（2011 年）の日本
の 65 歳以上 18,936 人を対象とした 4.3 年間コホー
ト調査では，20 歯以上群に比べて，19 歯以下で咀嚼
障害あり群の CVD 死亡は，HR 1.83（95%CI 1.12-
2.98）であった 44．Ando ら（2014 年）の調査では，
20 歯以上群に比べて，0 歯群で HR9.40（95%CI: 
1.86-48.6），1～9 歯群 HR5.34（95%CI: 1.11-25.6），
10～19 歯群では HR4.35（95%CI: 1.07-17.7）であっ
た 51．
　歯の喪失とがん死亡との関連については，有意な差
はなかったとする報告 24,30,32,44 がある一方，Abnet
らの報告 23 では上部消化管がんで 1.4 倍，Ansai ら
の報告 48 が口腔・消化器がんで 1.1 倍と有意な関連
を示した．がん総死亡では，Ando らが 20 歯以上に
比べて，0 歯群では 4.1 倍であったと報告している
51．呼吸器疾患死亡では，Aida らの報告 44 で 1.9 倍，
Awano らの報告 37 では，９歯以下群及び 10 歯以上

群いずれにおいても，歯数にかかわらず，それぞれ歯
周ポケットのない群に比べて，歯周ポケットのある群
が 3.9 倍の肺炎死亡であった．

【考察】
　歯数と生命予後との関係では，その効果は 1.1 倍～
2.7 倍という結果であった．これらの報告は，よくデ
ザインされたコホート調査であり，しかも交絡因子
の調整がなされていた．そのため観察研究であって
も，歯の喪失が長期経過後の死亡の原因となること
が推測される．このような結果をもとに，Fukai らが
行った日本人の 1975 年～ 2005 年までの 30 年間の
一人平均歯数（65 ～ 74 歳）と平均寿命の推移を見
ると，両者の相関係数で男女いずれも 0.9 以上の強い
相関を示していた 40．これらの結果からみても，日本
人の平均寿命の延びに，歯数の増加が寄与したことは
否定できない．しかしながら，これまでの先行研究で
は，exposure として歯数の区分はそれぞれの研究報
告で異なっている．また，義歯の装着を考慮した分析
も多く，交絡因子の調整もそれぞれ異なる．そのため，
Poltzer らの報告 2 でも，歯数と寿命との関連のメタ
解析は行われていない．歯数が増加することで，何年
の寿命の延長に貢献するかという推計は現時点ではま
だ困難である．しかしながら，欧州，米国及びアジア
でも歯数と寿命との関連を示す報告があるので，両者
の関係は，人種や医療環境等にかかわらないエビデン
スとなっている．
　義歯と生命予後との関連では，Poltzer ら 2 のメタ
解析で，Yoshida ら 26 及び Fukai ら 36 の報告が選択
され，義歯の生命予後効果は，1.31 倍であった．こ
のような結果は，歯科医療の効果を，寿命をアウトカ
ムとして評価できる可能性を示している．
　歯数と特定の死因との関係では，CVD との関連を
示す報告が示されている．CVD は，先進工業国にお
いては，死因の上位を占める疾患であり，歯数と寿命
との関係のメカニズムの一部を示すものであった．ま
た，CVD に並んで死因の上位を占める呼吸器疾患・
肺炎死亡と歯数との関係はまだ明らかではなく，歯数
の増加と口腔清掃不良に伴う肺炎のリスクよりも，歯
の喪失防止による生命予後改善の効果が大きい．

【結論】
　歯数と寿命との関連について，国内外の文献を，エ
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ビデンスレベルを考慮して整理した．その結果，コホー
ト調査による欧州，米国，アジアでの複数の先行研究
から，歯の喪失防止が寿命延伸に貢献することが示さ
れた．また，歯を喪失しても義歯等の補綴によって生
命予後は一定の改善が期待できる．死因との関係では
CDV 死亡と歯数との関連が示された．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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2. 口腔保健（歯の保存状況，咀嚼，口腔疾患等）と寿命
2）咀嚼と寿命
安細 敏弘1， 邵 仁浩1， 高田 豊2

1：九州歯科大学地域健康開発歯学分野　2：九州歯科大学総合内科学分野

【抄録】
　咀嚼機能は口腔の役割の中で主要な働きのひとつで
ある．咀嚼機能が全身の健康に及ぼす影響について考
える場合，寿命をアウトカムとする疫学調査研究が参
考になる．現在のところ咀嚼機能をリアルタイムで評
価でき，高齢者を対象にしたフィールドワークにも適
した方法は認められないことから，国内外の疫学調査
においては質問紙による咀嚼機能や咬合状態の評価と
いった間接的な評価方法を用いていることが多い．本
稿では，咀嚼機能ないし咬合状態と全死亡リスクの関
係にフォーカスをあてて文献をレビューした上で，咀
嚼やかみ合わせが全身の健康に及ぼすメカニズムを考
察する．

【緒言】
　口腔には，咀嚼機能，摂食・嚥下機能，構音・発語
機能，呼吸機能のほか，唾液分泌や味覚など多くの役
割があることが知られている．その中で咀嚼機能につ
いては，古くからフレッチャーイズム（Fletcherism）
といった考え方が知られており，最近では厚労省が「噛
ミング 30（さんまる）」という指針を掲げて食育と併
行する形で国民に広く啓発することを推進している．
新聞・マスコミにおいても，例えば，早食いと肥満の
関係，についての一般向け記事もしばしばみかけるし，
咀嚼が全身の健康増進に寄与しているといった報道も
見られる．そこで，本稿では国内外に発表された咀嚼
機能と寿命の関係をリビューした上で，咀嚼が全身の
健康状態に寄与するメカニズムついて考えてみること
にする．

【目的】
　咀嚼と寿命に関連するキーワードを用いて文献検索
を行い，得られた情報を整理し考察を加えることを目
的とする．

【方法】
　本研究は文献検索によって行った．文献の包含基準
は，ヒトを対象とした研究であること，英語または日
本語で書かれた文献であること，原著論文またはそれ
に準じた文献であること，2000 年以降に発表された
文献であること，とした．インターネットを利用し
た検索としては，PubMed，医中誌 Web にて検索を
行い，検索から得られない文献についてハンドサーチ
も行った．また，報告書関連やタイトル・抄録を精査
して本研究の主旨と明らかに異なるもの，内容的に重
複するもの，更に交絡因子で調整していない疫学調査
研究については除外した．用いたキーワードは，咀
嚼（mastication，chewing）， 歯 科（dental）， 食

（eating），義歯（denture），咬合（occlusion），死
亡（mortality），生存（survival），追跡研究（cohort）
とした．

【結果】
　文献検索の結果，15 編が得られた．表１に文献と
その概要を示す．
１．咀嚼機能と寿命の関係
　Nakanishiら1 は 65 歳以上の地域住民 1,405 人（男
性 564 人，女性 841 人）を対象に 9 年間追跡した結果，
主観的咀嚼機能が高いほど長寿であることを報告して
いる（ハザード比 [ 以下，HR] 1.63，95％信頼区間 [ 以
下，CI]，1.30-2.03）．Yoshida ら 2 は，65 歳以上の
女性 1,030 人を対象に 8 年間追跡を行った．説明変
数は臼歯部咬合，臼歯部 / 前歯部咬合，いずれもなし，
の 3 カテゴリに分けて解析したところ，いずれの咬合
もない者を１とすると，臼歯部咬合を有する者で HR, 
0.78（95% CI, 0.6-0.99），臼歯部 / 前歯部咬合の者
で HR, 1.08（0.85-1.36）であった．つまり，臼歯
部咬合を有する者は有意に長生きであることがわかっ
た．また，いずれの咬合もない者のうち，義歯を使用
していない者はより死亡リスクが高かった（HR, 1.52 
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2. 2） 咀嚼と寿命
表1　咀嚼と寿命

Authors Year Country Subjects Methods Follow-up

time

Exposure Risk factors

considered

All-cause

mortality

Ref.

Nakanishi et

al.

2005 Japan 65歳以上の
地域住民
1,405人
男性：564人
女性：841人

コホート
死亡率
質問紙

9年間 咀嚼能力の
自己評価：何
でも食べられ
るか？
0，1で評価

既往歴，医科歯科定期
検診，健康増進活動，
社会参加，生きがいの
有無，対人関係，生活
習慣病は加味せず

HR, 1.63 （1.30-

2.03）
1

Yoshida et al. 2005 Japan 65歳以上の女
性1,030人

コホート
死亡率
臼歯部咬合
（Ａ），臼
歯部か前歯
部の咬合
（Ｂ），い
ずれもなし
（Ｃ）

8年間 臼歯部の咬合
の有無

年齢，性別のみ A: HR, 0.78

（0.6-0.99）
B: HR, 1.08

（0.85-1.36）
C: HR, 1

Cのうち，義歯な
しvs. 義歯あり：
HR, 1.52 （1.25-

1.83）

2

Semba et al. 2006 Maryland 70～79歳女
性826人

コホート 5年間 0: 義歯なし，
1: 義歯あるが
咀嚼障害・嚥
下障害あり
（自己評価）

年齢，人種，教育歴，
喫煙，BMI，虚弱

HR, 1.43 （1.05-

1.97）
3

Onder et al. 2007 11 Euro-

pean

countries

平均82歳の
2,755人

コホート
質問紙

1年間 咀嚼の困りご
とがないかど
うか：Yes,

No.

年齢, 性別, 独居, ADL ,

認知機能,慢性疾患の急
性化の有無, 急激な体重
減少の有無, 疼痛, 肥満,

心血管病，糖尿病，
COPD，うつ，がん，
服薬数

咀嚼に問題がある
と，1.45倍～1.62

倍死亡リスクあが
る

4

Lee et al. 2010 Taiwan 65歳以上の地
域住民1,410

人
男性：729人
女性：681人

コホート
質問紙
メタボ検診

8年間 咀嚼能力の自
己評価：噛み
にくい食材が
あるか？
0, 1で評価．
プラスMS5項
目あり，MS3

項目あり

年齢，性別，健康状態
の自己評価，食欲，食
事のバランス．
MetS3項目：ウエス
ト，血糖，中性脂肪；
MetS5項目，更に血
圧，HDLを加える

咀嚼の不満足度と
MS5項目あり vs.

咀嚼良好でMSな
し，HR, 1.65

（1.11-2.46）：3

項目では2.58

（1.58-4.23）

5

Tsai  and

Chang

2011 Taiwan 65歳以上の男
女2,766人
（台湾の
Nationalデー
タ）

コホート
質問紙

4年間 栄養素摂取評
価，咀嚼能力
の自己評価，
MNA，固定
式義歯，可動
式義歯，義歯
なしの3カテ
ゴリ

SES，生活習慣，健康
関連因子

可動式義歯装着者
は固定式義歯装着
者に比して有意に
HRが高い（HR,

1.31 （95% CI,

1.02-1.69）

6

Ansai et al. 2007 Japan 80歳の地域住
民824人

コホート
質問紙

4年間 山本式咀嚼能
率判定表に基
づき，
A: 15個,

B: 10～14個,

C: 5～9個,

D: 0～4個

性別，喫煙，血液デー
タ，BMI，血圧

D vs. A: HR, 2.4

（1.1-5.3）
※死因別HRもあり

7

高田，安細 2012 日本 80歳の地域住
民824人

コホート
質問紙

12年間 山本式咀嚼能
率判定表に基
づき，
A: 15個,

B: 10～14個,

C: 5～9個,

D: 0～4個

性別，喫煙，飲酒，血
清アルブミン，血糖，
BMI，血圧，医院通院
の有無

D vs. A: HR, 2.1

（1.4-3.1）
D vs. B: HR, 1.4;

D vs. C: HR, 1.3で
全て有意

8

Shimazaki et

al.

2001 Japan 平均79.7歳の
施設入居者
1,929人

コホート
口腔診査

6年間 歯の数，義歯
装着状況

年齢, 性別, 心身の状
態，,施設のタイプ,

CVD, musculo-skeletal

disease

無歯顎で義歯なし
OD, 1.8 （1.1-

2.8） vs. >= 20

teeth

9

Watt et al. 2012 U.K 平均53歳の地
域住民12,871

人

コホート
自己評価に
よる口腔状
況

平均8年間 天然歯のみ，
天然歯と義
歯，義歯のみ
の3分類

年齢, 性別, SES, 婚姻状
況, 運動習慣, 喫煙, 飲
酒, BMI, 健康状態（自
己評価）, 糖尿病, 高血
圧症

HR, 1.3 （1.12-

1.50） for

edentate

※HR, 2.97 （1.46-

6.05） for stroke

mortality

10

表１：咀嚼機能及び咬合状態と寿命の関係を示す文献
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[95% CI, 1.25-1.83]）．次に Semba ら 3 は米国 70
歳〜 79 歳の女性 826 人を対象に 5 年間追跡調査を
行った．その結果，義歯がない者を基準とすると，義
歯はあるが咀嚼や嚥下に不具合を感じていると回答し
た者は有意に死亡リスクが高かった（HR, 1.43 [95% 
CI, 1.05-1.97]）．Onder ら 4 は，11 の欧州諸国に住
む 2,755 人（平均年齢 82 歳）を対象に 1 年間追跡
した．その結果，咀嚼について困りごとがある者はな
い者に比べて，有意に死亡リスクが高かった（調整済
み HR, 1.45 [95% CI, 1.05-1.99]）．アジア圏で行わ
れた調査研究として，Lee ら 5 の報告がある．彼らは，
台湾の 65 歳以上の地域住民 1,410 人（男性 729 人，
女性 681 人）を対象に 8 年間追跡を行い，質問紙に
よる咀嚼機能の自己評価結果（噛みにくい食材がある
かどうか）にメタボリック症候群の診断基準の項目が
3 項目（ウエスト周囲長，空腹時血糖，中性脂肪）及
び 5 項目（3 項目に加えて，血圧，HDL）を加味し
た解析を行った．その結果，主観的咀嚼機能の低下プ

ラス 3 項目の場合で，HR, 2.58（95% CI, 1.58-4.23），
5 項目の場合で HR, 1.65（95% CI, 1.11-2.46）．更
に別の台湾での調査結果によると，Tsai ら 6 が国の
調査データに由来する 65 歳以上の男女 2,766 人を
対象に 4 年間追跡調査を行った．その結果，可撤式

（removable）義歯を装着している者は固定式（fixed）
義歯を装着している者に比べて死亡リスクが高いこ
とを示した（HR, 1.31 [95% CI, 1.02-1.69]）．一方，
我々は福岡県の地域住民 824 人（ベースライン時 80
歳）を対象に追跡調査を行った．その結果，4 年間の
追跡結果では自己評価による咀嚼機能を 4 つのカテゴ
リ（A: 15 個の食材が問題なく咀嚼できる，B: 10 〜
14 個の食材は問題ない，C: 5 〜 9 個の食材が問題な
い，D: 0〜4個の食材は問題ない）に分けて解析を行っ
たところ，最も咀嚼機能の低下が見られる者は，最も
咀嚼機能が高い者に比べて，有意に高い死亡リスクを
示した（HR, 2.4, 95% CI, 1.1-5.3）7．更に継続して
12 年間追跡を行ったところ，最も咀嚼機能が低下し

表 1 の続き

表1　咀嚼と寿命

Authors Year Country Subjects Methods Follow-up

time

Exposure Risk factors

considered

All-cause

mortality

Ref.

Schwahn  et

al.

2013 Germany 49歳以上の地
域住民（北東
ドイツ）
1,803人
男性：897人
女性：906人

コホート
口腔診査

9.9年間（中
央値）

20本未満の歯
を有し，
unplaced

teethが9本以
上か8本以下
か

モデル１：年齢，性
別，教育歴，年収，婚
姻，定期歯科健診，疼
痛のための歯科受診
モデル２：更に喫煙，
risky alcohol，運動習
慣，肥満，高血圧，糖
尿病，脂質異常を加え
た

モデル１：HR,

1.61 （1.16-

2.23）; RR, 1.57

（1.11-2.10）
モデル２：HR,

1.47 （1.04-

2.07）; RR, 1.43

（1.05-1.96）
※HR, 1.88 （1.10-

3.21） for CVD

mortality

11

Saarela  et al. 2014 Finland 65歳以上の介
護施設入居者
1,369人

コホート
質問紙
MNA

3年間 3分類：
Group 1: 無
歯顎で義歯な
し，Group 2:

無歯顎で義歯
あり，Group

3: 有歯顎

年齢，性別，
comorbidity

（Charlson's indexに
よる），MNA

HR, 1.19 （0.87-

1.63） for group 1;

HR, 1.15 （0.97-

1.37） for group 2

vs. group 3

12

Janket  et al. 2013 Finland 平均61歳の
CAD患者256

人とコント
ロール250人

コホート
口腔診査

15年間：
CVD

義歯のタイプ
4分類：
NT/NT

（ref）,

NT/PD,

PD/FD,

FD/FD

年齢, 性別, 喫煙, 糖尿
病, 高血圧症, 教育歴

PD/FD群がHR for

CVD, 2.27で最も
高い．FD/FD群の
HR for CVD, 1.6

（NS）

13

Ansai  et al. 2008 Japan 80歳の地域住
民824人

コホート
質問紙

4年間：死因
別

山本式咀嚼能
率判定表に基
づき，
A: 15個,

B: 10～14個,

C: 5～9個,

D: 0～4個

性別，喫煙，飲酒，血
清アルブミン，血糖，
BMI，血圧，医院通院
の有無

D vs. A: HR, 4.6

（1.01-21.1） for

CVD

14

Aida  et al. 2011 Japan 65歳以上の地
域住民4,425

人

コホート
質問紙調査

4年間：死因
別

咀嚼状態を5

段階に分類
性別，年齢，BMI，健
康状態（自己評価），
現在の病気，運動習
慣，喫煙，飲酒，教育
歴，年収

19本以下で咀嚼障
害あり：CVD

mortality, HR,

1.83 （1.12-2.98）

15
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た者は HR, 2.1（95% CI, 1.4-3.1）と同様の結果で
あった 8．また，4 年間の追跡では有意な関連に至ら
なかった D vs. B，D vs. C についても有意であった 8．
２．咬合状態と寿命の関係
　Shimazaki ら 9 は，北九州市の施設入居者 1,929
人（平均年齢 79.7 歳）を対象に 6 年間追跡を行った．
その結果，無歯顎で義歯の使用がない者は 20 本以上
の歯を有する者に比べて有意に死亡リスクが高かっ
た（OR, 1.8 [95% CI, 1.1-2.8]）．また Watt ら 10 は
英国の地域住民 12,871 人（平均年齢 53 歳）を対象
に平均 8 年間追跡を行った．ここでは口腔診査は行わ
れず，自己評価により天然歯のみ，天然歯と義歯，義
歯のみの 3 カテゴリに分けて解析を行ったところ，義
歯のみの者が天然歯のみの者に比して，有意に高い
死亡リスクを示した（HR, 1.3 [95% CI, 1.12-1.5]）．
Schwahn ら 11 は，ドイツの地域住民のうち 49 歳以
上の 1,803 人（男性 897 人，女性 906 人）を対象に 9.9
年間（中央値）追跡を行った．彼らは，20 本未満の
歯を有し，かつ適切な補綴処置により咀嚼機能の回復
がされているかどうかに着目した．不適切な状態に置
かれている歯が 9 本以上あるか，8 本以下かで 2 群に
分け解析を行った．その結果，不適切な状態で放置さ
れている歯が 9 本以上ある者は，有意に死亡リスクが
高かった（調整済み HR, 1.61 [95% CI, 1.16-2.23]）．
また，無歯顎で義歯の使用があるかどうかをみた研究
に Saarela ら 12 の報告がある．彼らは，フィンラン
ドの介護施設入居者 1,369 人（65 歳以上）を対象に
質問紙により，無歯顎で義歯なし（A），無歯顎であ
るが義歯あり（B），有歯顎（C）の 3 カテゴリに分け
て解析を行った．その結果，A 群は C 群に比して HR
が 1.19（95% CI, 0.87-1.63），また B 群は C 群に比
して HR が 1.15（95% CI, 0.97-1.37）であり，傾向
はあるものの有意な関連性はなかった．
　補足として，アウトカムが全死亡ではなく，心血管
病による死亡リスクとの関連について触れておく．上
下顎の咬合状態と心血管病との関連について Janket
ら 13 が報告している．彼らは，フィンランドの病院
の冠動脈疾患患者 256 人とコントロール 250 人につ
いて 15 年間追跡を行った．上下顎の咬合状態を 4 タ
イプ，すなわち，天然歯 / 天然歯，天然歯 / 部分床義歯，
部分床義歯 / 全部床義歯，及び全部床義歯 / 全部床義
歯である．その結果，部分床義歯 / 全部床義歯の組み
合わせが最も心血管病による死亡リスクが高かった

（HR, 2.27 [95% CI, 1.06-4.87]）．全部床義歯 / 全部
床義歯の組み合わせはHRが1.6（95% CI, 0.78-3.29）
となり有意ではなかった．一方，我々が噛める食材の
数で心血管病による死亡リスクを調べたところ，最も
咀嚼機能が低下した群（0 〜 4 個の食材しか咀嚼でき
ない）では HR が 4.6（95% CI, 1.01-21.1）であっ
た 14．更にAidaら 15 の報告でも歯の数が19本未満で，
かつ咀嚼に不具合を有する者では有意に心血管病によ
る死亡リスクが高かった（HR, 1.83 [95% CI, 1.12-
2.98]）．

【考察】
１．咀嚼機能と寿命の関係
　これまでの報告を見ると，咀嚼機能が高いほど長寿
であることが示唆された．また，臼歯部で噛める者で
は長寿の確率が高いこともわかった．しかし，解釈上
留意すべきことは，咀嚼機能の評価についてである．
これまでの報告を見る限り，主観的な自己評価をもっ
て咀嚼機能とみなしている．つまり，直接的な咀嚼機
能評価とはいえない点である．咀嚼機能を直接的に測
定する方法として，最近の研究では，グミゼリーを咀
嚼して結果的に溶出してきたグルコース量を咀嚼能率
という形で評価する方法 16 や咀嚼により色が変化す
るガムを用いた方法 17 などが見られるが，こうした
方法を用いて行った大規模でかつ追跡調査は現在のと
ころ認められない．上述したように，『どんなもので
も問題なく噛めますか』や『咀嚼について困りごとは
ないですか』といったシンプルな質問項目による質問
紙調査が殆どであり，回答の仕方も『はい』『いいえ』
のような 2 値で答えるものが多い．一方，回答方法を

『何でも噛める』，『ある程度噛める』，『噛める食材に
制限がある』，『噛める食材が殆どない』，『液状のもの
しか食べられない』のように段階的な回答にしている
場合 15 や山本式咀嚼能率判定表のように 15 個の食材
のうちで噛めると思う食材の個数で判定したものも一
部見られる．いずれにしても今後疫学調査でも簡便に
使える客観的な評価方法の開発が求められている．
２．咬合状態と寿命の関係
　咬合状態を良好な状態で維持させることは全身の健
康状態の維持増進にも少なからず良い影響を与えてい
ることがわかった．特に臼歯部咬合が維持されている
ことが重要であると言える．また，Janket ら 13 が述
べているように総義歯と部分床義歯が混在している口
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腔と総義歯のみで比較すると，前者の方で予後が悪
かった．これは部分床義歯があるということは何本か
の歯が残存していることになり，かえって十分な口腔
ケアができないため，歯肉の炎症を惹起することに繋
がっているかもしれない．Schwahn ら 11 が述べてい
るように歯が 10 〜 20 本近く存在していても，その
半分以上が適切な補綴がされていないと死亡リスクが
高いことも留意すべき点であろう．やはり，臼歯部で
きちっと噛める状態にいかに維持させるかがポイント
になるといえそうだ．
３．考えられるメカニズム
　咀嚼機能が全身的な健康状態に及ぼす影響について
考察したい．これまでのところ，慢性炎症パスウェイ，
栄養素摂取パスウェイ，サルコペニア・パスウェイ，
脳活動刺激・パスウェイ，QOL 向上・パスウェイの
５つが考えられる．本稿では，慢性炎症パスウェイ及
び栄養素摂取パスウェイを中心にエビデンスを整理す
る．
１）慢性炎症（特に歯周病）パスウェイ
　歯周病を中心とした研究は数多く報告がなされ
ているが，発端となったのは 1989 年に発表された
Mattila ら 18 の報告であり，世界中で歯周病が全身の
健康に及ぼす影響に関する研究の草分け的存在であ
る．咀嚼機能と歯の数は関連しているのでパスウェイ
の一つとしての歯周病の位置づけは重要である．歯周
病原因菌の感染や歯周組織における慢性的な炎症状態
の蓄積により炎症性マーカーが全身の血行を通じて移
行し，血管プラークの形成から動脈硬化症並びに脳血
管病のリスクに繋がると捉えられている． 
２）栄養素摂取パスウェイ
　咀嚼機能が低下すると総エネルギー摂取量に影響を
及ぼすことが海外の文献で見られる 19 が，日本人を
対象にした調査研究でも報告されており，咀嚼機能が
低い群では有意に総エネルギー摂取量が低いことが報
告されている 20．
　また，咀嚼機能が栄養素の種類や摂取量にも影響を
及ぼすとされ，たとえば，歯の数が 20 本以上の者と
20 本未満の者とを比較すると，前者では野菜類や魚
介類の摂取が多いこと，更にはビタミン D，ビタミン
B1，ナイアシン，ビタミン B6，パントテン酸を多く
摂取していることが報告されている 21．国民健康・栄
養調査をもとにした解析でもビタミンの摂取に加えて
カルシウム，マグネシウム，亜鉛などのミネラル類や

食物繊維の摂取が少なく，穀物エネルギーの摂取量が
多いことが報告されている 22．また，咀嚼機能が低下
した高齢者では食物繊維，タンパク成分，カルシウム，
鉄，ナイアシン，ビタミン C，ビタミン E などの摂
取が低下していたという 19．更に 8 年間で歯を 5 本
以上失った者（男性の医療関係者のみ対象）では，歯
を 1 本も失っていない者に比べて，多価不飽和脂肪酸
及び食物繊維や果物の摂取が有意に少なかったという
23．ビタミン C，ビタミン E，カロチン類などは抗酸
化剤としての働きが指摘されているし，野菜（特に緑
黄色野菜）や果物などを偏りなく摂取することが健康
増進に繋がっているのかもしれない．
　また，義歯装着の有無による影響についても報告が
見られる．義歯装着者では，野菜や繊維性食材の摂取
が少なく，ビタミン C やβカロチン量の摂取が少な
かった 24．また，義歯未装着者並びに部分床義歯の装
着者ではブリッジ装着者に比べて，野菜や果物の摂取
が少なく低栄養のリスクが高かったという報告がある6．
　近年の高齢者の増加に伴い，サルコペニアの問題が
指摘されている．サルコペニアとは，加齢に伴う骨格
筋の量や筋力の低下のこととされる．咀嚼機能とサル
コペニアの関連に関する研究はまだ緒に就いたところ
であり，今後の展開が期待されると言えるが，これま
での研究成果から咀嚼機能の低下がサルコペニアを惹
起する可能性を示唆している．例えば，咬合支持と転
倒回数の関係 25 や咬合支持と運動機能の関係 26 や咀
嚼機能と運動機能の関係 27，歩行速度と口腔機能の関
係 28 などである．
　以上のように，咀嚼機能を維持増進させることは高
齢者の食生活や生活機能の向上につながり，負のスパ
イラルに陥るリスクの軽減に役立つと考えられる．

【結論】
　咀嚼機能が高い者ないし咬合状態が安定して臼歯部
で噛めている者は全身の健康状態も良好であり，死亡
リスクが有意に低かった．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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2. 口腔保健（歯の保存状況，咀嚼，口腔疾患等）と寿命
3）口腔疾患と寿命
安細 敏弘1， 粟野 秀慈2， 高田 豊3

1：九州歯科大学地域健康開発歯学分野　2：九州歯科大学総合教育学分野　3：九州歯科大学総合内科学分野

【抄録】
　口腔と全身の健康状態の関連性について，これまで
国内外の研究成果が蓄積されてきた．本稿では，う蝕

（歯冠，歯根），歯周病及び口腔保健をキーワードとし，
死亡ないし生存をアウトカムとして文献をレビューし
た．その結果，う蝕と寿命の関連を扱った論文は殆ど
見られなかった．一方，歯周病と寿命の関連について
は American Heart Association（AHA）による総
説が 2012 年に発表されて以降，特に研究デザインや
方法の標準化について再検討すべきという動きがでて
きた．口腔ケア習慣と寿命との関連については，ブラッ
シングや定期的な歯科医院の受診など規則的な習慣が
身についている者は長寿であった．

【緒言】
　口腔と全身の健康状態の関連性について広く知られ
るようになってきた．特に歯周病と全身の健康状態の
関連については国内外の研究者が熱心に取り組んで
きたと言える．その成果として 2012 年に American 
Heart Association（AHA）が statement として発
表した歯周病と心血管病（アテローム性動脈硬化症）
との関連に関する論文は 25 頁にわたる総説であり，
これまでの経緯を物語っている 1．彼らの結論は，相
互の関連性は見られると言えるが，因果関係について
は明らかになっておらず，心血管病の予防に歯周治療
が役に立つというレベルのエビデンスには至っていな
いというものであった．この総説以降，国内外の研究
者による再検証とも言える動きが加速している感があ
る．一方，歯周病以外の口腔疾患と全身的な健康状態
ないしは寿命との関係になると，それを裏づけるエビ
デンスは殆どないのが現状である．
　そこで本稿では歯周病並びにう蝕と寿命の関係，更
には口腔ケアや口腔清掃等の口腔関連の生活習慣の有
無と寿命の関係について触れたい．

【目的】
　口腔疾患と寿命に関連するキーワードを用いて文献
検索を行い，得られた情報を整理し考察を加えること
を目的とする．

【方法】
　本研究は文献検索によって行った．文献の包含基準
は，ヒトを対象とした研究であること，英語または日
本語で書かれた文献であること，原著論文またはそれ
に準じた文献であること，2000 年以降に発表された
文献であること，とした．インターネットを利用し
た検索としては，PubMed，医中誌 Web にて検索を
行い，検索から得られない文献についてハンドサーチ
も行った．また，報告書関連やタイトル・抄録を精査
して本研究の主旨と明らかに異なるもの，内容的に重
複するもの，更に交絡因子で調整していない疫学調査
研究については除外した．用いたキーワードは，う蝕

（dental caries，root caries，dental decay），口腔
保健（oral health），歯周病（periodontal disease），
死亡（mortality），生存（survival），追跡研究（cohort）
とした．

【結果】
　文献検索の結果，8 編が得られた．表１に文献とそ
の概要を示す．
１．う蝕と死亡リスクの関係
　Thorstensson と Johansson2 はスウェーデンの 86
歳（中央値）の地域住民 357 人を対象に 8 年間調査
したところ，DF% が高い者が長生きで，重度の歯周
病を有する者は短命だった．しかし，歯周病での関
係は男性のみに見られた．歯根う蝕について言及し
ているのは，Kim ら 3 の報告である．彼らは米国の
NHANES National Data に由来した調査（40 歳以
上の男女 5,588 人を対象）において 7 年間の追跡し
た結果，歯根う蝕を有する者は死亡のオッズ比が高い
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傾向にあったが，最終モデルでは有意性は見られな
かった．

２．歯周病と死亡リスクの関係
　Avlund ら 4 はデンマークの 70 歳 1,914 人を対象

表1　口腔疾患と寿命

Authors Year Country Subjects Methods Follow-up
time

Exposure Risk factors
considered

Mortality Ref.

Thorstensson
and
Johansson

2009 Sweden 中央値86歳
の地域住民
357人：

Octagenari
an twin
study

コホート
口腔診査

8年間 歯の数
う蝕歯，修復
歯，歯周病に
よる骨吸収

Kaplan-Meier
法による

高いDF%者が長生き，重度
歯周病が早死：男性のみ

2

Kim et al. 2013 U.S.A 40歳以上の

男女5,588人
NHANES
National
Data

コホート
口腔診査

7年間 歯の数，歯根
う蝕，PDと

CALによる歯
周病評価

年齢, 性別, 教
育歴, 人種, 心
臓病, 糖尿病,
脳卒中, がん,
肥満, 喫煙

歯の喪失：OR, 1.34 （0.96-
1.88）；歯根う蝕：OR,
1.29 （0.88-1.89）；歯周

病：OR, 1.30 （0.92-1.84）

3

Avlund et al. 2009 Denmark 70歳の

1,914人
コホート
CPIを全
歯対象

21年間 6mm以上の

PDを有する

歯が3本以上

か0～2本か

性別, 年収, 疲
労度（Mob-T
scale）, 喫煙

炎症を有する歯が3本以上あ

るとHR, 1.37 （0.97-1.92）.
喫煙のHR, 1.17 （1.06-
1.30）

4

Holmlund et
al.

2010 Sweden 20～89歳で
大学のペリ
オの患者
7,674人
男性3,300人
女性4,374人

コホート
口腔診査
デンタル
写真

12年間 歯の数
PD
骨吸収
Periodontal
severity
index

年齢，性別，
喫煙

All-cause, CVD, CHD
mortalityの場合，歯周病と

の関連なし．歯の数では10
歯未満のHR, 2.68 （1.96-
3.67） for All-cause, CVD,
CHDともに有意差あり

5

Xu and Lu 2011 U.S.A 30歳以上の

男女10,849
人:
NHANES
III National
data

コホート
プロ-ビ
ング

18年間 PDをnon,
modest,
severeに分類

年齢, 性別, 人
種, 年収, 教育
歴，喫煙，飲
酒，肥満，
TC/HDL比，
高血圧症，心
臓疾患の既往

女性は関連なし．男性は65
歳以上では関連なし．30〜
64歳で有意：HR, 2.13
（1.37-3.31） for CVD; HR,
1.64 （1.25-2.15） for all-
cause mortality

6

Renvert et al. 2014 Sweden 60～96歳の
地域住民
870人

プロ-ビ
ング，パ
ントモ写
真

6年間 PDとパント
モ写真による
骨吸収

Kaplan-Meier
法とPearson
カイ二乗検定
による

歯周病との関連なし 6

Paganini-Hill
et al.

2011 U.S.A 81歳（中央
値）の男女
5,611人

コホート
質問紙

17年間 歯の数，義
歯，歯ブラシ
習慣，フロ
ス，洗口液の
使用，義歯の
清掃，定期的
な歯科受診

年齢, 喫煙, 飲
酒, カフェイン,
運動習慣, BMI,
血悦, 心臓発作,
アンギーナ,  脳
卒中, 糖尿病,
RA, がん

就寝前の歯ブラシ無HR,男
1.34 （1.14-1.57），女1.19
（1.02-1.38）；フロス不使

用HR, 男1.27 （1.11-
1.46），女1.28 （1.16-
1.42）；毎日歯ブラシせず

HR, 男1.37 （1.05-1.80），

女HR, 1.77 （1.38-2.28）；

義歯の清掃せず男HR, 1.24
（1.03-1.48）；定期受診な

し男HR, 1.23 （1.05-
1.45），女HR, 1.20 （1.07-
1.35）

7

Hayasaka et
al.

2013 Japan 65歳以上の
地域住民
21,730人

コホート
質問紙

4年間 歯の数：0～9
本，10～19
本，20本以

上，1日2回以
上歯磨き，年
1回以上歯科
医院受診，義
歯使用

年齢，性別，
教育歴，喫
煙，飲酒，BM
Ｉ，ウオーキ
ング，既往
歴，ストレ
ス，栄養素・
エネルギー摂
取

３つの口腔ケアができてい
る者はAll-cause HR, 0.54
（0.45-0.64）

8

表１：う蝕，歯周病及び口腔ケア習慣と寿命の関係
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に 21 年間追跡した調査で，CPI を全歯において測定
し，6 ミリ以上の PD を有する歯が 3 本以上ある者で
は，０〜２本の者に比べて，交絡因子による調整済み
ハザード比が 1.37（95% CI, 0.97-1.92）と死亡リス
クが高かったが有意ではなかった．一方，Holmlund
ら5 は，20 〜 89 歳で大学病院の歯周病科の患者7,674
人（男性3,300人，女性4,374人）を12年間追跡した
ところ，全死亡に対する交絡因子による調整済み HR
は有意ではなかった．心血管病による死亡リスクにつ
いても関連性は見られなかった．しかし，歯の数を説
明（独立）変数として用いた場合，10 歯未満の歯を
有する者では全死亡に対する HR は 2.68（1.96-3,67）
となり有意であった．また，心血管病死亡についても
同様に有意な関連性が見られた．Xu と Lu6 の研究結
果によると，米国 30 歳以上の男女 10,849 人を対象

（NHANES III National Data に 由 来 ） に 18 年 間
追跡したところ，重度な歯周病を有する者で 30 歳〜
64 歳男性に限ると全死亡及び心血管病死亡ともに有
意な関連性が見られた（それぞれ，HR, 2.13 [95%CI, 
1.37-3.31]）; HR, 1.64（1.25-2.15）．65 歳 以 上 の
男性並びに女性は全年齢層で有意な関連性はなかっ
た．前述した Kim らの報告でも歯周病と死亡との
有意な関連性は見られなかった（OR, 1.3 [95% CI, 
0.92-1.84]）．最近の報告でも同様の結果がでている．
Renvert ら 7 はスウェーデンの 60 歳〜 96 歳の地域
住民 870 人を対象に 6 年間追跡したところ，PD と
パントモ写真による骨吸収により歯周病を診断しカプ
ランマイヤー法及び Pearson のカイ二乗検定により
有意性は担保されなかった．
３．口腔ケア習慣と死亡リスクとの関係
　これに関して２つの報告が有用である．一つは，
Paganini-Hill ら 8 は，米国の 81 歳（中央値）の男女
5,611 人を対象に 17 年間追跡した結果，不適切な口
腔ケア習慣をもつ者は死亡リスクが有意に高いことが
判明した．例えば，就寝前にブラッシングする習慣が
ない者は男性で HR, 1.34（95% CI, 1.14-1.57），女
性で HR, 1.19（1.02-1.38）と有意に死亡リスクが高
かった．同様に，フロスを使用しない者，毎日ブラッ
シングしない者，（義歯をもっている者で）義歯の清
掃をしない者並びに歯科への定期的な受診が 1 年間全
くない者では男女を問わず有意に高い死亡リスクを示
した．また，わが国での調査としては Hayasaka ら 9

の報告がある．65 歳以上の地域住民 21,730 人を対

象に 4 年間追跡したところ，適切な口腔ケア（1 日 2
回以上のブラッシング，年 1 回以上の歯科医院への受
診，義歯の使用）が習慣的に身についている者では有
意に死亡リスクが低いという結果であった（全死亡に
対する HR, 0.54 [95% CI, 0.45-0.64]）．

【考察】
１．う蝕と寿命の関係
　う蝕と寿命の関係を扱った論文は殆どなく，本稿
で は 2 点 挙 げ た．Thorstensson と Johansson2 は
対象者の DFS% を 3 分位にわけ，LQ（Longevity 
quotient）という指標を用いて算出している．これは
年齢，性別，出生地から割り出される寿命と一致すれ
ば 1 の値，想定よりも低い値だと 1 より低い値を示す．
この論文では，DFS% が低い群で LQ が 0.7（中央
値）と最も低い値を示した，つまり DFS% が高い者
の方が長寿だった，と述べている．これは DFS が高
い者は社会経済的背景並びに教育歴が高い者が多かっ
たためではないかと考察している．また，Kim ら 3 は
NHANES National Data を用いて歯の喪失，歯周病
及び歯根う蝕の 3 項目について同様の解析を行ってい
るが，いずれも社会経済的背景，教育歴，健康行動等
の共変数で調整を行うと有意な関連性は見られなかっ
た．この辺の論議は後述するように，歯の数や歯周病
といった器質的変化のみで説明するよりは，口腔ケア
習慣といった環境因子が少なからず影響していること
を示唆している．
２．歯周病と寿命の関係
　AHA に よ る 総 説 1 が 2012 年 に 発 表 さ れ て 以
降，特に研究デザインや方法の標準化について再検
討すべきという動きが出てきている 10．AHA も総
説の中で歯周病評価の標準化，つまり，PD におけ
る深さや広がりの定義，コホート期間，適切な交絡
因 子（confounding factors） や 修 飾 因 子（effect 
modifiers）の選定の改善について言及している．研
究デザインについて Polzer ら 11 は以下のような提唱
をしている．１）65 歳未満の対象者は除くこと，２）
追跡期間中の暴露因子の変化を評価し，それに見合う
モデルを使うこと，３）仮説に沿った暴露因子，例え
ば歯周病や，補綴されていない（unreplaced）歯の
数などの因子の定義をはっきりさせること，４）適切
な交絡因子をモデルに組み込むこと，５）栄養パスウェ
イを論議するつもりならば，がんの既往がある対象者
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は除くこと，なぜなら食材や食生活のパターンが変化
する可能性が高いから，と述べている．今後は，研究
デザインの適正化が求められるようになるだろう．
３．口腔ケア習慣と寿命の関係
　口腔ケアの習慣がきちっとしている者は長生き
しているというのはリーズナブルな結論と言える．
Paganini-Hill ら 8 の研究で興味深いのは，性差に関
係なかった点である．ただし，義歯の清掃を全くしな
いという男性は有意に死亡リスクが高かったが，女性
では関連性が見られなかった．また，男女ともフロス
の使用を全くしない者は死亡リスクが有意に高かった
が，洗口液の使用やトゥースピック（toothpick）の
使用についてはそういった関連性は見られなかった．

【結論】
　口腔疾患にう蝕や歯周病と寿命の関連を調べたとこ
ろ，明確な関連性があるとの結論を得るにはエビデン
スが乏しかった．一方，規則的な口腔ケアの習慣を有
する者ほど長寿であることがわかった．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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Ⅱ. 課題別エビデンス

3. 口腔保健と生活習慣病，
 非感染性疾患（NCDs）

1） 糖尿病
 －糖尿病の口腔への影響と糖尿病患者への歯科治療の効果－

2） 肺炎等呼吸器疾患
 －口腔ケアと誤嚥性肺炎予防，人工呼吸器関連肺炎予防－

3） がん
 －がん治療における口腔ケアの役割－

4） 循環器疾患（心臓血管疾患，脳血管疾患）
 －口腔保健と循環器疾患－

5） メタボリックシンドローム（肥満，脂質異常症，高血圧，糖尿病）

6） NCDsのリスクファクター（喫煙，過度の飲酒，運動不足，食習慣）と口腔保健
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【抄録】
　糖尿病は，歯周病などの口腔内疾患との関連性が多
数報告されている．本稿では，糖尿病と口腔内疾患の
関連性及び歯科治療の効果について俯瞰する．
　電子検索データベースにより 2000 年以降のう蝕，
歯周病，インプラントと糖尿病との関連性についての
論文を検索し，ハンドサーチを行った．う蝕と糖尿病
の関連について 16 論文が該当し，1 型糖尿病との関
連の可能性が示唆された．インプラント治療との関連
の報告は 7 件であった．糖尿病と歯周病の関連では 3
件のシステマティックレビューとそれらの検索対象期
間以降の原著 1 件が該当し，両者の関連性が示された．
また，歯周治療による血糖コントロール改善の報告は
5 件のメタ解析とそれらの検索期間以降の 3 介入研究
が該当し，歯周治療による糖尿病の改善効果が示され
た．また，歯科における糖尿病患者のスクリーニング
は 1 研究 2 報告が該当し，歯科医療が糖尿病の重症
化予防に貢献できる可能性が示唆された．
　以上より，糖尿病は口腔内の疾患に影響を与え，特
に歯周病は密接な関連性があることから，歯科医師が
内科医と連携することで糖尿病の増加やコントロール
に寄与できる可能性が示された．

【緒言】
　糖尿病は，糖代謝の異常などによって起こる慢性の
高血糖を呈する代謝疾患で，わが国では糖尿病罹患者
は境界型も含めて 2,000 万人以上とされている．糖
尿病に罹患あるいは前糖尿病段階にあると，インスリ
ン抵抗性を生じる．大血管障害や糖尿病性腎症，糖尿
病網膜症，末梢神経障害などの細小血管障害などの合
併症を発症する可能性が高まるため，QOL の低下に
直結する主要な疾患として国民医療費の 15% を占め
るにいたっている．そのため，糖尿病対策は医療分野

全体で取り組むべき課題となっている．
　糖尿病患者の口腔内の特徴として，易感染性や唾液
の減少により歯周病やう蝕が発生進行しやすく，歯科
治療後の治癒が不良であると認識されてきた．近年で
は，口腔疾患と糖尿病の関連性，特に歯周病との双方
向の関連性を示すエビデンスが蓄積されてきており，
歯科と医科の連携の分野として注目を集めてきてい
る．

【目的】
　本稿では，1）う蝕，歯周病などの歯科疾患やイン
プラント治療と糖尿病の関連性について検証する．さ
らに，2）歯科医療による糖尿病予防と糖尿病重症化
防止の効果について，既にエビデンスが蓄積されつつ
ある歯周治療に焦点を当てて検討を行う．

【方法】
　 電 子 検 索 デ ー タ ベ ー ス と し て Pub Med を 用
い て 検 索 を 行 っ た（ 最 終 検 索 日 2014 年 7 月 10
日）．文献検索ストラテジーは，歯周病については

（“periodontal diseases”[mh] OR periodontium 
[mh] OR periodontics [mh]）， う 蝕 に つ い て は

（“dental caries”[mh]），インプラントについては
（“dental implant”OR“osseointegration”[mh]）
とし，Teeuw らのレビュー 1 を参考に糖尿病及び血
糖コントロール関連の用語（“diabetes mellitus”[mh] 
OR “diabetes insipidus”[mh] OR diabet*[tiab] 
OR “dm 1”[tiab] OR “dm i”[tiab] OR “dm 
2”[tiab] OR “dm ii”[tiab] OR “hemoglobin 
a, glycosylated”[mh] OR a1c[tiab] OR “hb 
a1c”[tiab] OR hba1c[tiab] OR “blood glucose”
[mh] OR “blood sugar”[tiab] OR（（glucose[ti] 
OR sugar[ti]） AND（level[ti] OR control[ti]）） 

3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
1）糖尿病
　－糖尿病の口腔への影響と糖尿病患者への歯科治療の効果－

和泉 雄一， 水谷 幸嗣， 青山 典生
東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科歯周病学分野
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OR hyperglycemia[mh] OR hypoglycemia[mh] 
OR glycemi*[tiab] OR glycaemi*[tiab] OR 
hyperglyc*[tiab] OR hypoglyc*[tiab]） と検索を行
い，フィルターとして Humans，English を用いた．
　なお検索時期の範囲は，歯周病に関しては既に同様
の目的でのシステマティックレビューやメタ解析が複
数まとめられているため，それらによってカバーされ
ていない 2012 年 5 月以降とした．また，う蝕につい
ては 2000 年 1 月以降と設定した．
　検出された文献についてハンドサーチを行い，本総
説の目的に沿った文献の選択を行った．

【結果】
1）う蝕と糖尿病の関連性について 185 件の報告が

見られ，本稿の目的に合致する原著論文は，被験者
が 1 型糖尿病であるものが 12 件（表 1），被験者が
2 型糖尿病であるものが 3 件（表 2），肥満によるイ
ンスリン抵抗性に関するものが1件であった（表3）．

　　歯周病と糖尿病の関連性については，既に 3 件の
メタ解析及びシステマティックレビューが報告され
ており（表 4），今回の検索期間での 135 件の報告
中，それらに含まれない観察研究は 1 件であった（表
5）．また，インプラント治療と糖尿病の関連性につ

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号
Moore et al. 2001 米国 後ろ向き研究 長期糖尿罹患群406人は非糖尿群202人より根面う蝕発生率が有意に高い 2

Twetman et al. 2002 スウェーデン 前向き研究　2年 糖尿患者64人（8～15歳）において，HbA1c高値はう蝕発生に関連 3

Syrjälä et al. 2003 フィンランド 横断研究 糖尿患者149人において，HbA1cはDMFTに関連せず 4

Lalla et al. 2006 米国 症例対象研究 糖尿群182人，非糖尿群160人（8～18歳）にう蝕発症数に有意差なし 5

Bakhshandeh et al. 2008 イラン 横断研究 糖尿患者299人において，HbA1cの高値はDMFTに関連 6

Siudikiene et al. 2008 リトアニア 前向き研究　2年 糖尿群63人，非糖尿群63人（10～15歳）にう蝕経験数に有意差なし 7

Saes Busato et al. 2010 ブラジル 横断研究 糖尿群51人は，非糖尿群51人より有意に高いDMFT 8

Miko et al. 2010 ハンガリー 横断研究 糖尿群259人は，非糖尿群259人より有意に高いDMFT 9

Tagelsir et al. 2010 ベルギー 横断研究 糖尿群52人，非糖尿群50人（3～16歳）にう蝕経験数に有意差なし 10

Rai et al. 2011 インド 横断研究 糖尿群100人は，非糖尿群100人より有意に高いう蝕経験数 11

Akpata et al. 2012 クウェート 横断研究 糖尿群53人は，非糖尿群53人（12～15歳）より有意に高いう蝕経験
数 12

El-Tekeya et al. 2012 エジプト 横断研究 糖尿群50人，非糖尿群50人（6～9歳）にう蝕経験数に有意差なし 13

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号
Sandberg et al. 2000 スウェーデン 横断研究 糖尿群102人は，非糖尿群102人より有意に高いう蝕発症率 14

Hintao et al. 2007 タイ 横断研究 糖尿群105人は，非糖尿群103人より有意に高い根面う蝕発症率 15, 16

Jawed et al. 2011 パキスタン 横断研究 糖尿群398人は，非糖尿群395人より有意に高いDMFT 17

表１：う蝕と 1 型糖尿病の関連についての文献

表２：う蝕と 2 型糖尿病の関連についての文献

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号

Loyola-Rodriguez et

al.

2011 メキシコ 横断研究 肥満によるインスリン抵抗性発症群のDMFT4.78は，健常者群の
DMFT3.02より有意に高い 18

表３：う蝕とインスリン抵抗性の関連についての文献

著者 報告年 研究デザイン 主な結果 文献番号

Khader et al. 2006

18報のメタ解析
（検索期間 1970～2003.10）

糖尿群は対照群に比べ0.612mmのアタッチメントロス（95%信頼区
間 0.462, 0.761） 19

Chávarry et al. 2009

27報のメタ解析
（検索期間 1980.1～2007.6）

糖尿群は対照群に比べ1.00mmのアタッチメントロス（95%信頼区間
0.15, 1.84） 20

Borgnakke et al. 2013

17報のシステマティックレビュー
（2013.1 時点の検索）

2型糖尿病患者において歯周病進行に関連が見出され22-24，歯周病進
行に伴って糖尿病合併症の罹患率が高まる25, 26，重度歯周病患者では
糖尿病発症が高まる可能性がある27-29

21

表４：歯周病と糖尿病の関連についての文献（メタ解析，システマティックレビュー）
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いては 61 件の報告が見られ，インプラントの成功
率（インプラント周囲炎を含む）に関する報告が 7
件であった（表 6）．

2）歯科治療による糖尿病の重症化の防止については，
特に歯周治療による血糖値改善効果において 5 件の
メタ解析が報告されており（表 7），それらの解析
対象となっていない時期に行われた介入研究は 3 件
であった（表 8）．

　　また，歯科医療による糖尿病予防として，歯科に
おける検査が糖尿病患者及び前糖尿病段階にある者
をスクリーニングできるという報告が 2 件該当した

（表 9）．

【考察】
　今回の検索結果から，糖尿病が口腔に与える影響と
してう蝕，歯周病，インプラント治療との関連性が見
出された．
　う蝕と 1 型糖尿病の関連を報告した 13 件は小児や
若年者を対象としており，7 件で何らかの関連が認め
られた．関連の機序としては，糖尿病患者の唾液にお
ける高い粘性や糖濃度が活動性う蝕の増加に影響して

いることが観察されている 7．また，う蝕を誘発しや
すいライフスタイルが血糖コントロールの悪化と交絡
している可能性があり，1 型糖尿病患者（8〜16 歳）
の 3 年の後ろ向きコホート研究において，う蝕予防行
動や唾液性状に基づいたう蝕リスク判定のスコアが高
い群（26 人）は低い群（38 人）より血糖コントロー
ルが有意に悪化する（オッズ比 7.3 倍：95% 信頼区
間 2.0-26.5）という報告も見られた 67．
　2 型糖尿病を対象とした研究では根面う蝕との関連
性が示唆された．これは，糖尿病患者群のアタッチメ
ントロスが大きく歯根面の露出が増加し，根面う蝕が
増加したと考察される．歯冠部う蝕の発症には差はな
く，根面う蝕が 2 倍以上の発症率に至った報告 15 では，
糖尿病患者群の唾液緩衝能は健常者と同程度であった
が，唾液量は少なく，プラーク付着状況は糖尿病患者
群でやや悪かったことも観察された．このような 2 型
糖尿病患者における歯周病の進行と根面う蝕の高い
発生率は他の報告 14 でも観察されている．細菌学的
な解析では，歯周病原細菌数に差を認めないものの，
Streptococcus mutans やう蝕に関連した乳酸菌が有
意に多く検出され，う蝕を生じやすい口腔内環境にあ

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号

Arora et al. 2014 米国 横断研究
非糖尿病被験者1,165人のうち，重度歯周炎があると有意に前糖尿病
段階である可能性が高い
オッズ比 2.05倍（95%信頼区間 1.24, 3.39）

30

表５：歯周病と糖尿病の関連について，表 4 の解析以降の文献

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号

Morris et al. 2000

ニュージーラン
ド 前向き研究　3年 糖尿群へのインプラントは20/255本（7.8%）が失敗，非糖尿群でも

180/2,632本（6.8%）が失敗で，両群に有意差なし 31

Olson et al. 2000 米国 前向き研究　5年 2型糖尿病患者へのインプラントは16/178本（9.0%）が失敗し，失敗
に有意に影響を与えた因子は「糖尿病罹患期間」 32

Tawil et al. 2008 レバノン 前向き研究　平均42カ月
糖尿群のインプラントは6/255本（2.4 %）が失敗，非糖尿群では
2/244本（0.8%）が失敗と糖尿群で有意に高い失敗率
HbA1c高いほどインプラント周囲炎の骨吸収量が多い

33

Oates et al. 2009 米国 前向き研究　3年 HbA1c8.1%以上の糖尿（2型）群：12本の初期固定獲得まで平均12週
非糖尿，HbA1c8.0%以下の糖尿群：30本の初期固定獲得まで平均4週 34

Anner et al. 2010 イスラエル 後ろ向き研究
31±28カ月

糖尿群：5/177本（2.8%）失敗，非糖尿群：72/1,480本（4.8%）失敗
で糖尿病はインプラント治療成功率に影響せず 35

Ferreira et al. 2006 ブラジル 横断研究
インプラント周囲炎が糖尿群において7/29本（24.1%）発症，非糖尿
群では11/183本（6.5%）発症と，糖尿群のインプラント周囲炎発症
の補正後オッズ比1.9倍 （1.0-2.2）

36

Renvert et al. 2014 スウェーデン 後ろ向き研究
インプラント周囲炎発症者の糖尿病既往ありは10/172人，インプラン
ト周囲粘膜炎発症者，及び健全粘膜者の糖尿病既往ありは1/98人であ
り，インプラント周囲炎発症に糖尿病の既往が有意に関与（オッズ比
6.1）

37

表６：インプラント治療と糖尿病の関連についての文献
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ることが示されている 16．
　歯周病と糖尿病との関連は古くから指摘されてお
り，糖尿病の「第 6 の合併症」と表現され 68，既に複
数のシステマティックレビューやメタ解析がなされて
きた．最近の大規模な研究を対象とした解析では 2 型
糖尿病と歯周病の関連性が強調されるようになってき
た．1 型糖尿病も健常者に比べて歯周病の発症が多い
ことが報告されているが 69，最新のシステマティック
レビュー 21 では適切なエビデンスがないとされてい
る．また，2 型糖尿病患者は健常者より歯槽骨吸収の
リスクが高まることが Morita らの報告 24 などで示さ
れている．わが国で行われた別のコホート研究 70 で
は中等度歯周炎の女性被験者以外に有意差が見出され
ておらず，今後も確実なエビデンスのための調査が求
められる．
　現在，最も注目されている事項として，歯周治療に
よる血糖コントロールの改善がある．これまでにも多
くの研究がなされてきたが，近年，エビデンスレベル

の高い臨床研究が行われ，それらの解析も複数行われ
ている．1 型糖尿病患者を対象とした研究では血糖コ
ントロールの改善に有意差は見られないとする報告44が
複数あり，歯周治療の血糖改善効果のコンセンサスは
得られていない．近年の解析では 2 型糖尿病に対する
歯周治療の介入の有効性が，複数のメタ解析1, 52, 54, 60

で示されてきており，スケーリング・ルートプレーニ
ングなどの非外科的な歯周治療後 3 カ月での評価とし
て，HbA1c が 0.4〜 0.6% 低下することが文献的に
期待される．しかし，これまでで最も規模の大きい無
作為化対照試験では，非外科的な歯周治療（スケーリ
ング・ルートプレーニング）の血糖コントロールに対
する効果が殆ど見られなかった 64．しかし，この報告
では歯周治療後の歯周組織の改善も示されておらず，
歯周ポケットの残存やプロービング時の歯肉からの出
血（BOP）が手術後 40% と，歯周組織の炎症のコン
トロールがなされておらず，歯周治療による血糖改善
の機序からも効果は出にくいと考察される．この報告

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号

Santos et al. 2013 ブラジル RCT

慢性歯周炎患者38人への24時間以内のフルマウススケーリングへの
クロルヘキシジンゲル塗布及び含嗽の有無の2群の比較を行い，両群
とも有意なHbA1c改善は示せず

62

Munenaga et al. 2013 日本 RCT

高感度CRPが高いサブグループのうち，抗菌剤併用の歯周治療群
（42人）は，3カ月後に非治療群（62人）より有意なHbA1c改善 63

Engebretson et al. 2013 米国 RCT

歯周治療群（257人）は非治療群（257人）と6カ月後に比較を行う
が，有意なHbA1c改善は示せず 64

表８：歯周治療による血糖値コントロール効果について，表 7 の解析以降の文献

著者 報告年 調査地 研究デザイン 主な結果 文献番号

Lalla et al. 2011 米国 前向き研究

歯科を新規に受診し，これまで糖尿病の診断を受けていない506人を
対象
スクリーニング条件を（1）5mm以上のポケットが26%以上，
（2）喪失歯4本以上の者が糖尿病と診断される確率は73%，更に
（3）HbA1c5.7%以上を加えるとであれば92%

65

Lalla et al. 2013 米国 前向き研究 上記文献65の標本数を1,097人とするとHbA1c併用時のスクリーニン
グ感度は90％ 66

表９：歯科検査による糖尿病の予知についての文献

著者 報告年 研究デザイン 主な結果 文献番号

Janket et al. 2005
10研究9報39-47のメタ解析
（検索対象期間 1980～2005.1）

歯周治療後にHbA1cが0.38%低下
（95%信頼区間 0.7, 1.5） 38

Teeuw et al. 2010
5報45, 48-51のメタ解析
（検索対象期間 1960～2009.3）

歯周治療後にHbA1cが0.40%低下
（95%信頼区間 0.04, 0.77） 1

Simpson et al. 2010
3報48, 49, 53のメタ解析
（2010.3 時点での検索）

歯周治療後3週にHbA1cが0.40%低下
（95%信頼区間 0.01, 0.78） 52

Engbretson et al. 2013
11研究9報48-50, 53, 55-59のメタ解析
（検索対象期間 2009.10～2012.7）

歯周治療後3カ月にHbA1cが0.36%低下
（95%信頼区間0.54, 0.19） 54

Sgolastra et al. 2013
6研究5報48, 55, 58, 59, 61のメタ解析
（2012.5 時点での検索）

歯周治療後3カ月にHbA1cが0.65%低下
（95%信頼区間 0.43, 0.88） 60

表７：歯周治療による血糖値改善についての文献（メタ解析）
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には，歯周治療が不十分であったという指摘 71 など
複数のコメントが公開されている．今後も多施設で大
規模な臨床研究の遂行により，より高いエビデンスが
求められている．
　糖尿病のインプラント治療への影響について，高血
糖状態での骨芽細胞の石灰化能の低下が複数の基礎実
験において示されており 72，オッセオインテグレー
ション形成への影響が懸念される．本レビューでは複
数の報告でインプラント治療の成功率の有意な低下を
見出したものの，十分なエビデンスは揃っていないと
考えられた．また，高血糖による歯周炎への影響と同
様にインプラント周囲炎の発症が高まることが危惧さ
れており，最近の後ろ向きのリスク因子解析により，
血糖コントロールがなされていない糖尿病患者ではイ
ンプラント周囲炎の発症が明らかに高まることが示さ
れている 37．インプラント周囲炎自体が大規模なデー
タが少ないため，糖尿病の影響についても今後の十分
な標本数の調査や対照研究が求められる．
　糖尿病患者の口腔内の特徴として，歯の喪失が多く
なることが知られており 73，大規模な疫学調査でも
糖尿病に罹患した 50 歳以上は，無歯顎になるオッズ
比は 2.25 倍であった 74．そのような特徴と歯周病の
進行から，口腔内所見を用いた糖尿病のスクリーニン
グが試みられている．コロンビア大学で行われた臨
床研究では，糖尿病について未診断の患者を対象に
4 本以上の喪失歯があり，歯周ポケットの 26% 以上
が 5mm 以上の深いポケットであれば，該当する者の
73% が糖尿病の診断となるという結果であった．更
に HbA1c を測定して 5.7% 以上であれば確率は 92%
まで上昇するという報告がなされている 65．更に症例
数を増やすことで，このモデルの信頼性が確認されて
いる 66．

【結論】
　糖尿病は口腔内の疾患に影響を与え，特に歯周病は
糖尿病と密接に関連することから，歯科医師が糖尿病
の改善に寄与できる可能性が示されている．また，口
腔の健康管理を行うことで糖尿病の早期発見や前糖尿
病段階の患者への啓発の機会を見出せる可能性があ
り，今後更なる医科－歯科連携の促進が求められる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
2）肺炎等呼吸器疾患
　－口腔ケアと誤嚥性肺炎予防，人工呼吸器関連肺炎予防－

米山 武義1， 吉田 光由2

1：日本歯科医師会／米山歯科クリニック　2：広島市立リハビリテーション病院

【抄録】
　口腔ケアが高齢者の誤嚥性肺炎予防に繋がること
は，既に社会的に支持されている．さらに，口腔ケア
が人工呼吸器関連肺炎予防に繋がることも海外では広
く認知されつつある．このように，口腔ケアが呼吸器
疾患予防に果たす役割は大きいものと考えられる一方
で，この分野で歯科が十分に活躍しているとは言えず，
歯科が活躍できる社会システムづくりが求められる．

【緒言】
　1999 年に我々が Lancet に口腔ケアによる誤嚥性
肺炎予防の可能性について報告 1 して以降，この分野
の研究は急速に発展し，口腔ケアは誤嚥性肺炎予防に
は欠かせない医療行為，介護行為とし，ある一定の評
価を得ている 2．
　さらに，ICU管理中の大きな問題である人工呼吸器
関連肺炎（Ventilator Associated Pneumonia，以
下 VAPと略す）に対しても口腔ケアが有効であること
が報告され，海外では ICU にて口腔ケアキットが取
り入れられるなど，既に臨床応用も広まっている．
　近年，口腔ケアによって咽頭細菌が有意に減少する
ことが臨床細菌学的に示され 3，歯科が呼吸器感染症
予防に果たす役割は極めて大きく，歯科がもっと活躍
すべきところではあるが，いまだ十分にこのような歯
科医療が展開できているとは言い難い．そこで今後，
医療というひとつの枠組みの中での歯科のあり方を確
立していく上での戦略を考えるための現状把握を実施
することとした．

【目的】
　口腔ケアと誤嚥性肺炎予防，VAP 予防に関する総
説論文から，これまでに立証されていると考えられる
点，今後検討していかなければならない課題について

明確にすることにある．

【方法】
　総説論文は，過去に発表された原著論文を検索して
系統的にまとめてあるものであることから，古い総説
論文では最近の内容をつかめない．そこで，Pubmed
を用いて，2010 年 1 月から 2014 年 1 月に発表され
た口腔ケア（oral care）と誤嚥性肺炎（aspiration 
pneumonia），VAP に関する総説（review）を検索
し，そこでの結論から，これまでに立証されているこ
と，今後解明にしていかなければならないことを導き
出すこととした．また，最新の論文についても個別に
検索を行った．

【結果】
　口腔ケアと誤嚥性肺炎予防に関する総説論文は６
編あった 4-9．内容を見ると，最もエビデンスレベル
の高い研究は我々の研究であった 1,10．この研究は無
作為比較対照試験（Randomized Controlled Trial，
以下 RCT と略す）であり，特別養護老人ホーム入所
者を無作為に２群に割り付け，１群（口腔ケア群）に
は週に１回歯科医師もしくは歯科衛生士が訪問して専
門的な口腔清掃を実施，他の１群（対照群）は従来通
りのケアとして，２年間の肺炎発症率をみたところ，
肺炎発症を約４割減少させることができたというもの
である（図１，表１）．これ以降，最近の研究までたどっ
ても，質の高い RCT 研究は執り行われておらず，複
数の RCT 研究がない現状では，より確かなエビデン
スを得ることのできるメタ解析も実施できていないと
いうのが今日までの結果であった．
　口腔ケアと VAP 予防に関する総説論文は 7 編あっ
た 11-17．ここでは既にメタ解析も実施されており，
Cochrane 研究では，17 編の RCT 研究より，クロル
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ヘキシジンでの口腔清掃が実施しない場合に比べて，
0.60 倍（95% 信頼区間 0.47 － 0.77）VAP の発症を
低下させることを報告している．また，Labeau らの
Lancet の研究でも，12 編の RCT 研究を用いて，0.72
倍（95% 信頼区間 0.55 － 0.94）と同様に VAP の
発症を低下させるという結果を提示していた（図２）．
一方で，ポピドンヨード洗浄による効果や歯ブラシを
用いた口腔清掃による VAP 発症予防効果については
十分に証明されているとは言えなかった．

【考察】
　口腔ケアによる誤嚥性肺炎予防効果については，社
会的には広く認識されてきているが，エビデンスとし
て見ると１つの RCT 研究をよりどころとしているに
すぎず，今後より質の高い RCT 研究においてこの結
果をより確固たるものにしておくことが求められる．
さらに，専門家の関与がどの程度，どのように行うべ
きか，また口腔ケアの手技，手法といった内容につい
ても検討を加えておかなければ，ガイドラインといっ
た臨床への導きが行えないものと思われる．
　口腔ケアによる VAP 予防効果については，メタ解
析が行われているほど十分なエビデンスが集積されて
いる．ここでは，0.12％から 0.2％といったクロルヘ
キシジン濃度が口腔内洗浄に用いられているが，わが
国では同濃度のクロルヘキシジンの口腔内への適用は

認められておらず，その安全性の確立に向けた臨床治
験が急務である．さらに，歯ブラシを用いた専門的な
口腔ケアの効果についても明らかにされておらず，歯
科関係者の積極的な関与を考える上で，この解明は必
須とも言える．
　さらに，これら誤嚥性肺炎や VAP の原因としては
嚥下機能障害が挙げられており 18-21，この嚥下機能障
害に対しても歯科医療を応用したリハビリテーション
の有効性が言われ始めている 22．この点についても今
後質の高い RCT 研究が求められる．

【結論】
　口腔ケアが高齢者の誤嚥性肺炎予防に繋がること
は，既に社会的に支持されているものの，その根拠と
なる研究は一つしかなく，より計画された RCT 研究
が求められることが示された．一方で，口腔ケアが人
工呼吸器関連肺炎予防に繋がることは，十分なエビデ
ンスレベルにあるにもかかわらず，本邦では海外で報
告されている濃度でのクロルヘキシジンの使用は認め
られておらず，今後，臨床治験等を通じた取り組みを
通じて，この方法が臨床応用できるような取り組みが
求められる．さらに，歯科専門職の関わりの重要性に
ついても質の高い RCT 研究を通じて明らかにしてい
く必要がある．このような取り組みを通じて，歯科が
呼吸器疾患予防に果たす役割を明確にしていく必要が
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図１．口腔ケア群と対照群の２年間の肺炎発症率の比較 
文献１，８より 
Yoneyama T, Yoshida M, Matsui T, Sasaki, H. Oral care and pneumonia. Lancet 1999; 
354(9177): 515. 
Yoneyama T, Yoshida M, Mukaiyama H, Okamoto H, Hoshiba K, Ihara S, Yanagisawa S, 
Ariumi S, Morita T, Mizuno Y, Ohsawa T, Akagawa Y, Hashimoto K, Sasaki H. Oral care 
reduces pneumonia of elderly patients in nursing homes. J Am Geriatr Soc 2002; 50(3): 
430-433. 
（著者のデータであり、図は独自の作成である） 

表１：口腔ケア群と対照群の発熱者数，肺炎発症者数，肺炎死亡者数の比較

図１：口腔ケア群と対照群の２年間の肺炎発症率の比較
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ある．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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図２．VAP 予防に対するクロールヘキシジン口腔清掃の効果 
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図２：VAP 予防に対するクロルヘキシジン口腔清掃の効果
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3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
3）がん
	 －がん治療における口腔ケアの役割－
上野 尚雄1， 百合草 健圭志2

1：国立がん研究センター中央病院　2：静岡県立静岡がんセンター

【抄録】
　がん治療中には口腔に起因する様々な有害事象が高
頻度で生じ，患者の苦痛を増やすだけでなく，がん治
療そのものにも悪影響を与える．がん患者の口腔の健
康状態は，口腔合併症の発生率・重症度に関連してお
り，がん治療開始前からの効果的な口腔衛生管理は，
口腔合併症のリスク軽減に寄与し，円滑ながん治療を
行うための重要な支援となる．

【緒言】
　1981 年以降がんは日本人の死因の第 1 位を占める
疾患であるが，治療の進歩，新規薬剤の開発によっ
て，早期発見・治療により治癒が望める，あるいは長
く共存できる疾患となりつつある．最近のがん治療は
強力にかつ徹底的に行われるため，付随して起こる副
作用や合併症の問題も深刻になってきており，がん治
療の副作用対策は治療の成功のために欠かせないもの
となっている．これらの副作用，合併症を緩和・軽減
することが，苦痛を軽減し，がん治療の療養生活の質
を高めるだけでなく，がんの治療予後にも良好な影響
を及ぼすことが報告されており，円滑な治療をサポー
トするがん治療中の栄養管理，感染制御，疼痛緩和と
いった「支持療法」ががん医療の現場で重要視されて
きている．
　がん治療中には口腔に関連する副作用が出現する 1．
その頻度は高く，抗がん剤治療を受ける患者の約 40％，
造血幹細胞移植を受ける患者の 80%，口腔周辺に放
射線治療を受ける患者にはほぼ全例において口腔に何
らかのトラブルが発生すると報告されている 2,3．口
腔合併症は経口摂取の問題の直結し，また誤嚥性肺炎
をはじめとした様々な感染の源になることで全身状態
を悪化させ，時にはがん治療の完遂を妨げて治療の予
後にまで悪影響を与える．

　がん治療に付随して生じる口腔合併症の発症頻度や
その重症度は口腔内細菌による影響が少なくないとさ
れており 4，口腔内の衛生状態を良好な状態に維持し，
口腔の機能を健全に保つよう支持，管理する「口腔機
能管理（口腔ケア）」が，がん支持療法としての一翼
を担っている 5-7．
　本稿ではがん治療と口腔の関係，特に治療に付随し
て生じる口腔合併症についてと，その対策としての口
腔機能管理の意義についてレビューする．

【目的】
　がん治療の副作用として生じる口腔合併症の内容や
頻度，がん治療に及ぼす悪影響について，またその対
策として歯科が口腔機能管理を行うことについての文
献検索を行い，この検索から得られた情報を整理する
ことを目的とする．

【方法】
　インターネット（Pubmed）を利用した検索によっ
て文献の渉猟を行った．文献の検索期間は 2014 年１
月〜 2014 年３月とした．また検索から得られない文
献を収集するためにハンドサーチも実施した．文献の
公表年度には制約は設けなかった．得られた情報の中
からガイドライン，メタ解析，システマティックレ
ビュー，ランダム化比較試験などエビデンスレベルが
高い文献を中心に内容を整理した．

【結果】
1.	 がん治療に伴い発症する口腔合併症の頻度とリスク
１）骨髄抑制期の歯性感染症
　殆どの抗がん剤レジメンはその程度は異なるものの
骨髄抑制の有害事象があり，がん治療中に免疫が低下
した易感染状態となる時期を迎える．う蝕の存在，無
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3. 3） がん

処置の歯性感染病巣や歯周病は，潜在的な感染リスク
であり，このような慢性化した歯性感染症が骨髄抑制
期に急性化し，特に全身感染症に進行して死亡も含め
た治療予後に重大な影響を及ぼす可能性があると考え
られている 8,9．
 ・ 造血幹細胞移植患者を予定する 48 人の口腔内を診

察したところ，29% に歯周炎，60% に歯肉炎が認
められた．治療中の好中球減少期に，患者の 96%
で発熱を認め，そのうち 29％は血中から菌が同定
された．コアグラーゼ陰性ブドウ球菌が最も多く検
出された．口腔粘膜炎は患者の 89.6% に影響を及
ぼし，歯肉炎または歯周炎の患者は粘膜炎の頻度が
高かった 10．

 ・ 血液がん患者 46 人に起こった 78 回の熱性発作を
調査したところ，92％は急性感染症によるもので，
残り 8% で感染の確定診断はつかなかった．口腔内
の急性感染症は発熱患者の 78% に見られ，14% で
は口腔内が熱源と考えられ，26% で口腔内が熱源
の可能性があると考えられた 11．

 ・ 非リンパ性白血病の患者 38 人の治療中の全身感染
症を精査したところ，12 人（38%）は口腔に感染
源と考えられる感染病巣をもち，その 12 人のうち
の 7 人（58％）は口腔以外に熱源が見当たらなかっ
た（歯周組織 36% ；口腔粘膜 18% ；歯牙 5% 以下； 
肺 18%；皮膚 9%；咽頭，耳介，不明 5% 以下）．
口腔内の感染巣（特に歯周病）は白血病患者の全身
合併症に関与すると思われた 12．

 ・ 化学療法を受ける悪性リンパ腫の患者 56 人の患者
の調査では，化学療法（5.2 カ月の持続時間を意味
する）の間，26 人の患者（46%）が 38 回の熱性
発作を経験した．42% の患者は，口腔以外の感染
源は全く検出できなかった．重度の歯性感染症が，
熱性発作の患者に多く見られた（P=0.02）．中等度
〜重度の歯肉炎は 58% の患者に観察された 13．

 ・ 免疫不全の血液がん患者 46 人の 78 回の熱性発症
を調査したところ，敗血性を発症した患者のうち，
10.5% は口腔内が熱源であり，31.6% は口腔内に
熱源の可能性がある病巣があった．歯性感染症の予
防管理が，全身感染症，死亡率の減少に寄与する可
能性が示唆された 14．

　骨髄抑制期の全身感染症の起因菌を同定し，実際に
口腔内細菌である割合が高いことを示すレビューも報

告されている 15．
 ・ 骨髄移植を予定している 181 人の患者に治療開始

前の歯科スクリーニングを行ったところ，53 人の
患者（29%）は治療を必要とする歯の慢性感染病巣
があり，10 人（6%）は歯性感染症のために移植が
延期された．好中球減少期の敗血症は 59 人に認め
られ，そのうち 24 人（41%）は起因菌が口の微生
物であると同定された 16．

 ・ 骨髄破壊的同種造血幹細胞移植を行った患者 61 人
の調査では，好中球減少期の菌血症は 31 人に生じ，
そのうちの 19 人（ 61％）は口腔内常在菌である
ビリダンス連鎖球菌が起因菌として同定された 17．

　また，口腔内に起因する感染は一般細菌だけでなく，
カンジダ（真菌）やヘルペス（ウイルス）などによる
リスクが上がることが報告されている．
 ・ すべてのがん治療における臨床症状のある口腔真菌

感染症の有病率は，治療前 7.5％，治療中 39.1％ ，
終了後 32.6％であり，真菌の経口保有率は，治療
前 48.2％ ，治療中の 72.2％ 及び治療後 70.1％だっ
た．頭頸部放射線治療と化学療法は，それぞれ独立
して口腔真菌感染症リスクの有意な増加と関連して
おり，がん治療中は口腔真菌感染症の危険性が高く
なることが示された 18．

 ・ 化学療法や放射線治療を受けるがん患者で口腔カン
ジダ症の罹患率を調査したところ，カンジダ感染の
全体での罹患率は 9.6%（95% 信頼区間（8.4% 〜
11.0%））で，化学放射線療法の患者では 22.0% で
あった 19．

 ・ 血液悪性腫瘍に対して抗がん剤治療中の患者で，好
中球減少期の口腔潰瘍からのヘルペスウイルスの検
出率は 33.8％であった．血液悪性腫瘍の治療を受
けた好中球減少症患者は，ウイルス感染の危険性が
高いと考えられた 20．

 ・頭頸部がん放射線治療中の患者の単純ヘルペスウイ
ルス 1 型の発症率を調べたところ，29.1% でウイル
スが分離された 21．

２）口腔粘膜炎
　口腔粘膜炎は，がん薬物療法による非血液毒性の中
でも発症頻度が高く，がんの種類や抗がん剤の内容に
よってその発症頻度や重症度の差はあるものの，殆ど
の抗がん剤で発症が認められ 22-25．また放射線治療で
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は口腔が照射野に含まれた場合に口腔粘膜炎は必発で
あり，またその程度も薬物療法による粘膜炎と比較し
てより重症化，遷延する傾向がある．口腔粘膜炎は疼
痛により患者を苦しめるだけでなく，重症化すると経
口摂取を妨げて低栄養や脱水を来たし，また潰瘍部の
二次感染から敗血症などの全身感染症の原因となるな
ど 26，局所の問題にとどまらず，がん治療そのものに
も悪影響を及ぼして生命予後を左右し，また医療経済
的な負担も大きい 27-29．

 ・ 移植患者 429 人の調査では，口腔粘膜炎は 425 人
（99%）の患者に発現し，289 人（67.4%）は重症
（グレード３, ４）の口腔粘膜炎であった．多変量解
析では，口腔粘膜炎の唯一の独立危険因子は前処置
レジメンの違い（P<0.00005）であった 30．

 ・ 血液がん患者 281 人の後ろ向き調査では，患者の
76％はグレード ２以上の粘膜炎を経験した．口腔
粘膜炎のグレードは，完全静脈栄養（TPN）の日数，
鎮痛剤の量，発熱日数，重大な感染の発症率，入院
期間と有意に関連した 31．

 ・ 高用量メルファランによる移植前処置を受けた多発
性骨髄腫の患者 115 人の後ろ向き研究では，患者
の 48％はグレード２以上の粘膜炎を経験し，粘膜
炎のグレードは，TPN の日数，鎮痛剤の量，入院
期間と有意に関連した（p<0.05）32．

 ・ 口腔粘膜炎の重症度は，発熱（P<0.1），重篤な感
染症（P<0.1），TPN 日数（P<0.001），オピオイ
ドの使用（P<0.001），入院期間（P<0.1），入院費
用（P<0.1），死亡率（P<0.001）と相関した 27．

 ・ 頭頸部放射線治療において口腔粘膜炎は患者の
91% で生じ，66% はグレード３, ４であった．口腔
粘膜炎の有無は疼痛（54% 対 6%：p < 0.001），５％
以上の体重減少（60% 対 17%：p < 0.001）と有
意に相関し，粘膜炎の重症度に従い 1,700 ドル〜
6,000 ドルの追加費用が必要とされた 33．

 ・ 頭頸部放射線治療による口腔粘膜炎の平均発生率は
80% で，粘膜炎による入院は 16%，患者の 11％は
粘膜炎を理由に治療を中断していた 34．

 ・頭頸部がん放射線治療患者の29〜 66%に重症（グ
レード３以上）の口腔粘膜炎の発症を認めた 35．

３）薬剤に関連する顎骨壊死（Medication-Related 
Osteonecrosis of the Jaw： MRONJ）

　がんの骨転移がある患者の骨折予防，症状緩和に使
用されるビスフォスフォネート製剤や抗ランクル抗体
といった骨修飾薬や，血管新生抑制作用を持つ分子標
的薬の長期使用により，MRONJ の発症が報告されて
いる．ビスフォスフォネート製剤による骨壊死は，薬
剤の累積使用量に比例して発症リスクが上がり，単回
〜少数回投与（高カルシウム血症への投与など）の場
合はリスクは低いが，継続使用が6カ月を超えたあた
りから発症頻度が上がり，最終的には 1 〜 2% 程度と
報告されている．抗ランクル抗体による発症頻度はビ
スフォスフォネート製剤と同等かやや高い．骨壊死が
進行すると疼痛などで患者 QOL を著しく下げるだけ
でなく，治療抵抗性のため対応に難渋することが多く，
臨床上の大きな問題となっている．

 ・ ビ ス フ ォ ス フ ォ ネ ー ト 製 剤 使 用 の 既 往 が あ
る 80 人 を 対 象 と し た 前 向 き 研 究 で は，22 人

（28%）がビスフォスフォネート関連顎骨壊死
（Bisphosphonate-Related Osteonecrosis of the 
Jaw: BRONJ）を発症した．発症部位は下顎骨が13
人（59%）と最も多く，上顎骨は 6 人（27%），両
顎に発症したのが 3 人（14%）であった．BRONJ
の原因は抜歯後が 17 人（77%）と最も多かった（P 
< 0.001）が，原因不明で発症した症例も 5 人（23%）
認められた 36．

 ・ がん患者における BRONJ の有病率は 13.3％と高
い可能性がある 37．

 ・ BRONJ の発症頻度に関するシステマティックレ
ビューでは，発症頻度は研究全体で 6.1％，追跡調
査が報告されている研究で 13.3％，追跡調査が報
告されていない研究で 0.7％，疫学研究で 1.2％で
あった 38．

 ・ 乳がん骨転移患者のデマスマブ（抗ランクル抗体）
による顎骨壊死の発症頻度は，ビスフォスフォネー
ト製剤とほぼ同等であった（デノスマブ：2.0%，
ゾレドロン酸：1.4%；P = 0.39）39．

 ・ ゾレドロン酸の投与を受けた多発性骨髄腫の患者
300 人の調査の結果，BRONJ は 14 人の患者（4.7%）
に発症した 40．

2.	 頭頸部がん放射線治療後の晩期障害
１）放射線性顎骨壊死（Osteoradionecrosis of the 

jaw: ORN）
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3. 3） がん

　放射線照射野内の顎骨は，抜歯などの外科的侵襲や
歯牙由来の感染，不適合義歯による粘膜損傷などを原
因として容易に ORN を発症する．下顎臼歯部が好発
部位である．これは照射により顎骨内の血管がダメー
ジを受け血流が減少，組織の低酸素化から修復治癒の
遅延を起こすためと言われている．特に不用意な抜歯
を契機として ORN を発症することが多く，重篤にな
ると皮膚瘻形成，病的骨折などを生じ，外科的な切除
を要することもある 41．
 ・ 頭頸部がん患者における ORN の有病率に関する

システマティックレビューでは，ORNの加重有病
率は，従来の放射線治療で 7.4％，強度変調放射線
治療（IMRT）で 5.1％ ，化学放射線療法で 6.8％ ，
組織内照射療法で 5.3％であった 42．

 ・ 照射野の抜歯後の ORN の総発生率は 7%で，放射
線量が 60 Gy を超える患者に対する放射線照射野
の下顎臼歯の抜歯が最もリスクが高かった 43．

 ・ 頭頸部放射線治療を受けた 830 人を対象とした後
ろ向き研究では，ORN の発症率は 8.2％で，男性
に多く下顎の臼歯部に好発した．50% は抜歯を契
機に発症していた．ORN の 40％は手術や抗生物質
の投薬を用いて完全に治癒していた 44．

 ・ ORN の患者 80 人を調査したところ，半数以上が
抜歯を契機に発症していた．しかし 1/3 は前触れ
なく発症していた．74% は放射線治療後３年以内
に発症した（しかし抜歯に起因するものは時期に関
係がなかった）．殆どが初発時は無症状であった 45．

 ・ ORN を発症した 104 人の調査では，好発部位は下
顎骨 99 例（95.2%），上顎骨 5 例（4.8%）であっ
た．93 例（89.4%）は抜歯により誘発され，11 例

（10.6%）は自然発生した．保存的な治療によって
34 例（32.6%）は完全に治癒し，44 例（42.3%）
は症状が安定，慢性化した．26 例（25.1%）は進
行が止まらず重篤化した 46．

２）放射線性う蝕
　放射線治療後の口腔内は，唾液分泌の低下や口腔細
菌叢の質的変化などの治療による影響で，う蝕誘発性
が上がっており，歯の喪失リスクが高い 47．
 ・ 放射線治療を通して歯を喪失する割合は，97％は

う蝕が原因であった 48．
 ・ 放射線治療の開始前から終了後の口腔内の状態に対

する後ろ向き研究では，放射線治療開始前の患者の

57.9% に歯科的な問題があり（歯周病 41.0%，根
尖病巣 21.2%，う蝕 12.0%，カンジダ 7.2%，未萌
出歯 5.8%，口腔乾燥 9.1%），治療開始前の患者の
50.2% が抜歯を必要とした．放射線治療中，口腔
粘膜炎は 61.7%，カンジダ感染は 45.8%，口腔乾
燥は 62.6% に見られた．放射線治療後，口腔粘膜
炎の遷延は 19.2%，カンジダ症は 21.1% で確認さ
れた．放射線性う蝕は 11.0% の患者に生じ，ORN
は 5.5% であった 49．

 ・ 935 人の頭頸部放射線治療を受けた患者の口腔の予
防に努めたが，４％に放射線性う蝕，１％に骨壊死
が発症した 50．

3.	 がん治療に伴う口腔内合併症の対策としての口腔機
能管理の意義について　

　がん治療に付随して生じる口腔合併症の発症頻度や程
度には口腔内の細菌の存在が少なからず影響している 51．
そのため対応として口腔内の衛生状態を良好な状態に
維持し，口腔機能を健全に保つよう支持，管理するこ
とが有効である 52,53．
　歯性感染症に対する口腔管理は予想される骨髄抑制
の程度や期間を考慮した上で，がん治療の開始前に状
況が許す範囲で口腔内の感染病巣の有無の精査・加療
を行うこと，骨髄抑制期中はブラッシングを中心と
した口腔清掃で感染リスクを制御することが推奨さ
れている．特に歯周病はがん治療中に急性感染症を引
き起こすリスクが高く，治療開始前に評価，管理しなけ
ればならない．これら口腔管理ががん治療中の全身合併
症の予防に効果的である可能性が示されている 54-56．
　口腔粘膜炎の口腔管理については，粘膜炎の発症を
完全に抑える予防法や治療法はなく57，疼痛などの症
状を緩和し，二次感染のリスクを下げて治癒を促す対
症療法が中心となる58-65．がん治療中は唾液分泌が障
害され口腔内は乾燥し，嘔気や倦怠感で適切な口腔管
理が困難な状態が重なり，口腔内の衛生状態を良好に
維持することが難しい．しかし状況に合わせた適切な
口腔衛生指導を行い，口腔内を清潔で保湿された状態
に維持するよう努めることで粘膜炎の症状緩和や重症
化の抑制，病悩期間の短縮などが期待できる66-69．
 ・ 血液がんの化学療法中の患者 30 人を調査したとこ

ろ，口腔粘膜炎は 21.9% に発症し，うち 4.1％は
グレード３, ４であった．重症（グレード 4）の好
中球減少が口腔粘膜炎のリスク因子であった（P < 
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0.001）． 基本的な口腔ケアの施行は口腔粘膜炎の
発症を遅らせる可能性が示唆された 70．

 ・ 造血幹細胞移植を受けた 97 人の患者調査では，治
療開始前の口腔健康因子（清掃状態，慢性歯性感染
病巣）が口腔粘膜炎の発生と重症度の予測因子であ
る可能性が示唆された 71．

 ・ 化学療法時の口腔ケア介入により，歯肉出血及びプ
ラーク指数の値がほぼすべての患者で大幅に減少し
た ． 口腔粘膜炎の発生率は非介入群で66％であっ
たが介入群で20％であった．口腔ケアは化学療法に
よる口腔粘膜炎の発生率を下げる可能性がある72．

 ・ 化学療法を行う小児がん患者の口腔粘膜炎に対する
予防的口腔ケアのプロトコルの有効性を明らかにす
るための前向き比較研究では，口腔ケアプロトコル
により潰瘍を伴う粘膜炎の発生率が 38％減少した．
口腔粘膜炎の重症度（P=0.000002）と関連疼痛（p= 
0.0001）も介入により大幅に減少した 73．

 ・ 造血幹細胞移植患者への口腔ケアの指導後，口腔粘
膜炎の発生が明らかに減少した．多重ロジスティッ
ク分析では，前処置レジメンの内容と口腔ケアが口
腔粘膜炎発症の独立した危険因子であった 74．

 ・ 造血幹細胞移植患者の 87% に口腔粘膜炎が発症
した．粘膜炎の重症度は，欠如歯数（p<0.016），
DMFS 指数（p< 0.038）によって影響された．治
療開始前の口腔内の状態は，粘膜炎の重症度に影響
する可能性が示唆された 75．

 　口腔ケア介入の有無による粘膜炎の発症率を比較
した before-after の研究では，口腔ケア介入群で
潰瘍を伴う口腔粘膜炎の発症が有意に減少した．口
腔を清潔で保湿された環境に維持するケアによっ
て，造血幹細胞移植患者の口腔粘膜炎を軽減するこ
とができる可能性が示唆された 76．

 ・ 化学療法予定の乳がん患者 26 人を対象とした口腔
セルフケア群と予防的専門的口腔ケア群の 2 群のラ
ンダム化比較試験の結果では，セルフケア群と比較
して，予防的専門的口腔ケア群では，OAGスコア（口
腔有害事象のスコア）が有意に低かった．乳がん化
学療法中の患者に対する予防的専門的口腔ケア介入
は，口腔粘膜炎のリスクを減少させる可能性が示唆
された 77．

4.	 放射線性骨壊死，放射線性う蝕の対策
　ORN のリスクは照射後何年経過しても変わらない

ため，予防的な対応が重要である．照射野内の予後不
良な歯は，治療開始２週間前までに抜歯などの適切な
処置を行う必要がある．また治療終了後も安易な外科
処置はさけ，歯科治療を受けるときは放射線治療医の
許可なく抜歯が行われないよう，患者指導をする．照
射野内の抜歯は ORN の強いリスク因子である．放射
線治療後の口腔内はう蝕誘発性が高いため，抜歯を可
及的に回避するためにも継続した歯科口腔管理が重要
である 78-81．

 ・ 頭頸部がん放射線治療後の患者における歯の喪失リ
スクについての後ろ向き調査では，フッ化物によ
る予防的措置が強化された結果，1993 年：19.2％
→ 2005 年：7.8％と，歯の喪失リスクの減少が見
られた 82．

 ・ ORN のリスク因子検索の後ろ向き研究では，放射
線療法後の口腔内の健康状態が，ORN の発症と関
係していた 83．

5.	 薬剤関連顎骨壊死（MRONJ）は口腔ケアによって
リスクが軽減する

　MRONJ の発症機序は未だ明らかではないが，口腔
内衛生状態の不良，歯性感染病巣の存在，不適合義歯
の使用，骨修飾薬使用中の抜歯処置が発症の強いリス
ク因子であることが報告されている．治療開始前に口
腔内のリスク因子をできるだけ減らしておくこと，ま
た治療中も継続して口腔内を良好な状態に管理するこ
となどの予防的な対応によって MRONJ の発症リス
クを抑えることが可能であると報告されており 84-86，
諸外国，本邦でのがん診療ガイドラインにおいても当
該薬の使用開始前に歯科を受診し，口腔内スクリーニ
ング並びに適切な口腔管理を行うことが推奨されてい
る 87,88．
 ・ ビスフォスフォネート製剤を長期間使用した患者

1621 例を対象に BRONJ のリスク要因を検討する
ための後ろ向き縦断的コホート試験では，BRONJ
の発生率は0.94%〜18.6%であった．多変量解析に
よるBRONJの発生に関連する独立した予測因子は，
抜歯の経験，義歯の使用であった．歯周炎治療，歯
根管治療はBRONJ のリスクを増加させなかった89．

 ・ ビスフォスフォネート投与開始前に歯の予防措
置を実施し，BRONJ の発症リスクを調査した．
BRONJ は 2.9% で観察された．予防プログラムに
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より BRONJ の発症は 3.2% から 1.3% まで減少し
た．ゾレドロン酸を使用した患者に限定すると，予
防的歯科介入は BRONJ 発症リスクの減少に有意に
貢献した（7.8% → 1.7%：P=0.016）90．

 ・ ゾレドロン酸の治療を受けた多発性骨髄腫の患者
128 人を対象として口腔ケアの介入，非介入の２群
に分け BRONJ の発症リスクを調査した研究では，
BRONJ は 16 人（12.5%）に発症したが，非介入
群：8 例（26.3%），口腔ケア介入群：2 例（6.7%）

（P=0.002）と，口腔ケア介入によって発症リスク
が有意に減少した．また口腔ケア介入群の患者には，
ステージ３の BRONJ は認められなかった 91．

　MRONJ は治癒不能な病態ではなく，早期であれば
保存的な加療により治癒，症状緩和，病状進行の抑制
が可能であると考えられている．粘膜が破綻し腐骨が
露出する MRONJ の前駆症状とも言える「ステージ０」
という病態が提唱されており 92，この段階で治療を開
始することでより良好な予後を望める可能性があるた
め，早期発見のための定期的な歯科でのスクリーニン
グが重要である．

 ・ MRONJ の発生率・リスク因子の調査では，5,723
人の患者のうち 89 人（1.6%）に MRONJ が発症
した．そのうちの 61.8% は発症に抜歯が関連して
いた．95% 以上が MRONJ に対して保存的な治療
を受け，36% は治癒していた（治癒率：ゾレドロ
ン酸：29.7%，デノスマブ：40.4%）93．

 ・ ビスフォスフォネート製剤を使用した 4,019 人の
患者の後ろ向き調査では，1,338 人中 16 人の乳
がん患者の 16 人（1.2%）と，548 人の多発性骨
髄腫患者のうち 13 人（2.4%）で BRONJ の発症
が認められた．乳がん患者の BRONJ のリスク因
子の検索（多変量コックス比例危険回帰分析）で
は，ゾレドロン酸（HR ＝ 15.01，95%CI：2.41-
93.48：p = 0.0037），抜歯（HR ＝53.19，95%CI：
18.20-155.46：p < 0.0001），多発性骨髄腫患者の
BRONJ のリスク因子の検索では抜歯（HR ＝ 9.78，
95%CI：3.07-31.14：p = 0.0001），骨粗鬆症（HR
＝ 6.11，95%CI：1.56-23.98：p = 0.0095）であっ
た．口腔内の健康状態と抜歯既往が BRONJ の有意
な危険因子であった．BRONJ 患者の 23% は保存
療法で治癒することができた 94．

 ・ BRONJ の患者 97 人の追跡調査では，60 人（62%）
は治癒していた．12人（12%）は治癒後にBRONJの
再発を認め，25人（26%）は治癒を認めなかった95．

【考察】　
　口腔ケアを行うことで，がん治療による口腔合併症
を完全に予防できる訳ではない．しかしがん患者の口
腔の健康状態は，口腔合併症の発生率・重症度に関連
しており，効果的な口腔衛生管理は，口腔合併症のリ
スクの軽減に寄与すると期待できる．特に歯性感染症
は，がん治療開始前の事前の歯科チェック，応急処置
そして治療中のブラッシングを中心としたケアでその
発症リスクを軽減することが可能であり，骨髄抑制が
予想される治療における感染制御に有用である．特に
骨髄抑制期の口腔粘膜炎は全身感染症の強いリスク因
子となるため，口腔ケアによる感染管理は重要である26．
　頭頸部放射線治療後の口腔晩期障害で最も重篤なも
のである ORN は，予防的な歯科介入（治療開始前の
予防的な抜歯，治療終了後の定期的な歯科管理など）
により，以前と比較しその発症頻度は抑制されている 96．
しかし未だ一定の頻度で発症し，患者の生活の質を脅
かしている．発症の最も大きなトリガーが照射野内の
抜歯処置であることから，如何に口腔内を健全に保ち
抜歯を回避するかが予防の要であり，口腔管理の責任
は重い．
　MRONJ は骨露出の見られない早期（ステージ０）
での対応が望ましい．ステージ０の初期症状として口
腔内の疼痛，瘻孔形成，排膿といった感染症状の遷延
や，下口唇を含むおとがい部の知覚異常（Vincent 症
状）が報告されており 97,98，このような所見を歯科で
見逃さないこと，定期的な口腔内のスクリーニングや
ケアの介入が重要と思われる．
　がん治療における口腔管理の目的は口腔合併症をゼ
ロにしようとすることではなく，その頻度と重症度を
可及的に抑えることで，がん治療が安全，円滑に，予
定通りに進むよう支援することである．がん治療中の
感染リスクを管理し，経口摂取を支援し栄養管理の一
助となり，疼痛を緩和して療養生活を苦痛が少ないも
のになるよう援助する，このような「がん支持療法」は，
がん治療の完遂率を上げ，ひいては治療予後に貢献す
ることができる 99．がん治療における口腔ケアのエビ
デンスは，いまだ十分ではない部分も多々あるが，そ
れを踏まえた上でも，口腔内を清潔にし，口腔機能を
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w

ed
e,

K
om

ar
of

f, 
N

al
ys

ny
k,

 Z
ilb

er
be

rg
20

03
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー

頭
頸

部
放

射
線

治
療

に
よ

る
口

腔
粘

膜
炎

の
発

症
率

は
80

%
で

，
34

%
は

重
度

（
グ

レ
ー

ド
３

～
４

）
で

あ
っ

た
．

患
者

の
11

%
は

粘
膜

炎
に

よ
っ

て
治

療
の

中
断

を
余

儀
な

く
さ

れ
て

い
た

．

34

El
tin

g,
K

ee
fe

,
So

ni
s,

G
ar

de
n,

Sp
ijk

er
ve

t,
Ba

ra
sc

h,
Ti

sh
le

r, 
Ca

nt
y,

 K
ud

ri
m

ot
i, 

Ve
ra

-L
lo

nc
h

20
08

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

頭
頸

部
放

射
線

治
療

に
よ

る
口

腔
粘

膜
炎

の
発

症
率

は
80

%
で

，
34

%
は

重
度

（
グ

レ
ー

ド
３

～
４

）
で

あ
っ

た
．

患
者

の
11

%
は

粘
膜

炎
に

よ
っ

て
治

療
の

中
断

を
余

儀
な

く
さ

れ
て

い
た

．

35

N
al

lia
h

20
12

レ
ビ

ュ
ー

が
ん

患
者

に
お

け
る

ビ
ス

フ
ォ

ス
フ

ォ
ネ

ー
ト

関
連

骨
壊

死
の

有
病

率
は

13
.3
％

で
あ

っ
た

．
37

M
ig

lio
ra

ti,
W

oo
,

H
ew

so
n,

Ba
ra

sc
h,

El
tin

g,
Sp

ijk
er

ve
t,

Br
en

na
n.

Bi
sp

ho
sp

ho
na

te
O

st
eo

ne
cr

os
is

Se
ct

io
n,

O
ra

l
Ca

re
St

ud
y

G
ro

up
,

M
ul

tin
at

io
na

l
As

so
ci

at
io

n
of

Su
pp

or
tiv

e
Ca

re
in

Ca
nc

er
(M

AS
CC

)/I
nt

er
na

tio
na

l
So

ci
et

y
of

O
ra

l
O

nc
ol

og
y

(IS
O

O
).

20
10

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

ビ
ス

フ
ォ

ス
フ

ォ
ネ

ー
ト

に
よ

る
骨

壊
死

の
発

症
頻

度
は

，
研

究
全

体
で

6.
1％

（
平

均
値

)
，

追
跡

調
査

が
報

告
さ

れ
て

い
る

研
究

13
.3
％

，
追

跡
調

査
が

報
告

さ
れ

て
い

な
い

研
究

で

0.
7％

，
疫

学
研

究
で

1.
2％

で
あ

っ
た

．

38

Pe
te

rs
on

,
D

oe
rr

,
H

ov
an

,
Pi

nt
o,

Sa
un

de
rs

,
El

tin
g,

Sp
ijk

er
ve

t, 
Br

en
na

n
20

10
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー

放
射

線
骨

壊
死

の
発

症
頻

度
は

，
従

来
型

RT
で

7.
4％

，

IM
RT

で
5.

2％
，

RT
と

CT
で

6.
8％

．
小

線
源

治
療

で
5.

3％
で

あ
っ

た
．

42

N
ab

il,
 S

am
m

an
20

11
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー

放
射

線
治

療
後

の
抜

歯
に

よ
っ

て
起

こ
っ

た
放

射
線

骨
壊

死
の

発
生

率
は

7%
で

あ
っ

た
．

予
防

的
抗

菌
薬

投
与

を
行

っ
た

抜
歯

で
は

骨
壊

死
発

症
頻

度
は

6%
.予

防
的

な
高

圧
酸

素
療

法
を

併
用

し
た

抜
歯

で
は

発
生

率

は
4%

で
あ

っ
た

．

放
射

線
量

60
G

yを
超

え
る

照
射

野
中

の
下

顎
の

抜
歯

が
，

骨
壊

死
発

症
リ

ス
ク

が
最

も
高

か
っ

た
．

43

N
ab

il,
 S

am
m

an
20

12
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
放

射
線

治
療

後
の

顎
骨

壊
死

の
発

生
リ

ス
ク

は
２

%
で

あ
っ

た
．

近
年

で
は

骨
壊

死
発

症
リ

ス
ク

は
減

少
傾

向
に

あ
る

．
96

K
og

a,
 S

al
va

jo
li,

 A
lv

es
20

08
レ

ビ
ュ

ー

放
射

線
性

顎
骨

壊
死

の
管

理
の

た
め

に
，

放
射

線
治

療
の

前
に

口
腔

評
価

を
受

け
，

予
後

不
良

の
抜

歯
を

行
っ

て
お

く
こ

と
が

必
要

で
あ

る
．

照
射

後
に

抜
歯

が
不

可
避

と
な

っ
た

場
合

は
細

心
の

注
意

が
必

要
で

あ
る

．

41
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

表
１

の
続

き

著
者

報
告

年
形

式
概

要
文

献
番

号

Ep
st

ei
n,

 v
an

 d
er

 M
ei

j, 
Lu

nn
, S

te
ve

ns
on

-M
oo

re
19

96
レ

ビ
ュ

ー
頭

頸
部

放
射

線
治

療
に

関
連

し
て

歯
を

喪
失

す
る

の
は

，
97

％
は

う
蝕

が
原

因
で

あ
っ

た
．

48

K
ie

lb
as

sa
, H

in
ke

lb
ei

n,
 H

el
lw

ig
, M

ey
er

-L
üc

ke
l

20
06

レ
ビ

ュ
ー

放
射

線
性

う
蝕

は
永

続
的

な
リ

ス
ク

で
あ

り
，

顎
骨

壊
死

の
誘

因
と

な
り

う
る

．
歯

科
予

防
管

理
が

重
要

で
あ

る
．

47

Ep
st

ei
n,

 S
ch

ub
er

t
19

99
レ

ビ
ュ

ー

良
好

な
口

腔
衛

生
は

，
口

腔
粘

膜
炎

の
重

症
度

を
減

少
さ

せ
，

菌
血

症
の

危
険

性
を

軽
減

す
る

．
現

在
の

推
奨

さ
れ

る
口

腔
管

理
は

，
良

好
な

口
腔

衛
生

を
維

持
し

，
生

理
食

塩
水

ま
た

は
重

炭
酸

塩
リ

ン
ス

に
よ

る
頻

繁
な

含
嗽

を
行

い
，

疼
痛

に
対

し
て

局
所

麻
酔

薬
や

鎮
痛

薬
を

使
用

す
る

こ
と

で
あ

る
．

凍
結

療
法

は
，

い
く

つ
か

の
ケ

ー
ス

で
は

潜
在

的
な

補
助

的
な

ア
プ

ロ
ー

チ
で

あ
る

．

51

La
rs

on
,

M
ia

sk
ow

sk
i,

M
ac

Ph
ai

l,
D

od
d,

G
re

en
sp

an
,

D
ib

bl
e,

 P
au

l, 
Ig

no
ffo

19
98

レ
ビ

ュ
ー

医
療

者
の

直
接

の
監

督
の

な
い

家
庭

で
行

う
，

粘
膜

炎
を

管
理

す
る

セ
ル

フ
ケ

ア
を

患
者

に
提

供
す

る
PR

O
-S

EL
F口

腔
ケ

ア
プ

ロ
グ

ラ
ム

は
，

化
学

療
法

に
よ

る
口

腔
粘

膜
炎

の
発

生
率

を
低

下
さ

せ
る

可
能

性
が

あ
る

．

52

G
ür

ga
n,

 Ö
zc

an
, K

ar
ak

uş
 Ö

, Z
in

ci
rc

io
ğl

u,
 A

ra
t,

So
yd

an
, T

op
cu

og
lu

, G
ür

m
an

, B
os

ta
nc


20
13

レ
ビ

ュ
ー

移
植

前
の

歯
周

初
期

治
療

を
行

う
こ

と
に

よ
り

，
歯

周
炎

の
程

度
は

著
明

に
改

善
し

た
（

P<
0.

00
1)

．
14

人
（

48
.3

%
）

は

G
VH

D
を

発
症

せ
ず

，
17

人
（

58
.6

%
）

は
口

腔
粘

膜
炎

を
発

症
し

な
か

っ
た

．
BO

P（
+）

の
範

囲
と

，
口

腔
粘

膜
炎

の
発

症
に

相
関

が
見

ら
れ

た
（

r=
-0

.5
18

，
P<

0.
05

）
．

歯
周

衛
生

管
理

に
よ

っ
て

歯
肉

炎
の

改
善

と
共

に
，

口
腔

粘
膜

炎
の

頻
度

と
重

症
度

の
減

少
が

認
め

ら
れ

た
．

53

G
ab

ri
el

, S
he

a,
 O

la
jid

a,
 S

er
od

y,
 C

om
ea

u
20

03
レ

ビ
ュ

ー
骨

髄
移

植
の

患
者

に
お

い
て

，
口

腔
粘

膜
炎

の
重

症
度

と
病

悩
期

間
を

減
少

さ
せ

る
こ

と
は

，
死

亡
率

と
医

療
費

の
軽

減
に

大
き

な
影

響
を

持
つ

．
54

Sh
ih

, M
ia

sk
ow

sk
i, 

D
od

d,
 S

to
tt

sA
, M

ac
Ph

ai
l

20
02

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

口
腔

粘
膜

炎
は

，
放

射
線

治
療

を
受

け
る

頭
頸

部
が

ん
患

者
で

最
も

一
般

的
な

合
併

症
で

あ
る

．
い

く
つ

か
の

戦
略

と
製

品
が

調
査

さ
れ

て
い

る
が

，
現

在
ま

で
検

証
さ

れ
る

治
療

法
は

完
全

に
満

足
の

い
く

結
果

に
は

至
っ

て
い

な
い

．
デ

ン
タ

ル
ケ

ア
，

が
ん

治
療

開
始

前
の

標
準

化
さ

れ
た

口
腔

衛
生

プ
ロ

ト
コ

ル
の

開
始

は
，

口
腔

粘
膜

炎
の

た
め

に
最

も
効

果
的

な
ア

プ
ロ

ー
チ

で
あ

る
．

粘
膜

炎
を

治
療

す
る

最
も

効
果

的
な

処
置

は
，

刺
激

の
少

な
い

マ
ウ

ス
ウ

ォ
ッ

シ
ュ

（
例

え
ば

食
塩

水
ま

た
は

重
炭

酸
ナ

ト
リ

ウ
ム

）
に

よ
る

頻
繁

な
う

が
い

で
あ

っ
た

．

55
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3. 3） がん

表
１

の
続

き

著
者

報
告

年
形

式
概

要
文

献
番

号

Ep
st

ei
n,

 K
la

ss
er

20
06

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

口
腔

粘
膜

炎
は

，
特

に
骨

髄
抑

制
患

者
に

お
い

て
，

局
所

的
及

び
全

身
的

感
染

の
リ

ス
ク

を
増

大
さ

せ
る

．
重

度
の

口
腔

粘
膜

炎
は

原
疾

患
治

療
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
が

あ
る

．
粘

膜
炎

の
ケ

ア
は

基
本

的
に

緩
和

目
的

で
あ

り
，

適
切

な
口

腔
衛

生
，

非
刺

激
性

の
食

事
と

口
腔

ケ
ア

製
品

，
マ

ウ
ス

リ
ン

ス
，

局
所

麻
酔

及
び

全
身

オ
ピ

オ
イ

ド
鎮

痛
薬

の
使

用
な

ど
で

あ
る

．
ケ

ラ
チ

ノ
サ

イ
ト

成
長

因
子

が
20

04
年

に
FD

A
（

パ
リ

フ
ェ

ル
ミ

ン
，

ア
ム

ジ
ェ

ン
）

の
承

認
を

得
て

，
幹

細
胞

移
植

患
者

に
お

け
る

口
腔

粘
膜

炎
の

予
防

に
お

け
る

新
た

な
一

歩
を

表
し

て
い

る
．

56

St
ok

m
an

,S
pi

jk
er

ve
t,

Bo
ez

en
,S

ch
ou

te
n,

Ro
od

en
bu

rg
,

de
 V

ri
es

20
06

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

口
腔

粘
膜

炎
は

，
特

に
骨

髄
抑

制
患

者
に

お
い

て
，

局
所

的
及

び
全

身
的

感
染

の
リ

ス
ク

を
増

大
さ

せ
る

．
重

度
の

口
腔

粘
膜

炎
は

原
疾

患
治

療
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
が

あ
る

．
粘

膜
炎

の
ケ

ア
は

基
本

的
に

緩
和

目
的

で
あ

り
，

適
切

な
口

腔
衛

生
，

非
刺

激
性

の
食

事
と

口
腔

ケ
ア

製
品

，
マ

ウ
ス

リ
ン

ス
，

局
所

麻
酔

及
び

全
身

オ
ピ

オ
イ

ド
鎮

痛
薬

の
使

用
な

ど
で

あ
る

．
ケ

ラ
チ

ノ
サ

イ
ト

成
長

因
子

が
20

04
年

に
FD

A
（

パ
リ

フ
ェ

ル
ミ

ン
，

ア
ム

ジ
ェ

ン
）

の
承

認
を

得
て

，
幹

細
胞

移
植

患
者

に
お

け
る

口
腔

粘
膜

炎
の

予
防

に
お

け
る

新
た

な
一

歩
を

表
し

て
い

る
．

57

M
cG

ui
re

,F
ul

to
n,

Pa
rk

,B
ro

w
n,

Co
rr

ea
,E

ile
rs

,E
la

d,
G

ib
so

n,
O

be
rl

e-
Ed

w
ar

ds
,

Bo
w

en
,

La
lla

;
M

uc
os

iti
s

St
ud

y
G

ro
up

of
th

e
M

ul
tin

at
io

na
l

As
so

ci
at

io
n

of
Su

pp
or

tiv
e

Ca
re

in
Ca

nc
er

/In
te

rn
at

io
na

l
So

ci
et

y
of

O
ra

l O
nc

ol
og

y 
(M

AS
CC

/IS
O

O
).

20
13

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

化
学

療
法

，
頭

頸
部

放
射

線
療

法
に

よ
る

口
腔

粘
膜

炎
を

予
防

，
治

療
す

る
た

め
の

根
拠

に
基

づ
く

診
療

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

58

M
cG

ui
re

, C
or

re
a,

 J
oh

ns
on

, W
ie

na
nd

ts
20

06
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
化

学
療

法
，

頭
頸

部
放

射
線

療
法

に
よ

る
口

腔
粘

膜
炎

を
予

防
，

治
療

す
る

た
め

の
根

拠
に

基
づ

く
診

療
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
59

Be
ns

in
ge

r,
Sc

hu
be

rt
,

An
g,

Br
iz

el
,

Br
ow

n,
Ei

le
rs

,
El

tin
g,

M
itt

al
,

Sc
ha

tt
ne

r,
Sp

ie
lb

er
ge

r,
Tr

ei
st

er
,

Tr
ot

ti 
AM

 3
rd

.
20

08
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
N

CC
N
に

よ
る

口
腔

粘
膜

炎
の

治
療

戦
略

に
つ

い
て

60

K
ee

fe
,

Sc
hu

be
rt

,
El

tin
g,

So
ni

s,
Ep

st
ei

n,
Ra

be
r-

D
ur

la
ch

er
,M

ig
lio

ra
ti,

M
cG

ui
re

,H
ut

ch
in

s,
Pe

te
rs

on
,

M
uc

os
iti

s
St

ud
y

Se
ct

io
n

of
th

e
M

ul
tin

at
io

na
l

As
so

ci
at

io
n

of
Su

pp
or

tiv
e

Ca
re

in
Ca

nc
er

an
d

th
e

In
te

rn
at

io
na

l S
oc

ie
ty

 fo
r O

ra
l O

nc
ol

og
y.

20
07

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

20
07

年
米

国
が

ん
学

会
に

よ
る

口
腔

粘
膜

炎
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

61
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

表
１

の
続

き

著
者

報
告

年
形

式
概

要
文

献
番

号

El
ad

,B
ow

en
,Z

ad
ik

,L
al

la
,M

uc
os

iti
s

St
ud

y
G

ro
up

of
th

e
M

ul
tin

at
io

na
lA

ss
oc

ia
tio

n
of

Su
pp

or
tiv

e
Ca

re
in

Ca
nc

er
/In

te
rn

at
io

na
l

So
ci

et
y

of
O

ra
l

O
nc

ol
og

y
(M

AS
CC

/IS
O

O
).

20
13

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

M
AS

CC
/IS

O
Oに

よ
る

口
腔

粘
膜

炎
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

．
62

W
or

th
in

gt
on

Cl
ar

ks
on

,
Br

ya
n,

Fu
rn

es
s,

G
le

nn
y,

Li
tt

le
w

oo
d,

 M
cC

ab
e,

 M
ey

er
, K

ha
lid

20
11

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

コ
ク

ラ
ン

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
よ

る
口

腔
粘

膜
炎

に
関

す
る

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

．
63

Je
ns

en
, P

et
er

so
n

20
14

レ
ビ

ュ
ー

口
腔

粘
膜

炎
の

予
防

と
治

療
の

た
め

の
科

学
的

根
拠

に
基

づ
く

診
療

指
針

の
レ

ビ
ュ

ー
．

64

Al
va

ri
ño

-M
ar

tín
, S

ar
ri

ón
-P

ér
ez

20
14

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

化
学

療
法

に
関

連
し

た
口

腔
粘

膜
炎

の
予

防
・

治
療

に
関

す
る

文
献

レ
ビ

ュ
ー

65

M
cG

ui
re

, R
ub

en
st

ei
n,

 P
et

er
so

n
20

04
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
看

護
師

が
実

行
す

べ
き

粘
膜

炎
を

管
理

す
る

た
め

の
根

拠
に

基
づ

く
診

療
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

つ
い

て
．

67

Sc
ul

ly
, E

ps
te

in
, S

on
is

20
04

レ
ビ

ュ
ー

粘
膜

炎
の

ケ
ア

は
基

本
的

に
緩

和
目

的
で

あ
り

，
適

切
な

口
腔

衛
生

，
マ

ウ
ス

リ
ン

ス
，

局
所

麻
酔

及
び

全
身

オ
ピ

オ
イ

ド
鎮

痛
薬

の
使

用
な

ど
で

あ
る

．

68

H
ar

ri
s, 

Ei
le

rs
, H

ar
ri

m
an

, C
as

ha
ve

lly
, M

ax
w

el
l

20
08

レ
ビ

ュ
ー

粘
膜

炎
の

管
理

に
つ

い
て

経
験

的
な

証
拠

に
関

す
る

レ
ビ

ュ
ー

69

Ch
un

g,
 S

un
g

20
06

レ
ビ

ュ
ー

頭
頸

部
が

ん
化

学
放

射
線

治
療

に
お

け
る

歯
科

管
理

の
重

要
性

，
内

容
に

つ
い

て
の

レ
ビ

ュ
ー

．
78

W
ah

l
20

06
レ

ビ
ュ

ー
放

射
線

性
顎

骨
壊

死
の

予
防

に
は

定
期

的
な

口
腔

ケ
ア

が
重

要
で

あ
る

．
放

射
線

治
療

後
の

抜
歯

は
高

圧
酸

素
療

法
や

抗
菌

薬
の

併
用

が
推

奨
さ

れ
る

．
79

M
cC

au
l

20
12

レ
ビ

ュ
ー

頭
頸

部
放

射
線

治
療

に
は

歯
科

チ
ー

ム
と

連
携

し
継

続
し

た
口

腔
ケ

ア
を

行
う

こ
と

が
重

要
で

あ
る

．
80

M
oo

re
, B

ur
ke

, F
en

lo
n,

 B
an

er
je

e
20

12
レ

ビ
ュ

ー
一

般
開

業
歯

科
医

は
頭

頸
部

放
射

線
治

療
に

お
け

る
口

腔
管

理
で

重
要

な
役

割
を

果
た

す
．

81

O
tt

o,
 H

af
ne

r, 
G

rö
tz

20
09

レ
ビ

ュ
ー

薬
剤

に
よ

る
顎

骨
壊

死
で

は
，

骨
露

出
前

に
見

ら
れ

る
初

期
症

状
と

し
て

下
口

唇
を

含
む

お
と

が
い

部
の

知
覚

異
常

（
Vi

nc
en

t症
状

）
が

多
い

．
97

Ya
ro

m
, F

ed
el

e,
 L

az
ar

ov
ic

i, 
El

ad
20

10
レ

ビ
ュ

ー
薬

剤
に

よ
る

顎
骨

壊
死

で
は

，
骨

露
出

前
に

疼
痛

，
瘻

孔
形

成
，

排
膿

，
お

と
が

い
部

の
知

覚
異

常
と

い
っ

た
初

期
症

状
が

45
％

に
認

め
ら

れ
た

．
98

K
ho

sl
a,

Bu
rr

,
Ca

ul
ey

,
D

em
ps

te
r,

Eb
el

in
g,

Fe
ls

en
be

rg
,G

ag
el

,G
ils

an
z,

G
ui

se
,K

ok
a,

M
cC

au
le

y,
M

cG
ow

an
,M

cK
ee

,M
oh

la
,P

en
dr

ys
,R

ai
sz

,R
ug

gi
er

o,
Sh

af
er

,S
hu

m
,S

ilv
er

m
an

,V
an

Po
zn

ak
,W

at
ts

,W
oo

,
Sh

an
e

E;
Am

er
ic

an
So

ci
et

y
fo

r
Bo

ne
an

d
M

in
er

al
Re

se
ar

ch
.

20
07

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

顎
骨

壊
死

に
関

す
る

タ
ス

ク
フ

ォ
ー

ス
の

調
査

結
果

と
推

薦
の

報
告

．
84

Fe
hm

,F
el

se
nb

er
g,

K
ri

m
m

el
,S

ol
om

ay
er

,W
al

lw
ie

ne
r,

H
ad

jii
20

09
レ

ビ
ュ

ー
ビ

ス
フ

ォ
ス

フ
ォ

ネ
ー

ト
製

剤
投

与
を

受
け

て
い

る
乳

が
ん

患
者

で
，

顎
骨

壊
死

の
予

防
に

関
す

る
推

奨
を

ま
と

め
た

．
86
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3. 3） がん

表
１

の
続

き

著
者

報
告

年
形

式
概

要
文

献
番

号

G
re

w
al

, F
ay

an
s

20
08

レ
ビ

ュ
ー

ビ
ス

フ
ォ

ス
フ

ォ
ネ

ー
ト

の
薬

理
学

的
特

性
，

病
理

学
的

メ
カ

ニ
ズ

ム
;口

腔
病

変
の

臨
床

像
な

ど
を

通
し

て
FD

Aよ
り

提
示

さ
れ

た
，

ビ
ス

フ
ォ

ス
フ

ォ
ネ

ー
ト

治
療

を
受

け
た

患
者

の
口

腔
管

理
の

た
め

の
勧

告
．

87

Va
n

Po
zn

ak
,T

em
in

,Y
ee

,J
an

ja
n,

Ba
rl

ow
,B

ie
rm

an
n,

Bo
ss

er
m

an
,

G
eo

gh
eg

an
,

H
ill

ne
r,

Th
er

ia
ul

t,
Zu

ck
er

m
an

,V
on

Ro
en

n,
Am

er
ic

an
So

ci
et

y
of

Cl
in

ic
al

O
nc

ol
og

y.

20
11

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

AS
CO

の
提

示
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（

乳
が

ん
骨

転
移

)
．

骨
修

飾
薬

の
投

与
を

予
定

し
て

い
る

す
べ

て
の

患
者

は
，

予
防

的
な

歯
の

検
査

と
治

療
を

受
け

，
そ

の
後

も
継

続
し

た
口

腔
管

理
に

よ
り

良
好

な
口

腔
環

境
を

維
持

す
る

こ
と

が
強

く
推

奨
さ

れ
る

．

88
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

表
２：

が
ん

文
献

ま
と

め
２ 著

者
報

告
年

対
象

方
法

概
要

文
献

番
号

P
e
t
e
r
s
o
n

,
 
M

i
n

a
h

,
 
O

v
e
r
h

o
l
s
e
r
,
 
S

u
z
u

k
i
,

D
e
P

a
o
l
a

,
 
S

t
a

n
s
b

u
r
y
,
 
W

i
l
l
i
a

m
s
,
 
S

c
h

i
m

p
f
f

1
9

8
7

骨
髄

抑
制

を
起

こ
す

化
学

療
法

を
受

け
た

患
者

2
4
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
化

学
療

法
中

，
好

中
球

減
少

性
発

熱
を

起
こ

し
た

患
者

起
因

菌
の

精
査

に
よ

っ
て

，
口

腔
，

特
に

歯
周

病
が

急
性

感
染

症
の

熱
源

と
な

る
可

能
性

が
高

い
こ

と
が

示
唆

さ
れ

た
．

8

F
e
r
n

a
n

d
e
s
,
 
T

o
r
r
e
s
,
 
G

a
r
n

i
c
a

,
 
d

e
 
S

o
u

z
a

 
G

o
n

ç

a
l
v
e
s
,
 
J

u
n

i
o
r
,
 
d

e
 
V

a
s
c
o
n

c
e
l
l
o
s
,
 
C

a
v
a

l
c
a

n
t
i
,

M
a

i
o
l
i
n

o
,
 
d

e
 
B

a
r
r
o
s
 
T

o
r
r
e
s

2
0

1
4

造
血

幹
細

胞
移

植
を

受
け

る
患

者
4

8
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
好

中
球

減
少

性
発

熱
は

9
6

%
の

患
者

に
発

症
し

た
．

口
腔

粘
膜

炎
は

8
9

.
6

%
に

認
め

ら
れ

た
．

1
0

B
e
r
g
m

a
n

n
1

9
8

9

化
学

療
法

中
の

好
中

球
減

少
性

発
熱

患
者

4
6
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
好

中
球

減
少

性
発

熱
患

者
の

7
8

%
に

歯
性

感
染

の
急

性
化

が
認

め
ら

れ
た

．
そ

の
う

ち
の

1
4
〜

2
6

%
は

，
歯

性
感

染
が

発
熱

の
原

因
で

あ
る

可
能

性
が

示
唆

さ
れ

た
．

1
1

P
e
t
e
r
s
o
n

,
 
O

v
e
r
h

o
l
s
e
r

1
9

8
1

急
性

非
リ

ン
パ

球
性

白
血

病
の

患
者

3
8
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
患

者
の

う
ち

2
2
人

が
治

療
中

に
感

染
症

を
発

症
し

，
そ

の
う

ち
1

2
人

が
口

腔
に

感
染

源
が

あ
っ

た
．

歯
周

病
が

感
染

源
と

し
て

の
頻

度
が

最
も

高
か

っ
た

．
1

2

L
a

i
n

e
,
 
L

i
n

d
q

v
i
s
t
,
 
P

y
r
h

ö
n

e
n

,
 
S

t
r
a

n
d

-

P
e
t
t
i
n

e
n

,
 
T

e
e
r
e
n

h
o
v
i
,
 
M

e
u

r
m

a
n

1
9

9
2

悪
性

リ
ン

パ
腫

の
患

者
5

6

人
前

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

化
学

療
法

中
，

2
6
人

の
患

者
（

4
6

%
）

が
3

8
回

の
発

熱
を

経
験

し
た

．
発

熱
中

，
重

度
の

歯
性

感
染

が
頻

繁
に

認
め

ら
れ

た
（

P
=

0
.
0

2
)．

中
等

度
～

重
度

の
歯

肉
炎

は
2

2
人

（
5

8
%
）

の
患

者
に

観
察

さ
れ

た
．

4
2

%
の

患
者

に
は

，
口

腔
以

外
の

感
染

源
が

見
つ

け
ら

れ
な

か
っ

た
．

1
3

B
e
r
g
m

a
n

n
1

9
8

8

免
疫

抑
制

状
態

の
血

液
が

ん
患

者
4

6
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

4
6
人

の
患

者
で

7
8
回

の
発

熱
が

認
め

ら
れ

,
1

9
例

は
敗

血
症

に
至

っ
た

．
微

生
物

学
的

検
索

に
よ

り
，

口
腔

が
熱

源
と

診
断

さ
れ

た
敗

血
症

は
1

0
.
5

%
，

口
腔

が
熱

源
の

可
能

性
が

あ
る

と
さ

れ
た

の
は

3
1

.
6

%
で

あ
っ

た
．

1
4

K
e
n

n
e
d

y
,
 
M

o
r
r
i
s
o
n

,
 
K

a
u

f
m

a
n

n
,
 
J

a
c
k

s
o
n

M
S

,
 
B

a
g
g
,
 
G

i
b

s
o
n

,
 
G

e
m

m
e
l
l
,
 
M

i
c
h

i
e

2
0

0
0

多
菌

性
菌

血
症

を
繰

り
返

し
た

骨
髄

移
植

後
の

1
5
歳

の
小

児
症

例
報

告
口

腔
粘

膜
及

び
中

心
静

脈
ラ

イ
ン

は
，

免
疫

不
全

患
者

に
お

け
る

コ
ア

グ
ラ

ー
ゼ

陰
性

ブ
ド

ウ
球

菌
の

菌
血

症
の

感
染

源
と

し
て

考
慮

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

．
1

5

H
e
i
m

d
a

h
l
,
 
M

a
t
t
s
s
o
n

,
 
D

a
h

l
l
ö
f
,
 
L

ö
n

n
q

u
i
s
t
,

R
i
n

g
d

é
n

1
9

8
9

骨
髄

移
植

を
予

定
し

て
い

る
患

者
1

8
1
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

5
3
人

（
2

9
%
）

は
，

骨
髄

移
植

前
に

処
置

が
必

要
な

慢
性

歯
性

病
巣

が
認

め
ら

れ
た

．
1

0
人

（
6

%
）

は
，

歯
性

感
染

症
の

た
め

，
骨

髄
移

植
の

開
始

が
延

期
さ

れ
た

．
5

9
人

は
好

中
球

減
少

時
期

に
敗

血
症

を
発

症
し

，
そ

の
う

ち
2

4

人
（

4
1

%
）

は
口

の
微

生
物

（
ア

ル
フ

ァ
連

鎖
球

菌
）

が
起

因
菌

で
あ

っ
た

．

1
6

G
r
a

b
e
r
,
 
d

e
 
A

l
m

e
i
d

a
,
 
A

t
k

i
n

s
o
n

,
 
J

a
v
a

h
e
r
i
,

F
u

k
u

d
a

,
 
G

i
l
l
,
 
B

a
r
r
e
t
t
,
 
B

e
n

n
e
t
t

2
0

0
1

骨
髄

移
植

を
行

っ
た

患
者

6
1
人

コ
ホ

ー
ト

研
究

移
植

後
の
好

中
球

減
少

期
間

中
の
菌

血
症

の
患

者
3

1
人

の
うち

1
9

人
（6

1
％

）は
，口

腔
内

常
在

菌
で
ある

ビリ
ダ
ンス

連
鎖

球
菌

が
起

因
菌

で
あっ

た
．1

9
人

の
うち

７人
は
同

じ血
液

培
養

で
複

数
の
ビリ

ダ
ンス

連
鎖

球
菌

が
検

出
され

た
．

1
7
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3. 3） がん

表
2 

の
続

き

著
者

報
告

年
対

象
方

法
概

要
文

献
番

号

G
l
i
g
o
r
o
v
,
 
B

a
s
t
i
t
,
 
G

e
r
v
a

i
s
,
 
H

e
n

n
i
,
 
K

a
h

i
l
a

,

L
e
p

i
l
l
e
,
 
L

u
p

o
r
s
i
,
 
S

a
s
s
o
,
 
V

a
r
e
t
t
e
,
 
A

z
r
i
a

;

C
a

n
d

i
d

o
s
c
o
p

e
 
S

t
u

d
y
 
G

r
o
u

p
.

2
0

1
1

化
学

療
法

（
±
放

射
線

治
療

）
を

受
け

た
患

者
2

,
0

4
2

人
後

ろ
向

き
研

究
口

腔
カ
ンジ

ダ
症

の
発

症
率

は
9

.
6

%
（9

5
%

C
I
,

8
.
4

%
-
1

1
.
0

%
），

併
用

化
学

放
射

線
療

法
で
は

2
2

.
0

%
，2

種
以

上
の
殺

細
胞

性
抗

が
ん

剤
を
併

用
す

るレ
ジ
メン

で
は

1
6

.
9

%
と，

高
頻

度
で

認
め

られ
た
．

1
9

E
l
t
i
n

g
,
 
C

o
o
k

s
l
e
y
,
 
C

h
a

m
b

e
r
s
,
 
C

a
n

t
o
r
,

M
a

n
z
u

l
l
o
,
 
R

u
b

e
n

s
t
e
i
n

2
0

0
3

骨
髄

抑
制

を
起

こ
す

化
学

療
法

を
受

け
た

患
者

5
9

9
人

後
ろ

向
き

調
査

粘
膜

炎
は

，
1

2
3

6
サ

イ
ク

ル
の

化
学

療
法

の
3

7
%
に

発
現

し
た

．
粘

膜
炎

の
有

無
と

出
血

は
有

意
に

相
関

し
た

（
P

=

0
.
0

4
）

．
粘

膜
炎

の
有

無
と

感
染

症
状

も
有

意
に

相
関

し
た

（
P

<

0
.
0

0
0

1
）

．
粘

膜
炎

の
管

理
は

臨
床

的
・

経
済

的
に

重
要

で
あ

る
．

2
6

W
a

r
d

l
e
y
,
 
J

a
y
s
o
n

,
 
S

w
i
n

d
e
l
l
,
 
M

o
r
g
e
n

s
t
e
r
n

,

C
h

a
n

g
,
 
B

l
o
o
r
,
 
F

r
a

s
e
r
,
 
S

c
a

r
f
f
e

2
0

0
0

造
血

幹
細

胞
移

植
を

受
け

た
患

者
4

2
0
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

口
腔

粘
膜

炎
は

4
2

5
人

（
9

9
％

）
に

発
現

し
，

2
8

9
人

（
6

7
.
4
％

）
は

重
度

（
グ

レ
ー

ド
I
I
〜

I
V
）

で
あ

っ
た

．
多

変
量

解
析

で
は

，
粘

膜
炎

の
た

め
の

唯
一

の
独

立
し

た
危

険
因

子
は

，
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ニ

ン
グ

レ
ジ

メ
ン

の
内

容
（

P
<

0
.
0

0
0

0
5

 
）

で
あ

っ
た

．

3
0

V
e
r
a

-
L

l
o
n

c
h

,
 
O

s
t
e
r
,
 
F

o
r
d

,
 
L

u
,
 
S

o
n

i
s

2
0

0
7

造
血

幹
細

胞
移

植
を

受
け

た
患

者
4

2
0
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

口
腔

粘
膜

炎
は

4
2

5
人

（9
9
％

）に
発

現
し，

2
8

9
人

（6
7

.
4
％

）は
重

度
（グ

レー
ドI

I
～

I
V
）で

あっ
た
．

多
変

量
解

析
で
は
，粘

膜
炎

の
た
め
の
唯

一
の
独

立
した

危
険

因
子

は
，コ

ン
デ

ィシ
ョニ

ン
グ
レ
ジ
メン

の
内

容
（P

<
0

.
0

0
0

0
5
）で

あっ
た
．

3
1

V
e
r
a

-
L

l
o
n

c
h

,
 
O

s
t
e
r
,
 
F

o
r
d

,
 
L

u
,
 
S

o
n

i
s

2
0

0
7

造
血

幹
細

胞
移

植
前

に
，

大
量

メ
ル

フ
ァ

ラ
ン

療
法

を
受

け
た

患
者

1
1

5
人

後
ろ

向
き

研
究

5
5
人

（
4

8
％

）
に

グ
レ

ー
ド

２
以

上
の

口
腔

粘
膜

炎
が

発
現

し
た

．
粘

膜
炎

の
グ

レ
ー

ド
と

，
T

P
N
の

日
数

や
入

院
日

数
な

ど
は

有
意

に
相

関
し

た
（

P
<

0
.
0

5
）

．
3

2

S
o
n

i
s
,
 
O

s
t
e
r
,
 
F

u
c
h

s
,
 
B

e
l
l
m

,
 
B

r
a

d
f
o
r
d

,

E
d

e
l
s
b

e
r
g
,
 
H

a
y
d

e
n

,
 
E

i
l
e
r
s
,
 
E

p
s
t
e
i
n

,

L
e
V

e
q

u
e
,
 
M

i
l
l
e
r
,
 
P

e
t
e
r
s
o
n

,
 
S

c
h

u
b

e
r
t
,

S
p

i
j
k

e
r
v
e
t
,
 
H

o
r
o
w

i
t
z

2
0

0
1

造
血

幹
細

胞
移

植
を

行
う

患
者

9
2
人

多
施

設
前

向
き

研
究

口
腔

粘
膜

炎
の

程
度

と
，

発
熱

（
>

3
8

.
0
℃

）
，

重
大

な
感

染
症

の
発

生
，

完
全

非
経

口
栄

養
（

T
P

N
）

の
日

数
，

入
院

日
数

，
総

入
院

費
な

ど
は

有
意

に
相

関
し

た
（

P
<

0
.
0

5
）

．
粘

膜
炎

は
医

療
経

済
的

な
問

題
も

含
ん

で
い

る
．

2
7

E
l
t
i
n

g
,
 
C

o
o
k

s
l
e
y
,
 
C

h
a

m
b

e
r
s
,
 
G

a
r
d

e
n

2
0

0
7

頭
頸

部
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

2
0

4
人

後
ろ

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

口
腔

粘
膜

炎
は

9
1
％

に
発

生
し

，
そ

の
う

ち
6

6
％

は
重

度
（

グ
レ

ー
ド

3
～

4
）

で
あ

っ
た

．
グ

レ
ー

ド
に

比
例

し
て

医
療

費
が

増
大

し
た

．
3

3

V
e
r
a

-
L

l
o
n

c
h

,
 
O

s
t
e
r
,
 
H

a
g
i
w

a
r
a

,
 
S

o
n

i
s

2
0

0
6

頭
頸

部
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

4
5

0
人

後
ろ

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

口
腔

粘
膜

炎
は

放
射

線
治

療
の

中
断

と
，

予
期

し
な

い
緊

急
入

院
の

リ
ス

ク
因

子
で

あ
っ

た
．

2
9

N
i
c
o
l
a

t
o
u

-
G

a
l
i
t
i
s
,
 
A

t
h

a
n

a
s
s
i
a

d
o
u

,

K
o
u

l
o
u

l
i
a

s
,
 
S

o
t
i
r
o
p

o
u

l
o
u

-
L

o
n

t
o
u

,

D
a

r
d

o
u

f
a

s
,
 
P

o
l
y
c
h

r
o
n

o
p

o
u

l
o
u

,
 
G

o
n

i
d

i
,

K
y
p

r
i
a

n
o
u

,
 
K

o
l
i
t
s
i
,
 
S

k
a

r
l
e
a

s
,
 
P

i
s
s
a

k
a

s
,

P
a

p
a

n
i
k

o
l
a

o
u

,
 
K

o
u

v
a

r
i
s

2
0

0
6

頭
頸

部
が

ん
放

射
線

治
療

を
受

け
る

患
者

6
0
人

前
向

き
研

究
2

1

4
8
人

に
潰

瘍
粘

膜
炎

が
発

症
し

，
2

9
例

か
ら

ス
ワ

ブ
を

採
取

し
た

．
そ

の
う

ち
1

4
例

か
ら

，
H

S
V

-
1
が

分
離

さ
れ

た
．

放
射

線
療

法
の

間
の

H
S

V
-
1
感

染
症

の
発

病
率

は
2

9
.
1

%
で

あ
っ

た
．
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

著
者

報
告

年
対

象
方

法
概

要
文

献
番

号

B
o
o
n

y
a

p
a

k
o
r
n

,
 
S

c
h

i
r
m

e
r
,
 
R

e
i
c
h

a
r
t
,
 
S

t
u

r
m

,

M
a

s
s
e
n

k
e
i
l

2
0

0
8

ビ
ス

フ
ォ

ス
フ

ォ
ネ

ー
ト

製
剤

の
投

与
を

受
け

て
い

る
患

者
8

0
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

2
2
人

（
2

8
%
）

の
患

者
が

顎
骨

壊
死

を
発

症
し

た
．

部
位

は
上

顎
6
人

（
2

7
%
）

，
下

顎
1

3
人

（
5

9
%
）

，
両

側
3
人

（
1

4
％

）
と

下
顎

が
多

か
っ

た
．

5
人

（
2

3
%
）

は
誘

因
無

く
自

然
発

生
し

，
1

7
人

（
7

7
%
）

は
抜

歯
な

ど
の

外
科

処
置

を
ト

リ
ガ

ー
に

発
症

し
て

い
た

（
P

<
0

.
0

0
1
）

．

3
6

S
t
o
p

e
c
k

,
 
L

i
p

t
o
n

,
 
B

o
d

y
,
 
S

t
e
g
e
r
,
 
T

o
n

k
i
n

,
 
d

e

B
o
e
r
,
 
L

i
c
h

i
n

i
t
s
e
r
,
 
F

u
j
i
w

a
r
a

,
 
Y

a
r
d

l
e
y
,

V
i
n

i
e
g
r
a

,
 
F

a
n

,
 
J

i
a

n
g
,
 
D

a
n

s
e
y
,
 
J

u
n

,
 
B

r
a

u
n

2
0

1
0

ゾ
メ

タ
か

デ
ノ

ス
マ

ブ
か

偽
薬

の
投

与
を

無
作

為
割

付
さ

れ
た

患
者

1
,
0

2
6
人

R
C

T

両
薬

剤
で

顎
骨

壊
死

の
発

症
が

認
め

ら
れ

た
．

デ
ノ

ス
マ

ブ
：

2
.
0

%
，

ゾ
レ

ド
ロ

ン
酸

;
1

.
4

%
，

P
 
=

 
0

.
3

9
）

．
3

9

B
e
r
e
n

s
o
n

,
 
Y

e
l
l
i
n

,
 
C

r
o
w

l
e
y
,
 
M

a
k

a
r
y
,

G
r
a

v
e
n

o
r
,
 
Y

a
n

g
,
 
U

p
a

d
h

y
a

y
a

,
 
F

l
i
n

n
,

S
t
a

s
z
e
w

s
k

i
,
 
T

i
f
f
a

n
y
,
 
S

a
n

a
n

i
,
 
F

a
r
b

e
r
,

M
o
r
g
a

n
s
t
e
i
n

,
 
B

o
l
e
j
a

c
k

,
 
N

a
s
s
i
r
,
 
H

i
l
g
e
r
,

S
e
f
a

r
a

d
i
,
 
S

h
a

m
o
u

e
l
i
a

n
,
 
S

w
i
f
t

2
0

1
1

ゾ
レ

ド
ロ

ン
酸

を
投

与
さ

れ
た

多
発

性
骨

髄
腫

の
患

者
3

0
0
人

後
ろ

向
き

研
究

1
4
人

（
4

.
7

%
）

の
患

者
で

顎
骨

壊
死

が
発

症
し

た
．

4
0

R
e
u

t
h

e
r
,
 
S

c
h

u
s
t
e
r
,
 
M

e
n

d
e
,
 
K

ü
b

l
e
r

2
0

0
3

頭
頸

部
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

8
3

0
人

後
ろ

向
き

調
査

放
射

線
性

顎
骨

壊
死

の
発

生
リ

ス
ク

は
8

.
2
％

で
，

男
性

・
下

顎
臼

歯
部

に
好

発
し

た
．

5
0
％

の
症

例
で

，
抜

歯
が

発
症

の
原

因
で

あ
っ

た
．

放
射

線
骨

壊
死

患
者

の
4

0
％

は
，

手
術

や
抗

生
物

質
投

与
に

よ
っ

て
治

癒
が

得
ら

れ
て

い
た

．

4
4

T
h

o
r
n

,
 
H

a
n

s
e
n

,
 
S

p
e
c
h

t
,
 
B

a
s
t
h

o
l
t

2
0

0
0

放
射

線
性

顎
骨

壊
死

を
発

症
し

た
患

者
8

0
人

後
ろ

向
き

調
査

半
数

以
上

が
抜

歯
を

契
機

に
発

症
し

て
い

た
．

し
か

し
1

/
3
は

前
触

れ
な

く
発

症
し

た
．

7
4

%
は

３
年

以
内

に
発

症
（

し
か

し
抜

歯
な

ど
傷

に
起

因
す

る
も

の
は

時
期

に
関

係
な

か
っ

た
）

．
ほ

ぼ
前

例
照

射
野

内
で

，
殆

ど
が

初
発

は
無

症
状

で
あ

っ
た

．
4

5

C
u

r
i
,
 
D

i
b

1
9

9
7

放
射

線
性

顎
骨

壊
死

を
発

症
し

た
患

者
1

0
4
人

後
ろ

向
き

調
査

発
症

部
位

は
上

顎
（

5
例

，
4

.
8
％

)，
下

顎
（

9
9
例

，
9

5
.
2
％

）
．

9
3
例

（
8

9
.
4
％

）
は

抜
歯

な
ど

外
科

侵
襲

が
誘

因
で

あ
っ

た
．

 
1

1
例

（
1

0
.
6

 
％

）
は

  誘
因

な
く

発
症

し
た

  ．
保

存
的

治
療

の
後

，
4

4
例

（
4

2
.
3
％

）
は

治
癒

を
得

，
3

4
例

（
3

2
.
6
％

）
は

安
定

し
た

慢
性

の
経

過
を

た
ど

っ
た

．
2

6
例

（
2

5
.
1
％

）
は

，
急

性
及

び
進

行
性

の
経

過
を

と
っ

た
．

4
6

J
h

a
m

,
 
R

e
i
s
,
 
M

i
r
a

n
d

a
,
 
L

o
p

e
s
,
 
C

a
r
v
a

l
h

o
,

S
c
h

e
p

e
r
,
 
F

r
e
i
r
e

2
0

0
8

頭
頸

部
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

2
0

7
人

後
ろ

向
き

調
査

R
T
中

，
粘

膜
炎

は
8

0
人

（
6

1
.
7

%
）

，
カ

ン
ジ

ダ
感

染
は

6
0
人

（
4

5
.
8

%
）

，
口

腔
乾

燥
は

8
2
人

（
6

2
.
6

%
）

に
認

め
ら

れ
た

．
R

T
後

，
粘

膜
炎

が
2

1
人

（
1

9
.
2

%
）

，
カ

ン
ジ

ダ
感

染
は

2
3
人

（
2

1
.
1

%
）

，
口

腔
乾

燥
は

5
8
人

（
5

3
.
2

%
）

に
報

告
さ

れ
た

．
放

射
線

性
う

蝕
は

1
2
人

（
1

1
.
0

%
）

，
顎

骨
壊

死
は

6
人

（
5

.
5

%
）

に
認

め
ら

れ
た

．

4
9

表
2 

の
続

き
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3. 3） がん

著
者

報
告

年
対

象
方

法
概

要
文

献
番

号

H
o
r
i
o
t
,
 
S

c
h

r
a

u
b

,
 
B

o
n

e
,
 
B

a
i
n

,
 
R

a
m

a
d

i
e
r
,

C
h

a
p

l
a

i
n

,
 
N

a
b

i
d

,
 
T

h
e
v
e
n

o
t
,
 
B

r
a

n
s
f
i
e
l
d

1
9

8
3

頭
頸

部
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

9
3

5
人

R
C

T

放
射

線
治

療
終

了
後

に
フ

ッ
化

物
塗

布
を

中
心

と
し

た
定

期
的

な
歯

科
予

防
管

理
に

努
め

た
．

４
％

に
ラ

ン
パ

ン
ト

カ
リ

エ
ス

，
１

％
に

骨
壊

死
が

発
症

し
た

．
フ

ッ
化

物
塗

布
は

照
射

後
の

う
蝕

予
防

に
最

も
効

果
的

で
あ

る
と

思
わ

れ
た

．
5

0

M
a

r
t
i
n

e
z
,
 
P

e
r
e
i
r
a

,
 
C

h
a

c
i
m

,
 
M

e
s
q

u
i
t
a

,

S
o
u

s
a

,
 
M

a
r
t
i
n

s
,
 
A

z
e
v
e
d

o
,
 
M

a
r
i
z

2
0

1
4

大
量

化
学

療
法

を
行

う
血

液
が

ん
患

者
3

0
人

前
向

き
調

査
研

究

2
1

.
9

%
（

n
=

1
6
）

に
粘

膜
炎

を
認

め
，

そ
の

う
ち

4
.
1

%
は

重
度

（
グ

レ
ー

ド
３

～
４

）
で

あ
っ

た
．

好
中

球
減

少
は

粘
膜

炎
の

リ
ス

ク
を

増
加

さ
せ

た
（

p
<

0
.
0

0
1
）

．
予

防
的

口
腔

管
理

を
行

っ
て

い
な

い
患

者
は

粘
膜

炎
の

リ
ス

ク
が

高
か

っ
た

（
p

 
<

 
0

.
0

5
）

．

7
0

C
o
r
a

c
i
n

,
 
S

a
n

t
o
s
,
 
G

a
l
l
o
t
t
i
n

i
,
 
S

a
b

o
y
a

,

M
u

s
q

u
e
i
r
a

,
 
B

a
r
b

a
n

,
 
C

h
a

m
o
n

e
 
D

d
e
,
 
D

u
l
l
e
y
,

N
u

n
e
s

2
0

1
3

造
血

幹
細

胞
移

植
を

受
け

る
患

者
9

7
人

前
向

き
調

査
研

究
口

腔
内

環
境

（
歯

垢
の

付
着

具
合

と
歯

周
病

の
程

度
）

は
，

粘
膜

炎
の

重
症

度
の

予
測

因
子

に
な

る
可

能
性

が
示

唆
さ

れ
た

．
7

1

L
u

g
l
i
è
,
 
M

u
r
a

,
 
M

u
r
a

,
 
A

n
g
i
u

s
,
 
S

o
r
u

,
 
F

a
r
r
i
s

2
0

0
2

化
学

療
法

を
受

け
る

患
者

3
0
人

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究

口
腔

ケ
ア

介
入

に
よ

っ
て

出
血

及
び

プ
ラ

ー
ク

指
数

が
ほ

ぼ
す

べ
て

の
患

者
で

大
幅

に
減

少
し

た
．

口
腔

粘
膜

炎
の

発
生

率
は

，
 
対

照
群

で
6

6
 
％

，
口

腔
ケ

ア
処

置
群

で
2

0
％

で
あ

っ
た

．
専

門
的

口
腔

衛
生

管
理

と
ク

ロ
ル

ヘ
キ

シ
ジ

ン
の

使
用

は
化

学
療

法
に

伴
う

口
腔

粘
膜

炎
の

発
生

率
を

減
ら

す
可

能
性

が
あ

る
．

7
2

C
h

e
n

g
,
 
M

o
l
a

s
s
i
o
t
i
s
,
 
C

h
a

n
g
,
 
W

a
i
,
 
C

h
e
u

n
g

2
0

0
1

6
～

1
7
歳

の
小

児
が

ん
患

者
4

2
人

前
向

き
比

較
研

究

歯
磨

き
，

0
.
2
％

ク
ロ

ル
ヘ

キ
シ

ジ
ン

口
内

洗
浄

及
び

0
.
9
％

生
理

食
塩

水
に

よ
る

含
嗽

の
口

腔
ケ

ア
プ

ロ
ト

コ
ル

に
よ

る
介

入
を

行
っ

た
．

介
入

に
よ

り
潰

瘍
性

粘
膜

炎
の

発
生

率
は

3
8
％

減
少

し
，

口
腔

粘
膜

炎
の

重
症

度
（

P
=

0
.
0

0
0

0
0

2
）

と
疼

痛
（

p

=
 
0

.
0

0
0

1
）

も
減

少
し

た
．

7
3

O
h

b
a

y
a

s
h

i
,
 
I
m

a
t
a

k
i
,
 
O

h
n

i
s
h

i
,
 
I
w

a
s
a

k
i
,

O
g
a

w
a

,
 
I
n

a
g
a

k
i
,
 
S

h
i
g
e
t
a

,
 
O

h
u

e
,
 
T

a
s
a

k
a

,

K
i
t
a

n
a

k
a

,
 
K

u
b

o
t
a

,
 
T

a
n

a
k

a
,
 
I
s
h

i
d

a
,
 
M

i
y
a

k
e

2
0

0
8

造
血

幹
細

胞
移

植
患

者
9

6

人
B

e
f
o
r
e
 
-
 
A

f
t
e
r
研

究

口
腔

ケ
ア

介
入

後
，

口
腔

粘
膜

炎
の

発
生

が
明

ら
か

に
減

少
し

た
．

多
重

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ッ

ク
分

析
で

は
，

前
処

置
と

口
腔

ケ
ア

が
口

腔
粘

膜
炎

発
症

の
独

立
し

た
危

険
因

子
で

あ
っ

た
．

凍
結

療
法

は
口

腔
粘

膜
炎

を
予

防
す

る
の

に
十

分
な

効
力

を
発

揮
し

な
か

っ
た

．
7

4

H
e
r
n

á
n

d
e
z
-
F

e
r
n

á
n

d
e
z
,
 
O

ñ
a

t
e
-
S

á
n

c
h

e
z
,

C
a

b
r
e
r
i
z
o
-
M

e
r
i
n

o
,
 
d

e
 
A

r
r
i
b

a
-
d

e
 
l
a

-
F

u
e
n

t
e
,

H
e
r
a

s
-
F

e
r
n

a
n

d
o
,
 
V

i
c
e
n

t
e
-
G

a
r
c
í
a

2
0

1
2

造
血

幹
細

胞
移

植
患

者
7

2

人
前

向
き

調
査

研
究

患
者

の
8

7
%
に

粘
膜

炎
が

認
め

ら
れ

た
．

粘
膜

炎
の

重
症

度
は

欠
如

歯
数

（
p

<
0

.
0

1
6
）

，
D

M
F

S
I
n

d
e
x
（

分
散

分
析

p
<

0
.
0

3
8
）

に
影

響
さ

れ
た

．
7

5

S
o
g
a

,
 
S

u
g
i
u

r
a

,
 
T

a
k

a
h

a
s
h

i
,
 
N

i
s
h

i
m

o
t
o
,

M
a

e
d

a
,
 
T

a
n

i
m

o
t
o
,
 
T

a
k

a
s
h

i
b

a

2
0

1
0

造
血

幹
細

胞
移

植
患

者
5

3

人
B

e
f
o
r
e
 
-
 
A

f
t
e
r
研

究
2

0
0

3
年

～
2

0
0

4
年

の
口

腔
ケ

ア
を

ル
ー

チ
ン

に
行

わ
な

か
っ

た
群

，
2

0
0

5
年

～
2

0
0

6
年

の
口

腔
ケ

ア
を

ル
ー

チ
ン

に
行

っ
た

群
の

粘
膜

炎
の

発
症

率
を

比
較

し
た

．
口

腔
ケ

ア
介

入
に

よ
り

，
潰

瘍
を

伴
う

口
腔

粘
膜

炎
の

発
症

が
有

意
に

減
少

し
た

．
7

6

表
2 

の
続

き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

著
者

報
告

年
対

象
方

法
概

要
文

献
番

号

W
u

k
e
t
i
c
h

,
 
H

i
e
n

z
,
 
M

a
r
o
s
i

2
0

1
2

化
学

療
法

を
受

け
る

が
ん

患
者

2
9

8
人

B
e
f
o
r
e
 
-
 
A

f
t
e
r
研

究

1
8
人

（
6

%
）

に
口

腔
粘

膜
炎

が
認

め
ら

れ
た

．
グ

レ
ー

ド
3
〜

4

の
重

度
の

口
内

炎
は

1
%
で

あ
っ

た
．

喫
煙

患
者

（
p

<
0

.
0

5
）

）
，

1
2
カ

月
以

上
歯

科
チ

ェ
ッ

ク
を

受
け

て
い

な
い

患
者

（
p

<
0

.
0

1
）

で
有

意
に

発
症

頻
度

が
高

か
っ

た
．

歯
垢

の
付

着
，

歯
周

炎
の

状
態

の
イ

ン
デ

ッ
ク

ス
は

，
口

腔
粘

膜
炎

発
症

群
で

有
意

に
高

か
っ

た
（

p
 
<

 
0

.
0

1
）

．

6
6

S
e
n

n
h

e
n

n
-
K

i
r
c
h

n
e
r
,
 
F

r
e
u

n
d

,
 
G

r
u

n
d

m
a

n
n

,

M
a

r
t
i
n

,
 
B

o
r
g
-
v
o
n

 
Z

e
p

e
l
i
n

,
 
C

h
r
i
s
t
i
a

n
s
e
n

,

W
o
l
f
f
,
 
J

a
c
o
b

s

2
0

0
9

頭
頸

部
が

ん
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

7
3
人

B
e
f
o
r
e
-
 
A

f
t
e
r
研

究

放
射

線
治

療
前

後
の

頭
頸

部
が

ん
患

者
の

口
腔

管
理

に
つ

い
て

1
9

8
4
〜

1
9

9
3
年

の
グ

ル
ー

プ
と

1
9

9
8
〜

2
0

0
5
年

の
グ

ル
ー

プ
を

比
較

し
た

．
放

射
線

治
療

前
の

歯
科

チ
ェ

ッ
ク

（
6

5
％

→

9
7

.
2
％

）
，

フ
ッ

化
物

の
応

用
（

0
％

→
1

0
0
％

）
，

崩
壊

し
た

歯
数

（
1

9
.
2
％

→
7

.
8
％

）

8
2

K
a

t
s
u

r
a

,
 
S

a
s
a

i
,
 
S

a
t
o
,
 
S

a
i
t
o
,
 
H

o
s
h

i
n

a
,

H
a

y
a

s
h

i

2
0

0
8

頭
頸

部
が

ん
放

射
線

治
療

を
受

け
た

患
者

3
9
人

後
ろ

向
き

研
究

6
人

に
顎

骨
壊

死
が

発
症

し
た

．
放

射
線

療
法

後
の

口
腔

の
健

康
状

態
（

歯
周

ポ
ケ

ッ
ト

の
程

度
，

プ
ラ

ー
ク

，
歯

槽
骨

の
吸

収
状

態
）

は
顎

骨
壊

死
の

発
症

と
相

関
し

た
．

8
3

V
a

h
t
s
e
v
a

n
o
s
,
 
K

y
r
g
i
d

i
s
,
 
V

e
r
r
o
u

,
 
K

a
t
o
d

r
i
t
o
u

,

T
r
i
a

r
i
d

i
s
,
 
A

n
d

r
e
a

d
i
s
,
 
B

o
u

k
o
v
i
n

a
s
,

K
o
l
o
u

t
s
o
s
,
 
T

e
l
e
i
o
u

d
i
s
,
 
K

i
t
i
k

i
d

o
u

,

P
a

r
a

s
k

e
v
o
p

o
u

l
o
s
,
 
Z

e
r
v
a

s
,
 
A

n
t
o
n

i
a

d
e
s

2
0

0
9

B
P
製

剤
を

長
期

間
使

用
し

た
患

者
1

,
6

2
1
例

後
ろ

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

薬
剤

に
よ

る
顎

骨
壊

死
の

粗
発

生
率

は
，

多
発

性
骨

髄
腫

8
.
5

%
，

乳
が

ん
3

.
1

%
，

前
立

腺
が

ん
4

.
9

%
で

あ
っ

た
．

多
変

量
解

析
（

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ッ

ク
回

帰
分

析
）

に
よ

る
顎

骨
壊

死
の

発
生

に
関

連
す

る
独

立
す

る
予

測
因

子
は

抜
歯

の
経

験
，

義
歯

使
用

で
あ

り
，

歯
周

炎
治

療
，

歯
根

管
治

療
は

顎
骨

壊
死

の
リ

ス
ク

を
増

加
さ

せ
な

か
っ

た
．

8
9

R
i
p

a
m

o
n

t
i
,
 
M

a
n

i
e
z
z
o
,
 
C

a
m

p
a

,
 
F

a
g
n

o
n

i
,

B
r
u

n
e
l
l
i
,
 
S

a
i
b

e
n

e
,
 
B

a
r
e
g
g
i
,
 
A

s
c
a

n
i
,
 
C

i
s
l
a

g
h

i

2
0

0
9

B
P
製

剤
を

使
用

し
た

患
者

9
6

6
例

後
ろ

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

薬
剤

に
よ

る
顎

骨
壊

死
は

2
8
人

（
2

.
9

%
）

で
観

察
さ

れ
た

．
治

療
開

始
前

か
ら

の
歯

科
口

腔
管

理
の

介
入

に
よ

り
，

顎
骨

壊
死

の
発

症
は

3
.
2

%
か

ら
1

.
3

%
ま

で
軽

減
し

た
．

特
に

ゾ
レ

ド
ロ

ン
酸

の
投

与
を

受
け

た
患

者
で

は
，

口
腔

ケ
ア

介
入

に
よ

り
骨

壊
死

発
症

リ
ス

ク
は

有
意

に
低

下
し

た
（

7
.
8

%
→

1
.
7

%
;
P

=
0

.
0

1
6
）

，
I
R

:
0

.
3

0
（

9
5

%
の

信
頼

区
間

0
.
0

3
-

1
.
2

6
）

．

9
0

D
i
m

o
p

o
u

l
o
s
,
 
K

a
s
t
r
i
t
i
s
,
 
B

a
m

i
a

,

M
e
l
a

k
o
p

o
u

l
o
s
,
 
G

i
k

a
,
 
R

o
u

s
s
o
u

,
 
M

i
g
k

o
u

,

E
l
e
f
t
h

e
r
a

k
i
s
-
P

a
p

a
i
a

k
o
v
o
u

,
 
C

h
r
i
s
t
o
u

l
a

s
,

T
e
r
p

o
s
,
 
B

a
m

i
a

s

2
0

0
9

ゾ
レ

ド
ロ

ン
酸

を
受

け
た

多
発

性
骨

髄
腫

の
患

者
 
1

2
8
人

多
施

設
前

向
き

介
入

研
究

顎
骨
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保つことの重要性は否定されるものではない．しかし
口腔ケア介入の具体的な内容や頻度などは報告により
様々であり，今後は統一された対応，コンセンサスの
獲得，ガイドラインの作成が必要と考えられた．

【結論】
　がん治療に付随して生じる口腔有害事象は，円滑な
がん治療を妨げ，時に患者の生命予後にも影響する．
がん治療開始前からの適切な口腔衛生管理は，口腔有
害事象の発症リスクの軽減や，その重症度の軽減に有
用である．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
4）循環器疾患（心臓血管疾患，脳血管疾患）
　－口腔保健と循環器疾患－

菊谷 武1,2,3， 鰕原 賀子1

1：日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科　2：日本歯科大学大学院生命歯学研究科臨床口腔機能学　
3：日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック

【抄録】
　循環器疾患は，心疾患と脳血管疾患を合わせた場合
に，日本人の死因の 27.9% を占めている．特に，心
疾患は年齢階層が上がるほど死因の順位が上がる傾向
にあり，日本人の公衆衛生を論ずる際に無視できない
疾患である．口腔の健康状態と循環器疾患との関連性
は様々な議論がなされているため，今日までに報告さ
れている 7 つのレビュー論文を中心にエビデンスを整
理した．その結果，現在までの報告によって，歯周病
と循環器疾患の関連性はほぼコンセンサスが得られた
と言える．また，歯周病を有する者の循環器疾患に対
する相対危険度は対象を 65 歳以下に限った場合に上
昇することや，急性心筋梗塞の方が慢性の冠動脈疾患
よりも歯周病との関連性が強いこと，全身的な細菌感
染を伴う歯周病の罹患は冠動脈疾患のリスクを高める
といった新たな知見も得られている．ただし，歯周病
の治療による循環器疾患の発症リスクの減少や血清抗
体価の減少などに関する報告は少なく，これらの因果
関係はいまだ明確ではない．今後の研究では更なる追
跡研究や介入研究の実施が望まれる．

【緒言】
　循環器疾患は，心疾患と脳血管疾患を合わせた場合
に，日本人の死因の 27.9% を占めている．これは日
本人の死因の第 1 位である悪性新生物の 28.7% に迫
る割合である．また，死因の 15.8% が心疾患，9.7%
が脳血管疾患であり，長らく日本人の死因の 2 位と 3
位を占めてきた疾患である．特に，心疾患は年齢階層
が上がるほど死因の順位が上がる傾向にあり（35〜
49 歳の年齢層では死因の第 3 位，50〜89 歳の年齢
層では死因の第 2 位，90〜99 歳の年齢層では死因の
第 1 位），日本人の公衆衛生を論ずる際に無視できな

い疾患である．口腔の健康状態と心疾患に関してはこ
れまで様々な議論がなされているものの，議論は一定
の決着を見ていない．そこで今回は，口腔の健康状態
がどのような指標で評価された上で心疾患との関連性
を示しているか，今日までの研究を検討することとし
た．

【目的】
　口腔の健康状態と急性心筋梗塞との関係を示した
1989 年の Mattila らの報告以降，これらの関係に大
きな注目が集まった．しかし，これ以降では否定的
な報告も多く見られ，大きな論争に発展していった．
2009 年には米国心臓病学会と米国歯周病学会の雑誌
編集委員により，「歯周病と心臓病の直接の因果関係
は確立されていない」というコンセンサスが出され，
議論は一定の終息を見たと思われた．一方で前向き研
究が十分に行われていないのも事実であり，今後新た
なエビデンスが出てくる可能性もある．口腔の健康状
態と，循環器疾患という死亡率の高い疾患との関係が
証明されれば，その意義は大きいと思われる．本論文
では，これまで示されているエビデンスを整理するこ
とを目的とした．

【方法】
　PubMedを用い，cardiovascular，CVD，CHD
に加えて oral health，periodontitis といった検索語
を用いて文献検索を行った．検索された論文並びにそ
れらの引用論文から，口腔の健康状態と循環器疾患と
の関わりをまとめた．論文は 2003 年 4 月〜 2014 年
4 月までに発刊されたメタ解析の論文を中心に引用し
た．
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3. 4） 循環器疾患（心臓血管疾患，脳血管疾患）

【結果】
　口腔の健康状態と循環器疾患との関係に関する 7 つ
のレビュー論文が検索され，それらに引用された論文
は 17 の横断的研究，19 の症例対照研究，23 のコホー
ト研究（うち 1 つは後ろ向きコホート研究）の計 59
の研究であった．
　以下にレビュー論文ごとの見解を年代順に示す．（表
1. 表 2. 参照）．
　Janket ら 1 では 9 つのコホート研究を引用してメ
タ解析を行っている．その結果，歯周病を有する者の
循環器疾患に対する相対危険度（Relative Risk; RR）
は RR=1.19; 95% CI，1.08-1.32 であり，これを 65
歳以下に限った場合には RR=1.44; 95% CI，1.20 
-1.73 の上昇を示したとしている．
　Khader ら 2 では 7 つのコホート研究と 4 つの横断
的研究を引用してメタ解析を行っている．その結果，
歯周病を有する者の冠動脈疾患に対する相対危険度は
RR=1.15; 95% CI，1.06-1.25 と算出している．
　Bahekar ら 3 では 5 つのコホート研究，5 つの症
例対照研究，5 つの横断的研究を引用してメタ解析を
行っている．歯周病を有する者の循環器疾患に対する
相対危険度は，コホート研究においては RR= 1.14; 
95% CI，1.074-1.213，症例対照研究においては
OR=2.22; 95% CI，1.59-3.117，横断的研究におい
ては OR=1.59; 95% CI，1.329-1.907 と算出してい
る．更に，歯数と冠動脈疾患との関係を分析したとこ
ろ，10 歯以下の場合の冠動脈疾患に対する相対危険
度は RR=1.24; 95% CI，1.14-1.36 と算出している．
　Mustapha ら 4 では 11 の研究結果をメタ解析して
いる．早期アテローム性動脈硬化の指標として冠動
脈疾患や carotid intima-media thickness（CIMT; 
頚動脈内中膜複合体厚）を用い，全身的な細菌曝露
は細菌数，歯周病特異的な血清，C 反応性タンパク

（CRP）によって測定された．このうち 7 つの研究結
果から，全身的な細菌感染の指標が上昇している歯周
病を有する者は冠動脈疾患の指標との関連性が非常に

強く，OR= 1.75; 95% CI，1.32 – 2.74 と算出した．
更にこれらの群は循環器疾患や脳卒中の発症とは関連
はなかったものの，平均の CIMT が歯周病なし群と
比較して 0.03mm 肥厚していたと述べている．また，
このメタ解析においては臨床的な歯周病の評価のみ
を用いた過去の研究（Janketら，2003や Khaderら，
2004）と比較して全身的な炎症を評価しているため，
全身的な細菌感染を伴う歯周病の罹患と冠動脈疾患の
イベントや早期のアテローム形成との関連性がより強
固に示されたとしている．
　Humphrey ら 5 では 7 つのコホート研究を引用
してメタ解析を行った．循環器疾患と各項目との関
連性をアウトカムごとに検討しており，歯周病で
RR=1.24; 95% CI，1.01-1.51，歯数（0〜10 歯）で
RR=1.34; 95% CI，1.10-1.63，歯肉炎で RR=1.35; 
95% CI，0.79-2.30 であった．また，アウトカム（循
環器疾患の発症か循環器疾患による死亡），性別，追
跡期間（15 年未満か以上），歯周病の評価方法（歯科
的診査か主観的か），研究の質（良または可）の 2 群
に分けても相対危険度を算出しているが，これらの値
もほぼ同程度であったとしている．この結果から，歯
周病は従来の冠動脈疾患の危険因子とは独立した危険
因子またはリスクマーカーであると結論付けている．
　Blaizot ら 6 では 29 の研究を引用し，歯周病を有
する者の循環器疾患の発症に対するオッズ比と相対危
険度を算出している．12 の症例対照研究並びに 10 の
横断的研究からは OR=2.35; 95% CI，1.87 – 2.96，
7 つのコホート研究からは RR=1.34; 95% CI，1.27 
– 1.42 としている．北欧や米国は南欧と比較して歯周
病と冠動脈疾患の関連性が弱いことや，急性心筋梗塞
の方が慢性の冠動脈疾患よりも歯周病との関連性が強
いことを示している．また，歯周病の治療による循環
器疾患の発症リスクの減少に関しては更なる研究が必
要であることも考察している．
　Dietrich ら 7 は歯周病とアテローム性循環器疾患

（atherosclerotic cardiovascular disease; ACVD）

レビュー論文 Janket et al., 20031) Khader et al., 20042) Bahekar et al., 20073) Mustapha et al., 20074) Humphrey et al., 20085) Blaizot et al., 20096) Dietrich et al., 20137)

Outcome measure CVD CHD CHD CVD CHD CVD CVD
メタ解析によるRR 1.19 1.15 1.14 1.75 1.24 1.34 Reviewにつき値なし
95% CI 1.08-1.32 1.06-1.25 1.07-1.21 1.32-2.34 1.01-1.51 1.27-1.42 -

主な結果

65歳以下ではRRは

1.44（1.2-1.7）に

上昇する

致死性CHDまたは

歯数とCHDは関連
性なし

残存歯数10歯以下

では1.21（1.14-
1.36）

全身的な細菌感染
を伴う歯周病の罹
患とCHDに関連性
あり

歯周病は独立した
危険因子またはリ
スクマーカーであ
る

慢性の冠動脈疾患
より急性心筋梗塞
で歯周病との関連
性が強い

二次的な循環器疾患
の発症と歯周病との
関連性は未確認

※略語 CHD; coronary heart disease CVD; cardiovascular disease

表１：歯周病と循環器疾患に関するレビュー論文の概要
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3. 4） 循環器疾患（心臓血管疾患，脳血管疾患）
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー
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3. 4） 循環器疾患（心臓血管疾患，脳血管疾患）

の発症との関係を系統的レビューにて考察している．
12 の研究が引用されており，11 の研究で関連性が認
められたが，その関連性は若年者で強く，65 歳以上
の者では冠動脈疾患の発生との関連性はなかったとし
ている．また，既に循環器疾患を発症している患者に
おける，二次的な循環器疾患の発症と歯周病との関連
性についての研究が少ないため，更なる疫学的研究が
必要であるとしている．

【考察】
　2000 年以降の口腔の健康状態と循環器疾患に関す
る論文を検索した．この両者に影響を及ぼすと思われ
るすべての交絡因子を除外した研究計画を立てること
は極めて困難であると考える．しかし，これまでに報
告されている結果から得られた歯周病と循環器疾患の
関連性はほぼコンセンサスの得られた結果ではないか
と考察される．ただし，歯周病の治療による循環器疾
患の発症リスクの減少や血清抗体価の減少などに関す
る報告は少ないため，これらの因果関係は明確ではな
い．また，既に循環器疾患を発症している患者におけ
る，二次的な循環器疾患の発症と歯周病との関連性に
ついての研究も少ないため，循環器疾患の再発に及ぼ
す影響が十分に明らかにされているとは言い難い．更
に，欠損歯数や残存歯数と循環器疾患の関連性を示す
研究結果が散見されるものの，義歯の使用や機能歯数
を口腔の健康状態の指標としている研究は非常に少な
く，口腔内の状態の正確な把握も必要ではないかと思
われた．歯周病を有する者の循環器疾患に対する相対
危険度は対象を 65 歳以下に限った場合に上昇するこ
とや，急性心筋梗塞の方が慢性の冠動脈疾患よりも歯
周病との関連性が強いこと，全身的な細菌感染を伴う
歯周病の罹患は冠動脈疾患のリスクを高めるといった
新たな知見も得られており，今後の研究ではこれらの
問題についても検討のうえ，よく計画された追跡研究
や介入研究を行う必要があると思われた．

【結論】
　本論文では口腔の健康状態と循環器疾患との関連性
について現在までの研究を検討した．その結果，歯周
病と循環器疾患の関連性を認める報告が多いものの，
現状では因果関係は明確ではないことが分かった．今
後は，歯周病以外の指標を用いての口腔の健康状態と
循環器疾患との関連性の検討や，歯周病の治療による

循環器疾患の予防または再発抑制といった新たな研究
が求められる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

【抄録】
　成人における生活習慣病の増加は重大な健康問題と
なっており，メタボリックシンドロームは糖尿病や動
脈硬化性疾患などの生活習慣病のリスクを高めること
が知られている．
　近年，メタボリックシンドロームと歯周病をはじめ
とする口腔保健との関連が報告されている．そこで本
稿では，両者の関連を示す論文を検索し，相互の関連
性について検討を行った．
　メタボリックシンドロームと口腔保健との関連につ
いての研究は，様々な国の報告が見られるが，日本で
の研究が比較的多く認められた．メタボリックシンド
ロームの者では歯周病のリスクが高く，また歯周病の
者にメタボリックシンドロームが多い結果が示されて
いるが，多くは横断研究によるものであった．
　メタボリックシンドロームと口腔保健は，関連の方
向性やメカニズムに不明な点が多いため，両者の関連
の解明には更に研究を積み重ねていく必要がある．

【緒言】
　肥満は成人の生活習慣病において重要な役割を果た
しており，わが国でも男性の肥満者は増加傾向にある．
特に内臓脂肪型の肥満は，インスリン抵抗性とともに
高血糖，高血圧，脂質異常との関連が強く，それらを
併せ持つメタボリックシンドロームの者が多く見られ
る．
　肥満，高血糖，高血圧，脂質異常は，それぞれ単独
でも脳卒中や心筋梗塞などの動脈硬化性疾患のリスク
を高めるが，それらを併せ持つ状態ではそのリスクは
更に増加すると言われている．そのため，肥満及びイ
ンスリン抵抗性をもとに，高血糖，高血圧，脂質異常
を併せ持つ状態は，シンドロームＸ，死の四重奏，イ
ンスリン抵抗性症候群，内臓脂肪症候群，またはマ

ルチプルリスクファクター症候群などと呼ばれてき
た．メタボリックシンドロームの診断基準としては，
1998年に世界保健機構（WHO）の診断基準が示され，
2001 年に米国の National Cholesterol Education 
Program Adult Treatment Panel Ⅲ（NCEP-ATP 
Ⅲ）が，2005 年には国際糖尿病連合（International 
Diabetes Federation：IDF）の基準が作られた．また，
2005 年には，日本の 8 学会が合同で日本におけるメ
タボリックシンドロームの診断基準を発表した．
　歯周病は，様々な要因の影響を受ける多因子性疾患
であるが，メタボリックシンドロームの中心的な存在
である肥満は，歯周病との関連が今日まで数多く報告
されている 1．また，歯周病は糖尿病の 6 番目の合併
症であると言われ 2，現在では歯周病と糖尿病には双
方向的な関連があると言われている 3, 4．また，高血
圧や脂質異常症も同様に歯周病との関連が示されてい
る 5, 6．このような背景から，メタボリックシンドロー
ムと歯周病の関連についての研究結果が数多く報告さ
れている．
　そこで本稿では，メタボリックシンドロームと歯周
病を中心とした口腔保健との関連を示す論文を検索す
ることで，現時点までに明らかにされていることにつ
いて考察する．

【目的】
　本稿の目的は，生活習慣病との関連が深いメタボ
リックシンドロームと歯周病をはじめとする口腔保健
との関連についての論文を検索することで，両者の関
連性について検討を行うことである．

【方法】
　本稿では，PubMed を用いて論文の検索を行い，
2014 年 7 月時点で確認できた論文について引用した．

3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
5）メタボリックシンドローム（肥満，脂質異常症，高血圧，
	 糖尿病）
嶋﨑 義浩
愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座
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3. 5） メタボリックシンドローム（肥満，脂質異常症，高血圧，糖尿病）

検索の際は，複数のキーワードを組み合わせ，原則と
して人を対象とした英語で書かれた論文を検索した．
メタボリックシンドロームと歯周病の関連について

「metabolic syndrome」 と「periodontal disease」
をキーワードとして論文検索したところ，102 編が
抽出された．また，論文の種類を総説またはシステマ
ティックレビューに限定して検索を行ったところ，総
説は 29 編，システマティックレビューは 9 編が抽出
された．メタボリックシンドロームと歯の喪失との関
連について「metabolic syndrome」と「tooth loss」
で検索すると 15 編が抽出された．それぞれの論文内
容を確認し，メタボリックシンドロームと口腔保健と
の関連を示している論文を取り上げて検討を行った．

【結果】
　メタボリックシンドロームと口腔保健との関連につ
いての論文を検索した結果を表 1 に示す．
　26 編の論文のうち，横断研究は 22 編，症例対
照研究は 2 編，コホート研究は 2 編であった．研
究が行われた場所としては，日本での調査が最も多
い 9 編，米国が 6 編，韓国が 4 編，台湾が 2 編，ス
ウェーデン，ヨルダン，中国，フィンランド，フラ
ンスが各 1 編であった．メタボリックシンドローム
の診断基準としては，肥満の基準はそれぞれの調査
で異なるが，NCEP-ATP Ⅲの基準をもとにしたもの
が最も多い 14 編，日本の診断基準を用いたものは 3
編，American Heart Association/National Heart, 
Lung, and Blood Institute Scientific Statement

（AHA/NHLBI） が 3 編，IDF が 1 編，European 
Group for the Study of Insulin Resistance（EGIR）
が 1 編，また診断基準を統合して用いているものが
4 編であった．口腔保健の指標として，歯周状態の評
価 基 準 は，Community Periodontal Index（CPI）
をもとに 4 mm 以上の歯周ポケット（PD）の有無，
PD・臨床的アタッチメントロス（CAL）を別々に評
価したもの，PD と CAL を組み合わせた基準，歯周
病の有無の自己申告，歯槽骨吸収の程度，プロービン
グ時の出血（BOP），プラーク指数，歯周病原細菌の
血清抗体価など様々である．また，歯の喪失や歯磨き
回数とメタボリックシンドロームとの関連を調べたも
のも見受けられた．
　著者らの研究では，日本人女性において NCEP-
ATP Ⅲの診断基準を用いたメタボリックシンドロー

ムの陽性項目を多く持つ者ほど歯周病のリスクが高
い結果であった 7．他の研究においても，メタボリッ
クシンドロームの陽性項目が多い者は歯周病の者が
多いことが示されている 8-13．また，メタボリック
シンドロームの者はそうでない者に比べて歯周病の
リスクが高いことや 14-17，歯周病との関わりが深い
Porphyromonas gingivalis の血清抗体価が高いこと
が示されている 18．
　一方，歯周状態の良くない者はメタボリックシンド
ロームのリスクが高いことが示されている 19-25．メタ
ボリックシンドロームの有無による症例対照研究は，
歯周病の者はメタボリックシンドロームのリスクが高
いことを示している 26, 27．また，メタボリックシン
ドロームと歯周状態との関連は認めないが，インスリ
ン抵抗性の指標である HOMA index が高い者の歯周
炎のリスクが高いことを示す研究や 28，メタボリック
シンドロームの者はプラーク指数が高い結果を示す研
究も見受けられる 29．また，メタボリックシンドロー
ムの者では歯が少ないことが示されている 30．
　メタボリックシンドロームと口腔保健との縦断的な
関連を示す研究は限られている．日本の職域成人を対
象としたコホート研究は，ベースライン時にメタボ
リックシンドロームの陽性項目を持たない者のうち深
い PD 保有者は，4 年後にメタボリックシンドロームの
項目が陽性になるリスクが高い結果を示している 31．
また，歯磨き回数とメタボリックシンドロームとの関
連を調べた縦断研究において，歯磨き回数の多い者は
メタボリックシンドローム発現リスクが低い結果で
あった 32．
　メタボリックシンドロームと歯周病との関連につい
ては，いくつもの総説が報告されている 33-45．18 の
研究データを用いたメタ解析の結果は，メタボリック
シンドロームの者の歯周炎に対するオッズ比は 1.71

（95% 信頼区間：1.42 – 2.03）であり，両者に有意
な関連があることを示している 42．

【考察】
　メタボリックシンドロームにおいて中心的な役割を
果たしている肥満は，糖尿病や動脈硬化性疾患の重要
なリスク因子である．また多くの研究は，肥満が歯周
病とも関連していることを報告しており 1, 46-50，特に
内臓脂肪型肥満が歯周炎と強く関連していることが
示されている 46, 51．また，肥満者の歯周病進行リス
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

表
１

：
メ

タ
ボ

リ
ッ

ク
シ

ン
ド

ロ
ー

ム
（

M
e
t
S
）

と
口

腔
保

健
と

の
関

連
を

示
す

研
究

報
告

 

著
者

 
報

告
年

調
査

地
 

調
査

対
象

 

対
象

,
 
人

数
,
 
年

齢
 

研
究

 

デ
ザ

イ
ン

M
e
t
S
の

 

診
断

基
準

 

調
整

因
子

 
主

な
結

果
 

文
献

 

番
号

 

S
h

i
m

a
z
a

k
i
 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
7

 
日

本
 

久
山
町
研

究
 

女
性

,
 
5

8
4
人

,
 

4
0
～

7
9
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 
年

齢
,
 
喫
煙

,
 
脂
質
低

下
薬

,
 
総
コ

レ
ス
テ
ロ

ー
ル

 

M
e
t
S
陽
性

項
目

≥
3

 
→

 
平

均
P

D
 
≥
2

 
m

m
の

オ
ッ
ズ
比

 
4

.
7
（

2
.
4

-
9

.
7
）,

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
平

均
C

A
L

 
≥
3

 
m

m
の

オ
ッ
ズ
比

 
3

.
3
（

1
.
2

-
8

.
8
）

 

7
 

H
o
l
m

l
u

n
d

 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
7

 
ス

ウ
ェ
ー

デ
ン

 
男

女
,
 
1

,
0

1
6
人

,
 
7
0
歳

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 
喫

煙
,
 
教
育

,
 
身
長

,
 
白
血

球
数

 
M

e
t
S
の
者

 
→

 
歯

数
が
少

な
い

 
3

0
 

D
’A

i
u

t
o
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
8

 
米

国
 

N
H

A
N

E
S

 
I
I
I
 

男
女

,
 
1

3
,
9

9
4
人

,
 

≥
1

7
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 
年

齢
,
 
性
別

,
 
教
育
年

数
,
 
貧
困
率

,
 

民
族
性

,
 
全
身

状
態

 

≥
4

5
歳

の
非
喫
煙
者

：
重
度

歯
周
炎

 
→

 
M

e
t
S
の
オ

ッ
ズ

比
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

2
.
3
1
（

1
.
1

3
-
4

.
7

3
）

 

1
9

 

K
h

a
d

e
r
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
8

 
ヨ

ル
ダ
ン

 
M

e
t
S

 
7

8
人

,
 
≥
2

5
歳

 

健
康

 
7

8
人

,
 
≥
2

5
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 
年

齢
,
 
性
別

,
 
教
育

,
 
収
入

,
 
喫

煙
,
 

歯
磨
き
回

数
,
 
プ
ラ

ー
ク
指

数
 

M
e
t
S
項
目

陽
性
の

者
 
→

 
歯
周
炎
の

重
症
度

,
 
広

が
り

↑
 

8
 

L
i
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
9

 
中

国
 

M
S

 
1

5
2
人

,
 
3

7
～

7
8
歳

健
康

1
8

3
人

,
 
3

7
～

7
8

歳
 

症
例
対
照

I
D

F
 

腹
囲
：
男

 
≥
9

0
 
c
m

 

 
 
 
女

 
≥
8

0
 
c
m

 

年
齢

,
 
性
別

,
 
喫
煙

 
C

A
L
↑

,
 
P

D
↑

,
 
プ

ラ
ー
ク

指
数
↑

 
→

 
M

e
t
S
の
オ

ッ
ズ

比
↑

 
2

6
 

M
o
r
i
t
a

 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
9

 
日

本
 

職
域
健
診

 

男
女

,
 
2

,
4

7
8
人

,
 
2
4
～

6
0
歳

 

横
断

 
日

本
の
基

準
 

肥
満
：

B
M

I
 
≥
2

5
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
喫
煙

 
M

e
t
S
陽
性

項
目

≥
3

 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
2

.
4

 
（

1
.
7

-
2

.
7
）

 
1

4
 

K
u

s
h

i
y
a

m
a

 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

0
9

 
日

本
 

歯
周
病
検

診
 

男
女

,
 
1

,
0

7
0
人

,
 
4
0

,
 
5

0
,
 

6
0

,
 
7

0
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 

肥
満
：

B
M

I
 
≥
2

5
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
喫
煙

 
M

e
t
S
陽
性

項
目

3
 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
2

.
1

3
 
（

1
.
2

2
-
3

.
7

0
）

 

M
e
t
S
陽
性

項
目

≥
4

 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
2

.
3

4
 
（

1
.
0

8
-
5

.
0

8
）

 

9
 

M
o
r
i
t
a

 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
日

本
 

職
域
健
診

 

男
女

,
 
1

,
0

2
3
人

,
 
 

2
0
～

5
6
歳

 

コ
ホ
ー
ト

4
年

 

日
本
の
基

準
 

肥
満
：

B
M

I
 
≥
2

5
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
喫
煙

,
 
運
動

,
 
間

食
,
 

健
康
体
重

 

P
D

 
≥
4

 
m

m
 
→

 
M

e
t
S
陽
性

項
目

 
≥
1
増

加
の
オ
ッ

ズ
比

 
1

.
6

 （
1

.
1

-
2

.
2
） 

3
1

 

H
a

n
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
韓

国
 

S
h

i
w

h
a

-
B

a
n

w
o
l
 

E
n

v
i
r
o
n

m
e
n

t
a

l
 

H
e
a

l
t
h

 
S

t
u

d
y
 

男
女

,
 
1

,
0

4
6
人

,
 

1
8
～

8
4
歳

 

横
断

 
統

合
し
た

分
類

 

腹
囲
：
男

 
≥
9

0
 
c
m

 

 
 
 
女

 
≥
8

5
 
c
m

 

年
齢

,
 
性
別

,
 
収
入

,
 
喫
煙

,
 
飲

酒
,
 

歯
磨
き
回

数
,
 
身
体

活
動

 

M
e
t
S
陽
性

項
目

3
 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
1

.
5

3
 
（

1
.
0

5
-
2

.
2

3
）

 

M
e
t
S
陽
性

項
目

≥
4

 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
2

.
2

0
 
（

1
.
2

8
-
3

.
7

8
）

 

1
0

 

N
e
s
b

i
t
t
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
米

国
 

B
L

S
A

 

男
1
1

2
人

（
平

均
5

6
.
7

歳
），

女
7

8
人
（
平

均
6

0
.
0
歳

）
 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 

陽
性
項
目

 
≥
2
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
民
族
性

,
 
喫

煙
 

中
等
度
以

上
の
歯
槽

骨
吸
収

 
→

 
M

e
t
S
の

オ
ッ

ズ
比

 
2

.
6

1
 
（

1
.
1

-
6

.
1
）

 
2

0
 

T
i
m

o
n

e
n

 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
フ

ィ
ン
ラ

ン
ド

 

無
作
為
抽

出
標
本

 

男
女

,
 
2

,
0

5
0
人

,
 
 

3
0
～

6
4
歳

 

横
断

 
E

G
I
R

 
年

齢
,
 
性
別

,
 
教
育

,
 
プ
ラ

ー
ク
指

数
,
 
歯

磨
き
回

数
,
 
歯

科
受
診

,
 
飲

酒
 

M
e
t
S
の
者

 
→

 
P

D
 
≥
4

 
m

m
の

オ
ッ
ズ

比
 
1

.
1

9
 
（

1
.
0
1

-
1

.
4

2
）

 
1

5
 

A
n

d
r
i
a

n
k

a
j
a

 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
米

国
 

N
H

A
N

E
S

 
I
I
I
 

男
女

,
 
7

,
4

3
1
人

,
 
 

≥
2

0
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 
年

齢
,
 
民
族
性

,
 
教
育

年
数

,
 
心
疾

患
の
家
族

歴
,
 
喫
煙

 

女
性
（
男

性
で
は
有

意
な
関

連
な
し

）：
 

M
e
t
S
陽
性

項
目

2
→

平
均

P
D

 
≥
2

.
5

 
m

m
の

オ
ッ

ズ
比

 
5

.
6
（

2
.
2

-
1

4
.
4
） 

M
e
t
S
陽
性

項
目

≥
3
→

平
均

P
D

 
≥
2

.
5

 
m

m
の

オ
ッ

ズ
比

 
4

.
7
（

2
.
0

-
1
1

.
2
） 

1
1

 

表
１：

メ
タ

ボ
リ

ッ
ク

シ
ン

ド
ロ

ー
ム

（
M

et
S）

と
口

腔
保

健
と

の
関

連
を

示
す

研
究

報
告
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3. 5） メタボリックシンドローム（肥満，脂質異常症，高血圧，糖尿病）

表
１

の
続

き 著
者

 
報

告
年

調
査

地
 

調
査

対
象

 

対
象

,
 
人

数
,
 
年

齢
 

研
究

 

デ
ザ

イ
ン

M
e
t
S
の

 

診
断

基
準

 

調
整

因
子

 
主

な
結

果
 

文
献

 

番
号

 

B
e
n

g
u

i
g
u

i
 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
0

 
フ

ラ
ン
ス

 

M
O

N
A

 
L

I
S

A
 

s
u

r
v
e
y
 

男
女

,
 
2

5
5
人

,
 
 

3
5
～

7
4
歳

 

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 

H
O

M
A

 
i
n

d
e
x
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
教
育
年

数
,
 
喫
煙

,
 

飲
酒

,
 
C

R
P
,
 
プ
ラ
ー

ク
指
数

 

M
e
t
S
と
歯

周
炎
に

は
有
意

な
関
連
な

し
 

H
O

M
A

 
i
n

d
e
x
↑

 
→

 
重

度
歯
周

炎
↑

 

2
8

 

B
e
n

s
l
e
y
 

e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
1

 
米

国
 

W
A

H
S

 

男
女

,
 
6

7
2
人

,
 
≥
2
5
歳

 
横

断
 

A
H

A
/
N

H
L

B
I
 

年
齢

,
 
性
別

,
 
収
入

,
 
喫
煙

,
 
心

理
社

会
的
ス

ト
レ
ス

 

自
己
申
告

の
重
度
歯

周
炎

 
→

 
M

e
t
S
の

相
対

リ
ス
ク

 
1

.
5

 
（

1
.
2

-
2

.
1
）

 
2

1
 

C
h

e
n

 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
1

 
台

湾
 

血
液
透
析

患
者

 

男
女

,
 
2

5
3
人

,
 
>

1
8
歳

 
横

断
 

N
C

E
P

-
A

T
P

 
Ⅲ

 

腹
囲
：
男

 
≥
9

0
 
c
m

 

 
 
 
女

 
≥
8

0
 
c
m

 

年
齢

,
 
性
別

,
 
高
感
度

C
R

P
,
 
血
清

ア
ル
ブ
ミ

ン
,
 
喫
煙

,
 
教

育
 

中
等
度
以

上
の
歯
周

炎
 
→

 
M

e
t
S
の

オ
ッ
ズ

比
 
2

.
7

3
6

 
（

1
.
2

9
3

-
5

.
7

9
0
） 

2
2

 

K
w

o
n

 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
1

 
韓

国
 

K
N

H
A

N
E

S
 

男
女

,
 
7

,
1

7
8
人

,
 
≥
1

9
歳

横
断

 
N

C
E

P
-
A

T
P

 
Ⅲ

 

腹
囲
：
男

 
≥
9

0
 
c
m

 

 
 
 
女

 
≥
8

5
 
c
m

 

年
齢

,
 
性
別

,
 
収
入

,
 
教
育

,
 
小

児
期

の
背
景

,
 
フ

ロ
ス

の
使
用

,
 
歯

間
ブ

ラ
シ
の

使
用

,
 
飲

酒
,
 
喫
煙

,
 
未

処
置
う
蝕

,
 
D

M
F

T
,
 
現
在

歯
数

 

P
D

 
≥
4

 
m

m
 
→

 
M

e
t
S
の
オ

ッ
ズ
比

 
1

.
5

5
 
（

1
.
3

2
-
1

.
8

3
）

 
2

3
 

H
a

n
 
e
t
 
a

l
.
 

2
0

1
2

 
韓

国
 

S
h

i
w

h
a

-
B

a
n

w
o
l
 

E
n

v
i
r
o
n

m
e
n

t
a

l
 

H
e
a

l
t
h

 
S

t
u

d
y
 

M
e
t
S

 
1

6
7
人

,
 

健
康

 
1

6
6
人

,
 

2
0
～

6
0
歳

 

症
例
対
照

統
合
し
た

分
類

 

腹
囲
：
男

 
≥
9

0
 
c
m

 

 
 
 
女

 
≥
8

5
 
c
m

 

（
マ
ッ
チ

ン
グ：

年
齢

,
 
性
別
）,

 
収

入
,
 
喫

煙
,
 
飲
酒

,
 
身

体
活
動

,
 
糖

尿
病

 

P
D

 
≥
4

 
m

m
 
→

 
M

e
t
S
の
オ

ッ
ズ
比

 
1

.
7

6
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3. 5） メタボリックシンドローム（肥満，脂質異常症，高血圧，糖尿病）

クが高いことを示す縦断研究は 47, 49, 50，肥満が歯周
状態に影響を及ぼす可能性を示唆している．しかし，
肥満と歯周病の関係についてのシステマティックレ
ビュー及びメタ解析を行った報告は，肥満と歯周病の
関連は多くの研究によって示されているが，メカニズ
ムや因果関係の根拠が乏しいことを指摘していること
から 1，両者の関連の解明には更なる研究の蓄積が必
要である．
　脂肪組織からは，生理活性物質としてアディポネク
チンやレプチン，ヒト腫瘍壊死因子 - α（TNF- α）
など様々なアディポサイトカインが分泌されており，
肥満やメタボリックシンドロームに伴うアディポサイ
トカインの産生異常は，インスリン抵抗性や動脈硬化
をひき起こす 52．肥満による血中の TNF- αの上昇
は，歯周組織の炎症を促進することで歯周病の誘因と
なり，歯周組織の炎症によって産生された TNF- αは
インスリン抵抗性を誘導し血糖の代謝調節に対して負
に働くと言われている 53．肥満者の血清中レプチン濃
度は痩せている者よりも高く 54，歯周病がある者は歯
肉溝液中のレプチンが低く，血清中レプチンは高いこ
とが示されている 55．また，歯周炎の者の血清中レプ
チン濃度は interleukin-6（IL-6）や C 反応性タンパ
ク（CRP）と相関しており，歯周病の治療を行うこと
で血清中のレプチン，IL-6，CRP が減少していたこ
とから 56，メタボリックシンドロームと歯周病との関
連にはアディポサイトカインが仲介役として働いてい
ることが考えられる．
　糖尿病と歯周病には双方向的な関係があると言われ
ている 3, 4．メタボリックシンドロームの診断基準に
は高血糖が含まれているが，2 型糖尿病の者において
NCEP-ATP Ⅲの診断基準の血糖値以外の 4 項目のう
ち 2 つ以上持つ者は，歯周炎リスクが高いことが示さ
れている 16．また，歯周炎が広範な者ほど 5 年間の
HbA1c の増加量が大きく，特に CPR 値の高い者に
その傾向が顕著であることが示されている 57．この結
果は，歯周病による慢性的な炎症が糖代謝異常を誘発
し，その結果として糖尿病に繋がる可能性を示唆して
いる．メタボリックシンドロームと歯周病が関連して
いるメカニズムとして，酸素フリーラジカルの形成，
酸化ストレス，脂質過酸化生成物，糖化最終産物が重
要な役割を果たしていることが指摘されており 35, 36，
糖尿病モデルマウスを用いた研究においても，糖尿病
の合併症として起こる歯槽骨吸収は歯周局所で生じる

酸化ストレスによって起こる可能性が示されている 58．
一方，2 型糖尿病を持つ歯周炎患者に対する歯周治療
は，血糖値や HbA1c の減少など代謝調節の改善に有
効であった 59．アディポネクチンは，2 型糖尿病の特
徴の一つであるインスリン抵抗性を改善することで血
糖を低下させ，また脂質代謝異常も改善すると言われ
ているが，2 型糖尿病患者に対する歯周治療により，
歯周状態の改善だけでなく HbA1c の低下や血清中の
アディポネクチンの増加が起きている 60-62．これらの
ことから，糖代謝異常がある者やメタボリックシンド
ロームの者に対して抗炎症的な歯周治療を行うことに
よって糖尿病リスクを軽減できるかもしれない．
　高中性脂肪や低 HDL コレステロールの者の歯周炎
リスクが高いことや 63，症例対照研究により歯周炎の
者の HDL コレステロールは低く LDL コレステロー
ルは高いことが示されている 64．歯周病の者の中性脂
肪が高いことは，歯周病原細菌の内毒素（LPS）の影
響が示唆されているが 65，歯周病原細菌の LPS によ
り肥満ラットに歯周炎を起こす動物実験では，血中コ
レステロールを低下させるスタチンを投与することで
歯槽骨の吸収を抑制し，LPS によって起こる歯周組織
の白血球浸潤や破骨細胞形成を抑制していた 66．また，
メタボリックシンドロームと歯周病を併せ持つ者に歯
周治療を行うことにより，血清 CRP 値や白血球数が
低下し，中性脂肪の低下及び HDL コレステロールの
上昇が確認されている 67．脂質異常症に対する治療に
加えて歯周治療を行うことは，歯周健康状態の維持及
びメタボリックシンドロームの改善にも役立つと考え
られる．
　高血圧と歯周病との関連については，歯周炎の者は
高血圧のリスクが高いことが示されている 68, 69．ま
た，歯肉縁下プラークの細菌分布を調べた研究は，歯
周病原細菌を多く持つ者ほど血圧が高く，高血圧症の
リスクが高い結果を示している 70．一方，歯周炎を伴
う難治性高血圧症患者に対する歯周治療によって，血
圧の低下だけではなく，炎症や高血圧との関連が深い
CRP や IL-6，フィブリノゲン，左室肥大，動脈壁の
硬化を示す値が減少していることから 71，歯周治療は
高血圧患者の心血管リスクを低下させることが期待で
きる．
　メタボリックシンドロームと歯周病の関連について
は，女性における関連が強い結果を示す研究報告が複
数見られるが 7, 11, 12, 25，女性よりも男性における関
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連が強い報告も存在する 14．また，閉経後の女性を対
象とした研究では，メタボリックシンドロームと歯周
状態の指標に有意な関連は認められていない 29．肥満
と歯周病との関連は女性において強いことを示す結果
がある一方で 47, 72，男性の肥満が歯周病の進行リス
クを高めることも示されている 50．肥満やメタボリッ
クシンドロームと歯周病との関連における性差は，必
ずしも一貫したものではないようである．原因として，
肥満やメタボリックシンドロームの診断基準や口腔保
健の評価指標の違い，また対象集団の年齢や属性，民
族的な違いの影響が考えられる．よって，関連の性差
の理由を明らかにするためには，更に多くの研究が必
要である．いずれにしても，肥満やメタボリックシ
ンドロームと口腔保健との関連を検討する際は，男女
別々に検討するのが望ましいのかもしれない．
　歯周病は，糖尿病や心疾患，がんなどの全身的な疾
患と共通するリスク因子の影響を受けていることか
ら，歯科医療施設における保健指導の際には，口腔及
び全身の健康管理のために禁煙指導や糖質摂取制限，
体重管理に関する保健指導を行うことが推奨されてい
る 73．同様に，歯周病とメタボリックシンドロームに
も共通する生活習慣やリスク因子が関わっていると考
えられる．歯磨き回数が多い者にメタボリックシンド
ローム発現リスクが有意に低く32，また口腔清掃習慣
の乏しい者では心疾患発現リスクが高いことも示され
ている 74．これらの結果は，口腔衛生習慣が健康への
関心の高さを反映するバロメーターであることを示し
ているのかもしれない．
　わが国では，生活習慣病の兆候を早期に発見するこ
とにより，その発症及び重症化や合併症を予防する目
的で，2008 年より全ての医療保険者に対してメタボ
リックシンドロームを検出する特定健康診断・特定保
健指導の実施が義務づけられた．しかし，特定健診の
項目に歯科に関する項目は含まれていない．成人にお
ける歯科健診は，節目年齢を対象に行われている歯周
病検診があるが，その受診率は極めて低い．メタボリッ
クシンドロームと歯周病の疫学的な関連が多くの研究
により示されており，また歯周病の治療は代謝異常を
持つ者の健康状態を改善できる可能性が示唆されてい
る．そのため，特定健診に限らず，成人集団に対して
自らの口腔の状態を確認できる機会を設け，口腔疾患
に対する予防や早期の対応を行うことは，生活習慣病
の抑制にとっても有効であると思われる．

【結論】
　本稿で示した多くの研究結果が示すように，メタボ
リックシンドロームと歯周病を中心とする口腔保健と
の間には何らかの関連性があるということは間違いな
いものと思われる．しかし，両者の関連の方向性や因
果関係を示す根拠としては未だ不十分である．そのた
め，メタボリックシンドロームと口腔保健との関連を
明らかにしていくためには，今後も数多くの研究を積
み重ねていく必要がある．また，人を対象とする観察
的な疫学研究だけではなく，関連のメカニズムを解明
するための基礎的な研究や臨床的な介入研究を行うこ
とで，両者の関連を更に明確なものにできると考えら
れる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　喫煙，過度の飲酒，運動不足や不健康な食事などの
生活習慣は，生活習慣病と深く関わっている．
　一方，それらの生活習慣は，口腔保健との関わりも
深く，様々な研究が行われている．そこで本稿では，
生活習慣病のリスク因子と口腔保健との関連について
の論文を検索し，生活習慣が口腔保健に及ぼす影響に
ついて検討を試みた．
　歯周病をはじめとする口腔保健状態は，喫煙，飲酒，
運動，食生活のそれぞれと関連性が認められた．特に，
喫煙が歯周健康状態に及ぼす影響は明らかであった．
多量の飲酒は歯周状態に影響することが示唆されてい
たが，研究によって異なる傾向を示すものも見られた．
運動習慣のある者や健康に良いと言われる食品・栄養
素を摂取する者の歯周健康状態は良好な傾向にあっ
た．
　生活習慣の改善は，全身の健康だけではなく口腔の
健康にとっても良い影響を及ぼすと考えられるが，喫
煙以外の生活習慣を口腔保健指導に取り入れていくた
めには，更なるエビデンスの蓄積が必要である．

【緒言】
　世界保健機構（WHO）は，喫煙，不健康な食事，
運動不足，過度の飲酒などの共通した生活習慣が疾
病の発症や進行に関わっており，それらの生活習慣
を改善することにより予防が可能である疾患をまと
め て 非 感 染 性 疾 患（NCDs：Non-Communicable 
Diseases）としている．
　近年の疾病構造の変化から生活習慣病が増加するな
か，厚生労働省は 2000 年に「二十一世紀における第
二次国民健康づくり運動（健康日本 21）」を提唱し，
2013 年 4 月からは国民の健康の増進の総合的な推進
を図るための基本的な方針として「健康日本 21（第

二次）」を推進している．その中心的な目標として，
健康寿命の延伸と健康格差の縮小が掲げられている．
歯・口腔の健康については，健康日本 21（第二次）
の基本的な方向の中に，栄養・食生活，身体活動・運
動，休養，飲酒，喫煙と並んで生活習慣及び社会環境
の改善目標として取り上げられている．
　口腔疾患のうち，う蝕や歯周病はそれぞれ特有の口
腔細菌が関与している疾患であることから非感染性疾
患という定義からは外れるが，NCDs のリスク因子
である喫煙，飲酒，運動，食生活は口腔疾患にとって
も関わりが深い．特に，多くの生活習慣病と同じく成
人期以降に増加する歯周病は，有病率が高く，NCDs
のリスク因子とも関連する多因子性疾患であると言わ
れている．
　そこで，NCDs のリスク因子である喫煙，飲酒，運動，
食生活と歯周病を中心とした口腔保健との関連につい
て，これまでに報告されている論文を検索して考察す
る．

【目的】
　本稿の目的は，生活習慣病のリスク因子である喫煙，
飲酒，運動，及び食生活と口腔保健との関連について
の論文を検索し，生活習慣病のリスク因子と口腔保健
との関連性について検討することである．

【方法】
　本稿では，論文の検索に PubMed を用い，2014
年 7 月時点で確認できた論文を引用した．検索の際は，
複数のキーワードを組み合わせて，原則として人を対
象とした英語で書かれた論文を検索した．
　喫煙と口腔保健との関連では，歯周病に関する論文
を「smoking」と「periodontal disease」をキーワー
ドとして検索したところ，2,699 編が抽出された．全

3. 口腔保健と生活習慣病，非感染性疾患
 （NCDs，非伝染性疾患）
6）NCDs のリスクファクター（喫煙，過度の飲酒，運動不足，
	 食習慣）と口腔保健
嶋﨑 義浩
愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座
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3. 6） NCDsのリスクファクター（喫煙，過度の飲酒，運動不足，食習慣）と口腔保健

ての論文を確認するには数が多いことから，横断研究
についてはいくつかの論文を選択して取り上げた．喫
煙と歯周病の関連では縦断的な研究や臨床研究も数多
く行われているため，「longitudinal」をキーワード
に加えて検索すると 255 編が抽出され，論文の種類
を「Clinical Trial」に限定すると 29 編が抽出された．
それらの論文内容を確認し，喫煙と歯周病との縦断的
な関連や歯周治療における喫煙の影響または禁煙によ
る影響を示している論文について検討した．また，喫
煙と歯の喪失との関連について「smoking」と「tooth 
loss」をキーワードに検索すると 646 編が抽出され，

「longitudinal」を加えると 114 編となった．
　飲酒と口腔保健との関連では，歯周病に関する論
文を「drinking」と「periodontal disease」をキー
ワードにして検索すると 222 編，歯の喪失に関して

「drinking」と「tooth loss」で検索すると 81 編が抽
出された．論文内容を確認し，飲酒と口腔保健との関
連を示しているものについて検討した．本稿では，飲
酒とう蝕との関連については検討していない．
　運動（身体活動）と歯周病との関連についての論文
を「exercise」と「periodontal disease」をキーワー
ドとして検索すると 67 編，「physical activity」と

「periodontal disease」とすると108編が抽出された．
その中から運動（身体活動）と歯周病との関連を示し
ているものについて検討した．運動（身体活動）と歯
の喪失との関連については，歯の喪失による運動機能
への影響についての章「２—（５）」があることから，
ここでは触れていない．
　食生活と口腔保健との関連については，口腔保健
との関連が報告されている食品または栄養素が数多
く存在するため，ビタミン，カルシウム，乳製品，そ
の他と分類した上で，歯周病を中心に歯の喪失やう蝕
との関連について検討を行った．キーワードとして

「periodontal disease」と「vitamin C」を用いると
159 編，「vitamin D」では 158 編，「calcium」では
1,320 編，「dairy product」では 33 編であった．そ
の他の食品，栄養素については任意に検索を行った．
抽出された論文のうち，各食品，栄養素の食事からの
摂取と口腔保健との関連を示しているものについて，
比較的新しい研究や，縦断的な研究を中心に選んで検
討を行った．

【結果】
１．喫煙
１）喫煙と歯周病
　喫煙と歯周病との疫学的な関連については，これま
でに数多くの研究結果が報告されており，喫煙者は非
喫煙者に比べて歯周状態が悪く 1, 2，歯槽骨の吸収が
起こりやすいことが示されている 3-6．喫煙と歯周病
との関連は国内でいくつもの研究が行われている．職
域成人を対象とした横断研究により，過去からの喫煙
経験量を表す pack-year が多いほど歯周炎リスクが
有意に高かった 7．また，職域成人や男性成人集団を
追跡した研究により，喫煙量が多いほど歯周病進行の
リスクが高かった 8, 9．高齢者の追跡調査においても，
喫煙習慣がある者は歯周炎が進行するリスクが有意に
高い結果であった 10．一方，職域健診受診者を唾液中
のコチニンレベルにより，非喫煙者，受動喫煙者，能
動喫煙者に分類し，歯周炎が悪化するリスクを比較し
たところ，受動喫煙者の歯周炎進行リスクは有意に高
く，能動喫煙者と変わらない結果であった 11．
　喫煙が歯周治療に及ぼす影響を調べた研究として，
非外科的な歯周治療による歯周ポケットの減少とア
タッチメントレベルの改善を，男性の喫煙者と非喫煙
者で比較した調査において，歯周治療後の個人，歯の
位置，各歯の状態をそれぞれのレベル（階層）として
同時に解析するマルチレベル分析により評価した結
果，歯周ポケット減少には，個人レベルでは非喫煙者，
歯の位置では前歯部，また各歯の状態ではベースライ
ン時にプラークが存在しないことが関連していた 12．
一方，喫煙状況はアタッチメントレベルの改善には影
響が見られていない．
　歯周治療を終えた患者の supportive periodontal 
therapy（SPT）期間において，1 日 20 本以上の喫
煙者は非喫煙者に比べて歯周病が進行するリスクが有
意に高いが，喫煙状態は SPT 期間の歯の喪失には有
意な影響を示さなかった 13．一方，3 〜 4 カ月ごとに
歯周治療後のメインテナンス治療を受けている喫煙者
と非喫煙者を 3 年間追跡し比較した研究では，追跡開
始時及び追跡期間を通じてプラーク指数やプロービン
グ時の出血（BOP）に差はなく，また歯周ポケット
や臨床的アタッチメントロス（CAL）の変化も 2 群
間に差は見られなかった 14．
　禁煙による歯周治療の効果として，禁煙を希望して
いる歯周病患者を対象に歯周治療開始後の歯周状態の
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー
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3. 6） NCDsのリスクファクター（喫煙，過度の飲酒，運動不足，食習慣）と口腔保健
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変化を調べた研究では，禁煙できなかった者が多く見
られたが，禁煙成功群は歯周ポケットの有意な減少が
認められている 15．また，歯周治療に対する禁煙効果
を調べた別の研究でも，多くの者は禁煙できなかった
が，CAL の変化より禁煙成功群は喫煙継続群に比べ
て歯周組織の付着の獲得が得られていた 16．しかし，
BOP や歯周ポケット等はグループ間で差は認められ
ていない．
２）喫煙と歯の喪失
　喫煙と歯の喪失，無歯顎発現との関連については，
スウェーデンでいくつもの研究が行われており，喫煙
者は歯数が少なく無歯顎者が多いことが示されてい
る 17-20．また，多くの米国での調査も認められる 2, 3, 

21-24．日本の成人男性を対象とした縦断研究では，喫
煙者は歯の喪失のリスクが高かったが，その影響は
50 歳以前の者に限られている 9．また，様々な国の研
究で喫煙者の無歯顎リスクが高いことが示されている
25-27．喫煙と歯の喪失についての総説は，両者の関係
に因果関係があることを示唆している 28．
　歯の喪失や歯周炎の進行と社会経済的状態や全身の
炎症状態の関連について調べた研究によると，全身の
炎症マーカーである C 反応性タンパク（CRP）が高
いことは歯の喪失や歯周炎の進行と関連していた 29．
CRP の高低により 2 群に分けると，CRP が高い群は
低い群に比べて歯の喪失に対する喫煙や社会経済状態
の影響が強い結果であった．
２．飲酒と口腔保健
１）飲酒と歯周病
　飲酒と歯周病との関連についての論文を検索した結
果を表 1 に示す．
　17 の論文のうち，横断研究は 11 編 30-40，縦断研
究は 6 編 9, 10, 41-44 であった．また，日本での調査が
7 編と比較的多かった．飲酒の評価法として，飲酒量
を調べたものは 9 編，飲酒習慣や頻度を調べたものは
8 編であった．飲酒が歯周組織に何らかの悪影響を及
ぼしていることを示唆しているものは 11 編 30, 32-34, 

36, 37, 39-41, 43, 44，関連性が見られなかったものは 5 編 9, 

10, 31, 35, 42 であった．また，1 編 38 は飲酒が歯周状態
にとって良いことを示していた．
２）飲酒と歯の喪失（無歯顎）
　飲酒と歯の喪失（無歯顎）との関連について検索し
た結果，6 編を抽出し 9, 25, 42, 45-47，うち 2 編は日本
での調査であった（表 2）．

　6 編のうち，横断研究と縦断研究がそれぞれ 3 編で
あった．飲酒の評価法として，飲酒量を調べたものは
2 編，飲酒頻度を調べたものは 2 編，飲酒習慣の有無
を用いているものは 2 編であった．歯周病との関連と
は異なり，飲酒が歯の喪失のリスクであることを示す
報告は 2 編 9, 45 で，関連を認めないものが 1 編 42，3
編 25, 46, 47 は飲酒者の方が多くの歯を持つことを示し
ていた．
３．運動（身体活動）と歯周病
　日本の成人集団を対象とした研究により，持久力を
表す体力指標である最大酸素摂取量（V・O2max）が低
い者は歯周病のリスクが高いことが示されている 48．
著者らも，肥満（BMI）と体力（V・O2max）及び歯周
炎との関係について分析し，痩せている者及び体力の
ある者は重度歯周炎のリスクが有意に低く，更にそれ
らの条件を併せ持つ者では重度歯周炎のリスクが極め
て低い結果であった 49．
　米国の男性医療関係者において，ベースライン時に
自己申告による歯周炎がない者を追跡し，その後に歯
周炎の診断を受けるリスクを身体活動により比較した
ところ，質問紙から算出した平均的な身体活動が 10
メッツ上昇すると歯周炎のリスクが 3％減少していた
50．また，米国の第三回全国健康栄養調査（NHANES 
III）をもとにした研究において，週 5 回以上の中程
度の身体活動若しくは週 3 回以上の強度の身体活動が
ある者は歯周炎リスクが有意に低かった 51．ただし，
その関連は非喫煙者または以前の喫煙者のみに見られ
た．また，身体活動の程度を国際標準身体活動質問票

（International Physical Activity Questionnaire：
IPAQ）をもとに，低い，中程度，高い，の 3 段階に
分類したところ，身体活動が低い者は高い者に比べて
有意に歯周炎リスクが高い結果であった 52．
４．食生活と口腔保健
１）ビタミン，カルシウム
　喫煙者で食事からのビタミン C 摂取量が少ない者
は歯周病のリスクが高いが，非喫煙者における関連は
認められなかった 53．同じ対象者を分析した研究で，
食事からのカルシウム摂取量が少ない者は歯周病のリ
スクが高いことが示されている 54．ただし，有意な関
連は 20〜39 歳の男女，40〜59 歳の男性のみに認め
られ，高齢者では関連が認められていない．高齢者を
対象とした追跡調査では，食事から摂取する抗酸化物
質としてのビタミン C，ビタミン E，βカロテンの摂取
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量が多い者の歯周病進行リスクは低いことが示されて
いる 55．
　男性高齢者を対象とした横断研究により，食事から
のビタミン D 摂取量が多い者において歯周炎のリス
クが低いことが示されている 56．また，閉経後の女性
では，食物から摂取するビタミン D と皮膚で産生さ
れるビタミン D の合計量を反映する値である血清中
の 25- ヒドロキシビタミン D（25OHD）濃度が高い
者において BOP や歯周ポケットなど歯周組織の炎症
に関わる指標の値が低いが，歯槽骨吸収や歯の喪失に
関わる指標との関連は見られなかった 57．
　一方，成人集団の追跡研究において，25OHD レベ
ルが高いことは歯の喪失に抑制的に働いていた 58．ま
た，長期の追跡研究においても，血清中 25OHD が
高い者の歯の喪失リスクは低く，その傾向は 65 歳以
上よりも 65 歳未満の者で強いことが示されている 59．
しかし，歯の喪失に対するビタミン D の影響は，食
事からよりもむしろ紫外線を浴びる量によるものが大
きかった．歯周炎の発現については，歯の喪失ほど顕
著な関連は見られなかった 59．また，閉経後の女性
を対象とした追跡調査においても，ベースライン時の
25OHD レベルと歯周状態の変化との関連性は認めら
れていない 60．
２）乳製品
　乳製品からのカルシウム摂取が多いと，男女ともに
歯を喪失するリスクが顕著に低いことが報告されてい
る 61．また，カルシウム摂取と歯周病の間には負の関
連が認められており 54，カルシウムを多く含む乳製品
摂取の多い者では歯周病の有病率が低い傾向が示され
ている 62．筆者らが行った研究では，歯周病と有意な
関連が認められた乳製品はヨーグルトや乳酸菌飲料な
どの乳酸菌食品のみで，牛乳，チーズ，その他の乳製
品の摂取と歯周病との関連は見られなかった 63．オラ
ンダ人高齢者を対象とした研究は，乳製品全体，牛乳，
乳酸菌食品摂取から算出したカルシウム摂取量が多い
者では歯周炎のリスクが低く，また乳製品全体，牛乳，
乳酸菌食品そのものの摂取量も歯周炎に対して負の関
連があることを示している 64．
３）その他
　米国の男性医療関係者を対象とした縦断調査は，全
粒粉の摂取が多い者では歯周炎の発現リスクが低いこ
とを示している 65．一方，精製された穀物では有意な
関連は見られなかった．また，他の成人男性を対象と

した追跡調査は，65 歳以上で良質な食品や果物から
の食物繊維摂取が多い者では歯周炎の進行及び歯の喪
失のリスクが低いことを示している 66．しかし，食物
繊維総量と歯周炎進行との関連は認めず，また 65 歳
未満の者では食物繊維の種類に関わらず歯周病との関
連は認められていない．日本の女子大生を対象とした
調査では，大豆製品または豆腐の摂取量が多い者に歯
周病のリスクが低かった 67．
　不飽和脂肪酸であるオメガスリーのうちドコサヘキ
サエン酸（DHA）やエイコサペンタエン酸（EPA）
の摂取量が多い者は CRP 値が低く，また DHA を多
く摂取する者は歯周炎リスクが低い結果であった 68．
一方，高齢者に対する追跡研究は，非喫煙者で飽和脂
肪酸摂取量の多い者は歯周病進行のリスクが有意に高
い結果を示している 69．

【考察】
１．喫煙
　喫煙は，歯周病に関わる生活習慣としてよく知られ
ている．本稿で示した観察研究や治療効果を調べた臨
床的な研究からも，喫煙が歯周状態に影響を及ぼすこ
とは間違いないであろう．
　喫煙が歯周組織に影響を及ぼすメカニズムとしては
様々なものが考えられる．喫煙者は非喫煙者に比べて
血清中のカドミウムや鉛のレベルが高く，更に喫煙者
で広範な歯周炎を持つ者ほど血清中カドミウム，鉛の
レベルが高いことから，喫煙による重金属レベルの上
昇が歯周組織の炎症状態に影響している可能性があ
る 70．歯周炎患者の歯肉血流量は喫煙状態に関わらず
歯肉が健康な者に比べて少なく，喫煙により歯肉血流
量が下がることが示されている 71．また，歯周炎のな
い喫煙者の歯肉血流量は禁煙により上昇することから
72，喫煙による歯肉の血流の低下は歯周状態に影響す
るものと考えられる．
　本稿で取り上げた歯周治療における禁煙効果を調べ
た 2 つの研究 15, 16 をもとにメタ解析を行った論文は，
禁煙により歯周ポケットの減少に効果があることを示
している 73．歯周治療の際に禁煙できなかった者の歯
肉縁下プラークの細菌構成はベースライン時と似てい
たのに対して，禁煙成功者の細菌構成は明らかに変化
していたことから 74，禁煙の可否による治療効果の差
には細菌構成の変化の違いが影響しているのかもしれ
ない．しかし，禁煙の可否によってアタッチメントレ
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ベルや BOP に有意な影響は見られないことから，禁
煙による歯周治療効果は限定的であったと結論付けて
いる 73．また，両研究ともに禁煙の可否は患者の自主
性によるものであるため，治療効果の差には禁煙でき
るか否かといった患者自身の特徴の違いが影響してい
る可能性がある．
　歯周動的治療の後のメインテナンス治療において，
BOP は歯周病進行のリスク指標として用いられる 75．
一方，喫煙は歯周組織の抹消血流に影響することから喫
煙者の BOP は過去の喫煙者も含めて低いことが示され
ており 76，喫煙経験者の BOP を評価する際には注意
が必要である．喫煙者と非喫煙者のメインテナンス治
療を追跡した研究は，喫煙者でも定期的にメインテナ
ンス治療を受けることで非喫煙者と変わらない程度の
歯周状態の維持が期待できることを示しているが 14，
長期にわたり SPT を受けている者において，喫煙者
が非喫煙者に比べて歯を失うリスクが高いことから 77，
喫煙者に対する歯周治療を行う際は，できるだけ禁煙
を勧めることが理想的である．
　喫煙は，歯周病や歯の喪失だけではなく様々な生活
習慣病のリスクを高めることから，一次予防としての
禁煙指導はもちろん，歯周治療患者に対しても喫煙が
歯周病を悪化させ，治療の予後に影響することを説明
することで禁煙を働きかけることが重要である．また，
受動喫煙により歯周炎のリスクが高まることから 11，
喫煙者本人のためだけでなく，喫煙者の周囲の者への
配慮も必要であろう．
２．飲酒と口腔保健
　飲酒は肝臓や循環器系の疾患との関連が強い生活習
慣である．しかし，飲酒と歯周病との関わりについて
はあまり知られておらず，飲酒が歯周病に影響を及ぼ
す生活習慣として取り上げられることは少ない．
　歯周病の飲酒との関連についての報告は喫煙との関
連ほど多くなく，結果の傾向は必ずしも一致していな
い．結果に一貫性がないことは，飲酒や歯周病の評価
方法が異なることや，対象集団の民族的な違いが影響
していると考えられる．
　摂取したアルコールは体内で分解され血中でアセト
アルデヒドを発生するが，酒に強いかどうかの体質
はアセトアルデヒド脱水素酵素（ALDH）の染色体
遺伝子タイプに依存したアセトアルデヒド分解能の
差によって決まる．Nishida らは，職域成人男性を対
象として ALDH2 のタイプ別に飲酒と歯周病との関連

について示している 33, 44．アセトアルデヒド分解能
が低いために，酒は飲めるが強くはない日本人に多
い ALDH2*1/*2 を持つ者で歯周病のリスクが高い結
果は，飲酒が歯周健康状態に及ぼす影響は個人の体質
が影響することを示唆している．欧米人では酒に強い
ALDH2*1/*1 タイプの者が多いことから，日本人と
欧米人では飲酒と歯周病との関連が異なることが考え
られる．飲酒と歯周病との関連の報告は日本の調査が
比較的多いことは，日本人に酒が強くない者が多いこ
とが原因の一つであると考えられる．
　歯周炎の重症度別に見た研究では，飲酒は軽度や中
程度の歯周炎への影響は見られないが，多量の飲酒は
重度の歯周炎のリスクを高めていたことから 36，飲酒
は，ある程度進行した歯周炎の増悪因子として働いて
いることが考えられる．ラットを用いた動物実験によ
り，エタノール摂取による歯槽骨吸収への影響は人為
的に歯周組織に負荷を与えた状態でエタノールを摂取
した場合にのみ認められている 78．一方，歯を結紮し
た場合でも 10% エタノールを摂取した場合は対照群
と歯槽骨吸収に差は認められていない．また，少量の
飲酒は高血圧や心疾病のリスクが低いことから 79, 80，
飲酒による歯周病への影響もまた量反応関係に従うわ
けではないのかもしれない．
　飲酒と歯の喪失との関連の結果は必ずしも一致して
いない．本稿で取り上げた論文より，飲酒の歯の喪失
への影響は民族の違いが影響している可能性が考えら
れる．また，飲酒による歯周病への影響が必ずしも歯
の喪失に繋がるわけではないのかもしれないが，現時
点では十分な情報は得られていない．
　口腔保健指導に飲酒に関する指導を取り入れるため
には，飲酒が口腔の健康に及ぼす影響を明らかにする
ためのエビデンスを蓄積する必要がある．
３．運動（身体活動）と歯周病
　運動を含む身体活動は，肥満や糖尿病をはじめとす
る様々な生活習慣病の予防において重要な役割を果た
している．肥満と歯周病との関連については多くの報
告が見られるが 81-84，身体活動と歯周病との関連につ
いての報告はそれほど多くはない．本稿で紹介したも
のは，体力指標や質問調査により運動，身体活動を評
価しているが，体力がある者や身体活動の多い者は歯
周状態が良好な結果を示している．
　以前より，糖尿病が歯周病に影響することが知られ
ているが 85，血糖値が高い者における運動習慣の変化
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は糖尿病治療薬よりも糖尿病の発現抑制に効果的であ
ることから 86，持続的な運動習慣は健康な歯周状態の
維持にも効果的であるかもしれない．
　 歯 周 病 は 歯 周 局 所 の 炎 症 性 疾 患 で あ る が，
interleukin-1（IL-1）や tumor necrosis factor（TNF）
などの炎症性サイトカインや全身の炎症マーカーであ
る CRP と関連していることが示されている 87, 88．一
方，心疾患を持つ患者に対して運動トレーニングを行
うと，V・O2max の上昇や血清中の TNF- αが低下する
ことが確認されている 89．また，身体活動の多い者で
は歯肉溝液中の IL-1ß や CRP が有意に低く，歯周炎
の者は歯周炎のない者に比べて CRP が有意に高い結
果であった 90．CRP に対する身体活動と歯周炎の交
互作用を調べた研究で，身体活動が少ない者では歯周
炎の有無で CRP の差が大きいのに対して，身体活動
が増えると歯周炎の有無による CRP の差は小さくな
る 90．この結果は，身体活動が歯周炎による炎症反応
を抑制している可能性を示唆している．
４．食生活と口腔保健
１）ビタミン，カルシウム
　歯周病に関わる栄養素の代表的なものとしてはビタ
ミンとカルシウムが挙げられる．コラーゲン繊維は歯
周組織の重要な構成要素であり，ビタミン C はコラー
ゲン繊維の合成に関与している．ビタミン C の欠乏
によりコラーゲン合成が阻害されると創傷治癒の障害
や毛細血管の破裂などの原因となると言われている．
ビタミン C 不足による歯周病への影響は喫煙者にお
いて顕著であることから 53，ビタミン C の不足は喫
煙による歯周組織への影響を強めると考えられる．歯
周病がある者がグレープフルーツを摂取することで，
非喫煙者・喫煙者ともに血中ビタミン C 濃度が上昇
することから 91，喫煙者でも積極的にビタミン C を
摂取することにより歯周病の抑制効果が期待できるか
もしれない．
　ビタミン D はカルシウム濃度の維持に働くことか
ら，ビタミン D の不足は骨へのカルシウム沈着を障
害し骨に関わる疾病を発症しやすくする．そのため，
ビタミン D 不足は歯を支える歯槽骨へも影響し，歯
周病の進行や歯の喪失に繋がると考えられる．しかし，
ビタミン D と歯周病及び歯の喪失との関係について
は，ビタミン D の評価法の違いや研究デザインの違
いにより必ずしも一致した結果が得られてはいない．
　ビタミン D は魚類やキノコ類に多く含まれている

が，日本人の食事摂取基準（2010 年版）では，成人
のビタミン D 摂取の目安量は 1 日あたり 5.5μg（上
限量 1 日 50μg）である．国民健康・栄養調査の結果
では，男女ともにビタミン D 摂取量の平均は約 8μg
と目安量を超えてはいるが，骨粗鬆症の治療に求めら
れる摂取量は 10〜20μg であることから，更に多く
の摂取を心がけることが望ましい．閉経後の女性にお
いてビタミン D が不足した場合は，サプリメントと
してのビタミン D の補充が効果的であると報告され
ている 92．一方，ビタミン D は食品からの摂取の他，
適度な日光（紫外線）を浴びることで皮膚において合
成されることから，日常生活で紫外線を浴びることも
重要となる．そのため，ビタミン D の歯周病や歯の
喪失への影響を検討する際には食事からの摂取だけで
はなく他の要因も考慮する必要がある．いずれにして
も，ビタミン D レベルを一定以上に保つことは口腔
の健康維持にとって有益であると思われる．
２）乳製品
　乳製品の中で，チーズ，その他の乳製品の摂取及び
含まれるカルシウム量と歯周病との間には関連がなく
63, 64，乳製品以外の摂取カルシウム量と歯周炎との関
連も認められていないことから 64，乳製品摂取と歯周
病との関連におけるカルシウムの影響はそれほど強く
ないのかもしれない．
　一方，乳酸菌食品の摂取は歯周病に対して抑制的な
結果を示している 63, 64．プロバイオティクス作用を
持つ複数の乳酸菌を含むヨーグルトは，歯周病原細菌
の生育を阻害するが，Streptococcus sanguinis の生
育には影響していない 93．また，市販の乳酸菌飲料を
飲むテスト群と何も飲まないコントロール群に口腔清
掃を制限した介入研究では，テスト群の BOP と歯肉
溝滲出液量はコントロール群に比べて有意に低い結果
であった 94．これらの報告より，乳酸菌食品に含まれ
る乳酸菌は，口腔においてプロバイオティクスとして
歯周病に抑制的に作用していることが考えられる．
３）その他
　穀物の摂取と歯周病の関連で，全粒粉は関連が見ら
れ，精製穀物との関連は見られなかったことから 65，
栄養摂取量を変えずに全粒粉の摂取を増やすことは歯
周病を抑制する可能性を示唆している．食物繊維の摂
取と歯周病については，関連が見られない研究や 65，
65 歳以上の者のみに関連が見られるものなど 66 一致
した傾向は見られない．理由は定かではないが，食物
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繊維の摂取は若い頃の歯周組織には影響が弱いのかも
しれない．
　不飽和脂肪酸の摂取は動脈硬化を抑制することが示
されているが 95，歯周組織にとっても良い結果が得ら
れている 68．一方，飽和脂肪酸の摂取は動脈硬化や高
血圧に影響するが 95，非喫煙者における飽和脂肪酸の
摂取は歯周病のリスクを高めていた 69．飽和脂肪酸摂
取の歯周病への影響が喫煙者で見られなかった原因と
しては，喫煙による歯周病への影響が強く働いている
ことが考えられる．
　食事は我々の日常生活で欠かせないものであり，
様々な健康問題に深く関わっている．本稿で示すよう
に口腔保健に関わる食品や栄養素についての報告は数
多く存在するが，口腔保健に対する顕著な効果を示す
ものや重大なリスクとなるようなものではなく，口腔
保健と関連が見られる食品，栄養素は，口腔以外の健
康にも共通して関連しているものが多いように思われ
る．食生活が健康的である者は，食品摂取による影響
だけではなく，健康に対する関心が高く食生活以外の
生活習慣も良好であることが考えられる．
　歯周炎と 3 つの健康増進行動（正常体重の維持，推
奨レベルの運動の遂行，良質な食生活）との関連を調
べた研究により，それら 3 つの健康増進行動の数が多
いほど歯周炎の有病率が有意に低いことが示されてい
る 96．また，身体活動と健康的な食事と歯周病との関
連を調べた研究においても，身体活動が低い者や不健
康な食生活の者では歯周病のリスクが高いことが示さ
れている 52．肥満と歯周炎との関連は数多く報告され
ているが，標準体重の維持に加えて適度の運動や健康
的な食生活に気を付けることは，生活習慣病の予防だ
けではなく歯周状態の健康維持にも貢献できることを
示唆している．

【結論】
　本稿では，NCDs に関わる生活習慣のリスク因子
として喫煙，飲酒，運動，食生活と口腔保健との関わ
りについて検討を試みた．それぞれ興味深い研究が数
多く報告されている．しかし，喫煙以外のものについ
ては，臨床や保健指導に積極的に取り入れるだけのエ
ビデンスが確立されているとは言い難い．喫煙だけで
はなく飲酒，運動，食生活などの生活習慣の改善によ
り口腔の健康維持が期待できることを広く周知させる
ことができれば，人々の口腔の健康に対する関心を高

めていくことにも繋がるのではないかと思われる．そ
のためにも，日常の生活習慣と口腔保健との関わりに
ついてのエビデンスを更に蓄積していく必要があるで
あろう．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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Ⅱ. 課題別エビデンス

4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす
 主な原因疾患との関係

1） 脳卒中
 －口腔保健と脳血管疾患－

2） 認知症

3） 転倒・骨折

4） 関節疾患
 －歯周病と関節リウマチ－

5） その他
 －口腔保健と要介護状態－
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4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との
関係
1）脳卒中
	 －口腔保健と脳血管疾患－
菊谷 武1,2,3， 鰕原 賀子1

1：日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科　2：日本歯科大学大学院生命歯学研究科臨床口腔機能学　
3：日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック

【抄録】
　日本人における要介護状態を引き起こす原因の第 1
位は脳血管疾患である．脳血管疾患は四肢のみならず
口腔顔面領域にも運動障害を引き起こし，ひいては口
腔衛生状態の悪化を引き起こす．要介護状態を引き起
こす主要な原因である脳血管疾患と口腔の健康状態と
の関連性を検討することは非常に重要な課題である．
本論文では，この両者についてこれまで示されている
5 つのレビュー論文を中心にエビデンスの整理を行っ
た．その結果，歯周病と脳卒中の関連性として，若年
層や歯牙の欠損が多い集団，CAL や PPD が大きい
場合に脳卒中のリスクが上昇するとの報告が認められ
た．さらに，出血性脳卒中よりも非出血性（虚血性）
脳卒中の方が，歯周病との関連性が強いことも挙げら
れている．ところが，歯周病の治療による脳血管疾患
の発症リスクの減少に関する報告が不十分であるた
め，因果関係はいまだ不明確である．今後の研究では
これらの問題を追究すべく追跡研究や介入研究を行う
必要があると思われる．

【緒言】
　日本人における要介護状態を引き起こす原因の第 1
位は脳血管疾患である．これまでの国民生活基礎調査
において，回を追うごとにその割合は減少傾向にある
ものの，平成 22 年の最新値では全体の 21.5% を占め
ている．脳血管疾患は四肢のみならず口腔顔面領域に
も運動障害を引き起こし，ひいては口腔衛生状態の悪
化を引き起こす．加えて，脳血管疾患を引き起こしう
る生活習慣は，同時に口腔の健康状態を悪化させてい
る可能性もあり，両者に影響を及ぼす共通した危険因
子の存在が考えられる．このように，口腔の健康状態
と脳血管疾患は相互に密接な関係があるとされ，多く

の報告がなされてきている．そこで今回は口腔の健康
状態と脳血管疾患との関連性に関する今日までの研究
を総括することとした．

【目的】
　平成 23 年度に日本人の三大死因に変動があり，長
らく不動の第 3 位であった脳血管疾患は肺炎にその順
位を譲ることとなった．脳血管疾患は直接の死因では
なくなったものの，その後遺症により摂食嚥下障害を
来せば二次的に肺炎を発症し，死に至る可能性は充分
に考えられる．さらに，60 〜 79 歳の年齢層において
脳血管疾患はいまだに死因の第 3 位に位置しており，
高齢期目前から後期高齢にかけての脳血管疾患の罹患
が介護面に及ぼす影響は大きいと思われる．要介護状
態を引き起こす主要な原因である脳血管疾患と口腔の
健康状態との関連性を検討することは非常に重要な課
題である．本論文では，この両者についてこれまで示
されているエビデンスを整理することを目的とした．

【方法】
　PubMedを用い，cerebrovascular disease，
CVD，strokeに加えてoral health，tooth loss，
periodontitis といった検索語を用いて文献検索を
行った．検索された論文並びにそれらの引用論文から，
口腔の健康状態と脳血管疾患との関わりをまとめた．
論文は 2003 年 4 月〜 2014 年 4 月までに発刊された
レビュー論文とその引用文献を対象とした．

【結果】
　5 つのレビュー論文で口腔の健康状態と脳卒中との
関係に関する報告があり，それらに引用された論文は
2 つの横断的研究，3 つの症例対照研究，12 のコホー
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ト研究（うち 1 つは後ろ向きコホート研究） の計 17 
の研究であった．
以下にレビュー論文ごとの見解を年代順に示す．（表
1．表 2．参照）
　Janket ら 1 では 2 つの研究（Beck ら，1996，Wu
ら，2000） から歯周病による脳卒中の相対危険度

（Relative Risk; RR）を RR=2.85; 95% CI，1.78-4.56 
と算出し，両者に関連性があるとした．
　Khader ら 2 では前年の Janket の引用に 4 つの研
究（Grauら，1997，Morrisonら，1999，Howellら，
2001，Buhlinら，2002） を加えて相対危険度を算
出している．Grau らでは急性期脳卒中患者群 166
人と，年齢と性別をマッチさせた健常者群の 2 群
を対象に歯の感染症が脳卒中の危険因子になるかを
検討した．う蝕，根先部透過像，歯周病，他の歯科
的透過像を反映させた total dental index; TDI と
orthopantomography index; OPGI を評価したと
ころ，患者群で歯科的状況が劣っている傾向にあり

（TDI: P=0.070; OPGI: P=0.062），重度の歯周病
（P=0.047） や根尖部透過像（P=0.027） を有する者
が有意に多いとした．年齢で調整したロジスティック
回帰分析により，歯科的状況が劣っていることは脳虚
血の独立危険因子である（OR=2.6; 95% CI，1.18 - 
5.7） と報告した．Buhlin らの研究はスウェーデンで
行われ，質問紙による主観的評価で歯肉の出血，歯の
動揺，深い歯周ポケット，義歯の使用の有無と脳卒中
の既往との関連を調査した．オッズ比（Odds Ratio; 
OR） はそれぞれ，OR= 1.83; 95% CI, 0.78 – 4.31, 
p=0.17, 1.83; 95% CI, 0.66 – 5.12, p=0.25, 0.68; 
95% CI, 0.22 – 2.05, p=0.49, 1.81; 95% CI, 0.74  
– 4.42, p=0.20 であり，主観的評価のもとではいず
れも有意差は認められなかった．これらの横断的研
究を含む 6 つの研究とも RR は 1.00 以上であった
が，有意差を検出した研究は半数（Beck ら，Grau
ら，Wu ら） のみであった．健常者と比較して，歯肉
炎並びに歯周炎の患者の脳血管疾患に対する総合的
な相対危険度はそれぞれ RR =1.37; 95% CI, 1.10 – 

1.73, p=0.006 と RR =1.13; 95% CI, 1.01 – 1.27, 
p=0.032 と算出されたが，これを前向きコホート研
究の 4 つに限った場合には RR =1.11; 95% CI, 0.98 
– 1.25, p=0.106 であり有意差は認められなかった．
また，健常者と比較した無歯顎者の脳血管疾患に対
する相対危険度は RR =1.46; 95% CI, 0.80 – 2.66, 
p=0.222 であり，こちらも有意差は認められなかっ
たとしている．
　Mustapha ら 3 では血清抗体価を用いた 2 つの研
究（Pussinenら，2004，Johanssonら，2005） を
引用している．Pussinen らではベースラインにおけ
る CVD の既往の有無並びに追跡調査時における脳
卒中の発症（初発または再発） の有無で 4 群に分け
てPg IgA, Pg IgG の値を比較したが有意差はなかっ
た．Johansson らでは男女別のAa LNA の値を脳卒
中のアウトカムで比較したところ，女性で OR=0.28; 
95% CI, 0.13 – 0.59， 男 性 で OR=0.88; 95% CI, 
0.52 – 1.51 と算出しているが，これら 2 本の論文の
結果からは総合的には統計学的有意差はなかったとし
ている．これまでのところ歯周病原菌の血清抗体価を
評価した研究自体が少なく，脳卒中のアウトカムに対
する関連性を総括した論文はこの報告のみである．
　Yoshida ら 4 では 4 つのコホート研究を引用して
歯牙の欠損と脳卒中の関連性について示している．
Joshipura ら（2003）では残存歯が 25 歯以上か未
満の 2 群に分けると男性における虚血性脳卒中の相
対危険度は RR=1.57; 95% CI, 1.24 – 1.98 と算出し
ている．Abnet ら（2005）では欠損歯数の中央値に
より 2 群に分けると全脳卒中で RR=1.11; 95% CI, 
1.01 – 1.23, Heitmann and Gamborg（2008）では
無歯顎と 28 歯以上の 2 群で比較すると全脳卒中で
RR=3.25; 95% CI, 1.48 – 7.14，Choe ら（2009）
では 3 年後の追跡調査時の歯数の減少が 7 歯以上
か未満の 2 群に分けると，男性と女性でそれぞれ
RR=1.3; 95% CI, 1.2 – 1.4, RR=1.2; 95% CI, 1.0 – 
1.3 と算出している．歯牙の欠損は虚血性並びに出血
性の脳卒中のいずれとも関連性があるものの，共通し

レビュー論文 Janket et al., 20031 Khader et al., 20042 Mustapha et al.,
20073

Yoshida and
Akagawa, 20114 Dietrich et al., 20135

主な結果
RR=2.85
95% CI; 1.78-4.56

RR=1.13
95% CI; 1.01-1.27

脳卒中と血清抗体価
には関連性なし

歯の欠損と脳卒中に
関連はあるが機序は
不明

女性より男性で関連
性が強い

表１：歯周病と脳卒中に関するレビュー論文の概要
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4. 1） 脳卒中

た様々な交絡因子を除外することは困難であり，その
機序を同定することは難しいとしている．
　Dietrich ら 5 ではこれまでに引用のなかった比較
的新しい 5 つの研究（Grauら，2004，Simら，2008，
Jimenezら，2009，Pradeepら，2010，Xu and Lu，
2011）を引用している．Grau らでは発症から 7 日以
内の急性虚血性脳卒中または一過性脳虚血発作の入院
患者群 303 人，健常者群 300 人，非血管性疾患であ
る入院患者対照群 168 人の 3 群に分け，全ての対象
者の歯科的状況を clinical attachment loss; CAL と
放射線学的に診査した．個々の CAL の平均値は全歯
の 4 点法の CAL の平均値とし，歯周病の指標とした．
入院患者群では健常者群や入院患者対照群と比較して
CAL が大きく，他の因子を調整すると重度の歯周病
の状況では脳虚血のリスクが更に上昇するとした．平
均の CAL が 6mm 以上の重度歯周病の者は，CAL が
3mm 以下の軽度歯周病者または歯周病のない者と比
較すると脳卒中発症のオッズ比は OR=4.3; 95% CI, 
1.85 – 10.2 であった．また，男性であるか 60 歳以下
の若年層である場合に重度歯周病は脳卒中の危険因子
として働くと述べている．歯肉炎と，放射線学的に判
断された重度の歯槽骨欠損も脳虚血の独立危険因子で
あるものの，う蝕との関連性は見出されなかったとし
ている． Sim らの研究は韓国で行われ，265 人の慢性
脳卒中患者群と 214 人の健常対照群を対象とした．患
者群には専門家が MRI または CT で脳卒中を診断し，
歯科医師が CAL を計測した．CAL が 6mm 以上の歯
牙を有している場合は，全ての潜在的交絡因子を調整
しても脳卒中のリスクが OR=4.0; 95% CI, 2.3 – 7.0
と算出され，CAL が 5mm 以上の場合には用量依存
的に脳卒中のリスクが上昇するとしている．また，60
歳より若年層もしくは血圧が正常な者の方が歯周病と
脳卒中の関連性は高かった．欧米諸国以外で歯周病と
脳卒中との関係を調査した研究はこの調査が初めてで
あり，その関連性は欧米諸国の研究（RR=2.8） より
も非常に強いとしている．また，Jimenez らによれば，
歯周ポケットの深さ（歯周病の罹患状態） と脳卒中の
発症には関連がなかったものの，歯槽骨欠損（歯周病
の既往） と脳卒中の発症には関連があり（HR=3.52; 
95% CI, 1.59 – 7.81），特に 65 歳以下でより強い関
連性があるとしている（HR=5.81; 95% CI, 1.63 – 
20.7）．これとは反対に，Pradeep らの症例対照研究
によれば，虚血性発作から 5 日以内の 100 人の患者

群と 100 人の対照群における plaque index, gingival 
index, probing pocket depth; PPD, CAL を比較し
たところ，PPD が 4.5mm 以上であることが最も強
力な危険因子であり，そのオッズ比は OR=8.5; 95% 
CI, 1.1 – 68.2 と算出している．これらの報告を示し
つつ，歯周病と冠動脈疾患では，性差がないか男性よ
り女性で関連性が強いとする報告がある一方で，歯周
病と脳血管疾患では女性より男性で関連性が強いとす
る 3 本の報告があったと総括している．

【考察】
　1996 年以降の口腔状態と脳卒中に関する論文を系
統的に検索した．現状では口腔の健康状態と循環器疾
患の関連性を検討する研究の一部に，脳卒中との関連
性を検討する研究が包含されている報告が殆どであ
り，その数は循環器疾患に関する報告のうちの 3 割
未満に留まっている．5 本のレビュー論文で引用され
た主要な論文を総括すると，歯周病と脳卒中の関連性
は，若年層や歯牙の欠損が多い集団，CAL や PPD が
大きい場合に脳卒中のリスクが上昇するものと考察さ
れる．さらに，出血性脳卒中よりも非出血性（虚血性）
脳卒中の方が，歯周病との関連性が強いことも挙げら
れている．ところが，歯周病の治療による発症リスク
の減少に関する報告が不十分で因果関係が明確ではな
いという点は循環器疾患と同様の結果となっている．
ただし，歯周病と冠動脈疾患では性差がないか男性よ
り女性で関連性が強いとする報告がある一方で，歯周
病と脳血管疾患では女性より男性で関連性が強いとす
る見解もあり，口腔の健康状態と循環器疾患または脳
卒中の関連性には共通点と相違点が混在しているのも
事実である．また，歯周病原菌の血清抗体価に関する
研究はまだ少ないため，脳卒中に及ぼす影響が十分に
議論されているとは言い難い．口腔の健康状態と脳卒
中の両者に影響を及ぼすと思われるすべての交絡因子
を除外した研究計画を立てることは困難であるが，今
後の研究ではこれらの問題についても検討の可能なよ
く計画された追跡研究や介入研究を行う必要があると
思われた．

【結論】
　本論文では口腔の健康状態と脳血管疾患との関連性
について現在までの研究を検討した．その結果，若年
層や歯牙の欠損が多い集団，CAL や PPD が大きい場
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合に歯周病と脳血管疾患の関連性が強まることが分
かった．しかし，この両者の直接的な因果関係は明
確にされておらず，今後の研究では更なる追跡研究
や介入研究を行う必要がある．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との
関係
2）認知症
山本 龍生
神奈川歯科大学大学院歯学研究科社会歯科学講座

【抄録】
　世界で高齢化が進む中，要介護になる原因として認
知症が大きな問題となっている．多くの横断研究に
よって，認知症の者は口腔内状態が不良であることが
指摘されている．これらの横断研究からは，認知症に
なった結果口腔内が不良となったと考えられてきた．
しかし近年，口腔保健がその後の認知症発症や認知機
能低下に影響するという研究報告がなされるように
なってきた．そこで本総説では口腔保健がその後の認
知症発症や認知機能低下に関連するか否かを，国内外
の縦断研究または介入研究の原著論文から検討した．
その結果，大部分の研究において有意な関連が報告さ
れていた．また，認知症発症や認知機能低下に関連す
るとされる口腔内状態等として，口腔衛生状態，歯周
病，歯数，咬合，咀嚼，かかりつけの歯科医院の有無
及び歯科受診が報告されていた．

【緒言】
　認知症とは脳や身体の疾患を原因として，記憶・
判断力などの障害がおこり，普通の社会生活が送れ
なくなった状態をいう．日本の厚生労働省が実施し
た 2010 年国民生活基礎調査の結果によると，認知症
は介護が必要になった原因の 15.3% を占め，脳卒中

（21.5%）に次いで 2 番目に多かった 1．
　世界の多くの国々で高齢化が進む中，認知症患者の
増加が大きな問題となっている．2040 年には世界の
約 8,100 万人が認知症に罹患すると推計されている 2．
日本の厚生労働省の推計では，2010 年現在の認知症
高齢者（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上）は約
280 万人（65 歳以上人口の 9.5%）であり，2025 年
には 470 万人（65 歳以上人口の 12.8%）になるとさ
れている 3．
　多くの横断研究によって認知症患者の口腔内は不良
であることが示されている．すなわち，認知症患者は

健常な者よりもう蝕が多く4-6，喪失歯が多く4,5,7-13，歯
周病が多く5,6,10,12,14，義歯が不安定で 15，歯及び義歯
の清掃状態が不良 6,15 である．しかし，これらの横断
研究の結果から因果関係を示すことはできない．一般
的に考えられるのは，認知症になった結果として口腔
内が不良になったということであり 16，これまでこの
ような理解がなされてきた．
　その一方で，口腔内の状態がその後の認知症発症や
認知機能低下に関連するという報告がなされるように
なっている．しかし，これらをとりまとめた総説は少
ない 17．

【目的】
　そこで本総説では，口腔保健と認知症または認知機
能低下との関連に関する国内外の報告を整理した．特
に，不良な口腔内状態がその後の認知症発症や認知機
能低下に関連するか否かを縦断研究または介入研究の
原著論文から検討した．また，認知症発症や認知機能
低下に関連する口腔内状態にはどのようなものがある
のか，これまでの知見をまとめた．

【方法】
　2014 年 4 ～ 5 月に，口腔内状態とその後の認知症
発症または認知機能低下との関連を検討した文献の検
索を行った．文献の包含基準は，ヒトを対象として行
われた縦断研究または介入研究であり，英語または日
本語で書かれた，原著論文とした．
　医中誌 Web18 で「認知症」「口」「歯」の検索用語
で文献検索し，会議録を除く251の文献リストを得た．
また PubMed19 で「dementia」「dental health」を
検索用語として文献検索し，484 の文献リストを得
た．まず，タイトルと抄録から本総説の趣旨と明らか
に異なる文献を除外した．更に収集した文献の本文で
引用されている文献で本総説の趣旨に合うものを入手
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した．

【結果】
１. 口腔衛生
　口腔衛生とその後の認知症発症との関連を検討した
コホート研究が 2 つ報告されている．65 歳以上の日
本人 4,425 人を 4 年間追跡した研究 20 では，口腔衛
生（歯磨き，うがい，義歯の手入れ）に気をつけてい
ると回答した者を基準として，気をつけていないと回
答した者は，年齢，所得，Body Mass Index（BMI），
治療中の疾患の有無，飲酒習慣，運動習慣及び物忘れ
の自覚の有無を調整すると，有意ではないが（p=0.07）
ハザード比が 1.76（0.96 ～ 3.20）であった．米国民
5,468 人（年齢の中央値 81 歳）を 18 年間追跡した
研究 21 では，女性において，1 日に 3 回歯磨きをす
る者を基準として毎日はしない者は，年齢，喫煙状態，
飲酒習慣，運動習慣，BMI，高血圧等の疾患の有無，
教育歴，頭部外傷の有無，認知症の家族歴等の要因を
調整しても，ハザード比が 1.65（1.05 ～ 2.62）と有
意に高かった．
　口腔衛生に関して，看護師や介助者が食後に約 5 分
間歯ブラシで口腔内を清掃し，必要があれば週に 1 回
歯科医師または歯科衛生士が歯垢や歯石の除去を行う
という介入研究（無作為化比較試験）22 が報告され
ている．10 施設に入所している認知症患者に対して，
これらの介入を行った群（90 人）と行わなかった群

（99 人）を比較したところ，介入群において 6 カ月後
と 12 カ月後にいずれも MMSE（認知機能検査）によ
る評価で認知機能の低下が抑制された．
２. 歯周病
　5 つのコホート研究によって歯周組織の状態とその
後の認知症発症または認知機能低下との関連が検討さ
れ，関連が有意であったとする報告がある一方で，な
かったとする報告もあった．
　認知症の診断をアウトカムとした研究は 3 つあり，
そのうちの 1 つでは有意な関連が見られたが，その他
の 2 つでは有意な関連が見られなかった．米国の 158
人を対象としたコホート研究 23 では，年齢，MMSE
及びアポリポタンパクε 4 の遺伝子型を調整しても，
アルツハイマー型認知症になった者（平均追跡期間：
10.8 年）は認知機能が正常のままであった者（平
均追跡期間：12.5 年）に比較して Fusobacterium 
numleatum と Prevotella intermedia に対する血清

抗体価が有意に高かった．一方，フランスの 66 ～
80 歳の者 405 人を 15 年以上追跡した研究 24 では
Community Periodontal Index（CPI）による歯周
組織の評価と認知症発症との間に有意な関係はみられ
なかった．また，2 型糖尿病の者 11,140 人を 5 年間
追跡調査した研究 25 では，対象者の自己申告による
歯肉からの自然出血，ブラッシング時の出血または食
事の時の出血があった日数で評価した歯肉の状態と認
知症発症との間に有意な関係はみられなかった．
　認知機能低下をアウトカムとした報告は 3 つあり，
そのうち 2 つは有意な関係がみられたが，残りの 1
つは有意な関係は見られなかった．米国の男性 597
人（28 ～ 70 歳）を 32 年間追跡したコホート研究 26

では，特に 45.5 歳よりも高年齢（300 人）に限ると
10 年間あたりの歯槽骨の吸収とポケットの深さの増
大が大きい者ほど，年齢，教育歴，飲酒歴，虚血性心
疾患等の要因を調整しても，認知機能（MMSE また
は spatial copying task（SCT）で評価した）の低
下が有意であった．また，米国の 947 人（70 ～ 79
歳）の認知機能を 2 年間追跡したコホート研究 27 で
は，平均の歯肉指数（Gingival index）が高いほど，
年齢，性，教育歴，人種，虚血性心疾患リスクの要因
を調整しても，認知機能（MMSE で評価した）の低
下が有意に見られた．一方，前述した 2 型糖尿病の者
11,140 人を 5 年間追跡調査した研究 25 では，対象者
の自己申告による歯肉からの自然出血，ブラッシング
時の出血または食事の時の出血があった日数で評価し
た歯肉の状態と認知機能（MMSE で評価した）低下
との間に有意な関係は見られなかった．
３. 歯数
　歯数がその後の認知症発症または認知機能低下に及
ぼす影響を検討した縦断研究について原著論文が 8 つ
入手でき，そのうち 6 つが歯の喪失がその後の認知症
発症または認知機能低下のリスクとなることを示し，
残りの 2 つのうち 1 つにおいては有意な関係は見ら
れず，1 つは喪失歯数が多いほどリスクが低くなると
いった逆の結果であった．
　アウトカムを認知症発症とした 6 論文のうち，2 つ
は症例対照研究，残りの 4 論文はコホート研究であり，
1 つのコホート研究を除き，いずれも歯の喪失がその
後の認知症発症のリスクとなることを示した．日本の
60 人（43 ～ 89 歳）のアルツハイマー型認知症患者
と 120 人の性・年齢をマッチングさせた健常者を比
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較した症例対照研究 28 では，半分以上の歯の喪失経
験と総義歯の使用はアルツハイマー病のリスク因子と
なることが示された．また，スウェーデンのアルツハ
イマー型認知症患者 310 人（65 歳以上）と 3,063 人
の健常者を対象とした症例対照研究 29 では，年齢，性，
脳血管疾患の既往，教育歴，運動習慣等の要因を調整
しても，35 歳以前の歯の喪失経験がアルツハイマー
型認知症のリスク因子となることが示された．
　アルツハイマー型認知症をアウトカムとしたコホー
ト研究で最も古いのは，米国の尼 144 人（75 ～ 98 歳）
を 12 年間追跡した研究 30 で，歯数が少ないほどアル
ツハイマー型認知症のリスクが上がることを示した．
すなわち，0 ～ 9 歯の者は 10 ～ 28 歯の者に比較して，
年齢，教育，アポリポタンパク E 遺伝子型の因子を調
整後，ハザード比が 2.20（1.1 ～ 4.5）であった．前
述の 65 歳以上の日本人 4,425 人を 4 年間追跡したコ
ホート研究 20 では，20 歯以上の者を基準として，歯
が殆どなく義歯未使用の者は，年齢，所得，BMI，治
療中の疾患の有無，飲酒習慣，運動習慣及び物忘れ
の自覚の有無を調整しても認知症発症のハザード比が
1.85（1.04 ～ 3.31）であった．また，前述の 2 型糖
尿病の者 11,140 人を 5 年間追跡調査した研究 25 で
は，歯数が 22 以上の者を基準として，年齢，性，社
会経済状態，心血管疾患のリスク因子を調整した認知
症発症のハザード比が，1 ～ 21 歯の者では 1.24（1.05
～ 1.46），無歯顎者では 1.48（1.24 ～ 1.78）と有意
に高くなった．一方，フランスで行われた 405 人（66
～80 歳）を 15 年以上追跡したコホート研究 24 では，
性，BMI，糖尿病，抑うつ，高血圧，虚血性心疾患及
び脳卒中の既往の要因を調整すると，高学歴者（312
人）では歯数と認知症発症の間に有意な関連が見られ
ず，低学歴者（93 人）では 11 歯未満を失った者を
基準として 11 歯以上を失った者のハザード比が 0.30

（0.11 ～ 0.79）とその他の研究 20,25,28-30 とは逆に，
有意に低くなった．
　アウトカムを認知機能低下とした論文は 3 つ入手で
き，そのうちの 2 つでは有意な関係が見られたが，残
りの 1 つでは有意な関係が見られなかった．前述の
米国の男性 597 人（28 ～ 70 歳）を 32 年間追跡し
たコホート研究 26 では，10 年間あたりの喪失歯数の
多い者ほど，年齢，教育歴，飲酒歴，虚血性心疾患等
の要因を調整しても，認知機能（MMSE または SCT
で評価した）の低下が有意であった．また，前述の 2

型糖尿病の者 11,140 人を 5 年間追跡調査した研究 25

では，歯数が 22 以上の者を基準として，年齢，性，
社会経済状態，心血管疾患のリスク因子を調整した認
知機能（MMSE で評価した）低下のハザード比が，1
～ 21 歯の者では 1.23（1.10 ～ 1.38），無歯顎者で
は 1.39（1.21 ～ 1.59）と有意に高くなった．一方，
日本の施設入所者 517 人（59 ～ 107 歳）を 6 年間
追跡したコホート研究 31 では，年齢と脳血管疾患の
既往で調整すると歯数と認知機能（ベースラインに比
べて，よい，変化なし，悪い）の関連は見られなくなっ
た．
４. 咬合
　咬合に関しては，義歯使用の有無と認知症発症との
関連を検討したコホート研究が 2 つあり，いずれも有
意な関係を報告している．前述の 65 歳以上の日本人
4,425 人を 4 年間追跡したコホート研究 20 では，20
歯以上の者を基準として，歯が殆どなく義歯未使用の
者は，年齢，所得，BMI，治療中の疾患の有無，飲酒
習慣，運動習慣及び物忘れの自覚の有無を調整しても
認知症発症のハザード比が 1.85（1.04 ～ 3.31）で
あったが，歯が殆どなくても義歯を使用している者の
ハザード比は 1.16（0.78 ～ 1.74）と 20 歯以上の者
との間に有意差は認められなかった．前述の米国民
5,468 人（年齢の中央値 81 歳）を 18 年間追跡した
研究 21 では男性において，上顎に 10 歯以上かつ下顎
に 6 歯以上を有する者を基準として，上下顎に有する
歯がそれ未満でなおかつ義歯未使用の者は，年齢，喫
煙状態，飲酒習慣，運動習慣，BMI，高血圧等の疾
患の有無，教育歴，頭部外傷の有無，認知症の家族歴
等の要因を調整すると，ハザード比が 1.91（1.13 ～
3.21）と有意に高かった．
　義歯使用の有無と認知機能低下の関連を検討したコ
ホート研究は 1 つであった．すなわち前述の日本の施
設入所者 517 人（59 ～ 107 歳）を 6 年間追跡した
コホート研究 31 では，年齢と脳血管疾患の既往で調
整すると歯数及び義歯使用の有無と認知機能（ベース
ラインに比べて，よい，変化なし，悪い）の関連は見
られなくなった．
５. 咀嚼
　咀嚼能力と認知症発症の関連を検討したコホート研
究が 1 つあった．前述の 65 歳以上の日本人 4,425 人
を 4 年間追跡したコホート研究 20 では，何でもよく
噛めると答えた者を基準として，殆ど噛めないと答え
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た者は，年齢，所得，BMI，治療中の疾患の有無，飲
酒習慣，運動習慣及び物忘れの自覚の有無を調整して
も認知症発症のハザード比が 1.47（0.95 ～ 2.25）で
あったが統計学的に有意ではなかった．
６. その他
　前述の 65 歳以上の日本人 4,425 人を 4 年間追跡し
たコホート研究 20 では，かかりつけの歯科医院のあ
る者を基準として，ない者は，年齢，所得，BMI，治
療中の疾患の有無，飲酒習慣，運動習慣及び物忘れの
自覚の有無を調整しても認知症発症のハザード比が
1.44（1.04 ～ 2.01）であった．なお，この研究の対
象地区の住民において，かかりつけの歯科医院を有す
ることが定期受診を反映していることが確認されてい
る 32．また，前述の米国民 5,468 人（年齢の中央値
81 歳）を 18 年間追跡した研究 21 では女性において，
過去 1 年に 2 回以上歯科受診をした者を基準として
受診しなかった者は，年齢，喫煙状態，飲酒習慣，運
動習慣，BMI，高血圧等の疾患の有無，教育歴，頭部
外傷の有無，認知症の家族歴等の要因を調整すると，
ハザード比が 1.89（1.21 ～ 2.95）と有意に高かった．

【考察】
　口腔保健がその後の認知症発症や認知機能低下に関
連するか否かを，国内外の縦断研究または介入研究の
原著論文から検討した結果，大部分の研究において有
意な関連が報告されていた．また，認知症発症や認知
機能低下に関連するとされる口腔内状態等には，口腔
衛生状態，歯周病，歯数，咬合，咀嚼，かかりつけの
歯科医院の有無及び歯科受診があった．
　口腔保健から認知症発症や認知機能低下への想定経
路を図 1 に示した．歯周病は歯の喪失原因であるとと
もに 33，長期の慢性炎症であるために，歯周組織の炎
症から様々な物質が血液を介して全身の臓器への影響
する可能性が指摘されている 34．一方，血中の炎症性
マーカーが認知症の原因や増悪因子として注目されて
いる 35．したがってこれらの歯周病から認知症発症・
認知機能低下への経路が考えられる．
　また，歯の喪失によって咀嚼能力が低下し，噛むこ
とによる脳への刺激が少なくなるために，脳の認知領
域の退行性変化が起こる可能性がある 36．さらに，咀
嚼能力の低下によって生野菜等の摂取が減り，ビタミ
ン等の栄養不足が起こると予想される 37．これらビタ
ミン等の栄養不足は認知症発症のリスク因子であり，

このような栄養からの経路も考えられる 38．
　かかりつけの歯科医院の存在は歯科への定期受診に
繋がり，定期受診における歯科保健指導や予防処置に
よって歯周病や歯の喪失の防止が期待される．した
がって，図 1 のかかりつけの歯科医院からの経路も考
えられる．
　臨床家は，口腔保健がその後の認知症発症や認知機
能低下に影響することを理解し，臨床に携わるべきで
ある．歯の喪失防止の重要性を患者の保健指導の際に
強調するとともに，不幸にして歯を失った者には義歯
等による補綴治療の重要性を伝える必要がある．
　研究者は，認知症発症や認知機能低下に及ぼす歯科
的介入の効果について研究を行う必要がある．また，
動物実験等で歯周病や歯の喪失から認知機能低下に至
るメカニズムの解明を行う必要がある．
　政策決定者は，認知症や認知機能低下の予防のため
に口腔保健がいかに重要であるかを理解し，高齢者に
おける介護予防プログラムへの歯科医療関係者の参画
や，都道府県医療計画の精神疾患における歯科の位置
づけを明確にすべきである．

【結論】
　口腔保健がその後の認知症発症や認知機能低下に関
連するか否かを，国内外の縦断研究または介入研究の
原著論文をもとに検討した．その結果，大部分の研究
において有意な関連が報告されていた．また，認知症
発症や認知機能低下に関連するとされる口腔内状態等
として，口腔衛生状態，歯周病，歯数，咬合，咀嚼，
かかりつけの歯科医院の有無及び歯科受診が報告され
ていた．

図１：口腔保健から認知症発症及び認知機能低下までの想定経路
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【抄録】
　転倒と骨折，特に大腿骨頸部骨折は高齢者が要介護
となる原因の約 1 割と言われている．口腔保健と転倒
や骨折との関係は殆ど知られていなかった．しかし，
近年，咬合の喪失がバランス機能を低下させることや
歯周病と骨粗しょう症に関連があることが指摘されて
いる．バランス機能は転倒や大腿骨頸部骨折と，骨粗
しょう症は大腿骨頸部骨折とそれぞれ関連することが
知られていることから，口腔保健がその後の転倒や大
腿骨頸部骨折に関わる可能性がある．
　そこで，口腔保健と転倒または大腿骨頸部骨折との
関連に関する国内外の文献を，エビデンスレベルを考
慮して整理した．特に，不良な口腔内状態がその後の
転倒や骨折の発症リスクの向上に繋がるか否かを検討
した．また，転倒や骨折に関連する口腔内状態にはど
のようなものがあるのかをまとめた．
　その結果，原著論文の数は少ないものの，いくつか
のコホート研究が入手できた．それらの多くは，咬合
支持の喪失や歯を失った後に義歯を使用しないことが
その後の転倒リスクとなることを示していた．また，
歯周病に罹患していることや歯数の少ないことがその
後の大腿骨頸部骨折のリスクを上昇させることも明ら
かにされていた．

【緒言】
　多くの高齢者にとって転倒や骨折（特に大腿骨頸部
骨折）は，介護が必要となる原因であり，高齢者にお
ける QOL 低下とともに医療経済的にも問題となって
いる．日本の厚生労働省が実施した 2010 年国民生活
基礎調査結果によると，転倒及び骨折は要介護になる
原因の 10.2% を占めていた 1．また，国内外の文献
により，転倒は高齢者の約 3 人に 1 人に起こり，そ
のうち約 6% は骨折に，約 24％は重度の受傷に至る
ことが報告されている 2,3．さらに，転倒することで，

次に起こりうる転倒に対する恐怖感のために自宅に引
きこもるようになり，その結果虚弱となって要介護状
態になる可能性も指摘されている．日本では転倒後の
医療・介護費用として毎年約 7,300 億円が費やされ，
この費用は国民に毎年使われる医療・介護費の約 5％
に相当すると試算されている 4．
　転倒のリスク因子として，高齢，過去の転倒経験，
関節リウマチや脳血管疾患等の疾患，抑うつ状態，筋
力やバランス機能の低下などが報告されている 5．こ
れらのリスク因子の中でバランス機能の改善を目的と
した転倒予防プログラムは一定の効果が期待できるこ
とが示されている 6．しかし，その他のリスク因子を
考慮した複合的な転倒予防プログラムでは殆ど効果が
認められていない 7．したがって転倒を予防するため
に介入可能なリスク因子の更なる特定が求められてい
る．
　近年の研究によって口腔の不健康が転倒のリスク因
子となる可能性が指摘されている．縦断研究によって
咬合の喪失がその後の脚力やバランス機能の低下に繋
がることが明らかになってきた 8．バランス機能の低
下は転倒のリスク因子であることから 5，咬合の喪失
が転倒のリスク因子となるかもしれない．
　また，大腿骨頸部骨折のリスク因子として骨粗しょ
う症がよく知られている 9．そして，近年，歯周病か
ら全身への影響，特に糖尿病，虚血性心疾患，脳血管
疾患及び低体重児出産への影響が指摘され 10，骨粗
しょう症と歯周病の関連も指摘されている 11．した
がって，歯周病によって骨粗しょう症のリスクが高ま
り，その結果大腿骨頸部骨折が起こりやすくなるかも
しれない．
　しかし，口腔の不健康がその後の転倒や骨折に繋が
るか否かについて，最近の研究成果が整理されている
とは言いがたい．

4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との
関係

	 3）転倒・骨折
山本 龍生1, 内藤 真理子2

1：神奈川歯科大学大学院歯学研究科社会歯科学講座　2：名古屋大学大学院医学系研究科予防医学分野
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【目的】
　そこで本総説では，口腔保健と転倒または骨折（特
に要介護状態に繋がる大腿骨頸部骨折）との関連に関
する国内外の文献を，エビデンスレベルを考慮して整
理した．特に，不良な口腔内状態がその後の転倒及び
骨折の発症リスクの上昇に繋がるか否かを検討した．
また，転倒や骨折に関連する口腔内状態にはどのよう
なものがあるのか，これまでの知見をまとめた．

【方法】
　2014 年 4 ～ 5 月に，不良な口腔内状態がその後の
転倒や大腿骨頸部骨折発症のリスクを高めるか否かに
関連する文献を検索した．文献の包含基準は，ヒトを
対象として行われた研究であり，英語または日本語で
書かれた，原著論文または総説（系統的総説も含む）
とした．
　医中誌 Web12 で「転倒」，「口」及び「歯」の検索
用語で検索し，会議録を除く 419 文献のタイトル及
び抄録を得た．また，「大腿骨頸部骨折」，「口」及び「歯」
の用語で検索し，会議録を除く 26 文献のタイトルと
抄録を得た．
　PubMed13 で「falls」，「elderly」及び「dental 
health」を検索用語として 173 文献，「falls」及び

「tooth」の用語で 332 文献のタイトル及び抄録を得
た．また，「hip fracture」及び「dental health」を
用語として 204 文献，「hip fracture」及び「tooth 
loss」を用語として 15 文献のタイトルと抄録を得た．
　まず，タイトルと抄録から本総説の趣旨とは明らか
に異なる文献を除外した．更に全文を入手した文献の
本文で引用されている文献のうち，本総説の趣旨に合
うものの全文を入手した．
　入手された文献をもとに，不良な口腔内状態がその
後の転倒及び骨折の発症リスクになるか否かを検討し
た．また，転倒や骨折に関連する口腔内状態にはどの
ようなものがあるのかについて文献から得られた結果
をまとめた．

【結果】
１. 口腔保健と転倒との関係
　2 つのコホート研究によって咬合支持のないことが
その後の転倒リスク上昇に寄与する可能性が指摘され
ている 14-16．Yoshida ら 14,15 は，重度の認知症で行
動異常を呈する高齢者を対象とした病院において，入

院した後に外来通院をしている患者 146 人（男性 42
人，女性 104 人，平均年齢 82.2 歳）を対象として，
咬合の診査をした後に，1 年間に 2 回以上の転倒経験
の有無を前向きに調査した．その結果，天然歯または
人工的な歯による咬合支持がない者は，天然歯で咬合
が維持されている者よりも 3.65（95% 信頼区間：1.42
～ 9.33）倍，部分的または全ての歯が欠損している
が義歯等で咬合支持がある者よりも 3.73（1.99 ～
6.98）倍，それぞれ転倒リスクが高いことが明らかに
なった．
　Yamamoto ら 16 は，地域在住で日常生活動作が全
自立であり，なおかつベースライン調査で過去 1 年
間に 1 度も転倒経験のないと回答した 65 歳以上の者
1,763 人を対象として，質問紙調査によって自己申告
の歯数，義歯使用の有無及び咀嚼能力と 3 年後の転
倒（過去 1 年間に 2 回以上の転倒）の関係を調査し
た．その結果，19 歯以下で義歯を使用していないと
回答した者は，20 歯以上と回答した者に比較して，性，
年齢，追跡期間中の要介護認定の有無，抑うつ状態，
主観的健康観及び教育歴のすべての要因を調整しても
2.50（1.21 ～ 5.17）倍，転倒リスクが高いことが明
らかになった．また，あまり噛めないと回答した者は，
何でも噛めると回答した者よりも上記の性，年齢等の
要因を調整しても 1.47（0.64 ～ 3.37）倍，転倒リス
クが高かったがその関係は有意ではなかった．
　咬合状態と転倒事故経験の関係をみた横断研究が 1
つあり，この研究では両者の間に有意な関係は見ら
れなかった 17．すなわち，7 医療機関に来院した 253
人の患者（男性 105 人，女性 148 人，年齢 30 ～ 94 歳）
に対して自記式質問票で「自分の歯でしっかり噛めま
すか」と質問し，「はい」と答えた者の転倒事故経験
率（29.7%）は「いいえ」のそれ（21.4%）よりも高
い傾向にあったもののその差は有意ではなかった．
２. 口腔保健と大腿骨頸部骨折との関係
１）歯周病と大腿骨頸部骨折との関係
　スウェーデンで行われた 788 人の住民（男性 375
人，女性 413 人，年齢 62 ～ 96 歳）を対象とした 3
年間のコホート研究によって，歯周病と大腿骨頸部ま
たは手の骨折との関係が検討された 18．その結果，歯
周炎（パノラマエックス線写真で歯間部におけるセメ
ント・エナメル境から歯槽骨頂までの距離を計測し，
5 mm 以上のか所が全顎の 30% 以上を歯周炎と定義
した）を有する者は，年齢を調整しても 2.1（95% 信
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頼区間：1.1 ～ 4.0）倍，大腿骨頸部または手の骨折
リスクが高いことが明らかになった．また，歯周炎と
骨粗しょう症の両方を有することによって，大腿骨頸
部または手の骨折リスクが 12.2（3.5 ～ 42.3）倍に
高まることもわかった．
２）歯数と大腿骨頸部骨折との関係
　Wakai ら 19 は 9,992 人の 50 歳以上（平均 61.1，
標準偏差 9.6 歳）の男性歯科医師を平均 6.0 年間追跡
し，ベースラインで入手した自己申告による歯数と，
診療報酬請求書から入手したその後の大腿骨頸部骨折

（厳密には大腿骨骨頭から転子下までを含めた大腿骨
近位部骨折）のデータを用いて，両者の関係を検討し
た．その結果，失った歯の本数（第三大臼歯を除く）
が 0 ～ 14 本を基準として，15 ～ 27 本を失った者及
び 28 本失った者（無歯顎者）は，年齢，飲酒，喫煙，
糖尿病の既往，精神的苦痛，睡眠導入剤の使用，エネ
ルギー・カルシウム摂取量，身長，体重，活発な身体
活動といった要因をすべて調整しても，骨折のリスク
がそれぞれ 4.1（95% 信頼区間：1.2 ～ 14.2），4.5（1.1
～ 18.0）倍高まることが明らかになった．また，同
様の年齢等の要因をすべて調整しても，歯を 1 本失う
ごとに骨折のリスクが 1.06（1.01 ～ 1.12）倍高まる
ことが明らかになった．

【考察】
１．口腔保健と転倒との関係
　原著論文の数は少ないものの，コホート研究によっ
て咬合支持の喪失がその後の転倒リスクを高める可能
性が明らかになった．そのメカニズムは不明であるが，
以下の可能性が考えられる．
　ヒトは頭部が重いために身体の重心が上半身にあ
る．そして，咀嚼筋や歯根膜からの求心性の線維によっ
て頭部の平衡が維持されている 20．そのため，咬合支
持の喪失は咀嚼筋や歯根膜からの求心性シグナルを減
少させて頭部を不安定にさせ，その結果身体の重心が
不安定となり転倒リスクが上昇するという可能性があ
る．無歯顎者において義歯装着の有無による身体の重
心動揺への影響を検討した研究 21 では，義歯装着時
のほうが未装着時よりも重心動揺が少なく直立姿勢が
安定することが明らかになり，これらの仮説を支持す
る結果であった．
２．口腔保健と大腿骨頸部骨折との関係
　このテーマに関しても原著論文数が少ないものの，

歯周病への罹患や歯の喪失がその後の大腿骨頸部骨折
のリスクを上昇させる可能性が示されている．このメ
カニズムについても，詳細は不明であるが前述の歯の
喪失（咬合の喪失）によって転倒リスクが上昇し，そ
の結果として大腿骨頸部骨折のリスクも上昇する可能
性がある．また，歯周病による長期の慢性炎症の結果，
骨粗しょう症のリスクが上昇し，その結果大腿骨頸部
骨折のリスクも上昇するという経路も考えられる．た
だし，歯周病から骨粗しょう症への直接的な影響につ
いてはまだ根拠が不十分であり，議論の最中であるた
めに 22，今後の研究を待つこととなる．
　口腔保健と転倒や大腿骨頸部骨折との関係につい
て，臨床家はこれまでの知見をよく理解し，臨床現場
での活用が望まれる．特に高齢者における咬合の重要
性を理解し，患者・住民にその情報を提供すべきであ
る．臼歯部の咬合支持のない高齢者に対しては積極的
に補綴治療が行われることが望まれる．
　口腔保健と転倒や大腿骨頸部骨折との関係に関する
原著論文が少ないことから，研究者は更に研究を行い，
結果の再現性を確認すべきである．また，介入研究に
よって因果関係の更なる検討を行うべきである．
　政策決定者はこれらの研究結果を踏まえて，公的介
護保険制度において，運動と口腔の機能向上を目的と
した介護予防のコラボレーションを図るべく，検討を
すべきである．例えばバランス機能向上を取り入れた
転倒予防教室に歯科専門職が出向いて咬合をチェック
することで転倒リスクが更に軽減できるかもしれな
い．

【結論】
　口腔保健と転倒または大腿骨頸部骨折との関連に関
する国内外の文献を，エビデンスレベルを考慮して整
理した．特に，不良な口腔内状態がその後の転倒や骨
折の発症リスクの向上に繋がるか否かを検討した．ま
た，転倒や骨折に関連する口腔内状態にはどのような
ものがあるのかをまとめた．
　その結果，原著論文の数は少ないものの，いくつか
のコホート研究が入手でき，それらの多くは，咬合支
持の喪失や歯を失った後に義歯を使用しないことがそ
の後の転倒リスクとなることが示していた．また，歯
周病に罹患していることや歯数の少ないことがその後
の大腿骨頸部骨折のリスクを上昇させることも明らか
になった．
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【抄録】
　歯周病と関節リウマチの関連についての研究が進展
している．本稿ではこれまでに公表された文献の中か
ら介入研究５編の論文を選んだ．また，症例対照研究
から 3 編，横断研究から４編の論文を選んだ．
　それらの結果より，歯周病と関節リウマチには関連
があり，歯周病の予防と治療により，関節リウマチの
症状やサロゲートマーカーが改善することが示され
た． しかし，効果が認められたのは一部の症状やサ
ロゲートマーカーであり，更なる検討が必要と考えら
れた．
　関連性の機序については，基礎研究により明らか
にされている．一部の歯周病細菌（Porphyromonas 
gingivalis）には，ペプチド中のアルギニンをシトル
リンに変換する酵素（ペプチジルアルギニンデイミ
ナーゼ（PAD）があり，生体のタンパク質／ペプチ
ドに対する翻訳後修飾を行う．P. gingivalis の PAD
を PPAD という．P. gingivalis や PPAD あるいは歯
周組織でシトルリン化された修飾タンパク質／ペプチ
ド（非自己タンパク質／ペプチド）は歯周組織の炎症
部位から血流に侵入し，全身に運ばれる．このため，
全身の各所で自己免疫疾患が引き起される．この細菌，
酵素または修飾タンパク質／ペプチドが関節滑液に侵
入すると，関節内で自己免疫反応を引き起こし，結果
的に関節リウマチを増悪させると考えられる．

【緒言】
　関節リウマチ（RA）は，関節滑膜内に炎症が生じ，
関節組織を破壊する自己免疫疾患である．わが国にお
ける関節リウマチの罹患率や有病者率に関する情報
は，十分には把握されていないが，一般的に患者数は
約 70 ～ 80 万人とされている（出典：平成 23 年８月
に発表された厚生科学審議会疾病対策部会関節リウマ

チ・アレルギー対策委員会の報告書）．日本における
骨関節疾患の医療費負担を患者調査，国民医療費報告，
社会医療診療行為別調査報告から求め，国際比較した
報告書によると，わが国では，関節リウマチは 1,029
億円，患者一人当たりでは，33.6 万円 / 人となる（関
節リウマチの疫学 患者の受療動態に関する研究 : 厚
生科学研究費補助金 平成 16 年度総括研究報告書）．
関節症全体では 48.5 万円 / 人なので，関節症医療費
の大部分は関節リウマチである．
　本稿ではこれまでに公表された文献の中から介入研
究を中心に論文を選択した．PubMed から，262 編
の論文が抽出され，歯周病に対する介入で関節リウマ
チの改善を検討した５編の論文 1-5 を選んだ．また，
症例対照研究から 3 編６-8，横断研究から４編９-12 の
論文を選んだ．
　関節リウマチの患者は関節リウマチに特異的な自己
抗体を産生しているが，いずれの自己抗体もペプチジ
ルアルギニンデイミナーゼ（PAD）によってシトル
リン化されたタンパク質／ペプチドを非自己（自己抗
原）として認識して産生されている13．
　PAD はタンパク質／ペプチド中のアルギニン残
基をシトルリン残基に変換する酵素で，PAD1 −
PAD4 と PAD6 酵素が体内に分布している．この中
で PAD4 は核内に移行可能で，核内においてヒスト
ンのシトルリン化と脱メチル化に関与している7,8． 
　体内の PAD はそれぞれの役割を担い，独自の恒常
性（ホメオスタシス）を保っている．一方，口腔に常
在する歯周病菌（P.gingivalis）は，生体の PAD と同
様の働きを持つ酵素（PPAD）を分泌する 14．PPAD
によりのタンパク質やペプチドはシトルリン化して非
自己タンパク質やペプチドに変化する．また，PPAD
自体もシトルリン化され，生体はシトルリン化された
PPAD を抗原として認識し，抗 PPAD 抗体を産生す

4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との
関係

	 4）関節疾患
	 －歯周病と関節リウマチ－
花田 信弘, 野村 義明
鶴見大学歯学部探索歯学講座
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る15．歯周病患者は，日常的に菌血症を起こしている
ため，歯周病原細菌（P.gingivalis）や PPAD が関節
滑液内に侵入するだけでなく，シトルリン化したタン
パク質／ペプチドも関節滑液内に侵入する．このため，
関節滑膜内で自己免疫疾患が発症すると考えられる．
　このように歯周病と関節リウマチの関係は，因果関
係の分子メカニズムが推定され，これからは臨床疫学
での証明が期待されている．本稿では PubMed に掲
載されている臨床研究を中心に文献を選び，現在わ
かっている歯周病と関節リウマチの関連についての疫
学的根拠を整理した．

【目的】
　歯周病と関節リウマチの文献をレビューし，歯周病
を予防・治療することで関節リウマチを改善できるこ
とを疫学的に確認することを目的とする．

【方法】
　文献の検索は PubMed に 2014 年 6 月 1 日までに
掲載された原著論文のみを抽出した．
PubMed は Clinical Trial, Humans でフィルターを
かけ，（"arthritis, rheumatoid"[MeSH Terms] AND

（"periodontitis" [MeSH Terms] OR "periodontal 
diseases"[MeSH Terms]）によって文献を検索し，
抽出した．
　その結果，PubMed から 262 編の論文が抽出され
た．それらの中から重複するもの，報告書，タイトル
や抄録を精読して本稿の主旨と明らかに異なるものを
除した．残り 14 編のうち介入研究を５編（英語のみ）
選んだ（表１）．また，症例対照研究を中心に相関を
調べた論文を４編選んだ（表２）．

【結果】
１. 介入研究
　2005 年に発表されたリオデジャネイロ連邦大学の
研究（Ribeiro J）1 では関節リウマチ患者に対する歯
周治療の効果を調べている．介入方法は口腔衛生指
導，PMTC 及び全顎の SRP である．対象者は 42 人
の RA 患者，平均年齢 51.6 歳，88.5% は女性．G1（対
照群）16 人，G2（治療群）26 人である．G1（対照群），
G2（治療群）の両群ともに歯周病のパラメーターに
は改善が見られた．口腔衛生指導，PMTC だけの G1

（対照群）は RF や赤血球沈降速度（ESR）に有意差

が見られないのに対し，口腔衛生指導，PMTC に全
顎の SRP を追加した G2（治療群）は ESR が有意に
改善した．しかし，RF には有意差が見られなかった 1．
　クリーブランド大学病院の研究 2 では関節リウマチ
患者 38 人（治療群 19 人，対照群 19 人），平均年齢
55 歳（88% は女性）に対する歯周治療の効果を見る
研究が実施された．その結果，歯周治療によって関節
リウマチの症状（DAS28，VAS 及び ESR）が改善す
ることがわかった 2．
　サンパウロ大学の研究 3 では，75 人（RA 患者と
非 RA 患者），平均年齢 50 歳（60% は女性）の対象
者を５群に分けて調査した．関節リウマチと歯周病が
ある患者に歯周治療を実施すると関節リウマチの症状

（DAS28）が３カ月間では有意に改善したが，６カ月
では有意差が見られなくなるなど，関係は不明瞭で
あった．しかし，一時的にではあるが歯周治療で炎症
を抑えられるので関節リウマチ患者が歯周治療を受け
ることの有益性は示された 3．
　クリーブランド大学病院の研究 4 では，抗 TNF- α
薬の投薬の有無の違いで，それぞれ 20 人ずつ，合計
40 人の RA 患者を集めた．抗 TNF- α薬の投薬を受
けている群 20 人をランダムに２群（治療群と非治療
群）に分けた．一方，抗 TNF- α薬の投薬を受けてい
ない群 20 人を同様に２群（治療群と非治療群）に分
けた．A 群（歯周治療のみ）の平均年齢 69 歳（80%
は女性），B 群（抗 TNF- α薬の投薬なし，歯周治療
も受けない）の平均年齢 49 歳（100% 女性），C 群

（抗 TNF- α薬と歯周治療の両方を受ける）の平均年
齢 54 歳（80% 女性），D 群（抗 TNF- α薬の投薬の
み，歯周治療を受けない）の平均年齢 63 歳（90% 女
性）の４群である．
　その結果，抗 TNF- α薬の投薬の有無にかかわらず，
歯周治療は関節リウマチの症状（DAS28，VAS）を
改善した 4．
　新潟大学の研究 5 では，55 人の RA 患者（平均年
齢 62.7 歳，82.8% は女性）を対象にした．歯みがき
指導と PMTC または SRP による介入により，関節
リウマチの症状（DAS28-CRP）が改善した．また，
anti-CCP，P.gingivalis 血清抗体（IgG）が低下し
た．同時に歯周ポケット深さと臨床的アタッチメント
レベル（CAL）が改善した．従って，歯みがき指導と
PMTC（または SRP）により関節リウマチ患者の口
腔と全身の症状を改善できると考えられる．
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２. 症例対照研究
　歯周病と関節リウマチの関係に関する症例対照研究
を表２に示す．
　2001 年に発表された症例対照研究（Mercado et 
al .）6 では，65 人の関節リウマチ患者とそれにマッ
チングさせた健常者を調査した．平均年齢 56.4 歳，
74.6% は女性であった．その結果，関節リウマチ患
者は歯肉出血のリスクが 1.64 倍，歯槽骨吸収のリス
クが 2.27 倍，ポケット深さが 2.47 倍であった．本
研究では，関節リウマチと歯周病の関連が認められた．

　2008 年に発表された症例対照研究（Pischon et 
al .）７では，57 人の関節リウマチ患者と 52 人の健常
者は比較された．
　その結果，関節リウマチ患者は歯周病のリスクが
8.05 倍高い．各種調整後も有意にリスクが高い（6.21
倍，6.39 倍，6.09 倍）事がわかった．
　2013 年に発表された症例対照研究（Chen et al .）８

では，13,779 人の関節リウマチ患者と 137,790 人の
非関節リウマチ患者が調査された．平均年齢 52.6 歳，
77.4% が女性であった．その結果，関節リウマチ患

表１：歯周病と関節リウマチの関係（介入研究）
表１:歯周病と関節リウマチの関係（介入研究）

著者（文献番号） 発表年 研究デザイン 調査対象者 介入手法 臨床評価項目 検査項目 知見 結論

Ribeiro et al.(1) 2005 介入

42人のRA患

者，平均年齢

51.6歳，88.5%
は女性．G1（対

照群）16人，

G2（治療群）

26人

口腔衛生指
導，PMTC,
全顎のSRP

HAQ，PI，GI，PPD，CAL RF，ESR

口腔衛生指導，PMTCだけのG1
（対照群）はRFや赤血球沈降速

度（ESR）に有意差が見られな

いのに対し，口腔衛生指導，

PMTCに全顎のSRPを追加した

G2（治療群）はESRが有意に改

善した．両群の歯周病のパラ

メーターもが改善した．

全顎のSRPによる歯周治療

はESRを改善させる．

Al-Katma et al.
(2) 2007 介入

38人（治療群19
人，対照群19
人）のRA患

者，平均年齢55
歳，88%は女性

口腔衛生指導
とSRP

DAS28，VAS，PI，GI，PPD，

CAL ESR

DAS28（76.4%），VAS
（58.8%）及びESRが改善し

た．歯周病のパラメーターもが

改善した．

歯周組織の感染と炎症の制
御は関節リウマチの症状を
改善する．

Pinho et al. (3) 2009 介入

75人（RA患者

と非RA患者)，

平均年齢50歳，

60%は女性

非外科的歯周
治療

HAQ，DAS28，PPD，GI，PI

α1-酸性糖タンパ

ク（AAG）＝急性

期反応物質の一

種，リウマトイド

因子（RF），

ESR，CRP

DAS28が改善した．
非外科的歯周治療で関節リ
ウマチの症状（DAS28）は
改善したが，不明瞭．

Ortiz et al. (4) 2009 介入

40人のRA患

者，A群の平均

年齢69歳，80%
は女性，B群の

平均年齢49歳，

100%女性，C群

の平均年齢54
歳，80%女性，

D群の平均年齢

63歳，90%女性

非外科的歯周
治療

DAS28，VAS，CAL，PPD，
プロービング時の歯肉出血
（BOP）

赤血球沈降速度
（ESR），TNF-α

DAS28，VASが改善，TNF-αの
レベルが低下した．

非外科的歯周治療は関節リ
ウマチを改善する．

Okada et al. (5) 2013 介入

55人のRA患

者，平均年齢

62.7歳，82.8%
は女性

歯みがき指導

とPMTC
（SRP）

DAS28，VAS，歯肉指数

（GI），プロービングポケット深

さ（PPD），臨床的アタッチメン

トレベル（CAL）

C反応性蛋白

（CRP）,
P.gingivalis血清

抗体（ IgG）,
anti-CCP，TNF-α

DAS28-CRPが改善，anti-
CCP，P.gingivalis血清抗体

（IgG）が低下，歯周ポケット
深さと臨床的アタッチメントレ
ベル（CAL）が改善．

歯みがき指導とPMTC（ま

たはSRP）により関節リウ

マチ患者の口腔と全身の症

状を改善できた．

表２：歯周病と関節リウマチの関係（症例・対照研究）
表２：歯周病と関節リウマチの関係（症例・対照研究）

著者（文献番号） 発表年 研究デザイン 調査対象者 臨床評価項目 検査項目 Odds ratio (OR) 結論

Mercado et al.(6) 2001 症例対照

65人の関節リウマチ患

者とマッチングさせた

健常者．平均年齢56.4
歳，74.6%は女性

PD,BOP，オルソ
パントモグラム
（OPG），

VAS，HAQ
ESR，CRP

関節リウマチ患者は歯肉出血

のリスクが1.64倍，歯槽骨吸

収のリスクが2.27倍，ポケッ

ト深さが2.47 倍

関節リウマチ

と歯周病の相

関が認められ

た．

Pischon et al.(7) 2008 症例対照
57人の関節リウマチ患

者，52人の健常者

プラーク指数
（PI），歯肉指

数（GI），ポ
ケット深さ
（PD），臨床的
アタッチメント
ロス（CAL），
喫煙，教育歴，
飲酒，BMI

―

関節リウマチ患者は歯周病の

リスクが8.05倍高い．各種調

整後も有意にリスクが高い

（6.21倍，6.39倍，6.09倍）

関節リウマチ

と歯周病の相

関が認められ

た．

Chen et al.(8) 2013 症例対照

国民健康保険に加入し

ている13,779人の関節

リウマチ患者，

137,790人の非関節リ

ウマチ患者，平均年齢

52.6歳，77.4%が女性

関節リウマチ

ICD9-CM
codes714.0，歯

周病ICD9-CM
codes523.3-5

―

関節リウマチ患者は歯周病の

リスクが非関節リウマチ患者

に比べて1.16 高い（95% CI
1.12 to 1.20）

関節リウマチ

と歯周病の相

関が認められ

た．
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者は歯肉出血のリスクが 1.64 倍，歯槽骨吸収のリス
クが 2.27 倍，ポケット深さが 2.47 倍であった．
3. 横断研究
　2005年に発表された横断研究（Ogrendik et al .）９

は，関節リウマチ患者 30 人と健常者 20 人を調査し，
関節リウマチ患者ではP. gingivalis , P. intermedia, 
P. melaninogenica, B. forsythus に 対 す る 血 清 抗
体価が有意に高く，P. gingivalis に対する抗体価と
CRP，P. intermedia に対する抗体価と ESR に有意
な正の相関が見られることを報告した．
　2008年に発表された横断研（de Pablo et al .）10 は，
米国の大規模健康調査（NHANESIII）の集計データ
を用いた．103 人の関節リウマチ患者（57% が女性）
について解析し，関節リウマチ患者は無歯顎のリス
クが非関節リウマチ患者に比べて 2.27 倍高い（95% 
CI 1.56 to 3.31）．関節リウマチ患者は歯周病のリス
クが非関節リウマチ患者に比べて 1.82 倍高い　（95% 
CI 1.04 to 3.20）ことを明らかにした．
　2010 年の米国退役軍人病院の報告 11 では，関節リ
ウマチ患者 69 人，骨粗鬆症患者 35 人が調査された．
関節リウマチ（RA）に罹患している患者と変形性関
節症（OA）患者との比較調査を実施した．RF, anti-
CCP が高値の関節リウマチ患者は変形性関節症患者
と比べて歯周病の重症度が高かった．
　2012 年の報告（Mikuls et al .）12 では，関節リウマ

チでないと判定された者 284 人を調査している．自
己免疫抗体陰性者 171 人，自己免疫抗体陽性者 113
人．この 113 人の中から ACPA,RF 検査の結果で 38
人をハイリスクとした．ハイリスク者では，抗体陽性
者，陰性者と比較して，抗体陽性者は陰性者と比較し
て，P. g の抗体価が有意に高かった．P. i，F. n の抗
体価では有意な差が認められなかった．
4. 現在進行中の調査
　上記の他に，現在進行中の研究もある．Monsarrat P
ら16 は，フランス南西部の２つの大学病院の調査を予
告している．

【考察】
　５例の介入研究では，４例が関節リウマチ患者に対
する歯周治療の介入効果を認めている．残る１例につ
いても歯周治療の介入効果を肯定的に評価している．
これまでの研究では介入手法として歯みがき指導と
PMTC または SRP による介入を実施しているが，技
術的な検討は不明確である今後は歯周病の予防と治療
の技術を向上させる事により，更に明確な結果が得ら
れると思われる．
　また，３例の症例対照研究と NHANESIII のデータ
を用いた横断研究の結果は，いずれも歯周病と関節リ
ウマチの関係を示すものであった（表２）．これらは，
介入研究の結果を補強するデータとして重要である．

表３：歯周病と関節リウマチの関係（横断研究）
表３：歯周病と関節リウマチの関係（横断研究）
著者（文献番号） 発表年 研究デザイン 調査対象者 臨床評価項目 検査項目 結果 結論

Ogrendik et al.(9) 2005 横断 関節リウマチ患者30人，
健常者20人 DAS28

病原体特異的
IgG，ESR，
血清CRP，
RF

関節リウマチ患者ではP. gingivalis ,

P. intermedia , P. melaninogenica,

B. forsythusに対する血清抗体価が
有意に高かった．
P. gingivalis に対する抗体価と
CRP，P. intermedia に対する抗体
価とESRに有意な正の相関が見られ
た．

歯周病菌に対する
抗体価は関節リウ
マチの検査値と相
関がある．

de Pablo et al.(10) 2008

横断
（NHANESIII）

103人の関節リウマチ患
者，57%が女性

アタッチメン
トロス，ポ
ケット深さ

―

関節リウマチ患者は無歯顎のリスク
が非関節リウマチ患者に比べて2.27

倍高い（95% CI 1.56 to 3.31)．関
節リウマチ患者は歯周病のリスクが
非関節リウマチ患者に比べて1.82倍
高い（95% CI 1.04 to 3.20)．

関節リウマチは歯
の喪失と歯周病に
関連していると思
われる．

Dissick et al.(11) 2010 横断 関節リウマチ患者69人，
骨粗鬆症患者35人

アタッチメン
トロス，ポ
ケット深さ，
パノラマレン
トゲン

RF, anti-CCP

関節リウマチに罹患している米国退
役軍人，対照は骨粗症患者の比較で
は，骨粗鬆症患者と比較してRF,

anti-CCPが高値の関節リウマチ患
者は歯周病が重症の者が多かった．

骨粗鬆症患者と比
較して関節リウマ
チ患者では歯周病
が重症の者が多
かった．

Mikuls et al.(12) 2012 横断

関節リウマチでないと判定
された者284人．自己免疫
抗体陰性者171人，自己免
疫抗体陽性者113人．この
113人をACPA,RF検査の
結果から38人をハイリスクと
した．

―
RF及びP. g､
P. i, F. nの抗
体価（IgA,

IgM, IgG）

ハイリスク者では，抗体陽性者，陰
性者と比較して，抗体陽性者は陰性
者と比較して，P. gの抗体価が有意
に高かった．P. i，F. nの抗体価で
は有意な差が認められなかった．

関節リウマチハイ
リスク者では歯周
病菌の抗体価が高
く，過去に歯周病
菌に感染した履歴
があることを示し
ている．
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　関節リウマチの患者は関節リウマチに特異的な自己
抗体を産生しているが，いずれの自己抗体もペプチジ
ルアルギニンデイミナーゼ（PAD）によってシトル
リン化されたタンパク質／ペプチドを非自己（自己抗
原）として認識して産生されている 13．
　PAD はタンパク質／ペプチド中のアルギニン残
基をシトルリン残基に変換する酵素で，PAD1 −
PAD4 と PAD6 酵素が体内に分布している．この中
で PAD4 は核内に移行可能で，核内においてヒスト
ンのシトルリン化と脱メチル化に関与している17,18． 
　体内の PAD はそれぞれの役割を担い，独自の恒常
性（ホメオスタシス）を保っている．一方，口腔に常
在する歯周病菌（P.gingivalis）は，生体の PADと同
様の働きを持つ酵素（PPAD）を分泌する 14．PPAD
により自己タンパク質／ペプチドはシトルリン化して
非自己タンパク質に変化するだけでなく，PPAD 自身
もシトルリン化され，抗原として認識されて抗 PPAD
抗体が産生される15．歯周病患者は，日常的に菌血症
を起こしているため，歯周病原細菌（P.gingivalis）
が関節滑液内に侵入するだけでなく，シトルリン化し
た PPAD も関節滑液内に侵入する．このため，関節
滑膜内で自己免疫疾患が発症すると考えられる．

【結論】
　介入研究，症例対照研究，横断研究及び基礎研究の
結果から，歯周病と関節リウマチは関連があり，歯周
病を予防・治療することで関節リウマチの症状のいく
つかを改善できることが示された．しかし，その改善
は評価項目の一部であり，論文の中には改善効果があ
いまいなものもあるので，更なる調査研究が必要であ
る．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　高齢化社会にとって，要介護状態発生の減少と健康
寿命の延伸は重要な課題である．近年口腔の健康が要
介護状態発生の大きな原因である脳卒中のリスクを高
める可能性が指摘されている．また口腔の健康は栄養
摂取や社会的交流に関わる会話や笑顔に影響し，高齢
者の健康状態の維持に関わる．そこで本レビューで
は高齢者の口腔の健康が要介護状態の発生に関連する
か，コホート研究と介入研究に絞り検討した．7 本の
研究報告がレビューに含められた．口腔の良好な健康
が将来の要介護状態発生予防に関連する可能性が示さ
れた．またかかりつけ歯科医を有している人ほど，要
介護状態になりにくい可能性も示された．更に口腔の
健康を維持するための専門的なサービスが要介護度の
低下を防ぐ可能性が示された．義歯の利用も含む良好
な口腔の健康状態は将来の要介護状態発生が低いこと
と関連していた．高齢者の健康の口腔の健康を維持す
る保健医療介入を更に普及させることにより，要介護
状態の発生率を低下させられる可能性が存在する．

【緒言】
　要介護状態が生じ，介護が必要な高齢者が増加する
ことは高齢者の家族の負担や，介護施設に関わる費用
の増加をもたらす 1．そして要介護状態自体が死亡率
を上昇させる 2．要介護状態の発生を予防することは
健康寿命の延伸及び社会的負担の減少の観点から極め
て重要である．
　要介護状態発生の予測因子としては年齢が高いこ
と，認知機能障害，視力障害，低い主観的健康感 3 や，
Body-Mass Index（BMI）の減少または増加，四肢
の機能低下，運動や社会的交流の減少，喫煙などが挙
げられる 4．近年口腔保健がこれらの要介護状態の発
生のリスク要因の一部に関係する可能性が指摘されつ

つある．残存歯数の減少と口腔機能の低下は食品摂取
と栄養を偏らせる 5,6．口腔機能の低下は BMI の減少
または増加を招く可能性がある 7．栄養状態の低下は
高齢者の虚弱や要介護状態の発生に繋がると考えられ
る 8．また歯周病に伴う慢性炎症は脳血管疾患のリス
クとなる可能性があり，歯周病が脳卒中のリスクを増
加させうることがメタ解析により示されている 9．脳
卒中は四肢の麻痺を招くことがあり，要介護状態の原
因となり，障害調整生命年 Disability-Adjusted Life-
Years（DALYs）を減少させる大きな要因である 10．
また口腔の状態が悪いと転倒を招く可能性が指摘され
ており 11，高齢者の転倒は骨折やその後の要介護状態
の発生に寄与する可能性がある．更に口腔機能が認知
機能の低下を招くことも指摘されており 12，これも要
介護状態の発生に繋がる．また口腔の健康は会話 13

や顔の外見 14 や笑顔 15，食事の機能を通じて 5,6，友
人との交流やそのための外出といった社会的活動に影
響する可能性もある 16．高齢者の社会参加は要介護状
態発生を予防することが報告されており 17，社会的側
面からも口腔の健康状態が重要な役割を果たしている
可能性が存在する．

【目的】
　様々な要因により，口腔の健康の低下は高齢者の要
介護状態発生のリスク要因となる可能性がある．口腔
保健は介入が可能なことが多く，口腔保健と要介護状
態発生の関連を明らかにすることは，要介護状態発生
予防に寄与する可能性がある．そこで本節では，口腔
の健康と要介護状態について前向きコホート研究と介
入研究についてレビューすることを目的とした．

【方法】
　コホート研究を調べるため，次の検索式を用

4. 口腔保健と要介護状態を引き起こす主な原因疾患との
関係

	 5）その他
	 －口腔保健と要介護状態－	
相田 潤
東北大学大学院歯学研究科国際歯科保健学分野
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い て，PubMed で 検 索 を し た．#1:"Long-Term 
Care"[majr] OR "Intellectual Disability"[majr] OR 
"Disabled Persons"[majr] OR Disability[tiab] OR 
impaired[tiab] OR “dependent elderly”[tiab] OR 

“dependent older persons”[tiab] OR “activities 
of daily living” [tiab]，#2:（Periodontitis OR 

“periodontal disease” OR “tooth disease” OR 
caries OR denture OR teeth OR dental OR 

“oral care” OR “Oral health”[MeSH Terms] 
OR dentistry[MeSH Terms], #3:“cohort” OR 

“longitudinal” OR "randomized controlled 
trial"[PT]， 除 外 す る た め の 用 語 と し て #4: 
"child"[MeSH Terms] OR "child"[All Fields]，#5: 
"adolescent"[MeSH Terms] OR "adolescent"[All 
Fields]）NOT Charcot-Marie-Tooth， を 用 い た．
Pubmed に お い て，（#1 AND #2 AND #3 NOT 
#4 NOT #5）とした．324件の文献からタイトルと
抄録で３件に絞った．
　また，医学中央雑誌にて，#1: 要介護 /AL AND（歯
/TH OR 歯 /AL），#2:（口 /TH OR 口腔 /AL），#3:（コ
ホート /AL OR 介入 /AL）の用語で，原著論文に絞
り（#1 AND #2 AND　#3）の検索式で検索を行い，
４９本の文献を得た．ここからタイトルと抄録で 2 本
を選んだ．またハンドサーチを行い，1 本の文献（報
告書）を選んだ．

【結果】
　検索の結果，5 本の前向きコホート研究と１本の介
入研究が含められた 18-23．また介入研究として 1 本
の報告書から文献を含めた 24．各文献の概要を表１に
示す．
　歯に支障がある場合 18，かかりつけ歯科医がない場
合 19,20，残存歯数が 19 本以下の場合に 21，それぞれ
支障が無い場合，かかりつけ歯科医がある場合，歯が
20 本以上の場合と比較して，追跡期間中の要介護状
態の発生が有意に多かった．また，歯が 19 本以下で
義歯を利用していない高齢者では，歯が 20 本以上の
高齢者に比べて，有意に身体機能障害の発生が多かっ
た 22．施設入居者に対して，栄養・運動・口腔の複合
介入の効果を調べた無作為化比較試験では，介入群で
体重，BMI，タンパク質摂取が非介入群よりも有意に
高かった 23．また非介入群では社会的機能と身体的機
能が低下したが，介入群では低下しなかった．介護予

防サービスの効果を調べた報告では，歯科衛生士によ
る専門的サービス提供がある場合，無い場合と比べて
要介護度が維持・改善するオッズが有意に高かった24．

【考察】
　口腔の健康と要介護状態発生に関するコホート研究
や介入研究は少ないものの，本レビューから両者の関
連性が次のように示唆された．口腔の良好な健康が将
来の要介護状態発生予防に関連する可能性が示され
た．また，かかりつけ歯科医を有している人ほど，要
介護状態になりにくい可能性も示された．さらに，口
腔の健康を維持するための専門的なサービスが，要介
護度の低下を防ぐ可能性が示された．
　残存歯数が少ないほど要介護状態の発生が多かった21．
残存歯数の低下による低栄養状態は，高齢者の虚弱と
要介護状態発生につながりうる 8．日本人高齢者では
和食が要介護状態発生のリスクを減らすことが示され
ており 25，栄養状態に加えてこうした食事パターン
と残存歯数の関係も今後研究を進めていくべきであろ
う．更に脳卒中は要介護状態の原因になる疾患だが，
歯の喪失が脳卒中のリスクとなる可能性が指摘されて
いる 9．歯周病はう蝕と並んで日本人の歯の喪失の４
割以上を占める原因だが 26，歯周病が歯の喪失を引き
起こすと同時に，歯周病による慢性炎症が脳卒中のリ
スクを高めていると考えられる．歯周治療は短期的に
は慢性炎症や内皮機能不全を低下させる 27．しかし，
歯周治療による脳卒中発生自体の予防効果のエビデン
スは不十分との指摘もあり 27，今後の検証が求められ
る．
　かかりつけ歯科医がある場合，要介護状態の発生が
少なかった 19,20．かかりつけ歯科医がいる場合に口腔
保健状態が良好であることが理由として考えられる．
義歯利用や口腔ケアは高齢者の栄養状態低下を防ぐ可
能性があり 28,29，口腔のケアや，歯が少なくても義歯
利用がある場合に要介護状態発生のリスクが低い可能
性が示されており 22-24，かかりつけ歯科医はこうした
口腔保健を向上させる面で有効なのかもしれない．ま
た口腔状態が悪ければ，会話 13 や顔の外見 14 や笑顔
15，食事の機能を通じて 5,6，社会的活動が低下する可
能性がある 16．高齢者の社会参加は要介護状態発生を
予防することが報告されているが 17，かかりつけ歯科
医があることは，高齢者が外出して社会参加をしてい
ることを反映していて，そのことが要介護状態発生の
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表
１：

口
腔

保
健

と
要

介
護

状
態

の
発

生
に

関
す

る
前

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

と
介

入
研

究

文
献

番
号

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
サ

ン
プ

ル
サ

イ
ズ

主
な

予
測

因
子

ア
ウ

ト
カ

ム
共

変
量

内
容

18
小
長
谷
，
渡
邉

20
06

～

20
10

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
の

高
齢

者
3,

95
2
歯

に
支

障
が

あ
る

か
要

介
護

認
定

の
発

生
年

齢

年
齢

調
整

の
ロ

ジ
ス

テ
ィ

ッ
ク

回
帰

分
析

の
結

果
4年

後

の
要

介
護

認
定

と
関

連
し

た
項

目
は

，
男

性
で

は
1つ

以
上

の
疾

患
既

往
か

目
に

支
障

が
あ

る
こ

と
，

女
性

で
は

疾
患

既
往

が
2 
つ

以
上

あ
る

こ
と

，
目

か
歯

に
支

障
が

あ
る

こ
と

で
あ

っ
た

（
女

性
の

歯
に

支
障

が
あ

る
場

合
の

オ
ッ

ズ
比

＝
1.

90
（

95
%
信

頼
区

間
＝

1.
20

-3
.0

2）
．

要
介

護
認

定
と

有
意

に
関

連
す

る
要

因
は

男
女

間
で

違
い

が
あ

り
，

疾
患

や
健

康
管

理
，

移
動

能
力

及
び

日
常

生
活

に
お

け
る

身
体

活
動

は
，

4 
年

後
の

要
介

護
認

定
に

も
大

き
な

影
響

が
あ

る
と

考
え

ら
れ

た
．

19

小
宮

山
，

大
井

，
三

好
，

坪
井

，
服

部
，

遠
又

，
柿

崎
，

辻
，

渡
邉

20
03

～

20
11

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
70

歳
以

上
地

域
在

住
の

高
齢

者
83

4
か

か
り

つ
け

歯
科

医
の

有
無

要
介

護
状

態
の

発
生

年
齢

，
性

，
疾

患
既

往
症

，
喫

煙
，

飲
酒

，
最

終
学

歴
，

栄
養

状
態

，
抑

う
つ

傾
向

，
認

知
機

能
，

ソ
ー

シ
ャ

ル
サ

ポ
ー

ト
，

現
在

歯
数

地
域

高
齢

者
に

お
け

る
，

か
か

り
つ

け
歯

科
医

の
有

無
と

要
介

護
認

定
と

の
関

連
を

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
に

よ
り

検
討

し
た

．
70

歳
以

上
の

地
域

高
齢

者
83

4人
に

口
腔

診
査

を
含

む
調

査
を

実
施

し
，

追
跡

し
た

．
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
時

，
全

体
の

86
%
（

77
8人

）
が

か
か

り
つ

け
歯

科
医

を
有

し
て

い
た

．
平

均
6.

2年
の

追
跡

で
要

介
護

認

定
は

37
%
（

30
4人

）
に

認
め

ら
れ

た
．

Co
x比

例
ハ

ザ
ー

ド
分

析
に

お
い

て
，

か
か

り
つ

け
歯

科
医

な
し

は
要

介
護

認
定

と
独

立
し

た
関

連
を

有
し

た
（

ハ
ザ

ー
ド

比
：

1.
4，

95
%
信

頼
区

間
：

1.
0-

1.
9）

．
一

方
，

受
診

動
機

及
び

最
終

受
診

の
時

期
は

有
意

な
関

連
を

示
さ

な
か

っ
た

．

20
井

上
20

01
～

20
04

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
の

高
齢

者
13

,0
66

か
か

り
つ

け
歯

科
医

の
有

無
要

介
護

認
定

の
発

生

基
本

的
日

常
生

活
動

作
能

力
（

Ba
si

c
Ac

tiv
iti

es
 o

f D
ai

ly
 L

iv
in

g）
，

手
段

的
日

常
生

活
動

作
能

力
（

In
st

ru
m

en
ta

l A
ct

iv
iti

es
 o

f
D

ai
ly

 L
iv

in
g）

，
治

療
中

の
疾

病
数

，
主

観
的

健
康

感
，

．
昨

年
と

比
較

し
た

健
康

度
，

生
活

満
足

感
，

外
出

頻
度

，
趣

味
活

動
，

年
間

収
入

額

3年
間

の
要

介
護

予
防

に
寄

与
す

る
要

因
は

，
主

観
的

健

康
感

と
BA

D
L，

IA
D

Lの
生

活
動

作
能

力
が

優
れ

，
趣

味
活

動
を

し
て

い
る

こ
と

で
あ

っ
た

．
年

間
所

得
額

が
高

い
こ

と
と

，
か

か
り

つ
け

歯
科

医
が

い
る

こ
と

は
女

性
で

の
み

有
意

な
関

連
を

示
し

た
．

多
変

量
ロ

ジ
ス

テ
ィ

ッ
ク

回
帰

分
析

の
結

果
，

か
か

り
つ

け
歯

科
医

が
い

る
場

合
，

自
立

し
て

い
る

オ
ッ

ズ
が

1.
25

0倍
（

９

５
％

CI
＝

1.
01

2-
1.

54
4）

高
か

っ
た

．
こ

れ
ら

の
要

因
の

改
善

が
介

護
予

防
に

寄
与

す
る

可
能

性
が

あ
る

．

21

Ai
da

 J
,

K
on

do
 K

,
H

ir
ai

 H
,

N
ak

ad
e 

M
,

Ya
m

am
ot

o
T, H

an
ib

uc
hi

T,
 O

sa
ka

 K
,

Sh
ei

ha
m

 A
,

Ts
ak

os
 G

,
W

at
t R

G
.

20
03

～

20
07

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
の

高
齢

者
4,

42
5
残

存
歯

数
，

咀

嚼
能

力
要

介
護

認
定

の
発

生

年
齢

，
性

別
，

BM
I，

主
観

的
健

康
感

，
既

往
疾

患
，
喫

煙
，
飲

酒
，
運

動
，
等

価
所

得

20
03

年
に

愛
知

県
の

65
歳

以
上

の
健

常
者

を
対

象
に

郵

送
調

査
を

行
い

，
そ

の
後

4年
間

追
跡

で
き

た
4,

42
5人

の
デ

ー
タ

を
用

い
て

，
ど

の
よ

う
な

人
が

要
介

護
状

態
に

な
っ

た
か

を
分

析
し

た
．

51
9人

（
11

.7
％

）
が

要
介

護
状

態
に

な
っ

た
．

歯
が

19
本

以
下

の
人

（
14

.0
％

）

や
，

咀
嚼

機
能

が
低

い
人

（
21

.5
％

）
で

要
介

護
状

態

に
な

る
人

が
多

い
傾

向
に

あ
っ

た
．

多
変

量
Co

x比
例

ハ

ザ
ー

ド
分

析
の

結
果

，
歯

が
20

本
以

上
の

人
に

比
べ

て

19
本

以
下

の
人

で
要

介
護

状
態

発
生

の
危

険
性

が
21

％

有
意

に
増

加
し

た
（

H
az

ar
d 

ra
tio

；
1.

21
，

95
%
信

頼
区

間
；

1.
06

-1
.4

0）
．

咀
嚼

能
力

と
要

介
護

状
態

発
生

の
関

係
は

，
全

身
の

健
康

状
態

な
ど

で
説

明
さ

れ
，

有
意

で
は

な
か

っ
た

（
何

で
も

食
べ

れ
る

人
に

比
べ

て
，

あ
ま

り
噛

め
な

い
人

の
H

R=
1.

17
，

95
%

CI
＝

0.
88

–1
.5

6）
．
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4. 5） その他

表
１

の
続

き

文
献

番
号

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
サ

ン
プ

ル
サ

イ
ズ

主
な

予
測

因
子

ア
ウ

ト
カ

ム
共

変
量

内
容

22

Sh
im

az
ak

i
Y,

 S
oh

 I,
Sa

ito
 T

,
Ya

m
as

hi
ta

Y,
 K

og
a 

T,
M

iy
az

ak
i H

,
Ta

ke
ha

ra
 T

.

19
88

&
8

9～
19

94
&

9
5

前
向

き
コ

ホ
ー

ト
研

究
59

歳
以

上
施

設
入

居
高

齢
者

身
体

機
能

：

N
=4

83
，

認
知

機

能
：

N
＝

51
7，

死

亡
：

N
=1

,7
62

歯
と

義
歯

の
利

用

身
体

機
能

障

害
，

認
識

脳
，

死
亡

年
齢

，
施

設
の
種

類
，
健

康
指

標

身
体

機
能

，
認

知
機

能
，

死
亡

率
に

歯
の

状
態

が
影

響
す

る
か

明
ら

か
に

す
る

た
め

，
29

高
齢

者
施

設
に

入
居

す
る

高
齢

者
を

対
象

と
し

て
，

6年
間

の
前

向
き

コ
ホ

ー
ト

研
究

を
実

施
し

た
．

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ッ

ク
回

帰
分

析
に

よ
る

単
変

量
解

析
で

は
，

歯
の

状
態

が
悪

い
人

は
有

意
に

身
体

機
能

障
害

や
，

認
知

機
能

障
害

，
死

亡
が

多
か

っ
た

．
多

変
量

解
析

で
も

，
歯

が
19

本
以

下
で

義
歯

を
利

用
し

て
い

な
い

者
で

，
身

体
機

能
障

害
（

N
=4

83
，

O
R=

 6
.0
，

95
%

CI
＝

 （
1.

9-
19

.3
）

及

び
死

亡
（

N
=1

,7
69

，
O

R=
1.

8，
95

%
CI

＝
（

1.
1-

2.
8）

）
が

有
意

に
多

か
っ

た
．

認
知

機
能

に
関

し
て

は
多

変
量

解
析

で
は

有
意

差
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

．

23

Be
ck

 A
M

,
D

am
kj

ae
r

K
, S

or
by

e
LW

.

20
06

無
作

為
化

比
較

試
験

65
歳

以
上

施
設

入
居

高
齢

者
12

1
栄

養
，
運

動
，
口

腔
ケ
ア
の
複

合
介

入

体
重

，
BM

I，
エ
ネ

ル
ギ
ー

と
タ

ン
パ
ク
質

摂
取

，
AD

L

―

介
入

群
と

非
介

入
群

で
比

べ
て

，
体

重
の

変
化

量
（

％
）

（
1.

3 
vs

. -
0.

6%
, p

=0
.0

05
）

，
BM

Iの
変

化

量
（

％
）

（
0.

4 
vs

. -
0.

2%
, p

=0
.0

03
）

，
エ

ネ
ル

ギ
ー

摂
取

（
0.

7 
vs

. -
0.

3 
M

J/
da

y,
 p

=0
.0

84
）

，
タ

ン
パ

ク
質

摂
取

（
5 

vs
. -

2g
/d

ay
, p

=0
.0

12
）

で
介

入
群

が
高

か
っ

た
．

ま
た

非
介

入
群

で
は

社
会

的
機

能
と

身
体

的
機

能
が

低
下

し
た

が
，

介
入

群
で

は
低

下
し

な
か

っ
た

．
11

週
の

介
入

が
終

わ
っ

た
後

27
週

目
で

の
測

定
で

は
，

介
入

群
，

非
介

入
群

と
も

に
体

重
と

身
体

的
機

能
が

減
少

し
た

が
，

認
知

機
能

に
変

化
は

な
か

っ
た

．
高

齢
者

の
社

会
的

及
び

身
体

的
機

能
を

維
持

す
る

た
め

に
，

複
合

介
入

が
有

効
か

も
し

れ
な

い
．

24

辻
，

大
渕

，
杉

山
，

植
田

，
大

原
，

安
村

，
本

間
，

大
野

，
鈴

木
，

大
久

保
，

丹
後

20
07

～

20
08

非
無

作
為

化
介

入
研

究
40

歳
以

上

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

で
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

す
る

者

9,
10

5
口

腔
機

能
向

上
サ

ー
ビ

ス

要
介

護
状

態
の

維
持

・
改

善

性
，
年

齢
，
口

腔
機

能
向

上
サ
ー

ビ
ス
各

指
標

歯
科

衛
生

士
に

よ
る

専
門

的
サ

ー
ビ

ス
提

供
が

あ
る

場
合

，
無

い
場

合
と

比
べ

て
，

要
介

護
度

が
維

持
・

改
善

す
る

オ
ッ

ズ
が

3.
81

倍
（

９
５

％
CI

＝
1.

16
-1

2.
59

）
高

か
っ

た
．
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

予防に繋がっているのかもしない．図１に，これらの
口腔保健状態と要介護状態発生の想定されるメカニズ
ムについて示す．
　介入研究としては，歯科衛生士による専門的サービス
提供が要介護状態発生を予防する可能性が示された
24．しかしこの研究ではケアの詳細な内容が不明であ
り，また無作為化比較試験ではなく，今後の更なる研
究が求められる．高齢者の健康に関連する口腔ケアの
無作為化比較試験ではこれまでに，歯科医師の頻繁な
口腔ケア介入により高齢者の BMI や血清アルブミン
や HDL コレステロールの低下が予防できることが示
されている 29．栄養状態低下を防ぐ歯科的介入により，
将来の要介護状態発生を低下できるかもしれない．ま
た，口腔単独の介入ではないが，栄養，運動，口腔ケア
の複合介入の無作為化比較試験では，複合介入が高齢
者の機能状態の維持に有用であることが示されている
23．こうしたことから，口腔への介入により要介護状
態発生を予防できる可能性は十分に存在する．今後の
研究が期待される．

【結論】
　義歯の利用も含む良好な口腔の健康状態は，将来の
要介護状態発生が低いことと関連していた．高齢者の
口腔の健康を維持する保健医療介入を更に普及させる
ことにより，要介護状態の発生率を低下させられる可
能性が存在する．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　高齢者の生活体力の低下は日常生活動作（ADL）
遂行に影響を与える．近年，口腔健康状態と生活体力
及び ADL の関連についての報告が見られるが，それ
らのエビデンスレベルは様々である．そこで，本稿で
はこれまでに公表された文献をレビューし，エビデン
スレベルに基づいた結果の整理を行った．PubMed
及び医学中央雑誌から文献を検索し，904 編の論文が
抽出され，その中から交絡要因を調整した疫学研究を
中心にとりあげ，最終的に口腔と体力との関連で 14
編，口腔と ADL との関連で 4 編の論文を選んだ．
　それらの結果より，平衡機能，下肢の筋力，上肢の
筋力は咬合及び咀嚼能力と関連があり，咬合状態の悪
化は平衡機能や下肢筋力の経年的な悪化に影響を及ぼ
すことが示された．しかし，結果の解釈には歯科治療
による介入やサンプルのバイアスを考慮する必要があ
ると考えられた．
　また，口腔健康状態と ADL の関連は，栄養状態や
体力をメディエイターとする間接的なものであると考
えられ，口腔健康状態の維持・機能回復はこれらのメ
ディエイターを介して結果的に ADL 低下の抑制に繋
がると考えられた．

【緒言】
　高齢者の体力の低下は，日常生活動作（ADL）の
遂行に大きく影響を与える．起居動作や階段昇降など，
屋内外で個人が活動する際の基本動作に，筋力，平衡
機能などの体力要素が大きく関わってくるからであ
る．これらの体力要素は生活体力と呼ばれる．
　一方，高齢者の体力の低下は転倒の大きな要因であ
ることがわかっている．転倒の要因について調べたメ
タ解析では，筋力，歩行能力，平衡機能のいずれもが
加齢の影響や認知機能の低下以上に高いリスク要因で
あることがわかった 1．高齢者の ADL 低下による閉
じこもりや転倒を契機とした寝たきりへの移行は，生

活の質（QOL）を著しく低下させる．したがって，
高齢期における体力の維持，あるいは低下の予防は，
単なる生物学的な寿命の延伸というよりも，QOL に
重きをおいたいわゆる健康寿命の延伸にとって重要な
要素と言える．
　実験的な咬合干渉が人体の筋活動，平衡機能をつか
さどる前庭系及び重心動揺に与える影響を調べた介入
研究が国内の補綴学分野の研究者を中心に 1990 年代
までに盛んに行われた．小林ら 2 はこれらの介入研究
をまとめた総説で，咬合の問題は中耳伝音系機能，平
衡感覚，聴性脳幹反応，自律神経系の機能，情動，睡
眠に影響を及ぼし，咬合機能は身体運動機能に密接に
関連すると結論付けている．したがって，咬合が全身
の体力と関連しているのは間違いない．
　高齢者を対象とした場合，加齢に伴う体力の低下と
歯の喪失及びそれに伴う咬合状態の変化や咀嚼機能の
悪化は，ともに様々な要因を背景に数年あるいは数十
年の単位で徐々に進行する．したがって，単純に口腔
健康状態と体力あるいは ADL との相関を調べただけ
では見かけ上の関連性が生じやすく，交絡要因の調整
が必要となる．そこで本稿では多変量解析による交絡
要因を調整した疫学研究を中心に文献を選び，現在わ
かっている口腔と体力及び ADL の関連についての科
学的根拠を整理した．

【目的】
　高齢者を対象とした口腔健康状態と生活体力及び
ADL との関連についての文献をレビューし，そのエ
ビデンスレベルに基づいて結果を整理することを目的
とした．

【方法】
　文献の検索は PubMed 及び医学中央雑誌に 1995
年 1 月 1 日から 2014 年 4 月 1 日までに掲載された
日本語あるいは英語で書かれた原著論文のみを抽出し

5. 運動（ADL 含む）
	 －高齢者の口腔健康と体力及びADL－

宮﨑 秀夫1, 山賀 孝之2, 花田 信弘3

1：新潟大学大学院医歯学総合研究科予防歯科学分野　2：新潟大学医歯学総合病院予防歯科　3：鶴見大学歯学部探索歯学講座　
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た．
　PubMed は MeSH term の 中 の 歯 科 に 関 す る
用 語 か ら "Dentistry"，"Oral Health"，"Mouth, 
Edentulous"，"Mastication"，"Tooth loss"，あるい
は "Dental occlusion" を，運動あるいは ADL に関す
る用語から "Physical Fitness"，"Activities of Daily 
Living"，"Hand strength"，"Motor Activity"，
"Exercise"，"Postural Balance" あ る い は "Muscle 
Strength" を，更に高齢者研究に関する用語の中か
ら "Aged"，"Aged, 80 and over" あるいは "Middle 
Aged" を選んで抽出した．
　医学中央雑誌からは歯科に関する用語として「歯科
学」，「咬合」，「咀嚼」，「歯数」，あるいは「無歯顎」を，
運動あるいは ADL に関する用語の中から「生活体力」，

「体力」，「身体機能」，「運動能力」，「姿勢バランス」，「平
衡機能」，「運動技能」，「敏捷性，「筋力」，「日常生活
活動」，「日常生活動作」あるいは「ADL」を，更に「高
齢者」あるいは「成人」を組み合わせて抽出した．そ
れぞれ以下の検索式により行った．
PubMed：

（"Dentistry"[MH] OR "Oral Health"[MH] OR 
"Mouth, Edentulous"[MH] OR "Mastication"[MH] 
O R  " T o o t h  l o s s " [ M H ]  O R  " D e n t a l 
occlusion"[MH]）AND（"Physical Fitness"[MH] 
OR "Activities of Daily Living"[MH] OR "Hand 
strength"[MH] OR "Motor Activity"[MH] OR 
"Exercise"[MH] OR "Postural Balance"[MH] OR 
"Muscle Strength"[MH]）AND（"Aged"[MH] 
OR "Aged, 80 and over"[MH] OR "Middle 
Aged"[MH]）AND（eng[LA] OR Jpn[LA]）NOT

（"Meta-Analysis"[PT] OR "Review"[PT]）AND 
1995 : 2014/4/1 [DP]
医学中央雑誌：

（高齢者 /TH OR 高齢者 /AL OR 成人 /TH）AND（歯
科学 /TH OR 歯科学 /AL）OR（咬合 /TH OR 咬合
/AL）OR（咀嚼 /TH OR 咀嚼 /AL）OR 歯数 /AL 
OR（無歯顎 /TH OR 無歯顎 /AL）AND（生活体力
/AL OR（体力 /TH OR 体力 /AL）OR 身体機能 /
AL OR（運動能力 /TH OR 運動能力 /AL）OR（姿
勢バランス /TH OR 平衡機能 /AL）OR（運動技能 /
TH OR 敏捷性 /AL）OR（筋力 /TH OR 筋力 /AL）
OR（日常生活活動 /TH OR 日常生活動作 /AL）OR

（日常生活活動 /TH OR ADL/AL）AND（PT= 原著

論文）AND（DT=1995 : 2014）
　以上の結果，PubMed，医学中央雑誌でそれぞれ
514 編，390 編，合計 904 編の論文が抽出された．
　それらの中から重複するもの，報告書，タイトルや
抄録を精読して本稿の主旨と明らかに異なるものを除
した．また，疫学調査の場合，少なくとも年齢・性の
ような交絡要因を層別解析や多変量解析によって調整
していないものも除した．介入研究は咬合干渉のよう
な積極的な介入ではなく義歯の有無のみで比較したも
のを対象とした．最終的に口腔と体力との関連で 14
編（日本語 4 編，英語 10 編），口腔と ADL との関連
で 4 編（英語のみ）の論文を選んだ．

【結果】
１. 口腔健康状態と体力の関係
　体力測定は，上肢の筋力，下肢の筋力，平衡機能な
どの評価を目的としており，これらの機能を単独ある
いは複合的に評価するため，様々な体力テストがある．
表 1 に選ばれた論文別に口腔指標と体力指標の関連性
についての結果の概略を示す．
１）上肢筋力との関係
　ほぼすべての論文で，握力をもって上肢の筋力とし
ている．握力測定は 9 編の論文中で評価され，そのう
ち 5 編で有意な関連が見られた．
　まず，横断研究では，前期高齢者（65〜74歳）と
後期高齢者（75〜84歳）で層別に分けて自己評価に
よる咀嚼能力との関連を分析した研究で前期高齢者
の女性のみで有意な関連があった（決定係数（R2）
=0.110，P=0.027）3．同様の横断研究でも，前期高
齢者のみ自己評価による咀嚼能力と有意な関連が認め
られた（R2=0.69，P<0.01）4．また，85 歳以上地域
住民対象の研究では男性のみで最大咬合力との関連が
見られた（オッズ比（OR）=2.31，95%CI=1.04-
5.14）5．これらとは逆に 67〜74 歳の地域住民を対象
として咬める食品数により評価した咀嚼能力に対す
る要因分析を行った研究では，握力が有意な変数と
な っ た（ 偏回帰係数（β）=0.10，95%信頼区間（CI）
=0.04-0.16）6．また，歯科治療を受けた 65 歳以上の
地域住民の握力改善の有無に対する影響をみたコホー
ト研究では，１年後の咀嚼能力の改善は有意な関連
は無かったが，ベースライン時に天然歯による咬合
支持があるものの方が握力は改善した（OR=5.02，
95%CI=1.15-21.90）7．
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0
4
）
，
歩
行
速
度

（
P

=
0

.
0

4
9
）
及
び
垂
直
角
速
度
の
調
和
比

（
P

=
0

.
0

4
8
）
が
有
意
に
増
加
．

1
5

Y
o
s
h

i
d

a
 
e
t
 
a
l
.

2
0

0
9

ケー
スコ

ント
ロー

ル
地

域
在

住
自

立
高

齢
者

7
5

.
6

±
4

.
3

7
5

.
9

±
3

.
9

3
5

+
3

5
全

部
床

義
歯

使
用

者
／

未
使

用
（不

要
）

者

握
力

，脚
伸

展
パ

ワー
，開

眼
片

足
立

ち
時

間
，フ

ァン
ク

シ
ョナ

ル
リー

チ
，

動
揺

面
積

及
び

身
体

動
揺

マ
ンホ

イッ
トニ

ー
の

U

検
定

，ウ
ィ

ル
コク

ソン
の
符

号
順

位
検

定

サ
ンプ

リン
グで

年
齢
，

性
，体

脂
肪
及
び
筋
肉
組

成
をマ

ッチ
ング

開
眼
片
足
立
ち
時
間
及
び
フ
ァ
ン
ク
シ
ョ
ナ
ル

リ
ー
チ
（
そ
れ
ぞ
れ

P
=

0
.
0

1
3
，

P
=

0
.
0

3
7
）
，

動
揺
面
積
及
び
身
体
動
揺
（
そ
れ
ぞ
れ

P
=

0
.
0

3
5
，

P
=

0
.
0

4
8
）
で
有
意
差
．

8

Y
a

m
a

g
a

 
e
t
 
a
l
.

2
0

0
2

横
断

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
7

0
,
 
8

0
5

9
1

+
1

5
8

E
I

握
力

，脚
伸

展
力

，
脚

伸
展

パ
ワー

，ス
テ
ッピ

ング
回

数
及

び
開

眼
片

足
立

ち
時

間

重
回

帰
分

析
年

齢
，性

，身
長
，体

重
，

既
往

症
，血

圧
，血

清
ア

ル
ブ
ミン

，腰
痛
，喫

煙
，

配
偶

者
及
び
教
育

脚
伸
展
パ
ワー

（R
2

=
0

.
6

2
7
，P

<
0

.
0

5
），

ステ
ッ

ピン
グ回

数
（R

2

=
0

.
1

5
9
，P

<
0

.
0

5
）及

び
開
眼
片

足
立
ち
時
間
（R

2

=
0

.
1

7
9
，P

<
0

.
0

5
）と

関
連
あ

り．

9

T
a

k
a

t
a

 
e
t
 
a
l
.

2
0

0
4

横
断

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
8

0
6

9
7

歯
数

，咀
嚼

能
力

（咬
め

る食
品

数
）

握
力

，脚
伸

展
力

，
脚

伸
展

パ
ワー

，ス
テ
ッピ

ング
回

数
及

び
開

眼
片

足
立

ち
時

間

重
回

帰
分

析 ロジ
ス

テ
ィッ

ク回
帰

分
析

性
，身

長
，体

重
，血

圧
，

空
腹

時
血
糖
，血

清
アル

ブ
ミン

，喫
煙
，飲

酒
，

配
偶

者
，運

動
習
慣
，

医
学

管
理
，腰

痛

重
回
帰
分
析
で
は
脚
伸
展
力
（咀

嚼
能
力
，

R
2

=
0

.
4

7
8
，P

=
0

.
0

3
6

6
），

開
眼
片
足
立
ち
時
間

（咬
め
る食

品
数
，R

2

=
0

.
1

2
1
，P

=
0

.
0

2
4

8
），

ロ
ジ
ステ

ィッ
ク回

帰
分
析
で
は
脚
伸
展
パ
ワー

（咀
嚼
能
力
，O

R
=

4
.
8

9
，9

5
%

C
I
=

1
.
3

9
-
1

7
.
1

6
），

開
眼
片
足
立
ち
時
間
（咀

嚼
能
力
，O

R
=

2
.
6

0
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

1
-
6

.
0

8
）と

関
連
あり

．

1
1

森
川

ら
2

0
0

7
横

断
地

域
在

住
自

立
高

齢
者

7
1

.
8

±
5

.
6

2
8

1
E

I
重

心
動

揺
重

回
帰

分
析

年
齢

，性
閉
眼
時
（R

2

=
0

.
0

3
8
，P

=
0

.
0

1
6
）及

び
後
傾
時

（R
2

=
0

.
0

3
5
，P

=
0

.
0

1
0
）の

重
心
軌
跡
面
積
と関

連
が
あり

．

1
4

村
田

ら
2

0
0

7
横

断
地

域
在

住
自

立
高

齢
者

6
5
～

7
4

,

7
5
～

8
4

1
8

0
+

1
3

5
咀

嚼
能

力
（自

己
評

価
）

握
力

，開
眼

片
足

立
ち
時

間
ステ

ップ
ワ

イズ
回
帰
分

析
年
齢
，暮

らし
，社

会
活

動
性

，学
歴

前
期
高
齢
者
（6

5
～

7
4
歳
）の

女
性
の
み
，握

力
（R

2

=
0

.
1

1
0
，P

=
0

.
0

2
7
）と

関
連
あり

．
3

M
o
r
i
y
a

 
e
t
 
a
l
.

2
0

0
9

横
断

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
6

5
～

7
4

,

7
5
～

8
4

4
8

4
+

3
3

7
咀

嚼
能

力
（自

己
評

価
），

E
I

握
力

，開
眼

片
足

立
ち
時

間
ステ

ップ
ワ

イズ
回
帰
分

析
年

齢
，性

，就
業
，社

会
的

交
流
，教

育
，全

身
疾

患
，血

清
アル

ブ
ミン

，
B

M
I

6
5
～

7
4
歳
で
握
力
に
対
して

咀
嚼
能
力

（R
2

=
0

.
6

9
，P

<
0

.
0

1
）．

開
眼
片
足
立
ち
時
間
に

対
して

E
I
，咀

嚼
能
力
（R

2

=
0

.
1

5
，そ

れ
ぞ
れ

P
<

0
.
0

5
，P

<
0

.
0

1
）が

有
意
な
変
数
とし

て
採
用
さ

れ
た
．

4
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5. 運動（ADL含む）

表
1 

の
続

き
表

1：
続

き
著

者
報

告
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

対
象

者
年

齢
（

歳
）

サ
ン

プ
ル

サ
イ

ズ
口

腔
指

標
体

力
指

標
分

析
方

法
調

整
項

目
結

果
文

献
番

号

M
o
r
i
y
a

 
e
t
 
a
l
.

2
0

1
1

横
断

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
6

7
～

7
4

3
8

1
咀

嚼
能

力
（咬

め
る食

品
数

）
握

力
，全

身
骨

格
筋

量
（S

M
M
）

順
序

回
帰

分
析

性
，教

育
，咬

合
支
持
様

式
（※

咀
嚼
能
力
を従

属
変

数
に
して

い
る）

握
力
（β

=
0

.
1

0
，9

5
%

C
I
=

0
.
0

4
-
0

.
1

6
）と

有
意
な

関
連

あり
．

6

岩
崎

ら
2

0
1

2
横

断
地

域
在

住
自

立
高

齢
女

性
6

5
～

7
4

1
3

8
咀

嚼
能

力
（咀

嚼
ガ
ム）

開
眼

片
足

立
ち
時

間
ロジ

ス
テ
ィッ

ク回
帰

分
析

現
在

歯
数
，年

齢
，運

動
機

能
低
下

開
眼
片
足
立
ち
時
間
（O

R
=

3
.
6

1
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

4
-
1

1
.
4
）と

有
意
な
関
連
あり

．
1

3

I
i
n

u
m

a
 
e
t
 
a
l
.

2
0

1
2

横
断

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
8

5
〜

4
8

9
最

大
咬

合
力

（M
O

F
）

T
U

G
，

椅
子

立
ち

上
が

り
テ

ス
ト

，
開

眼
片

足
立

ち
時

間
及

び
握

力

ロジ
ス

テ
ィッ

ク回
帰

分
析

年
齢

，教
育
，喫

煙
，

M
M

S
E
，B

M
I
，虚

血
性

心
疾

患
，冠

動
脈
疾
患
，

糖
尿

病
，高

血
圧
，血

清
アル

ブ
ミン

，C
R

P
，残

存
歯

数

男
女
と
も
に

T
U

G
と
関
連
が
あ
り
（
男
性
：

O
R

=
2

.
3

4
，

9
5

%
C

I
=

1
.
0

2
-
5

.
3

8
；
女
性
：

O
R

=
2

.
4

4
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

2
-
5

.
3

3
）
．
男
性
の

み
で
椅
子
立
ち
上
が
り
テ
ス
ト
（

O
R

=
2

.
3

9
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

0
-
5

.
2

1
）
，
開
眼
片
足
立
ち
時
間

（
O

R
=

2
.
3

5
，

9
5

%
C

I
=

1
.
0

1
-
5

.
4

5
）
及
び
握

力
（

O
R

=
2

.
3

1
，

9
5

%
C

I
=

1
.
0

4
-
5

.
1

4
）
と
も

関
連
あ
り
．

5

谷
本

ら
2

0
1

3
横

断
地

域
在

住
自

立
高

齢
者

6
5
〜

1
,
0

7
4

咀
嚼

（か
め

る／
か
め
な

い
），

食
品

摂
取

の
多

様
性

サ
ル
コペ

ニ
ア（

筋
肉

量
，握

力
，通

常
歩

行
速

度
か
ら判

定
）

ロジ
ス

テ
ィッ

ク回
帰

分
析

世
帯

状
況
，慢

性
疾
患
，

過
去

1
年
の
入
院
歴
，生

活
習

慣
（飲

酒
，喫

煙
，

運
動

），
心
理
状
況
（健

康
度

，う
つ
）

男
性
に
お
い
て
食
品
摂
取
の
多
様
性

（
O

R
=

3
.
0

3
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

7
-
7

.
8

6
）
，
女
性

で
は
咀
嚼
（

O
R

=
3

.
2

2
，

9
5

%
C

I
1

.
6

5
-
6

.
2

9
）

と
関
連
あ
り
．

1
6

O
k

u
y
a

m
a

 
e
t

a
l
.

2
0

1
1

コホ
ー

ト
（8

年
）

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
7

1

（開
始
時

年
齢
）

3
4

8
ベ

ー
スラ

イ
ン時

の
E

I

握
力

，脚
伸

展
力

，
脚

伸
展

パ
ワー

，ス
テ
ッピ

ング
回

数
あ

るい
は
開

眼
片

足
立

ち
時

間
の
悪

化

ロジ
ス

テ
ィッ

ク回
帰

分
析

年
齢

，性
，身

長
，体

重
，

既
往

症
，血

圧
，血

清
ア

ル
ブ
ミン

，腰
痛
，喫

煙
，

配
偶

者
及
び
教
育

各
上
位

5
0

%
の
う
ち
脚
伸
筋
パ
ワ
ー

（
O

R
=

4
.
6

1
，

9
5

%
C

I
=

1
.
4

4
-
1

4
.
7

5
）
及
び
開

眼
片
足
立
ち
時
間
（

O
R

=
4

.
2

7
，

9
5

%
C

I
=

1
.
1

4
-
1

5
.
9

8
）
の
悪
化
と
有
意
な
関
連

あ
り
．

1
0

M
o
r
i
y
a

 
e
t
 
a
l
.

2
0

1
2

コホ
ー

ト
（1

年
）

地
域

在
住

自
立

高
齢

者
6

5
〜

1
5

4
ベ

ー
スラ

イ
ン時

の
咬

合
支

持
様

式
，

1
年

後
の
咀

嚼
能

力
の
改

善

握
力

ある
い
は
開

眼
片

足
立

ち
時

間
の

改
善

ロジ
ス

テ
ィッ

ク回
帰

分
析

性
，年

齢
歯
科
治
療
を受

け
た

1
2

1
人
の
うち

，握
力
は
ベ
ー

スラ
イン

時
の
咬
合
支
持
様
式
（全

喪
失

 
v
s
 
喪
失

無
し,

 
O

R
=

5
.
0

2
，9

5
%

C
I
=

1
.
1

5
-
2

1
.
9

0
）と

，開
眼
片
足
立
ち
時
間
が
咀
嚼
能
力
の
改
善
（悪

化
O

R
変
化
無
し 

v
s
 
改
善
，O

R
=

4
.
0

5
，

9
5

%
C

I
=

1
.
2

5
-
1

3
.
1

6
）と

有
意
な
関
連
あり

．

7

E
I
:
 
E

i
c
h

n
e
r
 
i
n

d
e
x

T
U

G
:
 
ア

ッ
プ

ア
ン

ド
ゴ

ー
テ

ス
ト
（

T
i
m

e
d

 
U

p
 
a

n
d

 
G

o
 
T

e
s
t
）

M
M

S
E

:
 
M

i
n

i
 
M

e
n

t
a

l
 
S

t
a

t
e
 
E

x
a

m
i
n

a
t
i
o
n

R
2

:
 
決

定
係

数
O

R
:
 
オ

ッ
ズ

比
C

I
:
 
信
頼

区
間
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

　一方，全部床義歯使用者と未使用（不要）者を比較
したケースコントロール研究 8，70 歳及び 80 歳の地
域住民を対象として Eichner index（以下，EI）との
関連を調べた横断研究 9 及び同じ対象者（70 歳のみ）
を 8 年間追跡したコホート研究 10，80 歳地域住民を
対象として歯数あるいは咀嚼能力との関連を調べた横
断研究 11 では，握力との有意な関連は認められなかっ
た． 
２）下肢筋力との関係
　下肢の筋力の評価方法は機器測定による脚伸展力，
脚伸展パワー及びフォースプレートの他に専用の機器
を必要としないアップアンドゴーテスト（Timed Up 
and Go Test, 以下 TUG），椅子立ち上がりテストが
あった．選ばれた文献は 6 編，それらのうち関連があっ
たとするものは 4 編であった．
　まず横断研究では，70 歳及び 80 歳の地域在住高
齢者で EI と脚伸展パワーの有意な関連が認められた

（R2=0.627，P<0.05）9．同様に 80 歳地域在住高齢者
では脚伸展力及び脚伸展パワーと咀嚼能力の有意な関
連が認められた（脚伸展力：R2=0.478，P=0.0366；
脚 伸 展 パ ワ ー：OR=4.89，95%CI=1.39-17.16）
11． ま た，85 歳 以 上 の 高 齢 者 を 対 象 と し た 研 究
では，最大咬合力と TUG 及び椅子立ち上がりテ
ス ト と の 関 連 を 調 べ， 男 女 と も に TUG（ 男 性：
OR=2.34，95%CI=1.02-5.38； 女 性：OR=2.44，
95%CI=1.12-5.33），男性のみで椅子立ち上がりテス
ト（OR=2.39，95%CI=1.10-5.21）と有意な関連が
あった 5．
　また，8 年間追跡コホート研究でも，脚伸展パワー
の悪化に対するベースライン時 EI の有意な影響が認
められた（OR=4.61，95%CI=1.44-14.75）10．
　しかし，総義歯の装着／非装着時にフォースプレー
ト上でジャンプさせたときの反応時間，滞空時間，ジャ
ンプ力について比較した介入研究では，義歯装着で反
応時間が有意に短縮したものの，ジャンプ力では有
意差が無かった 12．全部床義歯使用の有無で比較し
たケースコントロール研究では，テスト群の脚伸展パ
ワーがやや高くなる傾向を示したものの，統計学的有
意差は無かった 8．
３）平衡機能との関係
　平衡機能の評価方法は疫学研究では開眼片足立ち時
間の測定が簡便なため多く実施されており，他にファ
ンクショナルリーチが採用されていた．また，介入研

究やケースコントロール研究での機器分析では重心動
揺度（身体動揺，体幹移動）の検査があった．体力
測定項目としては最も多く，11 編の論文で見られた．
個別に見ると，開眼片足立ち時間が 9 編，ファンクショ
ナルリーチが 1 編，重心動揺検査が 3 編で（一部重複），
11 編中 10 編で口腔指標と何らかの関連が認められ
た．
　まず，横断研究では 70 歳及び 80 歳の地域在住高
齢者で EI との関連が認められ（R2=0.179，P<0.05）
9， 前期高齢者と後期高齢者に分けた層別解析では，
前期高齢者のみで EI と咀嚼能力との関連が認めら
れ た（R2=0.15，EI と 咀 嚼 能 力 そ れ ぞ れ P<0.05，
P<0.01）4．また，80 歳地域高齢者では咀嚼能力と
の関連（OR=2.60，95%CI=1.11-6.08）11 が，地域
在住自立高齢女性ではガムを用いて判定した咀嚼能
力との関連が見られた（OR=3.61，95%CI=1.14-
11.4）13．85 歳以上の最大咬合力との関連を調べたも
のでは，男性のみで最大咬合力との関連が認められた

（OR=2.35，95%CI=1.01-5.45）5．しかし，咀嚼能
力との関連を調べた横断研究では有意な関連は無かっ
た 3．
　コホート研究では，ベースライン時 EI が 8 年
後の開眼片足立ち時間低下に対して（OR=4.27，
95%CI=1.14-15.98）10，歯科治療による咀嚼能力の
改善が 1 年後の開眼片足立ち時間の改善（OR=4.05，
95%CI=1.25-13.16）7 に影響を及ぼすことがわかっ
た．
　重心動揺との関連について調べた横断研究では，
EI は 閉 眼 時（R2=0.038，P=0.016） 及 び 後 傾 時

（R2=0.035，P=0.010）の重心軌跡面積と関連があっ
た 14．さらに，総義歯の装着／非装着で立位及び歩行
時安定性の違いを調べた介入研究では，体幹の中心軌
跡は義歯装着により有意に短縮した（P=0.004）15．
　全部床義歯使用の有無で比較したケースコントロー
ル研究では，テスト群の開眼片足立ち時間（P=0.013）
がファンクショナルリーチ（P =0.037），動揺面積（P 
=0.037）及び身体動揺（P=0.048）とともにコントロー
ル群を有意に上回った 8．
４）その他
　65 歳以上地域住民を対象とした横断研究でサルコ
ペニアに関連する要因を調べた．その結果，男性にお
いて食品摂取の多様性（OR=3.03，95%CI=1.17-
7.86），女性では咀嚼（OR=3.22，95%CI1.65-6.29）
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との関連が認められた 16．
２. 口腔と ADL の関係
　口腔と ADL の関連について調べた研究は，交絡要
因を調整した多面的な分析を行ったものは意外に少な
く，本稿では 4 編を選んだ．結果の概要を表 2 に示す．
　まず，80 歳地域住民を対象に，咀嚼能力（咬める
食品数）と自立／要介助の関連について調べた研究で
は，歯数との有意な関連はなかったが，咀嚼能力が低
い，すなわち咬める食品数が少ないほど，要介助とな
るリスクが増加した 17．
　一方，Yu ら 18 は米国の全国健康栄養調査（National 
Health and Nutrition Examination Survey，
NHANES）の対象者 3,856 人について有／無歯顎あ
るいは歯周病重症度と機能的自立度の関係について調
べた．機能的自立度は， ADL（食事，着替え，室内
歩行など），手段的日常生活動作能力（Instrumental 
Activities of Daily Living, IADL; 家庭内雑用，食事
準備など），余暇及び社会活動（Leisure and Social 
Activities, LSA）， 下 肢 運 動（Lower Extremity 
Mobility, LEM；歩行）及び全身運動（General 
Physical Activities, GPA；起居動作，物の持ちあげ
など）の 5 つの領域について質問紙票で評価した．そ
の結果，歯の有無は IADL，LSA，LEM 及び GPA の
機能低下と，重度歯周炎は IADL，LSA 及び LEM の
機能低下と有意な関連があったが，いずれも ADL と
は関連が無かった．
　施設入居高齢者を性，年齢，自立レベルでマッチ
ングしたケースコントロール研究では，歯科治療の
介入が 6 週間後の機能的自立度評価（Functional 
Independence Measure，FIM）に及ぼす変化を調
べた．その結果，有意な改善があったのは表出の項目
のみであった 19．
　Furuta ら 20 は 60 歳以上の在宅療養要介護高齢者
を対象に，パス解析を用いて歯数，義歯使用有無，嚥
下機能，栄養状態，認知機能及び Barthel Index によっ
て評価した ADL の直接的・間接的な関係を検討した．
その結果，少数歯で義歯を使用していないと嚥下障害
が起こる傾向にあり，嚥下障害があると低栄養となる
関係が認められ，さらに，低栄養，認知障害があると
ADL が低くなる傾向にあった．

【考察】
１. 口腔と体力の関係

　文献レビューの結果を項目別にまとめると，関連あ
りとしたのは上肢の筋力が 9 編中 5 編，下肢の筋力
が 6 編中 4 編，平衡機能が 11 編中 10 編で，その他，
サルコペニアとの関連を示したものが 1 編であった．
　口腔の指標として用いられたものは，多いものか
ら順に咀嚼能力が 10 編，Eichner index（以下，EI）
が 5 編，義歯の有無が 4 編，歯数が 3 編，咬合力，
食品摂取の多様性，歯周病，歯科治療の介入，嚥下機
能がそれぞれ 1 編ずつであった（重複あり）．口腔指
標や体力指標が統一されたものではないため単純には
論じられないが，これらの結果を見るかぎりでは平衡
機能，下肢の筋力，上肢の筋力の順に，咬合及び咀嚼
能力の悪化とより強い関連があるようである．
　高齢者の体力と口腔の関係について調べた研究は，
疫学研究に限っていえば横断研究が多いために，両者
の因果関係は不明であった．2011 年に報告された 70
歳自立高齢者を対象とする 8 年間コホート研究 10 の
結果は口腔の状態が高齢者の体力維持あるいは低下に
影響することを示唆している．そのベースとなる横断
研究 9 の結果と併せて別に文献抄録を示す．この研究
では，口腔指標は EI を，体力は握力，脚伸展力，脚
伸展パワー，ステッピング回数，開眼片足立ち時間を
測定している．70 歳と 80 歳を対象とした横断研究で
は脚伸展パワー，ステッピング回数及び開眼片足立ち
時間が EI と有意な関連が認められた．さらに，コホー
ト研究ではベースライン時の EI と 8 年後の脚伸展パ
ワー及び開眼片足立ち時間の悪化と有意な関連があっ
た．すなわち，高齢者の咬合状態が数年の経過を経て，
平衡機能と下肢筋力の悪化に影響を及ぼすことを明ら
かにしている．
　しかし，上述のコホート研究では，ロジスティック
回帰分析における決定係数（R2）の小ささや 95% 信
頼区間（CI）の幅の大きさからいって（脚伸展パワー：
R2=0.221，95%CI=1.44-14.75；開眼片足立ち時間：
R2=0.135，95%CI=1.14-15.98），明確な因果関係
を示せたとは必ずしもいえない．これには以下の二つ
の理由が考えられる．
　一つ目は歯科治療の介入である．歯を喪失した場合，
わが国をはじめとした歯科受療へのアクセスが容易な
先進国では通常補綴処置が施されており，しかも，こ
の研究では義歯を使用しているものは義歯を装着した
状態で体力測定を行っている．したがって，補綴物に
よる咬合の回復，咀嚼機能の代償が体力低下の抑制に
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5. 運動（ADL含む）

寄与したのではないかとも考えられる．これは義歯装
着の有無で比較した介入研究 12, 15 及びケースコント
ロール研究 8 の結果や歯科治療によって咀嚼能力が改
善すると開眼片足立ち時間が改善した 4 という結果が
裏づけている．
　二つ目は高齢者の体力測定実施に伴う困難性であ
る．8 年後の調査参加者の各体力測定への参加率は
握力が 86.5% と比較的高かったが，脚伸展力，脚
伸展パワー，開眼片足立ち時間がそれぞれ 68.4%，
64.9%，76.4% と参加者全体の 8 割に満たない 10．
これは，対象が高齢であるため全身状態を鑑みた医師
の判断により測定を除外したものや，対象者自身が検
査による負担を忌避して辞退したものであり，高齢者
コホート研究の限界と言える．死亡者 69 人を除いた
場合の調査全体の追跡率 71.9% を併せると，いわゆ
る「体力に自信がある」ものに偏ったサンプルであっ
た可能性がある．実際，体力測定の経年調査を行なっ
た場合，ベースライン時の体力水準や運動実践状況が，
その後の体力測定参加に影響することが指摘されてい
る 21．高齢者の体力と口腔健康状態の関連のエビデン
スレベルを高めるためには，より質の高いコホート研
究結果の蓄積が肝要であるが，その場合サンプルが母
集団よりも体力が良好な集団である可能性を考慮した
結果の解釈とともに，脱落例が少なくなるような配慮，
具体的には対象者への働きかけ，体力測定時の介助，
対象者にとって負担の少ない検査法の採用が必要であ
ろう．
　加齢により骨格筋の筋肉量が減少する病態は，「サ
ルコペニア」と呼ばれている．これは 1989 年に
Rosenberg22 が初めて提唱した概念で，サルコペニア
は横断研究から生活機能と関連し 23, 24，コホート研
究から ADL 低下と関連することが明らかにされてい
る 25．サルコペニアは判定基準がいまだ統一されてい
ないことも相まって口腔との関連についての報告は殆
ど認められないが，谷本らは 65 歳以上の地域在住自
立高齢者 1,074 人の筋肉量，握力，通常歩行速度か
らサルコペニアを判定してその要因を調べ，男性では
自記式アンケートから得られた情報による食物摂取の
多様性，女性では咀嚼（咬める／咬めないの二値）が
その関連要因であることを示唆している 16．今後，判
定基準が統一されると共に，口腔のより客観的な指標
との因果関係の解明が望まれる．
２. 口腔と ADL の関係

　日常生活動作（ADL）は，日常生活において基本的
な排泄，移動，食事，更衣のような生命維持に関連し
た直接的な活動を基本的 ADL といい，買い物や食事
準備，お金の管理などの社会生活に関連した活動の手
段的 ADL（IADL）とは区別している．基本的 ADL
の評価方法は，Barthel Index（BI）及び Functional 
Independence Measure（FIM）が，IADL の評価方
法はわが国では老研式活動能力指標（TMIG）が広く
用いられている．本稿で言う ADL とは基本的 ADL
のことである．
　本稿で選んだ論文では，80 歳地域住民に体する横
断研究 17 で咀嚼能力が低いほど，要介助となるリス
クが増加することが示唆される一方で，Yu ら 18 の
横断研究では IADL や運動との関連は示されるが，
ADL との関連を認めていない．また，施設入居者を
対象として歯科治療の介入から 6 週間後の FIM の改
善について調べたケースコントロール研究 19 では，
コミュニュケーションの表出項目以外は有意な改善が
認められていない．
　体力の低下は ADL の低下に大きく影響するが，以
上の結果を踏まえると口腔内状況との直接的な関連が
あるかどうかは疑問が残る．その状況下で，Furuta
ら 20 の在宅療養要介護高齢者を対象とした横断研究
の結果が興味深い．この研究ではパス解析を用いて歯
数，義歯使用有無，嚥下機能，栄養状態，認知機能及
び BI の直接的・間接的な関係を検討し，少数歯で義
歯を使用していないと嚥下障害が起こる傾向にあり，
嚥下障害があると低栄養となる関係が認められ，さら
に，低栄養，認知障害があると ADL が低くなるとい
う経路を示している．したがって，口腔と ADL との
関連は複数の要因が介在する間接的なものであり，高
齢期に至るまでの口腔健康状態の維持及び歯科治療に
よる機能回復が，ここに体力も含めた様々なメディエ
イターを介して，ADL 低下の抑制に繋がるものと考
えられる．

【結論】
　高齢者の口腔健康状態と体力の関係は，平衡機能，
下肢の筋力，上肢の筋力は咬合及び咀嚼能力の悪化と
関連があり，咬合状態の悪化は平衡機能や下肢筋力の
経年的な悪化に影響を及ぼす．しかし，補綴処置のよ
うな歯科治療による介入やサンプルのバイアスを考慮
した結果の解釈が必要である．



— 188 —

Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

　また，口腔健康状態と ADL の関連性は，栄養状態
や体力をメディエイターとする間接的なものであり，
口腔健康状態の維持・機能回復がこれらのメディエイ
ターを介して結果的に ADL 低下の抑制に繋がると考
えられる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　我々は歯・口腔の健康（歯の喪失，歯科補綴状態，
歯科補綴治療，口腔顔面痛）と栄養の関連についての
2001 年 8 月から 2014 年 4 月までの英語原著論文を
対象にレビューを行った．最終的に対象とした論文は
36 編であった．
　多くの観察研究から歯の喪失は野菜・果物類を中心
とした食品摂取，抗酸化作用を有するビタミン類を中
心とした栄養素摂取の減少と関連することが明らかと
なり，非感染性疾患のリスクを上昇させることが示唆
された．そして特に高齢者において歯の喪失は低栄養
と関連することが明らかとなった．また自己評価に基
づく口腔の痛みは低栄養と関連することが示された．
介入研究の結果から，歯科補綴治療単体を行ったこと
による栄養摂取状況の改善効果は殆どなく，行動変容
を伴う健康的な食事摂取，栄養状態の改善には栄養指
導が必要であることが示された．
　歯の喪失防止は健康寿命の延伸に繋がることが，栄
養との関連をみた本レビューより示唆された．しかし
ながら，両者の関連をより深く追及するにはコホート
研究等更にエビデンスレベルの高い研究を実施してい
くことが必要である．

【緒言及び目的】
　栄養・食生活は，生命を維持し，健康な生活を送る
ために欠くことのできない営みであり，非感染性疾患

（Noncommunicable Diseases = NCDs）の予防や
健康寿命の延伸に重要な役割を担っている 1．
　歯の喪失→咀嚼能力の低下→栄養摂取への悪影響→
全身への悪影響というシナリオは古くから提唱され2,3，
口腔と全身の健康を結び付ける主要な経路の 1 つで
あった．両者の関連については多くの研究がなされ，
Ritchie らが 1966 年から 2001 年 7 月までの文献に
ついてのレビューを行い，①歯の喪失は個人の食品選
択，食品摂取に影響を与え，結果として全身疾患への

悪影響を予測させる形で栄養素摂取に影響を与える，
②歯科補綴による歯の喪失と栄養との関連の改善効果
はわずかである，と報告している 4．その後，近年ま
で更なる調査・研究が行われ，歯の喪失あるいは歯科
補綴状態と栄養についての大規模疫学調査，インプ
ラント体を支台としたオーバーデンチャー（implant[-
supported] overdenture = IOD）を始めとする歯
科補綴治療と栄養に関する介入研究，そして歯・口腔
の痛みと栄養に関する観察研究などから新たな知見が
報告されている．そこで本稿では，こうした歯・口腔
の健康（歯の喪失，歯科補綴状態，歯科補綴治療，口
腔顔面痛）と栄養の関連についての 2001 年 8 月から
2014 年までの文献を対象にレビューを行い，エビデ
ンスを整理することとした．

【方法】
　データベースとして PubMed を用い，2001 年 8
月から 2014 年 4 月までの英語原著論文（メタアナラ
シス [Meta-Analysis]，レビュー [Review] を除く）
を検索した．
　 検 索 用 語（MeSH Terms） は 口 腔 に 関 し て
dentistry，oral health，tooth loss，mouth, 
edentulous， dental prosthesis を， 栄 養 に 関 し て
nutrition status，dietary intake，nutrient intake
を選択した．また，口腔顔面痛については自由語（All 
Fields）として oral pain，mouth pain を用い，栄
養との関連について検索した．
　すなわち用いた検索式は
Search（dent is t ry[MeSH Terms] OR oral 
health[MeSH Terms] OR tooth loss[MeSH Terms] 
OR mouth, edentulous[MeSH Terms] OR dental 
prosthesis[MeSH Terms]）AND（nutrit ion 
status[MeSH Terms] OR dietary intake[MeSH 
Terms] OR nutrient intake[MeSH Terms]）AND 
english[Language] NOT（"Meta-Analysis"[PT] 

6. 栄養
	 －歯・口腔の健康と栄養－	

宮﨑 秀夫1, 岩﨑 正則1, 葭原 明弘2, 安藤 雄一3

1：新潟大学大学院医歯学総合研究科予防歯科学分野　2：新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔保健学分野　
3：国立保健医療科学院・生涯健康研究部
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O R  " R e v i e w " [ P T ] ） A N D  2 0 0 1 / 0 8 / 0 1 : 
2014/04/01 [DP]
及び
Search（[oral pain] OR [mouth pain]）AND

（nutrition status[MeSH Terms] OR dietary 
intake[MeSH Terms] OR nutrient intake[MeSH 
Te rms ]）AND eng l i s h [ Language ]  NOT

（"Meta-Analysis"[PT] OR "Review"[PT]）AND 
2001/08/01: 2014/04/01 [DP]
である．

【結果】
　データベースから検索された論文数は 149 であっ
た．次に除外基準を
◦歯・口腔について客観的な指標を持たないもの
◦対象が虚弱高齢者（frail），入院患者（hospitalized, 

inpatient）， 施 設 入 居 者（institutionalized）， 在
宅 歯 科 治 療 受 診 者（home care, assisted living 
residents）， 認 知 症 患 者（dementia）， 小 児

（children），あるいは動物（animal）であるもの
とし，149 文献の精査を行い，33 論文を抽出した．
加えて栄養指導に着目した歯科補綴治療と栄養に関す
る介入研究の 1 論文を関連文献として抽出した．「口
腔顔面痛」については客観的指標を用いた研究が抽出
できなかったこともあり，自己評価に基づく口腔の痛
みを指標とし，地域住民を対象とした横断研究，施設
入居者及び入院患者を対象とした横断研究の 2 つの論
文を抽出し最終的に 36（観察研究 24，介入研究 12）
の論文をレビューの対象とした．
　なお，丈献検索と文献の妥当性の検討については 2
人の著者（M.I. 及び A.Y.）が別々に行い，その結果
について 2 人の著者（Y.A. 及び H.M.）が確認・調整
した．
1. 歯の喪失，歯科補綴状態と栄養（観察研究）（表1）
　2001年以降も歯の喪失と栄養についての疫学調査5-11

に基づく知見が報告されている．いずれも両者の強い
関連を示すものである．
　住民ベースの研究として最も規模の大きいもの
は Nowjack-Raymer ら の 調 査 6 で あ り， 米 国 国
民 健 康 栄 養 調 査（National Health and Nutrition 
Examination Survey: NHANES）に参加した 25 歳
以上の現在歯数が 1 本以上であり，義歯を使用して
いない者 6,985 人を対象としている．現在歯数に基

づき対象者を 1 〜 10 本，11 〜 20 本，21 〜 27 本，
28 本以上の 4 群に分け，24 時間思い出し法及び質
問紙法に基づく食品群及び栄養素摂取量，更に血液生
化学検査に基づく栄養指標との関連を評価した．その
結果，現在歯数が 27 本以下の 3 群は 28 本以上の群
と比較して有意に（P<005）人参，ドレッシングで
和えられたサラダ，及び食物繊維の摂取量が少なく，
血清βカロテン，葉酸，及びビタミン C が低かった．
同様の報告はイギリスにおける 65 歳以上 753 人を対
象とした調査からもなされている．Marcenes ら 5 は
対象者を有歯顎，無歯顎者に分け，4 日間の食事記録
法に基づく栄養素摂取量及び血液生化学検査に基づく
栄養指標について比較した．その結果，有歯顎者と比
較して無歯顎者は非澱粉性多糖類，タンパク質，カル
シウム，鉄，ナイアシン，及びビタミン C の摂取量
が有意に少なかった．また無歯顎者は血清ビタミン
C，ビタミン A が有意に低かった．更に有歯顎者を現
在歯数 1 〜 10，11 〜 20，21 〜 32 のサブグループ
に分け，BMI について評価したところ，無歯顎者は
現在歯数が 11 本以上の群と比較して痩せ（BMI<20）
の者の割合が有意に高かった．一方，現在歯数が 20
本以下の群（1 〜 10，11 〜 20）は 21 本以上の群と
比較して肥満（BMI>30）のオッズが有意に高かっ
た．歯の喪失は摂取食品群の制限，栄養バランスの悪
化に繋がり，年齢，性別，人種等が影響する形で肥
満，または痩せと関連すると著者らは結論付けている．
Wakai ら 10 は歯の喪失と栄養バランスの悪化につい
て 20,366 人の歯科医師のデータから，無歯顎者と比
較した現在歯数 25 本以上の者のカロテン，ビタミン
C，ビタミン A の摂取量はそれぞれ 14.3%，8.6%，
6.1% 多く，炭水化物摂取量は 6.1% 少ないこと，更
に無歯顎者と比較した現在歯数 25 本以上の者の乳製
品，緑黄色野菜，すべての野菜の摂取量はそれぞれ
26.3%，11.9%，5.6% 多く，米，菓子類の摂取量は
それぞれ 9.5%，29.6% 少ないことを報告し，無歯顎
者は栄養価が低く高カロリーの食品の摂取に傾くこと
を明らかにしている．Yoshihara ら 11 は栄養評価と
して信頼性の高い秤量法を用い，74 歳日本高齢者 57
人を対象とした調査を行い，現在歯数が 19 本以下の
群は 20 本以上の群と比較して栄養素としてタンパク
質，ナトリウム，ビタミン D，ビタミン B1，ビタミ
ン B6，ナイアシン，及びパントテン酸の摂取量が有
意に低く，食品群として野菜，魚介類の摂取量が有意
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）

フ
ラ

ン
ス

横
断

欠
損

歯
が

な
い

/総
義

歯
M

N
Aス

コ
ア

M
N

Aス
コ

ア
に

よ
り

低
栄

養
と

判
定

さ
れ

た
者

の
割

合
は

総
義

歯
者

で
高

か
っ

た
（

21
.3

%
 v

s. 
0%

）
．

24

Er
vi

n 
et

 a
l.

20
12

4,
46

2
60

～
米

国
横

断

現
在

歯
及

び
補

綴
歯

（
ブ

リ
ッ

ジ
ポ

ン
テ

ィ
ッ

ク
あ

る
い

は
義

歯
人

工
歯

）
の

数
に

よ
り

定
義

さ
れ

た
4カ

テ
ゴ

リ
ー

変
数

・
Co

m
pl

et
e 

na
tu

ra
l d

en
tit

io
n 
（

21
～

28
本

の
現

在
歯

の
み

）
・

In
co

m
pl

et
e 

na
tu

ra
l d

en
tit

io
n 
（

1～
20

本
の

現
在

歯
の

み
）

・
Co

m
pl

et
e 

m
ix

ed
 d

en
tit

io
n 
（

現
在

歯
と

補
綴

歯
を

併
せ

て
21

～
28

本
）

・
In

co
m

pl
et

e 
m

ix
ed

 d
en

tit
io

n 
（

現
在

歯
と

補

綴
歯

を
併

せ
て

1～
20

本
）

栄
養

素
摂

取
量

Co
m

pl
et

e 
na

tu
ra

l d
en

tit
io

nの
男

性
は

他
の

グ
ル

ー
プ

と
比

べ
有

意
に

エ
ネ

ル
ギ

ー
摂

取
量

が
多

か
っ

た
．

Co
m

pl
et

e 
na

tu
ra

l d
en

tit
io

nの
女

性
は

他
の

グ
ル

ー
プ

と
比

べ
有

意
に
βカ

ロ
テ

ン
摂

取
量

が
多

か
っ

た
．

In
co

m
pl

et
e 

m
ix

ed
 d

en
tit

io
nの

男
性

は
Co

m
pl

et
e

na
tu

ra
l d

en
tit

io
nと

比
較

し
て

有
意

に
ビ

タ
ミ

ン
C摂

取
量

が
少

な
か

っ
た

．
Co

m
pl

et
e 

na
tu

ra
l d

en
tit

io
nと

Co
m

pl
et

e 
m

ix
ed

de
nt

iti
on

で
は

栄
養

素
摂

取
量

に
有

意
な

差
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

．

14

Pe
re

ra
 et

 a
l.

20
12

43
7

60
～

ス
リ

ラ
ン

カ
横

断
現

在
歯

数
義

歯
に

よ
る

補
綴

の
有

無
低

体
重

（
BM

I<
18

.5
）

現
在

歯
数

が
1本

減
る

ご
と

に
低

体
重

の
オ

ッ
ズ

が
1.

08
（

95
%
信

頼
区

間
：

1.
03

-1
.1

2）
上

昇
し

た
．

義
歯

を
装

着
し

て
い

る
者

と
比

較
し

た
装

着
し

て
い

な
い

者
の

低
体

重
の

オ
ッ

ズ
は

5.
62

（
95

%
信

頼
区

間
：

1.
96

-
16

.1
4）

で
あ

っ
た

．

18

D
e 

M
ar

ch
i e

t
al

.
20

12
47

1
60

～
89

ブ
ラ

ジ
ル

横
断

現
在

歯
数

及
び

補
綴

状
態

に
よ

り
定

義
さ

れ
た

4カ
テ

ゴ
リ

ー
変

数
・

現
在

歯
数

9本
以

上

・
現

在
歯

数
1～

8本
・

無
歯

顎
で

片
顎

に
義

歯
を

装
着

・
無

歯
顎

で
両

顎
に

義
歯

を
装

着
（

re
fe

re
nc

e）

中
心

性
肥

満
（

腹
囲

/臀
部

比
が

女
性

で

≧
0.

85
，

男
性

で
≧

1.
00

腹
囲

が
女

性
で

≧
0.

80
m
，

男
性

で
0.

94
m
）

現
在

歯
数

が
9本

以
上

の
群

は
腹

囲
/臀

部
比

で
定

義
さ

れ
た

中
心

性
肥

満
の

オ
ッ

ズ
が

0.
49

（
95

%
信

頼
区

間
：

0.
32

-
0.

87
）

で
あ

る
一

方
，

現
在

歯
数

が
1～

8本
の

群
は

腹
囲

で

定
義

さ
れ

た
中

心
性

肥
満

の
オ

ッ
ズ

が
3.

28
（

95
%
信

頼
区

間
：

1.
43

-7
.5

2）
で

あ
っ

た
．

23

Yo
sh

id
a 

et
 a

l.
20

11
18

2
65

～
85

日
本

横
断

臼
歯

部
の

咬
合

が
天

然
歯

/
可

撤
性

部
分

床
義

歯

BM
I

食
品

群
及

び
栄

養
素

摂
取

量

臼
歯

部
が

可
撤

性
部

分
床

義
歯

で
補

綴
さ

れ
て

い
る

群
は

天
然

歯
で

の
咬

合
が

維
持

さ
れ

て
い

る
群

と
比

較
し

て
野

菜
の

摂
取

量
が

少
な

く
，

菓
子

類
の

摂
取

量
が

多
か

っ
た

．
栄

養
素

と
し

て
は

ビ
タ

ミ
ン

C及
び

食
物

繊
維

の
摂

取
量

が
有

意
に

少
な

か
っ

た
．

22

de
 A

nd
ra

de
et

 a
l.

20
11

88
7

N
/A

ブ
ラ

ジ
ル

横
断

PO
Pの

数
に

よ
り

定
義

さ
れ

た
3カ

テ
ゴ

リ
ー

変
数

・
PO

P 
= 

5-
8

・
PO

P 
= 

1-
4

・
PO

P 
= 

0

栄
養

素
摂

取
量

PO
Pが

0の
者

は
PO

Pが
5以

上
の

者
と

比
較

し
て

ビ
タ

ミ

ン
C，

カ
ル

シ
ウ

ム
，

リ
ボ

フ
ラ

ビ
ン

，
及

び
亜

鉛
の

摂
取

量
不

足
の

オ
ッ

ズ
が

有
意

に
高

か
っ

た
．

12

Sa
m

ni
en

g 
et

al
.

20
11

61
2

69
±6

タ
イ

横
断

M
N

Aに
基

づ
く

栄
養

状
態

（
3カ

テ
ゴ

リ
ー

：
正

常
，

低
栄

養
の

リ
ス

ク
あ

り
，

低
栄

養
）

現
在

歯
数

FT
U

M
N

Aス
コ

ア
に

よ
り

低
栄

養
と

判
定

さ
れ

た
者

は
正

常
と

判
定

さ
れ

た
も

の
と

比
較

し
て

有
意

に
現

在
歯

数
，

FT
U

s
が

少
な

か
っ

た
．

7

表
1
．

本
稿

で
採

用
し

た
歯

・
口

腔
の

健
康

と
栄

養
の

関
連

に
つ

い
て

の
観

察
研

究

M
N

A
 =

 m
in

i 
n
u
tr

it
io

n
al

 a
ss

e
ss

m
e
n
t,
 B

M
I 
=
 b

o
dy

 m
as

s 
in

de
x,

 P
O

P
 =

 p
o
st

e
ri
o
r 

o
c
c
lu

di
n
g 

pa
ir
s 

o
f 
te

e
th

, 
H

E
I 
=
 h

e
al

th
y 

e
at

in
g 

in
de

x,
 I
O

D
 =

 i
m

pl
an

t（
-
su

pp
o
rt

e
d）

 o
ve

rd
e
n
tu

re
, 
C

D
 =

 c
o
n
ve

n
ti
o
n
al

 （
c
o
m

pl
e
te

）
 d

e
n
tu

re
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6. 栄養

表
１

の
続

き

報
告

者
報

告
年

人
数

年
齢

（
歳

）
調

査
地

域
研

究
デ

ザ
イ

ン
　

説
明

変
数

　
目

的
変

数
　

主
要

な
結

果
文

献
番

号

Sa
vo

ca
 et

 a
l.

20
11

63
5

60
～

米
国

横
断

現
在

歯
数

咬
合

支
持

数
食

事
時

の
義

歯
使

用
の

頻
度

（
3カ

テ
ゴ

リ
ー

：
常

に
使

用
す

る
，

時
々

，
使

用
し

な
い

）

H
EI

摂
取

を
避

け
る

食
品

の
数

現
在

歯
数

が
10

本
以

下
で

義
歯

を
使

用
し

て
い

な
い

者
，

あ
る

い
は

上
下

顎
の

い
ず

れ
か

，
ま

た
は

両
方

に
総

義
歯

を
装

着
し

て
い

る
者

は
，

そ
れ

以
外

の
者

と
比

較
し

て
H

EI
が

低
く

，
摂

取
を

避
け

る
食

品
の

数
が

多
か

っ
た

．
義

歯
を

外
し

て
食

事
を

す
る

者
は

義
歯

を
装

着
し

て
食

事
を

す
る

者
と

比
較

し
て

H
EI

が
低

く
，

摂
取

を
避

け
る

食
品

の
数

が
多

か
っ

た
．

食
事

時
に

常
に

義
歯

を
利

用
す

る
者

の
み

で
評

価
す

る
と

，
咬

合
支

持
数

が
摂

取
を

避
け

る
食

品
の

数
に

影
響

を
与

え
な

か
っ

た
．

20

Sa
vo

ca
 et

 a
l.

20
10

63
5

60
～

米
国

横
断

現
在

歯
数

10
本

以
下

/1
1本

以
上

H
EI

現
在

歯
数

が
10

本
以

下
の

者
は

，
11

本
以

上
の

者
と

比
較

し
て

H
EI

が
低

か
っ

た
．

8

W
ak

ai
 et

 a
l.

20
10

20
,3

66
52

±1
2

日
本

横
断

現
在

歯
数

に
よ

り
定

義
さ

れ
た

5カ
テ

ゴ
リ

ー
変

数

・
0本

・
1～

9本
・

10
～

19
本

・
20

～
24

本

・
25

～
28

本

食
品

群
及

び
栄

養
素

摂
取

量

無
歯

顎
者

と
比

較
し

た
現

在
数

25
本

以
上

の
者

の
カ

ロ
テ

ン
，

ビ
タ

ミ
ン

C，
ビ

タ
ミ

ン
Aの

摂
取

量
は

そ
れ

ぞ
れ

14
.3

%
，

8.
6%

，
6.

1%
多

く
，

炭
水

化
物

摂
取

量
は

6.
1%

少
な

か
っ

た
．

無
歯

顎
者

と
比

較
し

た
現

在
数

25
本

以
上

の
者

の
乳

製
品

，
緑

黄
色

野
菜

，
す

べ
て

の
野

菜
の

摂
取

量
は

そ
れ

ぞ
れ

26
.3

%
，

11
.9

%
，

5.
6%

多
く

，
米

，
菓

子
類

の
摂

取
量

は

そ
れ

ぞ
れ

9.
5%

，
29

.6
%
少

な
か

っ
た

．

10

de
 A

nd
ra

de
et

 a
l.

20
09

81
6

60
～

96
ブ

ラ
ジ

ル
横

断

PO
Pの

数
に

よ
り

定
義

さ
れ

た
3カ

テ
ゴ

リ
ー

変
数

・
PO

P 
= 

5-
8

・
PO

P 
= 

1-
4

・
PO

P 
= 

0

栄
養

素
摂

取
量

PO
Pが

0の
者

は
PO

Pが
5以

上
の

者
と

比
較

し
て

エ
ネ

ル
ギ

ー
，

炭
水

化
物

，
タ

ン
パ

ク
質

，
カ

ル
シ

ウ
ム

，
鉄

，
及

び
リ

ン
の

摂
取

量
が

有
意

に
低

か
っ

た
．

21

D
e 

M
ar

ch
i e

t
al

.
20

08
47

1
60

～
ブ

ラ
ジ

ル
横

断

現
在

歯
数

及
び

補
綴

状
態

に
よ

り
定

義
さ

れ
た

4カ
テ

ゴ
リ

ー
変

数
・

現
在

歯
数

9本
以

上

・
現

在
歯

数
1～

8本
・

無
歯

顎
で

片
顎

に
義

歯
を

装
着

・
無

歯
顎

で
両

顎
に

義
歯

を
装

着
（

re
fe

re
nc

e）

M
N

Aス
コ

ア

片
顎

の
み

に
義

歯
を

装
着

し
て

い
る

群
は

M
N

Aス
コ

ア
に

よ
り

判
定

さ
れ

る
低

栄
養

の
オ

ッ
ズ

が
3.

26
（

95
%
信

頼
区

間
：

1.
39

-7
.6

7）
で

あ
る

一
方

，
現

在
歯

数
が

1～
8本

の

群
は

低
栄

養
の

オ
ッ

ズ
が

0.
53

（
95

%
信

頼
区

間
：

0.
29

-
0.

98
）

で
あ

っ
た

．

13

M
ul

le
r e

t a
l.

20
08

53
53

（
平

均
）

カ
ナ

ダ
横

断

IO
D
グ

ル
ー

プ
：

29
人

[1
年

前
に

イ
ン

プ
ラ

ン
ト

体

を
支

台
と

し
た

オ
ー

バ
ー

デ
ン

チ
ャ

ー
を

装
着

]
CD

グ
ル

ー
プ

：
24

人
[1
年

前
に

総
義

歯
を

装
着

]）

咀
嚼

に
関

す
る

自
己

評
価

栄
養

素
摂

取
量

血
液

生
化

学
検

査
に

基
づ

く
栄

養
指

標

IO
D
グ

ル
ー

プ
と

比
較

し
て

CD
グ

ル
ー

プ
は

咀
嚼

困
難

と
感

じ
る

食
品

群
の

数
が

多
か

っ
た

が
，

栄
養

素
摂

取
量

及
び

栄
養

指
標

に
差

は
認

め
な

か
っ

た
．

17

N
ow

ja
ck

-
Ra

ym
er

 et
 a

l.
20

07
6,

98
5

25
歳

～
（

有
歯

顎
者

で
義

歯
不

使
用

者
）

米
国

横
断

現
在

歯
数

に
よ

り
定

義
さ

れ
た

4カ
テ

ゴ
リ

ー
変

数

・
1～

10
本

・
11

～
20

本

・
21

～
27

本

・
28

本
以

上

食
品

群
及

び
栄

養
素

摂
取

量 血
液

生
化

学
検

査
に

基
づ

く
栄

養
指

標

現
在

歯
数

が
27

本
以

下
の

群
は

28
本

以
上

の
群

と
比

較
し

て
有

意
に

人
参

，
（

ド
レ

ッ
シ

ン
グ

で
）

和
え

ら
れ

た
サ

ラ
ダ

，
及

び
食

物
繊

維
の

摂
取

量
が

少
な

く
，

血
清
βカ

ロ
テ

ン
，

葉
酸

，
及

び
ビ

タ
ミ

ン
Cが

低
か

っ
た

．

6

Li
ed

be
rg

 et
al

.
20

07
48

1
67

～
68

（
男

性
）

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

横
断

栄
養

素
摂

取
量

か
ら

定
義

し
た

栄
養

素
摂

取
状

況
充

足
/不

足

現
在

歯
数

咬
合

支
持

数
義

歯
装

着
状

況

栄
養

素
摂

取
状

況
充

足
/不

足
群

の
間

で
現

在
歯

数
，

咬
合

支
持

数
，

義
歯

装
着

状
況

に
有

意
な

差
は

認
め

な
か

っ
た

．
栄

養
素

摂
取

状
況

が
不

足
し

て
い

る
こ

と
は

肥
満

，
運

動
不

足
と

関
連

し
て

い
た

．

16

表
1
．
続

き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

表
１

の
続

き

報
告

者
報

告
年

人
数

年
齢

（
歳

）
調

査
地

域
研

究
デ

ザ
イ

ン
　

説
明

変
数

　
目

的
変

数
　

主
要

な
結

果
文

献
番

号

Yo
sh

ih
ar

a 
et

al
.

20
05

57
74

日
本

横
断

現
在

歯
数

19
本

以
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6. 栄養

に低いことを報告した．
　喪失歯のみでなく，補綴状況も考慮した形で歯・口
腔の健康を評価し，栄養との関連を見た調査 12-21 も
多く存在する．補綴に対する評価法は様々である．ブ
リッジポンティックといった固定性の補綴を臼歯部咬
合の数に含める posterior occluding pairs of teeth

（POP）と義歯の有無を歯・口腔の健康の評価指標と
した Sahyoun ら 19 の調査では NHANES に参加した
50 歳以上 5,958 人を POP = 5-8，POP = 1-4，総
義歯，無歯顎（義歯なし）に分類し，食事の質の評価
指標である healthy eating index（HEI）スコア，栄
養素摂取量，及び血液生化学検査に基づく栄養指標を
比較した．その結果 POP が 4 以下，総義歯，無歯顎
の群は POP が 5 以上の群と比較して HEI スコア，果
物摂取量，血清ビタミン C，及び血清βカロテンが有
意に低かった．
　多数の喪失歯を持ち，義歯で補綴している場合は，
栄養バランスが悪く，適正な体型，体重にない者の割
合が多い．Yoshida ら 22 は，地域在住日本人 65〜85
歳高齢者 182 人について，臼歯部が可撤性部分床義
歯で補綴されている群は天然歯での咬合が維持されて
いる群と比較して野菜の摂取量が少なく，菓子類の摂
取量が多く，栄養素としてはビタミン C 及び食物繊
維の摂取量が有意に少なかったことを報告している．
De Marchi et al ら 23 はブラジルにおいて 60〜89 歳
471 人を現在歯数及び補綴状態に基づき，現在歯数 9
本以上，現在歯数 1〜8 本，無歯顎で片顎に義歯を装
着，無歯顎で両顎に義歯を装着の 4 群に分け，中心性
肥満との関連について評価した．その結果，無歯顎で
両顎に義歯を装着している群を基準としたとき，現在
歯数が 9 本以上の群は腹囲 / 臀部比で定義された中心
性肥満のオッズが 0.49（95% 信頼区間：0.32〜0.87）
である一方，現在歯数が 1〜8 本の群は腹囲で定義さ
れた中心性肥満のオッズが 3.28（95% 信頼区間：1.43
〜7.52）であった．
　高齢者において義歯による補綴がなされていても栄
養素摂取量が少なく，低栄養の者の割合が多いとの報
告 24, 25 がある中で，義歯の適合について考慮した興
味深い調査がある．Sahyoun ら 26 は NHANES に参
加した 50 歳以上 4,820 人を現在歯数及び補綴状態に
基づき，現在歯数 18 本以上，義歯の適合に問題がな
いと感じている群，義歯の適合に問題があると感じて
いる群の 3 群に分類し，HEI スコア，栄養素摂取量，

及び血液生化学検査に基づく栄養指標について比較し
た．その結果，現在歯数 18 本以上の群と比較して，
義歯の適合に問題があると感じている群は HEI スコ
ア，野菜摂取量，多様性，ビタミン C 摂取量，及び
カロテン摂取量が有意に低かったが，現在歯数 18 本
以上の群と義歯の適合に問題がないと感じている群の
間には有意差がなかった．著者らは定期的なメインテ
ナンスを行い，義歯の適合，機能を維持することの重
要性が示されたと結論付けている．
2. 歯科補綴治療と栄養（介入研究）（表2）
　2001 年 以 降 IOD と 総 義 歯（conventional 
[complete] denture = CD）について栄養状態の改
善への寄与について比較した無作為化比較試験あるい
は無作為コントロール試験が実施されている．1 つの
無作為化比較試験 27 においてフォローアップ評価（6
カ月後）での体脂肪率，皮下脂肪厚の改善，腹囲及び
腹囲 / 臀部比の減少，血清アルブミン，ヘモグロビ
ン，ビタミン B12 の上昇を下顎 IOD 群でのみ観察さ
れたことを報告しているが，他の研究では咀嚼能力の
有意な改善は認められるものの，下顎 CD と比較した
IOD の栄養状態の改善への有意な寄与は報告されて
いない 28-30．Hamdan ら 29 は 65 歳以上の無歯顎患
者 255 人を対象に無作為化比較試験を実施した．グ
ループ 1（介入群，127 人，平均年齢 71 歳）に IOD
を装着，グループ 2（対照群，128 人，平均年齢 70
歳）に CD を装着し，フォローアップ評価（12 カ月後）
におけるエネルギー及び栄養素摂取量を比較した．そ
の結果，両群に差は認めなかった．
　全部・部分床義歯による一般的な歯科補綴治療
の栄養に関する効果を評価する介入研究も 1 つ 31

を除き栄養状態の改善効果を認めなかった 32-35．
Wöstmann ら 35 は補綴治療が必要と診断された 60
歳以上 47 人に対し，義歯調整，修理あるいは新製を
行い，6 カ月後の咀嚼能力及び栄養状態を評価した．
その結果，咀嚼能力の改善を認めたが，栄養状態の改
善は認められなかった．
3. 口腔顔面痛と栄養（観察研究）（表3）
　口腔顔面痛と栄養状態，栄養摂取の関連を評価した
研究からは両者の有意な関連が報告されている 36, 37．
Bailey ら 36 は自己評価に基づく口腔の痛み，咀嚼困
難， 嚥 下 困 難（chewing, swallowing, and mouth 
pain = CSP）を主要な説明変数とし，CSP のない者
125 人（平均 73 歳）と CSP が１年間持続している
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6. 栄養

者 22 人（平均 74 歳）で HEI スコアと栄養素摂取量
を比較した．その結果，CSP（+）群は CSP（−）群
と比較して HEI スコアとビタミン A の摂取量が低く，
ビタミン A 及びビタミン B6 の摂取不足の者の割合が
高いことを明らかにした．

【考察】
　今回のレビューにより，歯の喪失は栄養状態，栄養
摂取に悪影響を与えることが改めて示された．
　歯の喪失は咀嚼能力の低下に繋がる．咀嚼能力が低
いと容易に摂取できる食品の種類が限定されることが
報告されている．特に野菜・果物類には，噛みにくい
と考えられている食品が多く 38，多数歯喪失者では，
これらの食品摂取を避けることで，摂取量の減少に繋
がったと考えられる．野菜・果物類は，ビタミン類，
食物繊維の供給源であり，エネルギーや脂肪が少なく，
また健康維持や疾病予防に役立つ成分を含んでいる．
食事バランスガイド 39 において，「野菜」は，毎食食
べるべき食品，「果実」は，1 日 1 回摂取することが
望ましい食品とされている．成人の 1 日の摂取量の目
安として，健康日本 2140 では，「野菜」は成人 1 日
あたり 350g，そのうち緑黄色野菜 120g 以上として
いる．「果実」は食事バランスガイドにおいて，１日
200g が望ましいとされている．多数歯喪失者では野
菜・果物類の摂取量が減少しているため，血清中ビタ
ミン C，E，カロテン類の低下が認められる．こうし
た栄養素は抗酸化作用を持つ栄養素としての重要性が
認められており 41，適量摂取は心血管疾患を始めとし

た多くの NCDs の予防に役立つとされている 42, 43．
　更に多数歯喪失者では適正体重から外れている者

（痩せあるいは肥満）が多い．これには逆の因果関係，
すなわち肥満，糖尿病により歯周病を介した歯の喪失
も考えられるが，歯の喪失による咀嚼能力の低下から
菓子類など栄養価が低く高カロリーの食品の摂取が増
えることによる肥満，あるいは総摂取エネルギーの減
少による痩せという関連も十分に考えられる．特に高
齢者においては歯の喪失は低栄養と関連するとの報告
が多い．高齢期は，大きな心身の衰えが生じる時期で
あり，味覚や嗅覚の低下，薬の使用，愁訴，社会的孤
立などにより，低栄養へのリスクが高まるといわれて
いる 44．高齢者においては，痩せ・低栄養が，要介護
及び総死亡に対する独立したリスク要因である 45．更
に咀嚼能力と日常生活動作（ADL）能力との関連を
認めた研究報告 46 では，「食べる」ことは単なる栄養
摂取の手段ではなく，行動意欲を起こさせる心理的効
果を持ち，それによって身体機能の維持に繋がること
が示唆されている．
　このように多数歯喪失者における栄養状態の悪化が
示された一方で，多数歯を喪失しても義歯の適合を良
好に保っている者では野菜・果物といった食品群，あ
るいはビタミン類等の栄養素摂取量の減少は認められ
なかった．
　以上のことから歯の喪失を予防する，また義歯の適
合を維持することに繋がる定期的な歯科メインテナン
スは NCDs のリスク低減，高齢者における低栄養の
予防，ADL 低下の予防に繋がり，最終的には健康寿

表３：本稿で採用した口腔顔面痛と栄養の関連についての観察研究

報告者 報告年 対象 人数
年齢

（歳）
調査地域

研究
デザ
イン

説明変
数

目的変数 主要な結果
文献
番号

Soini et
al.

2006 老人福祉施設入居者
入院患者

2,036
1,052

83
（平均）

 81
（平均）

フィンランド 横断

自己評
価に基
づく口
腔の痛
み

MNAに基づく栄養
状態
（MNA = 17-
23.5：低栄養のお

それあり[At risk]
MNA < 17：低栄
養）

MNAスコアにより
低栄養と判定された
者の割合は口腔の痛
みを訴える者で高
かった．

37

Bailey
et al.

2004 CSP*
のない者

1年間CSP持続者

125
22

73
（平均）

74
（平均）

米国 横断 CSP HEI
栄養素摂取量

CSP（+）群はCSP
（-）群と比較して

HEIスコアとビタミ

ンAの摂取量が低

く，ビタミンA及び

ビタミンB6の摂取不
足の者の割合が高
かった．

36

MNA = mini nutritional assessment, CSP = chewing, swallowing, and mouth pain

表3．本稿で採用した口腔顔面痛と栄養の関連についての観察研究

*
CSP = 自己評価に基づく口腔の痛み，咀嚼困難および嚥下困難
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

命の延伸に繋がることが示峻される．
　IOD を始めとする歯科補綴治療が栄養摂取状況の
改善に与える影響について評価した介入研究結果をま
とめると，歯科補綴治療を行ったことによる栄養摂取
状況の改善効果は殆どないことが示された．全ての研
究において咀嚼能力の有意な改善を認めるが，殆どの
研究において栄養に関する指標には有意な変化を認め
ない．咀嚼能力を改善するだけでは健康的な食生活へ
の行動変容に結びつかないことが明らかとなった．こ
こで歯科補綴治療と栄養摂取状況に関連する興昧深い
調査を紹介したい．英国で行われた無作為コントロー
ル試験 47 において，無歯顎患者 58 人に対し，義歯新
製を行い，うち 30 人は義歯のメインテナンスに加え
栄養士による栄養指導を受け（介入群），28 人はメイ
ンテナンスのみを受けた（コントロール群）．6 週後
のフォローアップ評価において両群とも咀嚼能力に関
する自己評価は改善していたが，介入群でのみ有意な
野菜・果物類の摂取量の上昇を認めた．同じ研究グルー
プ 48 はまた，無歯顎患者 54 人（IOD グループ：28 人，
CD グループ：26 人）に対し，食事指導を行い 3 カ
月後に両グループの栄養素摂取量及び血清抗酸化能を
評価した．その結果 CD グループと比較して IOD グ
ループは飽和脂肪酸からのエネルギー摂取 % が低く，
非澱粉性多糖類の摂取量が有意に多かった．また両群
とも血清抗酸化能が有意に改善したが，IOD グルー
プの方がより高い抗酸化能を示した．食事指導の効果
についてはインドにおける介入研究 49 でも認められ
ている．こうした結果は，歯科診療において患者の栄
養状態，全身状態の改善に繋がる行動変容を引き起こ
すには，栄養指導を取り入れる必要があることを示し
ている．多業種連携の重要性が明らかとなった．
　口腔顔面痛と栄養について評価した住民ベースの調
査は殆どなく，今後更なる調査研究が必要な分野であ
ろう．本稿では地域住民の健康増進に着目し，住民ベー
スの観察研究のみを対象としたが，入院患者，施設入
居者といった有病者や心身機能の低下した者では痛み
の訴えの頻度は上がるものと予想される．

【結論】
　今回のレビューにより以下の事項が確認された．
◦歯の喪失は野菜・果物類を中心とした食品摂取，抗

酸化作用を有するビタミン類を中心とした栄養素摂
取の減少と関連する．

◦歯の喪失は肥満あるいは痩せと関連する．この関連
は年齢，性別，人種等の影響を受ける．特に高齢者
においては総摂取エネルギー量の減少，低栄養と関
連する．

◦無歯顎で総義歯補綴者は有歯顎者と比較して栄養
摂取状況が劣るが，定期的にメインテナンスを受け
た適合の良い義歯においてはそうした関連を認めな
い．

◦自己評価に基づく口腔の痛みは低栄養と関連する．
◦歯科補綴治療単体を行ったことによる栄養摂取状況

の改善効果は殆どない．行動変容を伴う健康的な食
事摂取，栄養状態の改善には栄養指導が必要である．

　今後の研究に向けた方法論的な課題を述べると，歯・
口腔の健康と栄養の関連を見た観察調査研究のデザイ
ンは横断研究が主であり，因果関係を評価することが
難しい．コホート研究等更に信頼度の高い研究により
エビデンスを蓄積し，両者の関連をより明らかなもの
とすることが今後重要であると考える．また介入研究
においては栄養士を始めとする異業種との連携によ
る栄養改善効果を評価する研究の更なる進展が望まれ
る．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　口腔疾患は，疼痛や機能障害を招くのみならず，心
理的，社会的に影響を与える要因ともなりうる．高齢
社会において，口腔の健康と QOL との関連はより重
要性を増していくものと考えられる．このたび口腔の
健康と健康関連 QOL の関連を検討するため，文献レ
ビューを行った．さらに，QOL に関係する休養やコ
ミュニケーションと口腔の健康のかかわりについても
知見をまとめた．
　これまで英語あるいは日本語で報告された研究成果
を，PubMed 及び医中誌 Web データベースを用い
て文献検索した．主たるコンセプトは「QOL」，「コミュ
ニケーション」，「休養」とした．「休養」はストレス
軽減や睡眠障害（睡眠時無呼吸除く）を含めた．「QOL」
14 編，「休養・コミュニケーション」8 編の原著論文
がレビュー対象として抽出された．
　レビューの結果から，口腔の健康と健康関連 QOL
の間に有意な関連が認められ，口腔の健康の維持・増
進は QOL 向上に寄与する可能性が示唆された．また，
コミュニケーションや，休養と関連するストレスや睡
眠状況は，口腔状態と関連していることが示された．
　当該のテーマについては，いっそうのエビデンスの
集積が求められており，更なる検討が必要と思われた．

【緒言】
　一般に，医学研究でよく使用されるアウトカム指標
として，罹患率や死亡率などが挙げられる．これらの
代表的な客観的指標に加えて，1980 年代以降，患者
や研究対象者の主観的評価をアウトカムとして研究に
取り入れる動きが活発化してきた．研究の進展に伴い，
患者の主観的な評価指標は患者立脚型アウトカムとし
て周知されるようになっている 1．
　QOL は”Quality of life”の略称であり，「生活の
質」と訳されることが多い．用いられる分野によって
意味が異なることもあり，定義は難しい．例えば，公
園や下水道の整備や住居の快適性を QOL としてとら

えることも可能である．近年，健康に関連した QOL
を示す場合，health- related quality of life（健康関
連 QOL）という用語が使用されることが多くなって
いる．
　健康関連 QOL は，代表的な患者立脚型アウトカ
ムのひとつである．健康関連 QOL は「身体機能」

「心の健康」「社会生活機能」を基本要素として構成
されることが一般的である．代表的な包括的健康関
連 QOL と し て，MOS-Short Form 36（SF-36）2

や Sickness Impact Profile3，Nottingham Health 
Profile4，WHOQOL5 などが挙げられる．
　口腔疾患は，疼痛や機能障害を招くのみならず，心
理的，社会的にも影響を与える要因となることから，
健康関連 QOL との関連は高齢社会においてよりいっ
そう重要性を増していくものと考えられる．2000 年
代以降，口腔分野においても QOL を評価指標とする
疫学研究が徐々に増加しており，エビデンスの集積が
期待される．
　そこで今回，口腔の健康と QOL の関係を検討する
目的で文献レビューを行った．さらに，QOL に関係
する休養やコミュニケーションと口腔の健康のかかわ
りにも着目した．これらのエビデンスの収集も独立し
た形で実施した．

【目的】
　「口腔の健康の維持・増進は，QOL 向上に寄与して
いるか」「口腔の健康は，休養やコミュニケーション
と関係しているか」の 2 つのリサーチ・クエッション
に関して，論文報告されている知見をまとめることを
目的とした．

【方法】
　これまで英語あるいは日本語で報告された研究成果
を，PubMed 及び医学中央雑誌（医中誌）Web デー
タベースを用いて文献検索した．検索は 2014 年 5 月
18 日に実施した．

7. 休養・コミュニケーション及びQOL 

内藤 真理子
名古屋大学大学院医学系研究科予防医学分野
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　主たるコンセプトは「QOL」，「コミュニケーショ
ン」，「休養」とした．「休養」はストレス軽減や睡眠障害，
リラクゼーションを含めて検索した．「QOL」は健康
関連 QOL と定義し，口腔関連 QOL のみを対象とし
ている論文は抄録確認後に除外した．
　コンセプトに付随するキーワードに，"oral health" 
[MeSH Terms]，"dentistry" [MeSH Terms]，
"epidemiologic studies" [MeSH Terms]， "humans" 
[MeSH Terms]，"adult" [MeSH Terms] を加えて，
PubMed 検索を行った．医中誌による検索では，「歯
科学 /TH OR 歯科 /AL」と「疫学的研究 /TH OR 
疫学研究 /AL」を各検索式に追加した．対象は原著論
文に限定した．
　両データベースを合わせて，QOL は 622 件，コミュ
ニケーションが 419 件，休養関係が 451 件の文献が
抽出された．これらの文献を，タイトルと抄録によっ
て絞り込みを行った．
　一般集団あるいは生活習慣病の罹患者を対象とした
QOL 研究を，「QOL」のレビュー対象として採用し
た．「QOL」で検索された文献のうち「コミュニケー
ション」や「休養」によりあてはまるものと考えられ
たものは，絞り込む段階で当該のカテゴリに移動させ
た．「休養」に関して，睡眠時無呼吸症候群に関する
文献は除外した．一部の文献については全文を確認し，
今回のレビューの趣旨と合致しないものは除外した．
　最終的に「QOL」14 文献，「コミュニケーション」
3 文献，「休養」6 文献の原著論文をレビュー対象と
した（表 1）．

【結果】
１. 口腔の健康と健康関連 QOL の関係
　口腔の健康と健康関連 QOL の関連を検討した 14
論文が抽出された．用いた QOL 評価指標は，5 文献
が SF-36 あるいは SF-8，2 文献が WHOQOL，残
る 7 文献はその他であった．
　チリの 60 歳以上の男女 4,766 人を対象に，Mariño
ら 6 は自己申告の口腔状態と QOL の関連を横断的に
検討している．QOL は 5 段階で評価しており，QOL
が高い（Excellent/Good）者は低い者（Average/
Bad）に比べて，無歯顎者が少なかった（OR1.5，
95 ％ 信 頼 区 間 [CI] 1.10-2.00）．QOL が 低 い 者

（Average/Bad） は 高 い 者（Excellent/Good） に
比べて，咀嚼の問題を持つ傾向にあった（OR2.33，

95%CI 1.65-3.29）．QOL が 大 変 低 い 者（Very 
bad）は更に高いオッズ比を認め（OR4.69，95%CI 
2.44-9.03），咀嚼の問題を持つリスクが高まっていた．
　
　Hugo ら 7 と Fontanive ら 8 は，無作為抽出したブ
ラジル南部の住民を対象に，WHOQOL-BREF を用
いた横断研究結果を報告している．前者は，60 歳以
上の男女 872 人を対象とした．歯数の減少や咀嚼力
への不満足感は QOL の低下と有意に関連していた．
特に咀嚼力への不満足感は，機能，精神，環境，社交
とすべての下位尺度において関連していた．後者は
50〜74 歳の男女 720 人を対象とした．上顎の義歯使
用は下位尺度の機能，DMFT は社交，下顎の義歯使
用は環境の QOL 低下に，それぞれ有意に関連してい
た．
　Lee ら 9 と Wang ら 10 は，台湾での研究成果を報
告している．前者は 65 歳以上の男女 1,600 人，後者
は 18〜64 歳の男女 15,501 人を対象としている．両
者ともに SF-36 を測定指標として用いている．前者
では，Oral Health Impact Profile（OHIP）による
口腔関連 QOL スコアは SF-36 の身体面，精神面と
もに有意に関連していた．後者では口腔の健康に関連
した事項（口腔衛生状態，歯科受診頻度など）は有意
に SF-36 のスコアに関連していた．
　Appollonio ら 11 は，イタリア北部在住の 70 〜
75 歳男女 1,124 人を対象にコホート研究を実施し，
QOL に関してベースライン・データの横断的分析を
行った．QOL 評価指標として，Beck's Depression 
Inventory，IADL，Linn's SELF scale を使用した．
義歯が必要にもかかわらず義歯未使用の者は，義歯が
必要ない者や適切に義歯を使用している者に比べて，
より低い QOL を有していた．
　日本からの報告としては，Naito ら 12 と Shimada
ら 13 のものがある．前者は，全国の歯科医院受診
者を対象とした横断研究である．40〜92 歳の男女
3,238 人について，SF-8 を用いた分析を行っている．
Geriatric/General Oral Health Assessment Index

（GOHAI）による口腔関連 QOL が国民標準値より高
い者は，SF-8 で評価された QOL が有意に高く認め
られた（OR 1.76，95％ CI 1.52-2.04）.
　後者は，大学病院歯科の初診患者を対象とした研究
である．16〜79 歳の男女 177 人について，SF-36 に
よる評価を行っている．機能や痛みに関する口腔状態
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7. 休養・コミュニケーション及びQOL

表
1

の
続

き

著
者

 
報

告
年

調
査

地
 

対
象

 
人

数
 

研
究
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献
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.
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

の認識は，SF-36 の下位尺度と有意に関連していた．
　Brennan ら 14 は，45〜54 歳 の 南 オ ー ス ト ラ リ
ア居住の男女 879 人を対象に，歯牙喪失，咀嚼力と
QOL の関連を見た．QOL は the visual analogue 
scale of EuroQol（EQ-VAS）と Satisfaction with 
Life Scale を用いて評価した．Functional units や
Chewing score で評価される咀嚼力が高いほど有意
に QOL が高く認められた（P<0.01）．
　生活習慣病の罹患者を対象とした報告として，6 文
献が抽出された．糖尿病に関して，Huang ら 15 と
Sandbergら 16 がそれぞれ報告している．前者は米国
での研究で，65 歳以上の糖尿病患者 70,363 人を対
象に，Healthy Days Core Module を用いて評価し
た．う蝕あるいは歯周病による歯牙喪失は QOL 指標
の General Health の低下に有意に関連していた（OR 
1.25，95%CI 1.13-1.37）．
　後者はスウェーデンの症例対照研究で，102 人の糖
尿病患者群，性と年齢をマッチングさせた同じ地域の
住民 102 人を対照群として検討を行っている．QOL
は SF-36 を用いて評価した．糖尿病患者群において，
無歯顎あるいは 1〜9 歯有する者は 20 歯以上の者と
較べて身体機能及び日常役割機能（身体）が低下して
いたが，対照群には差が認められなかった．両群を合
わせた解析では，歯や口に対する不満や口腔乾燥感は，
すべての下位尺度において有意な関連を示した．  
　慢性閉塞性肺疾患について，Zhou ら 17 は中国
の 30 歳以上の患者 306 人を対象に，St George's 
Respiratory Questionnaire（SGRQ）を用いて，横
断的に検討を行っている．喪失歯数やプラーク指数は
SGRQ スコアと有意に関連を示し，QOL 低下を認め
た（P<0.05）．
　Ingram ら 18 と Duke ら 19 は，米国のがん患者を
対象とした報告を行っている．前者は，男性がん患
者 150 人（年齢中央値 67 歳）を対象に，EORTC 
QLQ-30 を用いて横断的に検討している．「歯や口の
問題で食べにくい」と自己申告した者はそうでない者
と比較して，EORTC QLQ-30 のすべての下位尺度
において QOL 低下が認められた（P<0.05）．
　後者は，がん治療終了後 5 年以上経過している
頭 頸 部 が ん 患 者 86 人（ 平 均 年 齢 64 歳 ） を 対 象
に，Universi ty of Washington Qual i ty of 
Life Questionnaire（UWQOL） と Functional 
Assessment of Cancer Tnerapy（FACT）を用いて

横断的な検討を行っている．がん治療開始から終了直
後に無歯顎になった者や，DMF スコアの高い者，開
口度が減少した者，義歯未使用の無歯顎者は，QOL
が低下していた（P<0.05）．
２. 口腔の健康と休養・コミュニケーションの関係
　休養（ストレス軽減，リラクゼーション，睡眠含む）・
コミュニケーションに関して 9 文献が抽出された．
　日本，タイ，トルコの研究において，口腔の健康
とコミュニケーションとの関係が報告されている．
Naito ら 20 は，施設入所している日本人高齢者 30 人
を対象に，歯科治療介入研究を実施した．Functional 
Independence Measure（FIM）の表出をコミュニ
ケーションの評価指標として用いた．ベースラインと
介入後のスコア変化を検討した結果，対照群と比較し
て，介入群に表出スコアの有意な増加が認められた．
　 タ イ の 15〜87 歳 の 男 女 8,7134 人 を 対 象 に，
Yiengprugsawan ら 21 は口腔関連 QOL について横
断的な検討を行っている．口腔関連 QOL の構成要素
のひとつである“speaking”において，20 歯未満の
者はそれ以上の者と較べて，より困難さを感じていた

（OR 6.43，P<0.001）．
　Bekiroglu ら 22 は，トルコの 55 歳以上の義歯装着
者 105 人を対象に，口腔に関する不満について横断
的な検討を行った．75 歳以上の対象者の 6 割が，義
歯装着による，コミュニケーションの問題や痛みによ
る不眠あるいはストレス・不快感があると回答した．
　義歯装着に関する同様の研究として，日本の地域高
齢者 3,967 人（平均年齢 67 歳）を対象とした Ikebe
らの報告 23 がある．総義歯装着者において，口腔機
能で最も満足度が低いものが“speech”であった．
　さらに，ストレス軽減や睡眠を含めた休養に関して，
米国，日本，カナダから研究報告がなされている．米
国の地域高齢男性 721 人を対象とした研究 24 では，
1〜24 歯あるいは 25 歯以上有する者に比べて，無歯
顎者は歯や口の問題でリラックスしにくいことがある
と回答する割合がより高く認められた．
　Tadatsu ら 25 は，日本の企業職員 459 人を対象に
横断的検討を行っている．20〜49 歳及び 50 歳以上
ともに，過剰ストレス群は過剰ストレス無し群に較べ
て，歯の健康づくり得点（得点が低いほど口腔の健康
に問題があると評価される）が有意に低くなることを
示した．
　カナダの 50 歳以上の地域住民を対象としたコホー
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7. 休養・コミュニケーション及びQOL

ト研究 26 では，3 年目の自己評価による口腔状態が 7
年目の精神的健康状態にどのような影響を与えるかが
検討されている．その結果，口腔状態が良好と評価し
た者は，4 年後の自覚的なストレスがより低いことが
示された（P<0.05）．
　同じくカナダからの報告として，Emami ら 27 は
65 歳以上の無歯顎者 173 人を対象に，睡眠の質や日
中の眠気と口腔の健康との関連を分析している．義歯
の問題を頻繁に抱えている者はそうでない者と較べ
て，日中の眠気が強い傾向にあった（P=0.034）．また，
口腔関連 QOL は睡眠の質の予測因子のひとつであっ
た（P=0.001）．
　Fukai ら 28 は，日本の 40 歳以上の地域住民 5,584
人を対象としたコホート研究のベースライン・デー
タを用いて，原因が特定できない身体的な訴え（睡
眠障害を含む）と口腔状態の関連を横断的に分析し
た．機能上問題のない歯の数が少ないほど，身体的な
訴えを有する割合がより高くなる傾向が認められた

（P<0.001）．

【考察】
１. 口腔の健康と健康関連 QOL の関係
　すべての報告において，口腔の健康と健康関連
QOL の間に有意な関連が認められていた．これらの
結果から，口腔の健康の維持・増進は QOL 向上に寄
与する可能性が示唆されている．
　全般に，口腔の健康状態は，健康関連 QOL の特定
の因子（身体機能など）に限定することなく，幅広く
関連を認めた．レビュー対象の研究の殆どが横断的な
検討であったことから，両者の因果関係は問えないが，
健康関連 QOL の身体面，精神面，社会面にかかわり
を持つ可能性が示されたことは興味深い．今後，コホー
ト研究や介入研究を用いた更なる検討が待たれるとこ
ろである．
　また，1,000 人以上の対象者を有する大規模な疫学
研究からの報告が 14 編中 6 編を占めた．殆どの研究
において，健康を多次元的に測定するプロファイル型
尺度で，かつ信頼性・妥当性が計量心理学的に検証さ
れている尺度を使用していた．
　その一方，各々の研究の「口腔の健康」指標は，歯
数や義歯使用，口腔関連 QOL，口腔衛生状態など様々
であった．健康関連 QOL 評価に関しても，ひとつの
研究に複数の尺度を使用するケースもあり，トータル

で 14 種類の尺度が使用されていた．
　QOL を評価指標とする研究はテーマや対象が多岐
に渡るため，このような状況は避けられず，得られた
知見を統合して分析することは容易ではない．エビデ
ンスのいっそうの集積も必要と考えられる．
　なお，今回レビュー対象とした 14 論文は，すべて
1997 年以降に出版されたものである．過去 2 年間に
そのうちの 4 編が出版されていることから，今後の報
告数の増加と研究の展開を期待したい．
２. 口腔の健康と休養・コミュニケーションの関係
　原著論文数は少なく，今後の検討が待たれる研究
テーマである．QOL に関連する内容でもあることか
ら，QOL の一部として検討はされていることで，独
立した形で検討した報告としては数が少なくなってい
る可能性もある．
　歯数の減少や義歯装着とコミュニケーションの問題
との関連が，3 編の研究報告において示された．また，
介入研究より，口腔状態の改善がコミュニケーション
機能の向上（表出）に関与する可能性も示唆された．
さらに，休養と関連するストレスやリラックスした心
身状態，睡眠状況は，口腔状態や義歯装着と関連する
ことが，6 編の報告で示された．
　休養やコミュニケーションは，生存期間や ADL，
社会参加，QOL などに関係し，ひいては健康長寿の
延伸に影響を及ぼすことが予測される．ストレス 29

や睡眠時間 30 と死亡リスクとの関連はこれまで報告
されており，これらの因子と口腔の健康のかかわりを
検討していくことは，公衆衛生学的意義が大きいと言
えよう．今後更なるエビデンスの集積が重要と思われ
た．

【結論】
　口腔の健康と休養・コミュニケーション及び QOL
の関連について，国内外で出版されている関連文献の
レビューを行った．その結果，口腔の健康と健康関連
QOL の間に有意な関連が認められ，口腔の健康の維
持・増進は QOL 向上に寄与する可能性が示唆された．
また，コミュニケーションや休養と関連するストレス
や睡眠状況は，口腔状態と関連していた．これらのテー
マについては報告数が少なく，いっそうのエビデンス
の集積が必要であると考えられた．
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Ⅱ. 課題別エビデンス

8. 口腔保健と社会的決定要因
－口腔の健康格差と社会的決定要因－
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【抄録】
　健康格差と，その最大の原因である健康の社会的決
定要因が注目されている．「歯科口腔保健の推進に関
する法律」に伴う「歯科口腔保健の推進のための基本
的事項」の 1 番目は「口腔の健康の保持・増進に関す
る健康格差の縮小」である．健康の社会的決定要因は，
人々の健康や行動を左右してしまう「原因の原因」で
ある．本レビューでは歯科疾患の健康格差と社会的決
定要因に関するシステマティックレビューとメタ解析
をレビューし，更に日本におけるエビデンスを調べた．
その結果，所得や教育歴が高いほど口腔保健状態や行
動が良いという健康格差が確認された．国民皆保険制
度が歯科治療をカバーする日本国内の研究でも同様の
健康格差が認められた．健康格差は疾病の治療の格差
だけでなく，疾病発生の格差によるところが大きい．
そのため医療受診にかかる費用が無料であっても格差
が存在することが知られている．歯科疾患の発生及び
治療の格差を縮小する取り組みが必要だろう．何度指
導をしてもなかなか変わらない患者，そもそも健診に
来ない患者への対策は難しい．こうした人々をも含め
た社会の健康を増進するためには，それらの人々の背
景に存在する健康の社会的決定要因を考慮した方法が
必要である．健康に影響する社会的決定要因を明確に
し，健康を推進する環境の実現が求められる．

【緒言】
　歯科臨床を実施する上でしばしば遭遇する問題とし
て，何度指導をしてもなかなか変わらない患者，そも
そも健診に来ない患者をどうするかということがある
だろう．従来の伝統的な心理学や健康教育学ではモチ
ベーションを上げていくような指導の重要性が注目さ
れていた．しかしながら，そもそも指導に来ない患者
にはこうした教育が届くこともない．また医師や歯科
医師の間でも喫煙や肥満が無くならないように，繰り
返し指導を受けて知識を持っているはずなのに行動や

行動変容のステージを変われない患者も存在する．そ
して現実問題としてこのような数多く存在する指導
に来ない人々や行動変容が出来ない人々が，疾病を発
生させ歯科医院に駆け込んでくる光景は無くなること
がない．実はこうした問題は保健医療分野の多くの場
面で見られ，「逆転するケアの法則」1，「逆転する予
防の法則」2 とも称されている．そして最近の公衆衛
生学と社会疫学の発展が明らかにしてきた概念が人々
の健康や行動をも左右する「健康の社会的決定要因

（Social determinants of health）」である．
　近年「健康の社会的決定要因」は注目され，研究だ
けではなく日本を含めた国々の政策の中にも取り入れ
られつつある．健康の社会的決定要因とは，人々が産
まれ育ち生活し，働き，老いていく中で人々を取り巻
く，医療保険制度を含む多様な物理的，社会的環境で
ある 3,4．これらは，国内及び国家間で見られる避け
られるはずの健康格差の最大の原因である 3,4．社会
的決定要因は，疾病の「原因の原因」として，人々の
行動を左右し病気のリスクを高める 4．ここで説明さ
れている概念を歯科疾患に置き換えたものを図１に示
す．歯科疾患の直接的な原因を左右する背景要因が社
会的決定要因である．国際歯科学会（IADR）では，
健康格差が研究課題に位置づけられ 5，格差を減らし

8. 口腔保健と社会的決定要因
	 －口腔の健康格差と社会的決定要因－	

相田 潤1, 松山 祐輔1, 小山 史穂子1, 佐藤 遊洋1, 上野 路子1, 坪谷 透1,2, 小坂 健1

1：東北大学大学院歯学研究科国際歯科保健学分野　2：ハーバード大学公衆衛生大学院社会行動科学部

歯科疾患の直接的原因歯科疾患の原因の原因

環境
（学校・職場・
医療 住環境

健康と
健康格差

禁煙環境，学校・職場での歯科健診
学校フッ化物洗口，フロリデーション

社会経済
・

医療・住環境，
食品流通・
水道・喫煙

t ） 生活習慣

健康格差
う蝕

政治背景
統治

etc.）

社会経済的
地位

生活習慣

保健行動
歯周病

歯の喪失統治
政策

地位
教育

保健行動

心理的

歯の喪失
口腔内細

文化・
社会規範

職業
所得

ストレス 菌の集積
etc

・価値観 所得
ソーシャル
キャピタル

etc.

キャピタル 歯科医療

図１：歯科疾患や保健行動に影響する社会的決定要因
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ていくためのエビデンスの蓄積を組織的に始めてい
る 6．日本でも健康格差は大きな問題であり，国の健
康政策である「健康日本２１」（第二次，平成 25 年
度から平成 34 年度までの運動）の基本的な方向の第
1 番目に「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」として
健康格差の縮小が明言され，重要な政策に位置づけら
れている 7．「歯科口腔保健の推進に関する法律」に伴
う「歯科口腔保健の推進のための基本的事項」の 1 番
目は「口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮
小」であり，ここでも健康格差が重視されている．ち
なみにここで問題とされる健康格差は，実は「社会的
勾配」である．「健康格差」という言葉からは「一部
の貧しい人々で健康が悪い二極化」というイメージが
想起されやすい．しかしながら社会的決定要因はすべ
ての人々の健康や保健行動に影響を与える．そのため，
ある程度所得が高くても，更に高所得者の方が健康が
良いというような，階段状の健康の差異が形成される
8-10．健康格差は，二極化ではなく，すべての人々に
影響する社会的勾配なのである 11,12．そのため社会の
すべての人々がリスクを有しており，一部の人々に注
目するハイリスクアプローチだけでなく，社会全体に
目を向けたポピュレーションアプローチが健康格差の
解決に重要な役割を持つ．
　このように社会的決定要因が注目されている理由と
しては人間への深い洞察が根底にある．それは自分の
意志だけで決まっていると思われがちな人々の行動
が，実は様々な要因に左右されているということであ
る．例えば人は周囲の人々が禁煙をしたり，周囲の人々
が肥満であれば，自分も禁煙をしたり，肥満になって
いくことが知られている 13,14．家の周囲の物理的な環
境，街の状況が運動習慣に影響をすることが報告され
ている 15．人々が信頼しあう環境で生活することが健
康を維持する一助にもなりうる 16-18．世帯の所得や社
会的な状況が，健康や生活習慣に影響することも知ら
れている 19,20．こうした公衆衛生学，社会疫学におけ
る知見の積み重ねが，従来注目されてきた個人の生物
学的要因や，生活習慣に加えて，多様な社会的決定要
因に目を向ける重要性を明らかにしてきたのである．
実はこうしたことは保健医療分野以外でも注目されて
いる．2002 年のノーベル経済学賞は心理学者でもあ
るダニエル・カーネマンが受賞した．カーネマンはそ
れまで 1 円でも得をする選択を行う「合理的な個人」
を想定してきた経済学の前提に疑問を呈し，人々の行

動や選択のバイアスを考慮してより実際の社会の中で
の経済の動きを明らかにする行動経済学を打ち立てた
人物の一人である．保健医療分野においても現実の社
会における健康とその社会的決定要因を考慮すること
は，健康増進に大きな寄与をするだろう．
　そこで本章では健康の社会的決定要因と口腔保健に
ついてレビューした．

【目的】
　口腔保健と健康の社会的決定要因や健康格差に関
するシステマティックレビューまたはメタ解析をレ
ビューすること．さらに，日本国内の研究のレビュー
も行うこと．

【方法】
　 検 索 用 語 に は，#1:"Social Determinants of 
Health" OR income OR education OR "social 
network" OR "social support" OR "social capital" 
OR "social cohesion" OR "social isolation" OR 
race OR ethnic OR socioeconomic OR job OR 
occupation OR "social class"，#2: "Periodontitis" 
OR "periodontal disease" OR "tooth disease" OR 
caries OR denture OR "oral prosthesis" OR teeth 
OR dental OR "oral care" OR "Oral health" OR 
"dentistry"，#3: "meta-analysis" OR "systematic 
review" を 用 い た．PubMed に お い て，（#1 AND 
#2（タイトルと抄録のみ）AND#3）とした．最終検
索は 2014 年 7 月 1 日に行った．また日本国内の文献
を検索するため，#4:Japan OR Japanese を用いて，

（#1 AND #2（タイトルと抄録のみ）AND #4）に
よる検索も実施した．検索から得られない文献を得る
ためのハンドサーチも実施した．

【結果】
１．口腔の健康の社会的決定要因と健康格差のシステマ
ティックレビューまたはメタ解析

　全部で12本の文献が見つかった．社会的決定要因と
口腔の観察研究のアウトカム別には，う蝕（5 本）21-25，
歯周病（2 本）26,27，口腔の Quality of Life（OHRQoL）

（1 本）28，保健行動（1 本）29 であった．健康格差を
減らす介入研究についてのシステマティックレビュー
は 3 本であった 30-32．表 1 にこれらの文献の概要を
示す．多くの観察研究で社会経済的要因と歯科疾患や
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
論

文
数

主
な

予
測

因
子

ア
ウ

ト
カ

ム
共

変
量

内
容

文
献

番
号

H
oo

le
y,

Sk
ou

te
ri

s,
Bo

ga
ni

n,
Sa

tu
r,

K
ilp

at
ri

ck

20
05

年
12

月
以

降
の

論

文
（

20
06

～

20
11

年
）

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

0～
6歳

の
子

ど

も

乳
幼

児
55

論
文

親
の

教
育

歴
，

民
族

，
収

入
幼

少
期

の
う

蝕

親
の

授
乳

，
親

の
行

動
，

親
の

口
腔

状
態

な
ど

こ
れ

ま
で

幼
少

期
の

う
蝕

（
EC

C）
に

影
響

す
る

個
人

要
因

に
つ

い
て

の
研

究
が

多
か

っ
た

が
，

最
近

で
は

広
範

な
社

会
経

済
要

因
に

つ
い

て
の

研
究

に
注

目
が

移
っ

て
き

て
い

る
．

こ
う

し
た

要
因

と
う

蝕
の

間
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
に

関
連

す
る

で
あ

ろ
う

親
の

要
因

と
0～

6歳
の

幼
少

期
の

う
蝕

の
発

生
の

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

を
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
．

20
06

～
20

11
年

に
幼

少
期

の
う

蝕
と

親
の

属
性

（
SE

S，
口

腔
の

健
康

状
態

，

授
乳

，
知

識
）

と
の

関
連

に
つ

い
て

書
か

れ
た

55
の

論
文

を
集

め
た

．
多

く
の

研
究

が
親

の
社

会
的

要
因

や
授

乳
や

食
事

に
つ

い
て

調
べ

て
お

り
，

親
の

属
性

や
態

度
や

信
念

に
つ

い
て

の
研

究
は

少
な

く
，

メ
カ

ニ
ズ

ム
に

焦
点

を
絞

っ
た

研
究

は
な

か
っ

た
．

21

Co
st

a 
,

M
ar

tin
s,

Bo
nf

im
 M

de
,

Zi
na

, P
ai

va
,

Po
rd

eu
s,

Ab
re

u

出
版

年
の

制
限

は
か

け
ず

，
20

12
年

8月
ま

で
の

論
文

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

19
～

60
歳

の
成

人

成
人

41
論

文
SE

S
う

蝕
性

別
，

年
齢

，
口

腔
保

健
指

標
な

ど

社
会

経
済

要
因

と
う

蝕
の

関
連

の
研

究
は

増
加

し
て

い
る

．
成

人
に

お
け

る
社

会
経

済
要

因
と

う
蝕

の
関

係
の

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

を
行

っ
た

．
7つ

の
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
か

ら
41

論
文

を
抽

出
し

，
N

ew
ca

st
le

-
O

tt
aw

a 
sc

al
eで

評
価

し
た

．
教

育
レ

ベ
ル

，
収

入
，

職
業

，
社

会
経

済
的

地
位

，
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
指

標
が

社
会

経
済

要
因

の
指

標
と

し
て

用
い

ら
れ

て
い

た
．

教
育

，
所

得
，

職
業

，
ジ

ニ
係

数
の

指
標

が
，

う
蝕

の
発

生
と

関
連

し
て

い
た

（
状

況
が

悪
い

ほ
ど

，
う

蝕
が

多
い

方
向

で
関

連
）

．
今

後
の

研
究

で
は

指
標

の
標

準
化

も
必

要
だ

ろ
う

．
社

会
経

済
要

因
は

う
蝕

に
関

連
し

て
い

る
．

22

H
ar

ri
s,

N
ic

ol
l, 

Ad
ai

r,
Pi

ne

19
95

～

20
00

年
の

研

究

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

6歳
以

下
子

ど
も

77
論

文

口
腔

清
掃

状
態

，
食

習
慣

，
口

腔
内

細
菌

叢
，

エ
ナ

メ
ル

質
形

成
不

全

う
蝕

性
，

年
齢

，
そ

の
他

の
社

会
経

済
要

因
な

ど

6歳
以

下
の

乳
歯

う
蝕

の
リ

ス
ク

因
子

を
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー

で
検

討
し

た
．

77
論

文
が

該
当

し
，

43
が

横
断

研
究

，
19

が
コ

ホ
ー

ト
研

究
，

8が
症

例
対

照
研

究
，

7が
介

入
研

究
だ

っ
た

．
う

蝕
の

リ
ス

ク
因

子

は
10

6確
認

さ
れ

た
．

そ
の

他
の

要
因

に
よ

り
一

部
説

明
さ

れ
得

る
が

，

本
研

究
よ

り
St

re
pt

oc
oc

cu
s M

ut
an

sに
早

期
に

感
染

し
た

子
ど

も
が

最
も

う
蝕

に
罹

患
し

や
す

い
こ

と
が

示
唆

さ
れ

る
．

低
い

社
会

経
済

状
態

は
高

い
う

蝕
経

験
と

関
連

し
て

い
た

．
し

か
し

，
優

れ
た

デ
ザ

イ
ン

の
研

究
は

少
な

か
っ

た
．

23

Re
is

in
e,

Ps
ot

er

行
動

は
19

75
年

以
降

，
社

会
経

済
的

地
位

は
19

90
年

以
降

20
00

年
ま

で
に

出
版

さ
れ

た
英

語
論

文

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

生
後

6カ
月

以
下

～
65

歳

一
般

住
民

27
2論

文

1．
社
会
経
済
的

地
位
（
SE

S）
，

2．
ブ
ラ
ッ
シ
ン

グ
，

3．
哺

乳
瓶

の
使

用

う
蝕

の
発

症
率

と
罹

患
率

水
道

水
フ

ロ
リ

デ
ー

シ
ョ

ン
状

況
，

離
乳

，
間

食
な

ど

う
蝕

の
発

症
率

と
有

病
率

に
，

1．
社

会
経

済
的

地
位

（
SE

S）
，

2．
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
，

3．
哺

乳
瓶

の
使

用
が

関
係

し
て

い
る

か
調

査
し

た
．

19
75

年
以

降
に

出
版

さ
れ

た
英

語
論

文
，

27
2の

論
文

を
用

い
た

．
12

歳

未
満

の
子

供
た

ち
の

間
で

，
低

SE
Sは

う
蝕

有
病

率
の

リ
ス

ク
が

増
加

す
る

と
い

う
，

強
い

エ
ビ

デ
ン

ス
が

見
ら

れ
た

．
こ

の
エ

ビ
デ

ン
ス

は
，

子
供

で
は

強
く

，
成

人
で

は
弱

い
傾

向
を

示
し

て
い

た
．

ブ
ラ

ッ
シ

ン
グ

が
う

蝕
を

予
防

す
る

と
い

う
弱

い
エ

ビ
デ

ン
ス

が
示

唆
さ

れ
た

．
し

か
し

，
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
の

効
果

は
，

フ
ッ

化
物

配
合

歯
磨

剤
，

ま
た

は
，

機
械

的
プ

ラ
ー

ク
除

去
が

含
ま

れ
る

た
め

，
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
の

み
の

効
果

は
不

確
実

で
あ

っ
た

．
哺

乳
瓶

の
使

用
と

，
う

蝕
リ

ス
ク

と
の

相
関

は
見

ら
れ

な
か

っ
た

．
以

上
の

こ
と

か
ら

，
SE

Sは
う

蝕
の

リ
ス

ク
で

あ
り

，
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
は

フ
ッ

化
物

配
合

歯
磨

剤
と

共
に

推
奨

さ
れ

る
必

要
が

あ
り

，
哺

乳
瓶

の
使

用
は

生
後

12
カ

月
以

降
で

は
使

用
を

控
え

る
こ

と
が

推
奨

さ
れ

る
．

24

表
１：

口
腔

保
健

の
社

会
的

決
定

要
因

や
健

康
格

差
に

関
す

る
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
ま

た
は

メ
タ

解
析
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8. 口腔保健と社会的決定要因

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ
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ン

年
齢

対
象

者
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文
数

主
な

予
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因
子

ア
ウ

ト
カ
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共

変
量
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容

文
献

番
号

Ca
st

ilh
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Ba
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Td
e,
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-
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nt
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19
80

年
～
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12

年
6月
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で

の
研

究

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

3歳
～

15
歳

一
般

住
民

13
論

文
両

親
の

口
腔

保
健

行
動

子
ど

も
の

う
蝕

砂
糖

消
費

量
，

両
親

の
職

業
，

母
親

の
年

齢
な

ど

子
ど

も
の

う
蝕

と
両

親
の

口
腔

保
健

行
動

に
つ

い
て

検
討

し
た

．
19

80
年

～
20

12
年

12
月

ま
で

の
子

ど
も

を
対

象
と

し
た

研
究

を
検

索
し

，
歯

科
健

診
を

実
施

し
た

13
の

研
究

が
解

析
に

含
め

ら
れ

た
．

両
親

の
歯

科
保

健
習

慣
は

子
ど

も
の

口
腔

の
健

康
に

影
響

を
与

え
る

．
親

の
職

業
な

ど
社

会
経

済
的

地
位

は
，

子
ど

も
の

口
腔

保
健

に
影

響
し

た
．

予
防

行
動

を
目

的
と

し
た

口
腔

の
健

康
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

は
子

ど
も

の
良

好
な

口
腔

の
健

康
だ

け
で

な
く

，
生

活
の

質
を

高
め

る
の

に
も

必
要

で
あ

る
．

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
や

口
腔

の
健

康
習

慣
を

考
慮

し
た

注
意

が
家

族
全

員
に

向
け

ら
れ

る
べ

き
で

あ
る

．

25

Bo
ill

ot
, E

l
H

al
ab

i,
Ba

tt
y,

 R
an

ge
,

Cz
er

ni
ch

ow
,

Bo
uc

ha
rd

20
10

年
11

月
ま

で
の

研
究

メ
タ

解
析

35
歳

以
上

一
般

住
民

18
論

文
教

育
歴

歯
周

病
性

，
年

齢
，

そ
の

他
の

社
会

経
済

要
因

な
ど

健
康

の
社

会
経

済
的

格
差

の
影

響
は

大
き

く
，

ま
た

歯
周

病
は

循
環

器
疾

患
な

ど
に

関
連

す
る

．
こ

れ
ま

で
歯

周
病

の
健

康
格

差
の

メ
タ

解
析

は
存

在
し

な
か

っ
た

．
20

10
年

11
月

ま
で

の
35

歳
以

上
の

一
般

住
民

を
対

象
と

し
た

研
究

を
検

索
し

，
18

研
究

が
解

析
に

含
め

ら
れ

た
．

教
育

歴
が

高
い

人
に

比
べ

て
，

低
い

人
で

歯
周

病
の

リ
ス

ク
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高
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っ
た

（
O

R:
 1

.8
6

95
%

CI
 [1

.6
6–

2.
10

]; 
p=

0.
00

00
1）

．
こ

の
関

係
の

一
部

は
共

変
量

で
説

明
さ

れ
た

．
歯

周
病

の
基

準
や

教
育

歴
が

研
究

に
よ

り
異

な
っ

た
．

有
意

な
出

版
バ

イ
ア

ス
は

無
か

っ
た

．
歯

周
病

の
健

康
格

差
が

認
め

ら
れ

た
．

幼
少

期
か

ら
の

介
入

が
必

要
だ

ろ
う

．

26

K
lin

ge
,

N
or

lu
nd

19
65

年
～

20
04

年
の

研
究

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

17
歳

以
上

一
般

住
民

47
論

文
教

育
歴

，
所

得
，

職
業

歯
周

病
喫

煙
，

保
健

行
動

，
性

，
年

齢
，

人
種

な
ど

社
会

経
済

状
態

と
歯

周
病

の
関

連
は

先
行

研
究

の
間

で
異

な
っ

て
い

る
．

そ
こ

で
社

会
経

済
状

態
と

歯
周

病
の

関
連

を
明

ら
か

に
す

る
た

め
に

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

を
行

っ
た

．
そ

の
結

果
，

36
本

の
横

断
研

究
の

う
ち

29
本

，
11

本
の

縦
断

研
究

の
う

ち
5本

が
社

会
経

済
状

態
と

歯
周

病

の
関

連
を

支
持

し
た

．
喫

煙
を

考
慮

し
た

横
断

研
究

で
は

17
本

あ
り

，
う

ち
11

本
が

社
会

経
済

状
態

と
歯

周
病

の
関

連
を

支
持

し
た

．
今

回
の

レ
ビ

ュ
ー

か
ら

，
社

会
経

済
状

態
は

歯
周

病
と

関
連

し
て

い
る

が
，

喫
煙

よ
り

は
重

要
で

な
い

と
考

え
ら

れ
る

．

27

K
um

ar
,

K
ro

on
, L

al
lo

o
20

13
年

8月
ま

で
の

研
究

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

18
歳

未
満

一
般

住
民

36
論

文

社
会

経
済

的
地

位
，

家
庭

環
境

，
家

族
構

成
，

兄
弟

姉
妹

の
数

，
家

の
一

部
屋

あ
た

り
の

人
数

，
親

の
年

齢
，

親
の

口
腔

保
健

状
態

口
腔

の
Q

O
L

多
様

な
共

変
量

（
共

変
量

調
整

前
と

調
整

後
の

解
析

結
果

を
示

し
て

い
る

）

社
会

経
済

的
地

位
や

家
庭

環
境

は
，

子
ど

も
に

様
々

な
影

響
を

及
ぼ

し
，

口
腔

の
Q

ua
lit

y 
of

 li
fe
に

も
影

響
を

与
え

る
．

そ
こ

で
子

ど
も

の
口

腔
の

Q
O

Lに
，

社
会

経
済

的
地

位
や

家
庭

環
境

が
与

え
る

影
響

の
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
を

行
っ

た
．

社
会

経
済

的
地

位
，

家
庭

環
境

，
家

族
構

成
，

兄
弟

姉
妹

の
数

，
家

の
一

部
屋

あ
た

り
の

人
数

，
親

の
年

齢
，

親
の

口
腔

保
健

状
態

が
子

ど
も

の
口

腔
の

Q
O

Lに
与

え
る

影
響

の
研

究
を

検

索
し

，
36

本
の

研
究

を
レ

ビ
ュ

ー
に

含
め

た
．

大
多

数
の

研
究

で
共

通
し

た
結

果
は

，
所

得
や

教
育

歴
や

経
済

状
況

が
良

い
家

庭
の

子
ど

も
は

口
腔

の
Q

O
Lが

良
好

で
あ

る
と

い
う

こ
と

だ
っ

た
．

ま
た

，
母

の
年

齢
が

低
い

，
親

が
一

人
の

家
族

構
成

，
家

の
一

部
屋

あ
た

り
の

人
数

が
多

い
，

兄
弟

姉
妹

の
人

数
が

多
い

ほ
ど

，
子

ど
も

は
口

腔
の

Q
O

Lが
悪

い
有

意
な

関
連

が
見

ら
れ

た
．

し
か

し
，

研
究

に
よ

っ
て

方
法

な
ど

が
大

き
く

異
な

っ
て

い
た

た
め

，
断

定
的

な
結

論
は

導
け

な
い

．

28

Sm
ith

,
M

ac
En

te
e,

Be
at

tie
,

Br
on

da
ni

,
Br

ya
nt

, G
ra

f,
H

or
nb

y,
K

ob
ay

as
hi

,
W

on
g

19
50

年
1月

1日
～

20
10

年
6月

25
日

の
間

に
掲

載
さ

れ
た

英
語

論
文

メ
タ

統
合

高
齢

者
中

国
系

移
民

の
高

齢
者

40
論

文
文

化
的

影
響

口
腔

保
健

行
動

，
口

腔
ケ

ア

社
会

経
済

的
地

位
，

教
育

歴
な

ど

移
民

の
文

化
的

背
景

は
，

口
腔

保
健

行
動

に
影

響
す

る
こ

と
が

予
想

で
き

る
．

特
に

中
国

系
移

民
で

は
，

西
洋

医
学

へ
の

不
信

感
に

よ
り

，
口

腔
状

況
が

悪
化

し
て

い
る

こ
と

が
予

想
で

き
る

．
本

研
究

で
は

，
19

50
年

1月
1

日
～

20
10

年
6月

25
日

の
間

に
掲

載
さ

れ
た

英
語

論
文

，
40

論
文

を
用

い
て

メ
タ

統
合

を
行

っ
た

．
中

国
系

移
民

の
，

伝
統

的
価

値
観

か
ら

西
洋

医
学

的
口

腔
ケ

ア
を

受
容

す
る

，
時

間
的

変
化

の
研

究
は

殆
ど

な
か

っ
た

．
さ

ら
に

，
歯

科
医

院
受

診
に

対
す

る
，

社
会

経
済

的
地

位
，

教
育

，
文

化
的

背
景

の
影

響
も

，
十

分
に

検
討

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

．
文

化
的

背
景

が
異

な
る

移
民

に
対

し
て

，
十

分
な

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
が

必
要

で
あ

ろ
う

．

29

表
１

の
続

き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

歯科保健行動の関連が検討され，教育歴や所得が低い
ことは，歯科疾患や悪い保健行動のリスクが高かった．
そうした人々では歯科受診が難しい傾向にあった．
　健康格差を縮小することを考慮した介入研究のレ
ビューも存在した（表２）．Fox のレビューでは，歯
科医療や健診といった二次予防の格差を中心とした研
究が挙げられていた30．歯科医療受診の格差を減らす
対策としては，学校で生徒に対して訪問歯科診療を実
施する方法や，口腔保健状態が悪く定期受診もしない
ような人々が多く住む地域に公的に設立された歯科ア
クセスセンター（Dental Access Centre）により医
療を提供する方法，家庭を訪問する看護師が歯科保健
教育を行い歯科受診に関するバウチャーを配布する取
り組みが社会経済状態による歯科医療受診の格差を
減らすのに貢献していた．歯科健診受診の格差を減
らす対策としては学校での歯科健診が挙げられてい
た．ショッピングセンターでのヘルスプロモーション
キャンペーンの研究も存在した．ハイリスク集団であ
る，う蝕の多いアラスカ原住民における介入研究の
レビューでは，家族・地域に対する教育介入，妊婦に
対する歯科保健のためのフッ化物やキシリトールやク
ロルヘキシジンなどの利用，歯科医療提供者に対する
トレーニングが，ハイリスク集団のう蝕を減らすこと
を報告していた31．また水道水フロリデーションのレ
ビューでは，地域全体の社会経済状況が悪い人々のう
蝕をより多く減らすことでフロリデーションがう蝕の
健康格差を縮小していることが示されていた 32．
２．日本における口腔の健康の社会的決定要因と健康格
差の研究

　日本における研究としては，高齢者の残存歯数 33,34

及び義歯利用の健康格差の論文 35,36，う蝕の健康格差
の論文 33,37-39，歯周病の健康格差の論文 9，歯科を含
む医療受診の所得格差の論文 40，歯科受診に関連する
地域環境の研究 41，ソーシャルキャピタルと口腔保健
の論文 42-45，在日外国人の口腔保健の論文 46 が見つ
かった．これらの研究の概要を表 3 に示す．所得や教
育歴が高い者で残存歯数が多く 33,34，義歯利用も多く
35,36，低い者でそれらが少ない格差が見られた．職業
によるう蝕や歯の喪失 38，歯周病の格差 9 も認められ
た．また所得格差が大きい地域に居住するほど高齢者
の残存歯数が少ない関係 34 や，地域の所得が高いほ
ど 3 歳児う蝕が少ない関連 45 が認められた．教育歴
が高い者が多い地域，兄弟姉妹の数が少ない地域（合

計特殊出生率が低い地域），行政のフッ化物応用事業
が多い地域で市町村の 3 歳児う蝕が少ない関係が見ら
れた 37．ソーシャルキャピタルが豊かなほど，高齢者
の残存歯数が多い関連 43,44，3 歳児のう蝕が少ない関
連 45 が見られた．方向性は様々であったが若者の主
観的な口腔の健康にもソーシャルキャピタルは関連し
ていた 42．所得が高いほど歯科受診が多く 40，また高
齢者女性で歯科医院が家の近所に多いほどかかりつけ
歯科医を有していた 41．日本に在住するブラジル人の
子どもにおいて，母親の教育歴が低かったり，ブラジル
で歯科受診がない者ではう蝕経験が多かった 46．

【考察】
　システマティックレビューとメタ解析のレビューか
ら，所得や教育歴が高いほど口腔保健状態や行動が良
いという健康格差が確認された．国民皆保険制度が歯
科治療をカバーする日本国内の研究でも，同様の健康
格差が認められた．健康格差は疾病の治療の格差だけ
でなく，疾病発生の格差によるところが大きい．その
ため医療受診にかかる費用が無料であっても格差が存
在することが知られている．歯科疾患の発生及び治療
の格差を縮小する取り組みが必要だろう．
　健康格差は一部の人々が影響される二極化ではなく，
すべての人々に影響する社会的勾配である 11,12．ハイ
リスクアプローチでは，ハイリスク者としての介入は
受けないもののある程度リスクが高い人々への介入が
なされない．また「大人数のリスクの低い集団から発
生する疾病の方が，少人数のハイリスク者から発生す
る疾病よりも多い」という予防医学のパラドックス 47

が存在するため，大多数のローリスク者への予防介入
が必要とされる．その上，一部のハイリスク者は貧困
などの社会背景を有するため，受診勧奨をしても受診
が難しいなど，自己責任に基づいた対策が効果を挙げ
にくい．そのため集団全体の環境を変えるポピュレー
ションアプローチは，少数のハイリスク者には大きな
効果を，多数のローリスク者には小さな効果を与える
ことで，健康格差を縮小する効果が存在する 48．受診
の格差を減らす学校での歯科健診や治療 30，う蝕の
発生の格差を減らす学校での集団フッ化物洗口や 49,50，
水道水フロリデーションは 32,51，生活の環境を健康が
良くなる方向に変えるポピュレーションアプローチと
して効果を発揮する．WHO では，疾患別に健康格差
を減らす対策についてレビューしており，歯科疾患で
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8. 口腔保健と社会的決定要因

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
論

文
数

主
な

予
測

因
子

ア
ウ

ト
カ

ム
共

変
量

内
容

文
献

番
号

Fo
x

19
50

年
～

20
09

年
9月

ま
で

の
研

究

レ
ビ

ュ
ー

0歳
～

成
人

貧
困

地
域

の
家

族
6論

文

歯
科

ア
ク

セ
ス

セ
ン

タ
ー

，
学

校
歯

科
健

診
，

学
校

で
の

往
診

歯
科

，
シ

ョ
ッ

ピ
ン

グ
セ

ン
タ

ー
で

の
歯

科
健

康
増

進
啓

発

歯
科

受
診

の
増

加
-

社
会

経
済

的
要

因
は

，
口

腔
の

健
康

格
差

の
重

要
な

決
定

要
因

で
あ

る
．

社
会

経
済

的
に

貧
し

い
人

々
や

そ
う

し
た

地
域

に
住

む
人

々
は

，
疾

患
の

リ
ス

ク
が

高
い

の
に

，
歯

科
受

診
を

す
る

の
が

難
し

い
．

本
研

究
で

は
，

20
09

年
9月

ま
で

の
貧

困
地

域
の

家
族

を
対

象
に

し
た

研
究

を
検

索
し

，
貧

困
地

域
の

歯
科

受
診

を
高

め
る

た
め

の
様

々
な

ア
プ

ロ
ー

チ
の

有
効

性
を

評
価

す
る

6研
究

に
つ

い
て

検
討

し
た

．
貧

困
地

域
の

家
族

の
歯

科
受

診
を

増
加

さ
せ

る
た

め
に

最
も

効
果

的
で

あ
る

と
確

認
さ

れ
た

2つ
の

ア
プ

ロ
ー

チ
は

，
学

校
の

敷
地

内
で

の
往

診
歯

科
と

歯
科

ア
ク

セ
ス

セ
ン

タ
ー

（
D

AC
）

で
あ

っ
た

．
社

会
経

済
状

態
の

低
い

家
族

，
子

ど
も

た
ち

の
治

療
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
た

め
の

最
良

の
方

法
を

究
明

し
，

よ
り

質
の

高
い

研
究

が
必

要
と

さ
れ

る
．

30

Ch
i

20
12

年
10

月
5日

ま
で

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

18
歳

未
満

ア
ラ

ス
カ

原
住

民
の

子
ど

も
9論

文

1）
家

族
・

地
域

に
対

す
る

教
育

介
入

，
2）

妊
婦

に
対

す
る

歯
科

的
な

化
学

療
法

（
フ

ッ
化

物
や

キ
シ

リ
ト

ー
ル

や
ク

ロ
ル

ヘ
キ

シ
ジ

ン
な

ど
の

利
用

）
，

3）
m

id
-le

ve
l

de
nt

al
 ca

re
pr

ov
id

er
sの

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

小
児

の
う

蝕
-

う
蝕

は
小

児
疾

患
で

最
も

有
病

率
が

高
く

，
ア

ラ
ス

カ
の

原
住

民
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

で
は

，
小

児
の

う
蝕

の
蔓

延
が

深
刻

で
あ

る
．

う
蝕

は
治

療
さ

れ
な

い
と

，
疼

痛
・

観
戦

・
全

身
の

健
康

問
題

・
入

院
，

そ
し

て
時

に
は

死
に

至
る

な
ど

健
康

の
問

題
に

と
ど

ま
ら

ず
，

学
校

の
欠

席
や

成
績

不
振

や
生

活
の

質
（

Q
O

L）
の

低
下

に
も

繋
が

る
．

し
か

し
な

が
ら

，
ポ

ピ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
ベ

ー
ス

で
の

口
腔

の
健

康
へ

の
介

入
が

，
ど

の
程

度
ア

ラ
ス

カ
原

住
民

の
小

児
の

う
蝕

に
対

し
て

効
果

が
あ

る
の

か
に

つ
い

て
は

わ
か

っ
て

い
な

い
．

そ
こ

で
本

研
究

は
，

ア
ラ

ス
カ

原
住

民
の

18
歳

未
満

の

子
ど

も
を

対
象

と
し

，
次

の
2点

を
目

的
と

し
た

．
1）

口
腔

の
健

康
へ

の

介
入

の
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
を

行
う

こ
と

，
2）

  砂
糖

入
り

飲

料
su

ga
r-

sw
ee

te
ne

d 
be

ve
ra

ge
 （

SS
B）

 を
減

少
さ

せ
る

多
次

元
（

個
人

・
家

族
・

地
域

・
州

な
ど

の
様

々
な

レ
ベ

ル
）

で
の

介
入

モ
デ

ル
や

事
例

を
示

す
こ

と
．

"A
la

sk
a 

N
at

iv
e"

, "
ch

ild
re

n"
 A

N
D

 "o
ra

l
he

al
th

"を
用

い
て

検
索

し
た

結
果

，
M

ed
lin

e 
・

Em
ba

se
 ・

 W
eb

 o
f

Sc
ie

nc
e 

da
ta

ba
se

sで
は

85
本

，
G

oo
gl

eS
ch

ol
ar

で
は

66
本

の
研

究
が

見
つ

か
っ

た
．

そ
の

う
ち

，
9つ

の
 q

ua
lit

at
iv

e 
re

vi
ew

.が
見

つ
か

っ

た
．

こ
の

中
で

は
，

小
児

う
蝕

を
減

少
さ

せ
る

た
め

に
次

の
よ

う
な

3つ
の

介
入

が
行

わ
れ

て
い

た
．

1）
家

族
・

地
域

に
対

す
る

教
育

介
入

，
2）

妊
婦

に
対

す
る

歯
科

保
健

の
た

め
の

フ
ッ

化
物

や
キ

シ
リ

ト
ー

ル
や

ク
ロ

ル
ヘ

キ
シ

ジ
ン

な
ど

の
利

用
，

3）
m

id
-le

ve
l d

en
ta

l c
ar

e 
pr

ov
id

er
s

の
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
．

こ
の

よ
う

な
介

入
は

，
ア

ラ
ス

カ
原

住
民

の
子

ど
も

に
お

い
て

も
，

う
蝕

を
減

少
さ

せ
る

可
能

性
が

あ
る

が
，

一
方

で
，

受
容

性
・

包
括

性
・

持
続

性
に

お
い

て
解

決
さ

れ
る

べ
き

点
が

あ
る

と
考

え
ら

れ
た

．
健

康
格

差
縮

小
の

た
め

の
更

な
る

研
究

が
必

要
で

あ
る

．

31

Pa
rn

el
l,

W
he

lto
n,

O
'M

ul
la

ne

20
00

年
1月

1日
～

20
08

年
10

月
17

日

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

の
レ

ビ
ュ

ー

-
検

索
の

段
階

で
は

限
定

し
て

い
な

い

3件
の

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー

と
3件

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
．

主
に

は
3件

の
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
に

つ
い

て
論

じ
て

い
る

．

水
道

水
フ

ロ
リ

デ
ー

シ
ョ

ン
う

蝕
，

及
び

安
全

性
-

本
研

究
は

，
水

道
水

フ
ロ

リ
デ

ー
シ

ョ
ン

の
有

効
性

と
安

全
性

に
つ

い
て

の
シ

ス
テ

マ
テ

ィ
ッ

ク
レ

ビ
ュ

ー
（

SR
）

の
レ

ビ
ュ

ー
行

う
こ

と
を

目
的

と
し

た
．

含
め

ら
れ

た
SR

の
質

は
高

か
っ

た
が

，
SR

に
含

ま
れ

て
い

る

研
究

の
質

は
中

～
低

で
あ

っ
た

．
3つ

の
SR

す
べ

て
が

，
子

ど
も

の
う

蝕
を

減
少

さ
せ

る
た

め
に

は
，

フ
ロ

リ
デ

ー
シ

ョ
ン

が
有

効
で

あ
る

こ
と

を
示

し
て

い
た

．
フ

ッ
素

症
を

の
ぞ

い
て

は
，

有
害

性
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

．
フ

ロ
リ

デ
ー

シ
ョ

ン
は

，
全

て
の

社
会

階
層

に
お

い
て

う
蝕

を
減

少
さ

せ
る

．
社

会
階

層
に

お
け

る
口

腔
の

健
康

の
格

差
を

縮
小

さ
せ

る
エ

ビ
デ

ン
ス

も
あ

る
．

水
道

水
フ

ロ
リ

デ
ー

シ
ョ

ン
は

，
技

術
的

に
実

行
可

能
で

文
化

的
に

受
け

入
れ

ら
れ

て
い

る
地

域
で

あ
れ

ば
，

集
団

レ
ベ

ル
の

う
蝕

の
予

防
策

と
し

て
は

，
い

ま
だ

に
妥

当
な

選
択

肢
で

あ
る

．

32

表
２：

口
腔

の
健

康
格

差
を

減
ら

す
介

入
研

究
の

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

レ
ビ

ュ
ー
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
対

象
者

数
主

な
予

測
因

子
ア

ウ
ト

カ
ム

共
変

量
内

容
文

献
番

号

M
or

ita
,

N
ak

ag
ak

i,
Yo

sh
ii,

Ts
ub

oi
,

H
ay

as
hi

za
ki

,
Ig

o,
 M

iz
un

o,
Sh

ei
ha

m

20
05

月
4月

～
20

06
年

3
月

横
断

研
究

20
～

69
歳

日
本

人
の

男
性

労
働

者

15
,8

03
人

の
男

性
7つ

職
業

グ
ル

ー
プ

CP
I

年
齢

，
糖

尿
病

，
喫

煙
歴

日
本

人
労

働
者

の
職

業
と

歯
周

病
の

格
差

が
あ

る
の

か
に

つ
い

て
検

証
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
．

20
～

69
歳

の
15

,8
03

人
の

日
本

人
男

性
労

働
者

を
調

査
し

，
7つ

の
職

業
グ

ル
ー

プ
間

の
違

い
を

検
討

し
た

．
歯

周
病

の

指
標

に
は

CP
Iを

使
用

し
た

．
専

門
職

の
CP

Iス
コ

ア
3と

4の
割

合
は

他

の
職

業
よ

り
も

低
か

っ
た

．
CP

Iス
コ

ア
4で

も
格

差
が

明
確

だ
っ

た
．

年

齢
，

糖
尿

病
，

喫
煙

歴
を

調
整

後
，

CP
Iの

3ま
た

は
4を

有
す

る
リ

ス
ク

は
，

運
転

手
2.

0倍
，

サ
ー

ビ
ス

業
1.

5倍
，

販
売

員
1.

4倍
，

経
営

者
1.

4
倍

，
，

専
門

職
に

比
べ

て
高

か
っ

た
．

年
齢

，
糖

尿
病

，
喫

煙
歴

を
調

整
後

，
CP

I4
を

有
す

る
リ

ス
ク

は
，

専
門

職
に

比
較

す
る

と
運

転
手

で
2.

1
倍

，
サ

ー
ビ

ス
業

で
1.

5倍
，

販
売

員
で

1.
5倍

，
経

営
者

1.
2倍

高
か

っ
た

．

9

U
en

o,
 O

ha
ra

,
In

ou
e,

Ts
ug

an
e,

K
aw

ag
uc

hi

20
05

年
5月

横
断

研
究

55
～

75
歳

地
域

在
住

住
民

10
,2

36
人

教
育

歴

20
歯

以
上

保
有

の
有

無
，

残
存

歯
数

，
治

療
歯

数
，

機
能

歯
数

性
，

年
齢

，
世

帯
人

数
食

生
活

，
歯

科
保

健
行

動
，

喫
煙

，
口

腔
清

掃
状

態

国
民

皆
保

険
が

歯
科

医
療

も
カ

バ
ー

す
る

日
本

に
お

い
て

，
教

育
歴

に
よ

る
健

康
格

差
が

存
在

す
る

か
調

べ
た

．
55

～
75

歳
の

一
般

住
民

に
お

い

て
，

20
歯

以
上

保
有

の
有

無
，

残
存

歯
数

，
治

療
歯

数
，

機
能

歯
数

は
教

育
歴

が
低

い
ほ

ど
悪

か
っ

た
．

33

Ai
da

, K
on

do
,

K
on

do
, W

at
t,

Sh
ei

ha
m

,
Ts

ak
os

20
03

年
横

断
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
高

齢
者

3,
45

1人
所

得
格

差
，

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

20
歯

以
上

保
有

の
有

無
，

主
観

的
健

康
感

性
，

年
齢

，
教

育
歴

，
婚

姻
状

態
，

個
人

及
び

地
域

の
所

得
，

喫
煙

20
03

年
に

65
歳

以
上

の
健

常
者

を
対

象
に

郵
送

調
査

を
行

い
，

3,
45

1人
の

デ
ー

タ
を

用
い

て
，

ど
の

よ
う

な
人

が
主

観
的

健
康

感
が

悪
く

，
歯

の
本

数
が

少
な

い
（

19
本

以
下

）
か

を
調

べ
た

．
そ

の
結

果
，

地
域

の
所

得
格

差
が

大
き

い
地

域
に

住
む

人
は

，
主

観
的

健
康

感
が

悪
く

，
歯

の
本

数
が

少
な

か
っ

た
．

特
に

，
歯

の
本

数
で

そ
の

傾
向

が
強

か
っ

た
．

地
域

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル
は

，
所

得
格

差
と

主
観

的
健

康
の

関
係

を
16

%
だ

け
緩

和
し

た
．

34

Ya
m

am
ot

o,
K

on
do

, A
id

a,
Su

zu
ki

,
M

is
aw

a,
N

ak
ad

e,
Fu

ch
id

a,
H

ir
at

a

20
10

年
7月

～
20

12
年

1
月

横
断

研
究

65
歳

以
上

地
域

在
住

高
齢

者
54

,3
88

人

年
齢

，
婚

姻
状

態
，

等
価

所
得

，
教

育
歴

，
残

存
歯

数
，

現
病

歴
，

社
会

参
加

，
ソ

ー
シ

ャ
ル

サ
ポ

ー
ト

，
ソ

ー
シ

ャ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

，
地

域
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル

義
歯

ま
た

は
ブ

リ
ッ

ジ
の

使
用

―

補
綴

物
の

使
用

は
高

齢
者

の
障

害
を

予
防

す
る

こ
と

が
示

唆
さ

れ
て

い
る

．
日

本
の

地
域

在
住

高
齢

者
を

対
象

に
，

補
綴

物
使

用
を

促
進

す
る

社
会

的
決

定
要

因
を

中
心

と
し

た
要

因
を

検
討

し
た

．
そ

の
結

果
，

高
い

等
価

所
得

の
人

，
少

な
い

残
存

歯
数

の
人

，
現

病
歴

を
有

す
る

人
，

人
口

密
度

の
高

い
地

域
に

居
住

す
る

人
は

補
綴

物
を

有
意

に
多

く
使

用
し

て
い

た
．

性
別

に
よ

る
層

別
解

析
の

結
果

，
男

性
で

は
高

い
教

育
歴

の
人

，
女

性
で

は
社

会
参

加
の

多
い

人
が

補
綴

物
を

有
意

に
多

く
使

用
し

て
い

た
．

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

と
補

綴
物

使
用

に
有

意
な

関
連

は
な

か
っ

た
．

35

M
at

su
ya

m
a,

Ai
da

,
Ta

ke
uc

hi
,

Ts
ak

os
, W

at
t,

K
on

do
, O

sa
ka

20
10

年
横

断
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
高

齢
者

4,
00

1人
所

得
（

世
帯

年
収

）
義

歯
ま

た
は

ブ
リ

ッ
ジ

の
使

用

性
，

年
齢

，
教

育
歴

，
世

帯
人

数

健
康

格
差

は
多

く
の

国
に

存
在

す
る

．
国

民
皆

保
険

制
度

が
実

施
さ

れ
て

い
る

日
本

に
お

け
る

地
域

在
住

65
歳

以
上

高
齢

者
を

対
象

に
し

た
調

査
に

よ
り

，
次

の
こ

と
が

明
ら

か
と

な
っ

た
；

1）
歯

の
本

数
が

十
分

で
な

い

人
の

31
.2

%
が

，
補

綴
物

（
義

歯
ま

た
は

ブ
リ

ッ
ジ

）
を

使
っ

て
い

な
い

こ
と

．
2）

補
綴

物
の

使
用

率
は

所
得

に
よ

り
差

が
あ

り
，

低
所

得
の

人

は
補

綴
物

を
使

用
し

な
い

傾
向

に
あ

る
．

3）
最

低
所

得
層

の
人

よ
り

も
，

そ
の

手
前

の
人

で
補

綴
物

の
使

用
率

が
低

い
こ

と
．

1）
の

一
部

及

び
2）

に
つ

い
て

は
，

補
綴

物
を

作
る

際
の

金
銭

的
負

担
が

，
受

診
抑

制

に
つ

な
が

っ
て

い
る

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
．

3）
に

つ
い

て
は

，
生

活
保

護
受

給
者

に
対

す
る

医
療

費
扶

助
制

度
の

影
響

や
，

低
所

得
層

の
人

が
様

々
な

社
会

保
障

制
度

を
利

用
す

る
際

に
，

行
政

職
員

な
ど

か
ら

歯
科

受
診

を
促

さ
れ

た
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

．
義

歯
の

利
用

は
咀

嚼
や

会
話

の
機

能
の

維
持

に
重

要
で

あ
り

，
そ

の
利

用
を

促
進

す
る

よ
う

な
対

策
が

必
要

で
あ

ろ
う

．

36

表
３：

日
本

に
お

け
る

口
腔

の
健

康
の

健
康

格
差

や
社

会
的

決
定

要
因

の
研

究



— 223 —

8. 口腔保健と社会的決定要因

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
対

象
者

数
主

な
予

測
因

子
ア

ウ
ト

カ
ム

共
変

量
内

容
文

献
番

号

Ai
da

, A
nd

o,
Ao

ya
m

a,
Ta

ng
o,

M
or

ita

20
00

年
地

域
相

関
研

究
3歳

日
本

の
全

3
歳

児
3,

25
1市

町
村

社
会

人
口

学
的

要
因

（
地

域
の

高
学

歴
の

者
の

割

合
，

合
計

特
殊

出
生

率
，

産
業

構
造

，
失

業
率

）

や
，

歯
科

保
健

医
療

指
標

（
地

域
の

歯
科

医
院

密
度

や
保

健
所

の
歯

科
医

師
や

歯
科

衛
生

士
の

有
無

，
行

政
の

フ
ッ

化
物

塗
布

や
保

健
指

導
，

歯
科

健
診

受
診

率
）

3歳
児

う
蝕

有
病

者
率

保
健

衛
生

の
予

算
，

世
帯

人
数

，
保

育
園

に
通

う
子

ど
も

の
割

合

市
町

村
の

3歳
児

う
蝕

有
病

者
率

に
社

会
的

要
因

や
歯

科
保

健
が

ど
の

程

度
寄

与
し

て
い

る
か

調
べ

た
．

疾
病

地
図

に
よ

り
，

3歳
児

う
蝕

有
病

者

率
の

地
域

格
差

が
示

さ
れ

た
．

学
歴

及
び

合
計

特
殊

出
生

率
の

変
数

が
，

3歳
児

う
蝕

の
地

域
差

に
最

も
大

き
く

寄
与

し
て

お
り

，
そ

れ
ぞ

れ
26

%
，

8%
の

地
域

差
を

説
明

し
て

い
た

．
高

学
歴

者
が

多
い

地
域

で
う

蝕
が

少
な

く
，

合
計

特
殊

出
生

率
が

高
い

地
域

（
兄

弟
姉

妹
の

数
が

多
い

こ
と

を
反

映
）

で
有

意
に

う
蝕

が
多

か
っ

た
．

（
所

得
の

指
標

は
，

学
歴

の
指

標
を

相
関

が
高

す
ぎ

た
の

で
投

入
し

な
か

っ
た

．
）

歯
科

保
健

医
療

の
指

標
で

は
，

フ
ッ

化
物

塗
布

の
頻

度
の

指
標

だ
け

が
う

蝕
を

減
ら

す
方

向
に

有
意

に
関

連
し

て
い

た
が

，
社

会
的

要
因

に
比

べ
る

と
そ

の
関

連
は

弱
か

っ

た
．

37

M
or

ita
,

N
ak

ag
ak

i,
Yo

sh
ii,

Ts
ub

oi
,

H
ay

as
hi

za
ki

,
M

iz
un

o,
Sh

ei
ha

m

20
05

年
4月

～
20

06
年

3
月

横
断

研
究

20
～

69
歳

日
本

人
の

男
性

労
働

者

16
,2

61
人

の
男

性
7つ

職
業

グ
ル

ー
プ

D
M

FT
，

喪
失

歯
数

年
齢

，
天

然
歯

数
，

健
全

歯
数

日
本

人
労

働
者

に
お

け
る

職
業

分
類

と
口

腔
内

状
態

の
格

差
が

あ
る

の
か

に
つ

い
て

検
証

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
た

．
20

～
69

歳
の

16
,2

61
人

の
日

本
人

男
性

労
働

者
を

調
査

し
，

7つ
の

職
業

グ
ル

ー
プ

間
の

違
い

を
検

討

し
た

．
口

腔
内

状
態

に
つ

い
て

は
う

蝕
経

験
歯

数
（

D
M

FT
）

や
残

存
歯

数
を

使
用

し
た

．
専

門
職

や
経

営
者

，
サ

ラ
リ

ー
マ

ン
で

は
サ

ー
ビ

ス
業

や
運

転
手

に
比

較
す

る
と

口
腔

内
状

態
が

よ
か

っ
た

．
専

門
職

は
他

の
職

種
に

比
較

し
て

有
意

に
天

然
歯

，
健

全
歯

が
多

か
っ

た
．

専
門

職
の

D
M

FT
は

他
の

職
種

よ
り

も
有

意
に

低
か

っ
た

．
専

門
職

は
他

の
職

種
よ

り
も

有
意

に
高

い
修

復
歯

数
で

あ
っ

た
．

サ
ラ

リ
ー

マ
ン

の
修

復
歯

数
は

経
営

者
，

技
術

者
，

販
売

員
，

サ
ー

ビ
ス

業
や

運
転

手
よ

り
も

有
意

に
多

か
っ

た
．

専
門

職
よ

り
も

運
転

手
は

1.
8倍

，
サ

ー
ビ

ス
業

で
は

1.
3倍

，

う
蝕

が
多

か
っ

た
．

技
術

者
で

1.
3倍

，
販

売
員

で
1.

3倍
，

サ
ー

ビ
ス

業

で
1.

4倍
，

運
転

手
で

2.
1倍

，
専

門
職

よ
り

も
喪

失
歯

が
多

か
っ

た
．

技

術
者

で
1.

7倍
，

サ
ー

ビ
ス

業
で

1.
7倍

，
運

転
手

で
3.

1倍
，

50
～

69
歳

の

専
門

職
よ

り
も

20
歯

以
上

の
歯

を
持

っ
て

い
る

人
が

少
な

か
っ

た
．

38

Ta
na

ka
,

M
iy

ak
e,

Sa
sa

ki
,

H
ir

ot
a

20
01

～

20
03

年
コ

ホ
ー

ト
研

究

生
後

41
～

50
カ

月

日
本

人
乳

幼
児

31
5人

親
の

教
育

歴
，

所
得

，
職

業
う

蝕
経

験
の

有
無

母
親

の
年

齢
，

喫
煙

，
子

ど
も

の
性

別
，

母
乳

授
乳

期
間

，
食

生
活

，
歯

の
萌

出
時

期
，

歯
磨

き
，

フ
ッ

化
物

応
用

，
歯

科
健

診

31
5人

の
乳

幼
児

の
コ

ホ
ー

ト
で

，
う

蝕
の

経
験

と
社

会
経

済
的

地
位

の

関
係

を
検

討
し

た
．

13
年

以
下

の
教

育
歴

の
親

に
比

べ
て

，
15

年
以

上
の

教
育

歴
の

親
の

子
ど

も
は

う
蝕

経
験

が
少

な
か

っ
た

．
（

オ
ッ

ズ
比

＝
0.

34
，

95
%
信

頼
区

間
＝

0.
14

；
0.

70
）

．
所

得
や

職
業

に
有

意
な

関
連

は
見

ら
れ

な
か

っ
た

．
親

の
高

い
教

育
歴

，
特

に
母

親
の

教
育

歴
は

子
ど

も
の

う
蝕

の
低

い
リ

ス
ク

と
関

連
す

る
だ

ろ
う

．

39

W
at

an
ab

e,
H

as
hi

m
ot

o
19

86
～

20
04

年
時

系
列

横
断

調
査

20
歳

以
上

国
税

調
査

対
象

者
45

,5
86

人
と

16
,1

77
の

世
帯

世
帯

収
入

ヘ
ル

ス
ケ

ア
の

ア
ク

セ
ス

，
主

観
的

健
康

状
態

，
ヘ

ル
ス

ケ
ア

の
必

要
性

配
偶

者
の

有
無

，
住

宅
地

域
の

千
人

当
た

り
の

医
師

数
な

ど

国
民

皆
保

険
は

，
手

頃
な

コ
ス

ト
で

の
，

適
切

な
医

療
へ

の
ア

ク
セ

ス
の

確
保

を
目

指
し

て
い

る
．

し
か

し
，

貧
困

し
た

家
庭

に
対

し
て

は
，

有
効

な
手

段
で

は
な

い
可

能
性

が
あ

る
．

そ
の

た
め

，
世

帯
収

入
と

，
歯

科
受

診
を

含
む

ヘ
ル

ス
ケ

ア
の

ア
ク

セ
ス

，
主

観
的

健
康

状
態

，
ヘ

ル
ス

ケ
ア

の
必

要
性

の
関

係
を

調
査

し
た

．
19

86
～

20
04

年
の

45
,5

86
人

と
16

,1
77

の
世

帯
の

時
系

列
横

断
デ

ー
タ

を
用

い
て

解
析

を
行

っ
た

．
世

帯
収

入
が

高
い

ほ
ど

，
ヘ

ル
ス

ケ
ア

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
良

い
と

い
う

結
果

が
示

さ
れ

た
．

特
に

20
00

年
代

以
降

で
は

，
ヘ

ル
ス

ケ
ア

へ
の

ア
ク

セ
ス

の
不

平
等

が
，

拡
大

し
て

い
る

こ
と

が
示

唆
さ

れ
た

．
65

歳
以

上
で

は
，

高
い

平
等

性
が

達
成

さ
れ

て
い

た
．

し
か

し
，

20
～

64
歳

の
間

で
は

，
世

帯
収

入
に

よ
る

差
が

見
ら

れ
た

．
ヘ

ル
ス

ケ
ア

の
使

用
の

不
平

等
と

，
主

観
的

健
康

状
態

の
差

は
，

世
帯

収
入

や
自

己
負

担
額

の
変

更
が

，
主

な
原

因
で

あ
っ

た
こ

と
が

示
唆

さ
れ

た
．

国
民

皆
保

険
に

よ
る

医
療

の
公

平
性

の
達

成
は

，
い

ま
だ

進
行

中
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

る
，

と
認

識
さ

れ
る

必
要

性
を

示
唆

し
た

．

40

表
3 

の
続

き
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

著
者

名
調

査
年

研
究

デ
ザ

イ
ン

年
齢

対
象

者
対

象
者

数
主

な
予

測
因

子
ア

ウ
ト

カ
ム

共
変

量
内

容
文

献
番

号

H
an

ib
uc

hi
,

Ai
da

,
N

ak
ad

e,
H

ir
ai

, K
on

do

20
03

年
横

断
研

究
65

歳
以

上
一

般
高

齢
者

2,
19

2人
6タ

イ
プ
の
歯

科
医

院
へ

の
ア
ク
セ
ス
（
歯

科
医

院
の
距

離
，
歯

科
医

院
数

，
歯

科
医

師
数

）

か
か

り
つ

け
歯

科
医

院
の

有
無

年
齢

，
結

婚
歴

，
等

価
所

得
，

G
D

S，
IA

D
L，

外
出

頻
度

，
残

存
歯

数

歯
科

治
療

に
対

す
る

ア
ク

セ
ス

は
深

刻
な

問
題

で
あ

る
．

こ
れ

ま
で

日
本

に
お

い
て

歯
科

治
療

を
受

け
る

機
会

に
つ

い
て

調
べ

た
研

究
は

存
在

し
な

い
．

20
03

年
に

65
歳

以
上

の
高

齢
者

を
対

象
に

し
た

調
査

よ
り

，
か

か
り

つ
け

歯
科

医
院

と
地

理
的

な
歯

科
医

院
へ

の
ア

ク
セ

ス
に

つ
い

て
調

査
し

た
．

女
性

に
お

い
て

の
み

か
か

り
つ

け
歯

科
医

院
と

ア
ク

セ
ス

に
つ

い
て

関
連

が
見

ら
れ

た
．

か
か

り
つ

け
歯

科
医

院
を

も
っ

て
い

る
人

ほ
ど

最
も

近
い

歯
科

医
院

の
距

離
が

近
く

（
O

R:
0.

62
 9

5%
CI

[0
.4

3-
0.

9]
）

，
小

学

区
の

歯
科

医
院

数
が

多
く

（
O

R:
1.

14
 9

5%
CI

[1
.0

3-
1.

26
]）

，
市

町
村

の
歯

科
医

院
数

が
多

く
（

O
R:

1.
02

 9
5%

CI
[1

.0
0-

1.
05

]）
，

歯
科

医
院

密
度

が
高

か
っ

た
（

O
R:

1.
56

 9
5%

CI
[1

.1
1-

2.
19

]）
．

こ
の

関
係

は
共

変
量

に
よ

り
一

部
説

明
さ

れ
，

歯
科

医
院

の
距

離
や

数
は

有
意

で
は

な
く

な
っ

た
が

，
歯

科
医

院
密

度
の

み
有

意
な

関
係

を
示

し
た

．
歯

科
医

院
へ

の
ア

ク
セ

ス
に

関
し

て
の

大
き

な
性

差
が

存
在

し
，

高
齢

者
女

性
に

お
い

て
は

，
歯

科
医

院
が

近
く

に
存

在
す

る
方

が
通

院
を

し
て

い
た

．

41

Fu
ru

ta
,

Ek
un

i,
Ta

ka
o,

Su
zu

ki
,

M
or

ita
,

K
aw

ac
hi

20
10

年
横

断
研

究
18

～
19

歳
大

学
生

96
7人

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

口
腔

の
主

観
的

健
康

感

性
別

，
主

観
的

世
帯

収
入

，
口

腔
保

健
行

動
，

歯
科

治
療

へ
の

恐
怖

な
ど

日
本

の
大

学
生

に
お

け
る

，
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル
の

，
口

腔
の

主
観

的
健

康
感

へ
の

影
響

を
調

査
し

た
．

20
10

年
の

大
学

の
1年

生
で

あ
る

，

18
～

19
歳

の
96

7人
を

対
象

と
し

て
，

横
断

調
査

を
行

っ
た

．
口

腔
の

主

観
的

健
康

感
を

悪
い

と
答

え
た

者
の

割
合

は
22

%
で

あ
っ

た
．

共
変

量
調

整
後

，
隣

人
へ

の
信

頼
度

が
低

い
ほ

ど
，

有
意

に
，

口
腔

の
主

観
的

健
康

感
が

悪
い

関
連

が
見

ら
れ

た
（

O
R:

2.
22

,  
95

%
 C

I: 
1.

40
-3

.5
4）

．
さ

ら
に

，
大

学
に

お
け

る
上

下
関

係
へ

の
信

頼
が

低
い

ほ
ど

，
口

腔
の

主
観

的
健

康
感

が
悪

か
っ

た
（

O
R:

1.
71

,  
95

%
 C

I: 
1.

05
-2

.8
0）

．
し

か
し

，
非

公
式

の
社

会
的

統
制

が
弱

い
ほ

ど
，

口
腔

の
主

観
的

健
康

感
が

良
い

関
連

が
見

ら
れ

た
（

O
R:

0.
54

,  
95

%
 C

I: 
0.

34
-0

.8
5）

．
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

へ
の

高
い

信
頼

が
，

よ
り

良
い

口
腔

の
主

観
的

健
康

感
を

促
す

だ
ろ

う
．

42

Ai
da

,
K

ur
iy

am
a,

O
hm

or
i-

M
at

su
da

,
H

oz
aw

a,
O

sa
ka

, T
su

ji

20
06

年
横

断
研

究
65

歳
以

上
地

域
在

住
高

齢
者

21
,7

36
人

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

20
歯

以
上

保
有

の
有

無

年
齢

，
性

別
，

学
歴

，
歯

磨
き

の
頻

度
，

歯
磨

き
時

間
，

糸
よ

う
じ

や
歯

間
ブ

ラ
シ

の
利

用
の

有
無

，
治

療
以

外
の

歯
 科

受
診

の
有

無
，

菓
子

類
の

摂
取

頻
度

，
糖

尿
病

の
既

往
歴

，
主

観
的

健
康

観
，

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

と
社

会
的

支
援

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

と
は

，
人

々
の

信
頼

や
つ

な
が

り
か

ら
生

ま
れ

る
，

社
会

の
資

源
を

意
味

す
る

．
こ

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル
が

豊
か

な
ほ

ど
，

健
康

が
良

い
と

い
う

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

．
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル
が

豊
か

で
あ

れ
ば

，
健

康
に

関
す

る
情

報
が

広
ま

る
の

が
早

い
，

近
所

の
人

の
良

い
保

健
行

動
を

真
似

す
る

と
い

っ
た

こ
と

で
定

着
し

や
す

い
，

地
域

の
保

健
医

療
サ

ー
ビ

ス
を

活
発

に
す

る
よ

う
な

住
民

の
働

き
か

け
が

あ
る

，
と

い
っ

た
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

．
多

様
な

生
活

習
慣

や
個

人
個

人
の

つ
な

が
り

（
ソ

ー
シ

ャ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

）
や

助
け

て
く

れ
る

人
が

い
る

か
（

社
会

的
支

援
）

を
考

慮
し

た
上

で
も

，
地

域
の

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

が
歯

の
健

康
と

関
連

す
る
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Ⅱ課題別エビデンス  項目別レビュー

もこれまで述べたような対策が含められている 52．
　また医院への距離による歯科受診への影響や，人々
のつながりからもたらされるソーシャルキャピタルが
高いことで健康が良くなるような，様々な社会的決定
要因が口腔保健に影響することが示唆された．健康を
良くする社会的決定要因を明確にし，健康を推進する
環境の実現が必要である．

【結論】
　口腔保健状態，歯科疾患や保健行動に健康格差が存
在した．健康に影響する社会的決定要因を明確にし，
健康を推進する環境の実現が求められる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　外科手術の周術期の合併症を抑制することは，治療
予後の改善のみならず医療経済的にも重要な意味を持
つ．術後合併症には，口腔内の環境（衛生状態，歯科
疾患など）に関連して生じるものもあり，周術期に口
腔管理を行うことで，肺炎など感染性合併症のリスク
を軽減し，また手術後の経口摂取再開を支援して，手
術後の回復の一助とすることが期待できる．

【緒言】
　手術は身体に大きな侵襲を加える治療である．質の
高い医療を提供するためには，出来る限り術後合併症
をおさえ，なるべく早期の回復を目指すことが求めら
れる．そのためには主治医である外科の医師だけでな
く，あらゆる職種がチームとなって患者を支え，手術
に取り組むアプローチが必要である．その中で術後合
併症のリスクを減らし，早期の退院を可能とするため
に，歯科医師，歯科衛生士といった歯科医療従事者が
行う周術期の歯科支持療法，口腔ケアの意義が注目さ
れている１．
　外科手術の周術期は口腔内の衛生状態が悪化しやす
く，全身状態の低下とも相まって，容易に口腔内の感
染を惹起することがあり，手術前は症状がなかったう
歯や歯肉炎が急性化し，疼痛のために経口摂取を妨げ
たり，あるいは手術後の絶食期間中に歯槽部歯肉が痩
せたり，歯周病が悪化して歯が動揺するようになるこ
とで，義歯の装着ができなくなるなどの問題が生じる
ことがある２．これらは経口摂取の再開を妨げ，ひい
ては手術後の全身状態の回復にも影響することが考え
られる．このようなトラブルを予防するために，可能
であれば手術前に歯科を受診し，口腔衛生状態の改善，
不適合義歯の調整，う歯の仮封などの歯科応急処置を
行っておくことが推奨されている．

　また周術期に口腔管理を行うことで，口腔内細菌が
引き起こす感染性の合併症のリスクを軽減することが
できるというエビデンスが構築されつつある．
　本稿では外科手術の周術期と口腔の関係，口腔機能
管理を行うことで手術後の経過に良好な影響を及ぼす
可能性についてレビューする．

【目的】
　外科手術の周術期と口腔の関係，口腔機能管理を行
うことで手術後の経過に良好な影響を及ぼす可能性，
歯科が周術期に口腔機能管理を行う意義についての文
献検索を行い，この検索から得られた情報を整理する
ことを目的とする．

【方法】
　インターネット（Pubmed）を利用した検索によっ
て文献の渉猟を行った．文献の検索期間は 2014 年１
月〜 2014 年３月とした．検索から得られない文献を
収集するためにハンドサーチも実施した．文献の公表
年度には制約は設けなかった．得られた情報の中から
その内容を整理した．

【結果】
1.	 手術を予定している患者の口腔内の状態
　外科手術を予定している患者の多くは，口腔内にう
蝕や歯周病といった歯性感染病巣を潜在的に有してい
る可能性がある．加えて，入院環境におかれた患者の
口腔内の環境は悪化しやすい事が報告されている．
　Terezakis らは，口腔内の状態（プラークの蓄積，
歯肉の炎症，粘膜の状態）は入院中に悪化の傾向を示
すこと，また口腔内環境の悪化は院内感染症リスクと
関係し患者の療養生活の質を低下させると報告し，特
にこの傾向は気管挿管が施行された患者において顕著

9. 歯科医療の効果
1）口腔ケアが手術後の治癒期間，状態に与える影響（多職種連
携含む）

　	－外科手術の周術期管理における口腔ケアの役割－
上野 尚雄1　百合草 健圭志2

1：国立がん研究センター中央病院　2：静岡県立静岡がんセンター
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であったとしている３．また Sjögren らは，5 つの文
献をレビューし，入院中の口腔内はう蝕，プラーク
蓄積，歯茎の炎症，粘膜炎の有意な増加が見られた
事を報告している４．実際の口腔内細菌の調査でも，
Robert らは歯垢のコロニー数は ICU 滞在日数に比例
して増加していたと報告している５．
2.	 全身麻酔気管挿管に伴う歯の損傷リスク
　侵襲の大きい手術は気管挿管による気道確保を行い
全身麻酔下に行われる．気管挿管時のトラブルとして
起こる歯の脱落，亜脱臼，金属冠の脱離，歯槽骨骨折，
口腔粘膜の損傷などの外傷は，外科手術の周術期の一
般的な合併症の一つである６．
　その発症頻度は，施設によってかなりの差はあるが，
Warner ら７は全身麻酔 4,537 例に１人，Newland
ら８は 2,073 例に１人と報告しており，決して高い頻
度ではないものの，術中の破折片の誤嚥・誤飲のリス
クだけでなく，歯牙鋭縁部がカフを破る原因となった
り，手術後の経口摂取再開を妨げる一因ともなる．歯
の損傷は起こってしまうと完全な回復は難しく，咀嚼
障害，審美性の低下を来たし，治療に要する経済的負
担も大きい．麻酔医に対して起される医療訴訟の多く
を占めている現実もあり，決して軽視できない合併症
である９．
　損傷のリスク因子の検索によると，挿管手技の熟達
度はあまりリスク因子とはならず 10，最も関連する
のは歯の状態の不良で，予定された気管挿管より，緊
急時の気管挿管の際に起こり易いと言われている 11．
Newland ら８ は 挿 管 時 に 状 態 が 悪 い 歯 は， 健 全
な歯と比べて 20 倍の歯の損傷リスクがあるとし，
Werner ら７は 50 倍と報告している．損傷トラブル
の部位としては上顎前歯部が最も多く，Givol らの報
告 11 では歯の損傷の 86%，Vogel ら 12 は 75% 以上
が上顎前歯であったとしている．
　挿管時の歯の損傷に対するリスクマネジメントで最
も有効なのは，挿管，抜管時だけでなくバイトブロッ
ク固定時など口腔内操作の際には愛護的操作を心がけ
る事，全身麻酔手術の前に歯科を受診し，口腔内の診
察を受け，歯の動揺，孤立歯，萌出位置がチューブ操
作の邪魔になりそうな歯（歯並びの不良：特に上顎前
部が前方に突出しているような状態）を事前に把握し，
応急処置（動揺歯の固定処置や事前の抜歯）を受ける
こととされている 12．歯列保護のためのマウスピース
の作成も，挿管の邪魔にならないようであれば有効で

あり推奨されている．
3.	 心臓血管手術における口腔ケア
　心臓血管手術を受けた患者は，感染性心内膜炎や慢
性感染病巣の急性化，肺炎など感染症のリスクが高く
なることが知られている．う蝕の存在，無処置の歯性
感染病巣や歯周病は，潜在的な感染リスクであり，感
染が心臓血管手術の直後に起きることは死亡も含めた
治療予後に重大な影響を及ぼす可能性がある．そのた
め状況が許す範囲で手術前に口腔内の感染病巣の有無
の精査・加療を行うことが推奨されている 13-15．ま
た心臓血管術後の患者に対する歯科治療は感染性心内
膜炎のリスクを伴うため 16，このことからも事前の
歯科処置が推奨される．論文からは，手術前からの専
門的口腔ケアにより，心臓手術後の感染症（感染性
心内膜炎や肺炎）を減らす可能性が示唆されている．
DeRiso らによる報告では，心臓バイパス手術を受け
る患者352人を対象としたRCTによる調査によって，
0.12％グルコン酸クロルヘキシジン（CHX）による
口腔ケアによって院内肺炎の予防効果があったとされ
ている（院内感染発症頻度が 65% 減少：24/180 対
8/173; p<0.01）17． また Bergan らは心臓手術患者
の手術前の口腔ケアプロトコルの実施により，術後肺
炎の発症率が有意に減少したとしている 18．現在の肺
炎の CDC ガイドラインには，心臓手術を受ける成人
患者に対して，周術期間中（0.12%）のグルコン酸ク
ロルヘキシジン液を用いた口腔ケアを推奨することが
記載されている 19．
4.	 臓器移植手術に関連する口腔ケア
　心臓，肝臓，腎臓などの臓器移植手術を受けた患者
は，急性拒絶反応の抑制を目的として免疫抑制薬剤を
使用するため，様々な感染症を発症するリスクが高い．
臓器移植手術後の最も大きな問題は感染による合併症
であり，術後早期の死亡の原因で最も多いのは敗血症
であると報告されている 20,21．これらのリスクを軽減
するために，手術前に口腔内の感染リスク因子をスク
リーニングし，口腔ケアを受けておくことの意義が報
告されている 22．
　Zwiech ら 23 は，腎臓同種移植を行った患者で，口
腔内の健康状態は急性拒絶反応や感染といった移植後
早期の合併症の発症リスクと相関していた事を報告し
ている．
　また Somacarrera ら 24 は，心，肝，腎の臓器移植
手術患者 530 人の調査を行い，周術期の歯科介入が
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合併症リスク軽減に有効であると結論付けている．
　臓器移植後の易感染状態の患者の感染管理の一助と
して，周術期の歯科管理や口腔衛生指導，教育が重要
である 25-27．
5.	 術後肺炎と口腔ケア
　全身麻酔手術後は，呼吸機能の一時的な低下や，患
者の不動化による下側（荷重側）肺障害（dependent 
lung disease; DLD），無気肺などが起こりやすくな
ることに加え，術前からの絶飲食，気管挿管や経鼻胃
管，バイトブロックなどの異物の留置など，口腔内の
細菌が増加し，かつ気道内に侵入しやすくなる状態が
持続するため，肺炎などの呼吸器合併症の発症リスク
が高くなる 28,29．このような術後肺炎のリスクを軽減
するために，術前から口腔ケアを行う意義が報告され
ている．
　Bagyi ら 28 は，脳手術術後の肺炎と，歯周病，口
腔内細菌との関連を調査し，歯周病が重度な群で有意
に肺炎が発症し（歯周病の部位の多さ：p = 0.031，
歯周病の重症度：p = 0.002），歯周病スコアが高
い群は低い群の 3.5 倍の高率で肺炎が生じた（p < 
0.0001）と報告している．
　また Weren ら 29 は一般外科病棟患者 3,319 人を
対象とした術後肺炎予防プログラム（口腔ケア，呼吸
器リハビリ，早期離床，頭部挙上など）を実施した結
果，病棟での肺炎発症頻度 0.78% から 0.18 へと有意
に減少した（p ＜ 0.006））と，術後肺炎予防のため
の術前口腔ケア介入の有用性を示している．
　特に食道がんの手術は，気管，心臓，肺，大動脈や
内頚動静脈，反回神経など重要臓器に囲まれた位置の
手術のため，がん手術の中でも侵襲の大きな非常にリ
スクの高い手術であり，周術期の合併症が起こる可能
性，特に術後肺炎（誤嚥性肺炎など）や無気肺など呼
吸器に関する合併症が多い．これら食道がん外科手術
の周術期の呼吸器合併症リスク軽減に口腔ケアが有用
であるとの報告がある．
　Akutsu らは胸部の食道がんの食道切除術を受けた
39 人の患者の口腔内細菌と術後肺炎を起した際の起
因菌の調査を行い，口腔内細菌（プラーク中の細菌）が
食道がんの術後肺炎の起因菌である割合が高いこと 30，
また実際に胸部食道がん患者 86 人を対象に口腔ケア
介入の意義を調査し，口腔ケア介入により術後肺炎は
32% から 9%（P=.013）まで著しく減少し，特に気
管切開を必要とする術後肺炎の頻度は介入で 12% か

ら 0% まで減少した 31 と報告し，ブラッシングを中
心とした口腔ケアの介入は簡便であり食道がん患者で
術後肺炎を予防する可能性があるとしている．
6.	 頭頸部がん手術における口腔ケア
　頭頸部がんの手術は，口腔という不潔な部位が，手
術という徹底した清潔操作を必要とする部位に含まれ
るため，手術後の感染リスクが高い手術として認識さ
れている．Hirakawa ら 32 は頭頸部がん患者 227 人
の後ろ向き調査にて，手術部位感染症は 32.1% に発
症し，特に再建手術で有意に高いとし，Girod ら 33

は頭頸部外科的手技を受けた 159 人の患者の調査で
術後合併症の発症率は 63%, そのうち創部の感染症で
22%，他の感染症は 22%，非感染性合併症は 51%，
全体的な術中死亡率は 1.2%（2 人の患者）とし，再
建手術は有意なリスク因子（p ＜ = 0.05）であると
報告している．Karakida ら 34 の報告では血管柄付遊
離皮弁再建を行う口腔がん手術の創部感染の発症頻度
は 40.6% ，Leeら 35 は 18.4%，Lotofiら 36 は 38.8%（い
ずれも再建手術は有意な影響因子）であった．このよ
うに再建手術における手術創部の細菌感染などの局所
合併症の発症率は他の部位の手術に比べて非常に高い
ことが報告されている．また，手術後の摂食・嚥下機
能障害は患者の QOL を著しく下げるだけでなく，誤
嚥性肺炎の惹起など致死的なリスクとなりうる．この
ような頭頸部がん手術における術後合併症には口腔内
細菌が強く関与しており，術前からの口腔管理がリス
ク軽減に有用である．
　大田 37 は，頭頸部進行がん手術患者の術前からの
口腔ケア施行群 56 人と口腔ケア非施行群 35 人の術
後合併症についての介入比較研究において，術後合
併症の発生率は，口腔ケア施行群において 9/56 例

（16.1%）・非施行群において 21/33 例（63.6%）と
発生率に有意な差を認め，同様に経口開始日数は，口
腔ケア施行群において平均 10.6（日），中央値 9（日）・
口腔ケア非施行群 において平均 40.2（日），中央値 
16（日）と有意な差を認めたと報告している．多変
量解析による分析でも，口腔ケア介入は術後合併症
の発症のリスクを 1/7 に下げる独立した影響因子で
あった．口腔ケア介入により合併症が減り患者の術後
QOL が向上することと，在院日数の短縮に直結する
ため，医療経済的な面から有益となることが期待され
た．また佐藤ら 38 は口腔ケア介入の有効性を知るた
めに手術を行った口腔扁平上皮がん患者 66 人を調査
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し，手術後の創部感染は口腔ケア群では 3 人（9%），
対照群では 11 人（33％）で観察され（p < 0.025），
この差は多重ロジステック回帰分析でも創部感染の独
立危険因子であった（p = 0.04; オッズ比：6.0）とし，
周術期の口腔管理は口腔がん患者で手術後の手術後創
感染の危険性を減らす可能性を報告した．

【考察】　
　今までの医療においては，一般的に外科手術の周術
期の患者の口腔内状態は，手術にあたっての大きな懸
念事項とは認識されず，心臓血管外科や臓器移植手術，
口腔内の手術など，一部の手術にのみその必要性が認
められていた．しかし最近は手術内容の高度化に伴い，
手術侵襲の増大や長時間化が進み，患者も高齢者や既
往疾患の増加などハイリスク患者が対象となることが

増えてきている．このようなハイリスク患者に対して
は，手術後合併症の発症リスク（特に誤嚥性肺炎など
の感染性合併症）の軽減，手術後の早期回復の一助と
して，周術期の口腔管理には大きな意義があると考え
る．また手術後の感染性合併症の発症リスクが高い手
術である頭頸部領域の手術においては，手術前の口腔
ケア介入が周術期の感染リスクを軽減する重要な方法
であると考えられた．
　全身麻酔時の気管挿管に伴う歯の損傷は，麻酔科医
の対応だけでは回避できない場合があり，手術前に動
揺歯の一時的な固定処置や抜歯などの歯科処置の施
行，また歯列保護のプロテクターを作成するなどの事
前の歯科管理が有用である．
　このような外科手術の周術期における口腔ケア介入
の問題点としては，１）周術期に口腔ケアを行うには

著者 報告年 形式 概要 文献番号

Yasny, Herlich 2012 レビュー
手術の前に急性歯性感染症を治療することは．周術期
の感染制御に有用である

1

Yasny, Silvay 2010 レビュー
高齢者の口腔内の特徴から，手術前に口腔感染症の治
療を行っておくことの重要性を示すレビュー

2

Terezakis, Needleman, Kumar, Moles, Agudo 2011 ５つの文献によるシステ
マティック レビュー

入院は口腔内の状態を悪化させ，院内感染症のリスク
を増加させ．QOLを低下させる．
特に気管内挿管された患者においてその傾向は顕著で
ある．

3

Sjögren 2011 ５つの文献によるシステ
マティック レビュー

入院環境は口腔内の状態の悪化と相関している． 4

Robert, Doré, Grollier 1999 レビュー
歯垢のコロニー数は，ICUの滞在日数に比例して増加
する．

5

Chidyllo, Zukaitis 1990 レビュー
全身麻酔前の歯科管理は重要であり，
特に歯列保護のマウスピースは有用である．

9

Yasny, White 2009 レビュー

無処置の歯原性感染巣は心臓手術にあたり有害な影響
を認める．
時間と資源が許すならば，患者は手術前に歯科の検査
を受けることを推奨する．
このような事前管理は，手術結果に重要な改善を与え
ることが可能である．

13

Yasny 2010 レビュー

無処置の歯原性感染巣は心臓手術にあたり有害な影響
を認める．
時間と資源が許すならば，患者は手術前に歯科の検査
を受けることを推奨する．
このような事前管理は，手術結果に重要な改善を与え
ることが可能である．

14

Wilson, Taubert, Gewitz, Lockhart, Baddour,
Levison, Bolger, Cabell, Takahashi, Baltimore,
Newburger, Strom, Tani, Gerber, Bonow, Pallasch,
Shulman, Rowley, Burns, Ferrieri, Gardner, Goff,
Durack, American Heart Association

2008 システマティック
レビュー

感染性心内膜炎の予防のために米国心臓協会（AHA）
が推薦する報告集

16

Ofelia Larry Richard, Carolyn Rana 2003 ガイドライン CDCによる肺炎予防のガイドライン 19

Guggenheimer, Eghtesad, Stock 2003 レビュー
臓器移植患者の治療のための歯科チェック，ケアのガ
イドラインと推奨の根拠について

21

Sakurai, Drinkwater, Sutherland, Fleischmann,
Hage, Yonemura 1995 レビュー

臓器移植の数は劇的に増加しているが，生活の質がか
なり損なわれる治療である．
臓器移植前後の患者の歯科治療に関する注意を理解す
ることが重要である．

22

Shetty, Gilbert 2008 レビュー
心臓移植患者は，専門デンタルケアを必要とする．
心臓移植患者のための口腔ケアの正当性をレビューす
る．

25

Glassman, Wong, Gish 1993 レビュー
肝臓移植患者のための口腔ケアの重要性についてのレ
ビュー．

26

Wakefield, Throndson, Brock 1995 レビュー
肝臓移植患者のための口腔ケアの重要性についてのレ
ビュー．

27

表 1：レビューの概要
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著者 報告年 対象 方法 概要 文献番号

Gaudio, Barbieri, Feltracco, Tiano,
Galligioni, Uberti, Ori, Avato 2011

全身麻酔時の歯の損傷に

よって訴訟となった235
例

後ろ向き研究
訴訟ファイルの後ろ向き調査では，全身麻酔患者への
事前の歯科介入は，保険料，訴訟費用を減らすことが
できる．

6

Warner, Benenfeld, Warner, Schroeder,
Maxson 1999 全身麻酔を受けた

598,904人 後ろ向き調査
気管内挿管時，歯の損傷を生じたのは132例
歯の損傷は上顎前歯が最も多く，リスク因子は歯の状
態の悪さと，挿管困難症例であった．

7

Newland, Ellis, Peters, Simonson, Durham,
Ullrich, Tinker 2007 全身麻酔を受けた

161,687人 Case-control study
気管内挿管時，歯の損傷を生じたのは78例
歯の損傷のリスク因子は 歯の状態の悪さと，挿管困
難症例であった．

8

Givol, Gershtansky, Halamish-Shani,
Taicher, Perel, Segal 2004

1992～1999年の間に作

成された40の病院の医
療保険の調査票

後ろ向き調査研究
全身麻酔時の歯の損傷事件は203例の報告があった．

損傷を受けた歯の86%は上顎前歯であった
11

Fukuda, Sugimoto, Yamashita, Toyooka,
Tanaka 2011 32人の麻酔医と32人の

医学生
比較研究

気管内挿管の初心者と熟練者とで，歯の損傷リスクの
差をマネキンを用いて調査した．
特に緊急の気管内挿管で初心者は歯への応力が高かっ
たが，いずれも歯を損傷させるに足りる力ではなかっ
た．
歯の損傷リスクは，術者の熟練度より，患者の歯の状
態が主要な因子と考えられた．

10

Vogel, Stübinger, Kaufmann, Krastl, Filippi 2009 全身麻酔を受けた

115,151人の患者
後ろ向き研究

130人の患者で，気管内挿管時の歯の損傷があった
上顎前歯の損傷が最も多かった．マウスガードはあま
り有効とは思えず，事前の歯科チェックが重要と思わ
れた．

12

Hayes, Fasules 2001 心臓血管手術を受ける

小児患者209人 前向きコホート研究

小児患者209人の患者のうちの175人（84％）で歯科疾
患が認められた．

71人（34％）は侵襲的な歯科治療を受け，24人

（12％）は心臓手術が延期された．

15

DeRiso, Ladowski, Dillon, Justice, Peterson 1996 冠動脈バイパス術を

受ける患者353人 RCT

0.12%のグルコン酸クロルヘキシジン（CHX）含嗽液
による口腔ケア群とコントロール群にランダマイズさ
れた．

院内感染率は口腔ケア群で65%減少した（24/180対
8/173; p<0.01）．

CHX含嗽液を用いた口腔ケア介入は，心臓外科手術を
受ける患者の呼吸器感染率と抗生物質の全身投与の使
用率を減少させた．

17

Bergan, Tura, Lamas 2014 心臓血管手術を受ける

患者226人 前向き介入研究
グルコン酸クロルヘキシジンを併用した手術前からの
口腔ケアの介入は，術後肺炎の発症率を有意に減少さ
せた．

18

Barbero, Garzino Demo, Milanesio,
Ottobrelli 1996 80人の肝移植患者 コホート研究

移植後に用いられる免疫抑制剤による感染のリスクは
重要な問題である．

手術前の歯科チェックでは，患者の45%に慢性歯肉炎

があり，根尖病巣は20%，う歯は67%で観察された．

85%は歯科衛生が不良であった．
肝移植にあたってのデンタルチェックは，合併症の予
防や患者の生活の質の改善に必要である．

20

Zwiech, Bruzda-Zwiech 2013 91人の腎臓移植レシピ
エント

コホート研究

口腔衛生インデックス（OHI-S）とTreatment Needs
（CPITN）のCommunity Periodontal Indexは移植後
合併症の発生と相関していた．
口腔の健康は腎臓同種移植レシピエントで急性拒絶反
応と入院の危険性を増す可能性がある．

23

Bágyi, Haczku, Márton, Szabó, Gáspár,
Andrási, Varga, Tóth, Klekner 2009 脳外科手術を受けた患者

23人 前向きコホート研究

手術前から口腔内の調査と経時的な細菌培養を行っ
た．
歯周病の重症度は術後肺炎の発症率に有意に関連した

（p = 0.002）
28

Wren, Martin, Yoon, Bech 2010 対象：外科病棟に入院

した患者3,319人 前向きコホート研究
手術前に実施する術後肺炎予防プログラム（呼吸器リ

ハビリ＋口腔ケア）は，術後肺炎の発症頻度を1/4に減
少させた．

29

Akutsu, Matsubara, Okazumi, Shimada,
Shuto, Shiratori, Ochiai 2008 手術を予定している

胸部食道がん患者39人 前向きコホート研究

手術前に歯科チェック，口腔細菌培養を行った．術後

肺炎は，14人（35.9%）に認められた．
手術前の歯垢中の細菌は，胸部食道がん患者の術後肺
炎の危険因子であった．

30

Akutsu, Matsubara, Shuto, Shiratori,
Uesato, Miyazawa, Hoshino, Murakami,
Usui, Kano, Miyauchi

2010
対象：手術を予定して
いる胸部食道がん患者

39人
前向きコホート研究

手術前に歯科チェック，口腔細菌培養を行った．術後

肺炎は，14人（35.9%）に認められた．
手術前の歯垢中の細菌は，胸部食道がん患者の術後肺
炎の危険因子であった．

31

24Somacarrera, Lucas, Cuervas-Mons,
Hernández 1996

各46人の心臓移植，
肝臓移植を予定している
患者

コホート調査

口腔衛生トレーニングと動機づけプログラムは，口腔
衛生改善に効果的であった．歯科予防処置は，手術後
の合併症リスク軽減に有効であった．すべての移植患
者が歯科医によってモニターされるべきであると考え
られた．

表 2：レビューの概要２
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時間的・人的な制約があり，医療機関ごとの様々な事
情によりスムーズかつ効果的な口腔ケアが実施されづ
らい，２）エビデンスをもとにした口腔ケアが確立さ
れておらず，手技や内容が統一されていない，などの
点が挙げられる．今後は，周術期の口腔ケアの有用性
に関しての更なるエビデンスの構築，そして EBM に
基づいた一定の水準の口腔ケアがすべての医療施設で
実施されるよう，外科手術の周術期の口腔管理につい
ての具体的なプロトコルの統一（コンセンサスの確保）
が必要である．

【結論】
　外科手術の周術期に口腔ケアを行うことによって，
１）術後肺炎のリスク軽減，２）気管挿管時のリスク
軽減（歯牙の破折，脱落など），３）心臓血管手術に
おける感染リスクの軽減，４）臓器移植手術における
感染リスクの軽減，５）口腔咽頭，食道手術における

術後合併症（呼吸器合併症，創部感染）のリスク軽減
が期待できる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．

【引用文献】
1. Yasny JS, Herlich A. Perioperative dental 

evaluation. Mt Sinai J Med 2012 Jan-Feb; 
79(1): 34-45. 

2. Yasny JS, Silvay G. Geriatric patients: oral 
health and the operating room. J Am Geriatr 
Soc 2010 Jul; 58(7): 1382-1385.

3. Terezakis E, Needleman I, Kumar N, Moles 
D, Agudo E. The impact of hospitalization 
on oral health: a systematic review. J Clin 
Periodontol 2011 Jul; 38(7): 628-636.

著者 報告年 対象 方法 概要 文献番号

Hirakawa, Hasegawa, Hanai, Ozawa,
Hyodo, Suzuki 2013

がんセンターで手術を
行った頭頚部がん患者

277人
後ろ向き調査

手術部位感染症は92例（32.1%）で観察された．
手術部位感染症に対する独立危険因子は多重ロジス
テック回帰分析にて

再建手術（p = 0.04;オッズ比1.77），そして，化学放

射線療法（p = 0.01;オッズ比1.93）であった．

手術部位感染症患者の5年の全体的な生存率には差がな
かった．

32

Girod, McCulloch, Tsue, Weymuller 1995
ワシントン大学で手術を
行った頭頚部がん患者

159人
後ろ向き調査

63%に術後合併症が認められた．全体的な術中死亡率

は，1.2%（2人）であった．

術前放射線療法治療は，傷感染率（p = 0.05）の増加
と相関した．

33

Karakida, Aoki, Ota, Yamazaki, Otsuru,
Takahashi, Sakamoto, Miyasaka 2010 東海大学で手術を行った

頭頚部がん患者276人 後ろ向き調査

術後創感染の発症率は，40.6% （112/276）であっ
た．

SSIの発生は，口腔がん手術であることと，ASA（麻
酔科医によるインデックス）の得点と有意に相関し
た．

34

Lee, Kim, Nam, Choi, Choi, Roh 2011 手術を行った頭頚部がん

患者697人 後ろ向き調査

術後創感染率は，128人（18.4%）であった．
多変量解析による術後創感染の独立危険因子は，口腔
がん手術であること，術前放射線治療，気管切開の有
無などであった．

35

Lotfi, Cavalcanti Rde, Costa e Silva,
Latorre Mdo, Ribeiro Kde, Carvalho,
Kowalski

2008 手術を予定する頭頚部

がん患者258人 後ろ向き調査

術後創感染率は，38.8%であった．

ロジスティック回帰による最終的なモデルは，SSIの
ために以下の独立予測因子は，

タバコの既往（オッズ比［OR］= 2.96），転移リンパ

節（OR = 2.05）の存在，フラップ再建（OR = 2.20）
と48時間を超える予防的抗菌薬投与（OR=1.89）で
あった．

36

大田洋二郎 2004 再建手術を予定する

頭頚部がん患者91人 前向きコホート研究

術後創部感染：口腔ケア介入群で有意に低かった．
多重ロジステック回帰分析では口腔ケア介入（オッズ

比：6.93,95%CI 2.38-20.20），糖尿病の既往（オッズ

比：7.25,95%CI 1.38-38.13）が，術後創部感染の独立
因子であった．手術前の口腔ケア介入は，術後合併症
の発症リスクを減少させる可能性が示唆された．

37

Sato, Goto, Harahashi, Murata, Hata,
Yamazaki, Satoh, Notani, Kitagawa 2011 手術を予定する頭頚部

がん患者66人 前向きコホート研究

術後創部感染：口腔ケア介入群で有意に低かった（p <
0.025）．

多重ロジステック回帰分析では組織移植（p = 0.01;
オッズ比，24.5），そして，口腔衛生管理の不足（p =
0.04;オッズ比，6.0）が，術後創部感染の独立危険因子
であった．

38

表 2 の続き
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【抄録】
　口腔機能低下防止並びに回復に対する歯科医療とし
ての対応を検討するため，原則的に過去 5 年間（2009
年 1 月～ 2014 年 7 月）の論文を対象に検索を行い，
29 編をピックアップした．それらを「口腔機能訓練
などによる嚥下機能の維持・回復及び咀嚼並びに栄養
改善（6 編）」，「義歯による咬合・咀嚼の回復と介護
予防（8 編）」，「虚弱高齢者に対する口腔機能の維持・
回復（15 編）」に分類し，口腔機能低下防止並びに維
持・回復にどの程度貢献し，全身的問題や生命予後に
影響するかなどを検討した．
　検索方法は，医学中央雑誌と PubMed を対象にイ
ンターネットを用いて行い，ヒットした中からハンド
リサーチで対象論文を絞り込んだ．
　その結果，歯の欠損に対する歯科補綴治療により咀
嚼が回復し，咀嚼能力を高めることで，全身的な課題
にも大きく貢献できること，咀嚼ができないくらいに
口腔機能が低下した患者には，専門的ケアを提供する
ことで，改善が図れることを確認した．

【緒言】
　歯科医療，歯科医学はこれまで数少ない病名を対象
に様々な治療法や薬剤，材料，器材の開発に力を注い
できた．その目的は，疾病の除去と再発防止であるこ
とは間違いないが，口腔領域が持っている様々な機能
の維持と回復を目指してきたことも事実である．一方
で健康保険の主旨から，「病気に対する治療行為」の
みが前面に掲げられ，歯科医療が持つ多くの部分であ
る「機能の維持・向上」については，「予防処置」と
いう概念や「リハビリテーション」という概念と重複
するため，やや遠ざけられてきた．近年，摂食・嚥下
障害に対する治療に，歯科が絡まなくてはならない状
況が生じ，また，在宅高齢者や入院療養中の患者の口
腔衛生管理が歯科抜きでは考えられない状況が生じた
ことで，「口腔機能の維持・向上」が重要課題となっ

てきている．
　口腔機能は，他の臓器や器官と同様に加齢とともに
衰えると言われている．「発達期において口腔機能の
発育が十分でない」ことが，診察の対象となっている
ことを考えると，「衰退期における口腔機能」に対し
ても何らかの方策を講じるべきと考える．
　本項では，口腔機能の低下防止や維持・向上にむけ
て，これまで行われてきた多くの報告の中から，その
効果が期待され，今後の臨床の参考になるかもしれな
いものを紹介することとした．

【目的】
　歯科医学的介入により，口腔機能の低下防止あるい
は維持・回復が図られたか，また介入目的達成のため
にどのような材料や技術が用いられ，その成果がどの
程度得られたかを検討する．

【方法】
　口腔機能低下防止並びに回復に対する歯科医療とし
ての対応に関する検索を行った．日本語による文献
検索は，医学中央雑誌を対象とした．キーワードは，

（補綴 OR 義歯 OR ブリッジ）AND（咀嚼 OR 摂食
OR 嚥下 OR 審美 OR 機能）AND（向上 OR 維持）
AND（歯科 OR 歯学）とした．絞込み条件として，
会議録を除く解説・総説・原著とし，原則として過去
5 年間（2009 年 1 月～ 2014 年 7 月）に限定した．
英字論文に対する検索は，PubMed を対象に行った．
キーワードは，（Prosthetic OR denture OR bridge）
AND（mastication OR chewing OR eating OR 
swallowing OR esthetic）AND（increase OR 
retain）AND（dental OR dentistry）とし，review, 
10 years, human, English で絞込みを行った．その
結果，483 件の文献がリストアップされた．それらを
対象にハンドリサーチを行い，商業誌を除外して 29
編を選択した．

9. 歯科医療の効果
2）口腔機能の低下防止・回復
森戸 光彦1, 佐藤 裕二2

1：鶴見大学　2：昭和大学歯学部
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表１：口腔機能の低下防止・回復効果

項目別レビュー入力フォーマット 

表１：口腔機能の低下防止・回復効果 
内容 文献番号 年 著者 概要 

口腔機能訓
練などによ
る嚥下機能
の維持・回
復及び咀嚼
並びに栄養
改善 

1 2006 大塚恒子 重度認知症入院患者に咀嚼訓練を行うと「改訂水飲みテスト」

（嚥下機能）が改善．日常生活も向上 
2 2003 菊谷 武ほか 要介護高齢者で，食形態の軟食化，ADL の低下，重症な認知

症で BMI が低下 
3 2009 Kikutani et al. 高齢者で歯を喪失すると舌が補償的に活動する． 
4 2011 出江伸一 口腔・咽喉頭の老化に対する摂食・嚥下リハビリテーション

の解説 
5 2011 向井美恵 口腔・咽喉頭の老化に関して口腔と食育の解説 
6 2010 金中章江ほか 要介護入院患者で，口腔ケアと摂食嚥下訓練，義歯の使用に

よる口腔機能の改善により，経口栄養への移行，摂食量の増

加，低栄養状態のリスクの軽減，ADL・CRP 値の改善 
義歯による

咬合・咀嚼

の回復と介

護予防 

7 2009 寺岡加代ほか 要介護高齢者の意欲には，口腔機能の指標である臼歯部の咬

合支持や嚥下機能が関連 
8 2012 赤川安正 健康長寿に与える補綴歯科のインパクトに関する解説 
9 2012 池邉一典 咬合・咀嚼と健康長寿に関するレビュー 
10 2011 小林義典 咬合・咀嚼と健康長寿に関する解説 
11 2008 椎名美和子ほか 旧義歯の評価が低いと，新義歯の評価は上昇しやすい 
12 2012 中村早緒里ほか 高齢者で全身運動＋咬合運動を行うと握力，咬合力ご向上 
13 2011 渡邊 裕ほか 要介護者に運動器の機能向上，栄養改善を行うと，咬合圧，

舌運動，RSST 穀雨関連 QOL が向上し，要介護度も軽度化 
14 2009 Kikutani et al. 舌圧や舌運動機能が低下すると舌苔が増える 

虚弱高齢者

に対する口

腔機能の維

持・回復 

15 2012 Ooka et al. 要介護高齢者は保湿剤を含む歯磨剤による口腔衛生ケアで唾

液湿度と口腔粘膜湿度が改善 
16 2013 野澤和子 長期経管栄養の高齢者に口輪筋・頬筋のマッサージを行うと

口腔内湿潤度が改善 
17 2008 柿木保明ほか 口腔乾燥症の診断評価ガイドラインの解説 
18 2008 徳永恵子ほか 口腔乾燥高齢者に唾液腺マッサージと内関の指圧を行うと口

腔内が潤ったというケースレポート 
19 2012 吉山友二ほか 高齢者にヒアルロン酸配合洗口液を使うと唾液湿潤度か改善

（2.2mm から，3.6mm） 
20 2012 望月優一郎 口腔咽頭異常感の患者に口腔乾燥症状改善薬を投与すると唾

液分泌量が増加 
21 2011 栂安秀樹ほか 要介護高齢者に口腔ケア用ジェルを使うと歯垢の付着，炎症，

舌苔，口臭，口腔乾燥，カンジダ菌数か改善 
22 2010 林 寿美ほか 非経口栄養摂取者にオイルスプレーを使うと口腔内乾燥が改善 
23 2009 横林康子ほか 口腔内乾燥のある高齢患者には保湿ジェルを用いた口腔のケ

アを行うと乾燥度が改善 
24 2012 黒川秀雄ほか 摂食・嚥下障害患者に専門的口腔ケア介入を行うと口腔アセ

スメントの総合評価が向上し，発熱日数，平均体温，経口摂

取率が改善 
25 2011 森 啓ほか 咬合治療が必要な口腔乾燥感患者に補綴治療と口腔衛生指導

を行うと，口腔乾燥感，清掃状態が改善 
26 2010 大岡貴史ほか 入院患者に口腔のケアを行うと，口腔内の問題点（口唇，口

腔粘膜，口腔乾燥，痰の貯留，舌苔，歯垢，出血）が改善．

ただし，原因疾患の種類により様々 
27 2008 鈴木絵理ほか 非経口摂取患者にオキシドール希釈水とヒアルロン酸含有含

嗽水を組み合わせたケアを行うと，口腔内乾燥，舌苔が改善

28 2004 武井典子ほか 老人ホーム入所者に口腔清掃を行うと唾液湿潤度，口臭が改

善．ただし出血する患者は口臭が悪化 
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【結果】
1.	 口腔機能訓練などによる嚥下機能の維持・回復及
び咀嚼並びに栄養改善（6編）

　嚥下機能の維持・回復には，口腔機能改善は欠かせ
ない．医科のリハビリテーション領域では，言語聴覚
士などの職種とともに，歯科医師や歯科衛生士が介入
することによりかなりの効果を上げている．咀嚼訓練
による嚥下機能の回復 1，口腔機能訓練による栄養改
善 2，舌などの運動機能訓練による咀嚼能力や嚥下機
能の改善 3-6，が報告されている．
2.	 義歯による咬合・咀嚼の回復と介護予防（8編）
　義歯による咀嚼機能の改善 7-11，歯科補綴学として
のスタンダードなテーマの一つで，様々な角度からの
研究が行われている．本項では，主として総説を取り
上げた．まずは「咀嚼すること」の意義について実験
データを示し，心身の発育，脳の活性化とリラックス，
発がん性の減弱，活性酸素の消去，肥満の抑制，血糖
値のコントロール，運動機能の向上，老化の抑制など
多くの生命予後に関わる効果を論じている．
　咬合力アップによる健康づくり 12，口腔機能向上プ
ログラムによる運動機能などに有効 13，舌の機能訓練
14 向上など治療的介入を行うことによる効果について
論じている．
3.	 虚弱高齢者に対する口腔機能の維持・回復（14編）
　口腔乾燥などにより口腔機能が低下した症例に対し
ては，保湿剤や唾液腺マッサージなどで改善した例が
多く報告 15-18 されている．更に湿潤剤による効果を
期待した治療も行われ，改善効果が報告 19-23 されて
いる．在宅療養管理中の患者や入院患者の口腔機能管
理を行うのは，歯科医師だけではなく歯科衛生士が中
心になって行うことが多い．また，看護師がその役割
を担うことも決して少なくない．口腔の専門的なケア
を行った成果も多く報告 24-28 されている．

【考察】
　歯を失うと咀嚼が困難となる．欠損した部分には，
義歯を入れることにより咬合を回復することができ
る．咬合が回復すると，咀嚼機能がよみがえることに
なる．
　咀嚼機能が回復すると，口からの栄養摂取の条件の
一つが整うことになる．しかし，咀嚼の効果はそれだ
けには留まらない．咀嚼機能の回復が全身的な運動機
能の回復や精神的状況の改善，全身的疾患の回復促進

に働くことも分かってきた．すなわち，歯科医療は生
活の医療だけではなく，健康維持・改善の医療として
の役割が大きいと言える 8-10．
　口腔機能が更に低下し，咀嚼以前の状態になった高
齢者においては，まずは口腔の衛生管理 15-28 から始
めなくてはならない．その段階では，口腔乾燥や口腔
内あるいは口腔周囲筋の萎縮や機能低下を伴うため，
リハビリテーションを念頭に置いた口腔機能改善が図
られることになる 1-7,11-14,25-28．その段階での診療の
場は，介護の現場と重複することになり，介護や看護，
リハビリテーションのメンバーと意思疎通を図る必要
性が生じる．歯科診療所の中だけで発展してきた歯科
界としては，診療の場の広がりに戸惑うことがあるか
もしれないが，「口腔の専門家は歯科」なので，その
責任は大きい．様々な報告を紹介したが，今後の歯科
医療に少しでも役立てればと思っている．

【結論】
　歯科医学的治療による機能低下に対する効果は，期
待できることが，多く論じられている．しかし，機能
検査の方法の妥当性とその低下程度のカットオフ値に
ついては，確定される段階まで来ておらず，今後の大
きなテーマとして浮上している．その結果，どの程度
改善することができたか，あるいはどの程度の機能低
下に有効であるかなどはこれからの研究を待たなくて
はならない．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　歯の喪失を防ぐことは，口腔の機能や審美性を維持
するというだけでなく，全身の健康の保持増進にも繋
がる．本稿では，歯科医療による歯の喪失防止効果，
特にメインテナンスによる歯の喪失防止について重点
を置き，現在までに得られている知見を総覧すること
とした．
　メインテナンス来院の有無と歯の喪失との関連を調
査した論文について電子検索データベースにより文献
検索を行ったところ，16 編が該当した．そのうちの
13 編で，定期的にメインテナンスをしていた被験者
群では定期的にメインテナンスには来院しなかった被
験者群と比較して，歯の喪失が少ないことが示されて
いた．
　結論として，歯科治療を適切に行い，その後のメイ
ンテナンスを継続するということが，歯の喪失防止に
繋がると考えられる．

【緒言】
　歯科医療の目的とは，疼痛をはじめとした不快感
の除去，歯や口腔の機能の回復，審美性の改善など
である．更に近年では，食べる幸せを通じて生活の質

（Quality of Life: QOL）の向上をも目指している．
あわせて疾患の早期発見及び早期治療を実施すること
により歯の寿命を延ばすことは，最終的に口腔のみな
らず全身の健康の保持増進に繋がると考えられる．
　平成元年，当時の厚生省と日本歯科医師会が提唱し
た 8020 運動は，80 歳になっても 20 本以上自分の歯
を保とうという運動である．健康日本 21 にも具体的
な目標値が掲げられ，国民に広く普及したことで口腔
の健康増進に大いに貢献してきた．最新の歯科疾患実
態調査 1 によると，1 人平均喪失永久歯数は各年代に
おいて年々減少している（図 1）．
　広義にとらえると，啓蒙活動を含む歯科医療の効果
として歯の喪失が防止されたためにこのような改善が

認められたものと考えられる．広範なライフステージ
において健康な歯を維持し，楽しく充実した食生活を
送るという目標設定が国民にも受け入れられたことに
より，8020 運動の推進に繋がったと言える．

【目的】
　本稿では，現在までに得られたエビデンスを総覧す
ることにより，歯科医療による歯の喪失防止効果につ
いて調査することを目的とした．特に歯周治療後のメ
インテナンスによる歯の喪失防止に着目して，データ
を収集することとした．

【方法】
　電子検索データベースとして PubMed を用いて文
献検索を行った（最終検索日 2014 年 7 月 7 日）．
　 ま ず，Maintenance AND Tooth loss AND 
Randomized Controlled Trial [ptyp] AND 
Humans [MeSH Terms] の条件において検索すると，
35 論文がヒットした．しかしながら，いずれも歯科
医療により歯の喪失防止効果を判定するという，本稿
で対象とする研究内容とは異なっていた．歯科治療を
必要とする患者に対し，歯科治療を行う群と行わない
群を設定するようなランダム化比較試験（RCT）は，
倫理上容認されないと考えられる．それゆえメインテ

9. 歯科医療の効果
3）歯の喪失防止効果
和泉 雄一, 青山 典生, 松浦 孝典, 水谷 幸嗣
東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科 歯周病学分野

図１：1 人平均喪失永久歯数の年次推移
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9. 3） 歯の喪失防止効果

ナンスを含む歯科治療による歯の喪失防止効果を直接
的に裏付けるような RCT のデータは認められなかっ
たと推察される．したがって，入手可能なエビデンス
を考察することにより，本テーマに沿う結論を推定し
ていくこととした．
　そこで，
#1 Maintenance（12,765 hits）
#2 Tooth loss（218,011 hits）
#3 Periodontal disease（76,100 hits）
#4 #1 AND #2 AND #3（458 hits）
#5 #4 AND Humans [MeSH Terms]（437 hits）
#6 #5 AND English [lang]（405 hits）
として検索すると，405 編の論文が該当した．
　この中から，タイトル及びアブストラクトを検討し
てメインテナンスの有無と歯の喪失との関連を解析し
ている論文を選択し，更に 405 編中の総説論文に取
り上げられている原著論文の中でも本稿のテーマに沿
う内容の論文を選択したところ，16 編の論文 2-17 が
該当した．

【結果】
　本稿のテーマと合致する 16 編の論文は，以下のと
おりであった（表 1）．
　多くの報告で，メインテナンスをしていた被験者群
では定期的にメインテナンスには来院しなかった被験
者群と比較して歯の喪失が少ないと結論付けていた．

【考察】
　歯の喪失防止に繋がる歯科医療行為として，これ
まで最も多く文献が蓄積されているものは，歯周治
療後のメインテナンスについてである．American 
Academy of Periodontology（AAP）からのポジショ
ンペーパーで，歯周治療とその後のメインテナンスに
関するまとめがある 18．
　メインテナンスとは，一連の歯科治療により治癒し
た組織を長期間維持するための定期的な健康管理を指
す．リコールやサポーティブペリオドンタルセラピー

（SPT）に類する用語であり，過去の文献を総括する
際において，それらの用語をあえて区別することは殆
どない．しかしながら，現在のところは世界的にもメ

表１：メインテナンスに定期来院した者と不定期にのみ来院した者とで歯の喪失について比較している論文の一覧
（メンテ群：メインテナンスに定期的に来院していた被験者群，非メンテ群：メインテナンスに非協力的であるなど定期的にメインテナンスに受診しなかった被験者群）

著者 報告年 調査地 対象 被験者数 研究デザイン 観察年数 主な結果 文献番号

Wilson et al. 1987 米国 歯周治療後のメインテナンス
患者

162 症例対照研究 5年以上 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群0

本，非メンテ群0.06本
2

Bostanci et al. 1991 トルコ 中等度から重度の歯周炎で
歯周外科を受けた人

43 症例対照研究 10年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.069本，非メンテ群0.363本

3

Checchi et al. 2002 イタリア 歯周治療後のメインテナンス
患者

92 症例対照研究 平均7年 全体の年間平均喪失永久歯数は0.07本で，非
メンテ群ではメンテ群の5.6倍歯を喪失

4

Cortellini et al. 2004 イギリス，
イタリア

GTR法による歯周外科治療を
受けた人

175 症例対照研究 平均8年 非メンテ群で有意に歯を喪失した者の割合が
高い

5

Al-Shammari et al. 2005 クウェート 調査期間中に抜歯をした18歳
以上の人

1,775 横断研究 - 非メンテ群はメンテ群の1.48倍歯を喪失 6

Pretzl et al. 2008 ドイツ 歯周治療後のメインテナンス
患者

100 症例対照研究 10年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.055本，非メンテ群0.268本

7

Tsami et al. 2009 ギリシア 重度歯周炎で歯周治療を受け
メインテナンス中の患者

280 症例対照研究 平均11年 全体の年間平均喪失永久歯数は0.3本で，非
メンテ群ではメンテ群の1.52倍歯を喪失

8

Miyamoto et al. 2010 日本 歯周治療後のメインテナンス
患者

295 症例対照研究 15年以上 条件によっては，メンテ群で非メンテ群より
歯の喪失率が有意に低い

9

Ng et al. 2011 シンガポール 歯周治療後のメインテナンス
患者

312 症例対照研究 平均10-11年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.04本，非メンテ群0.22本

10

Baumer et al. 2011 ドイツ 侵襲性歯周炎で歯周治療を
受けメインテナンス中の患者

84 症例対照研究 平均11年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.075本，非メンテ群0.150本

11

Ravald et al. 2012 スウェーデン 歯周治療後のメインテナンス
患者

64 症例対照研究 平均13年 全体の年間平均喪失永久歯数は0.23本で，メン
テ群で非メンテ群より歯の喪失率が有意に低い

12

Costa et al. 2012 ブラジル 歯周治療後のメインテナンス
患者

164 コホート研究 3年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.22本，非メンテ群0.26本

13

Kim et al. 2014 韓国 歯周治療後のメインテナンス
患者

134 症例対照研究 平均11年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.14本，非メンテ群0.21本

14

Konig et al. 2001 ドイツ 歯周治療後のメインテナンス
患者

188 症例対照研究 10年以上 メンテ群と非メンテ群で歯の残存率に有意差
なし

15

Seirafi et al. 2014 イラン 歯周治療後のメインテナンス
患者

72 症例対照研究 10年 一人の年間平均喪失永久歯数は，メンテ群
0.15本，非メンテ群0.14本で，有意差なし

16

Miyamoto et al. 2006 日本 歯周治療後のメインテナンス
患者

505 症例対照研究 10年以上 非メンテ群と比較し，メンテ群で有意に歯を
喪失した者の割合が高い

17

メインテナンス群で歯の喪失が少ないという報告

メインテナンス群と非メインテナンス群で歯の喪失に有意差がないという報告

メインテナンス群で歯の喪失が多いという報告
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インテナンスという用語に収束してきている．
　上記のポジションペーパーによると，定期的にメイ
ンテナンスを受けている患者では，不定期あるいはメ
インテナンスを全く受けていない患者と比較して歯の
喪失やアタッチメントの喪失が少ないということが多
くの文献から確認されている．また，他のレビュー 19,20 で
も，メインテナンスを適切に行うことで，歯の喪失の
防止に繋がるとしている．
　メインテナンスによる歯の喪失防止効果を直接的に
研究した報告が，Bostanci と Arpak によりなされて
いる 3．43 人の中等度から重度歯周炎患者に対し，歯
周外科治療を含む歯周治療を施した．その後，10 年
まで経過を観察し，3 〜 6 カ月間隔の定期的なメイン
テナンスを受けた患者 16 人と，問題発生時のみ不定
期に来院した患者 27 人における歯の喪失率を測定し
た．結果として，メインテナンス患者群では 10 年間
での歯の喪失率が 3.6 ± 1.8％であったのに対し，不
定期来院患者群では 14.1 ± 3.5％と高かった．また，
メインテナンス患者群で治療後 10 年間の歯周病を原
因とする喪失歯数は一人当たり 0.69 本であったのに
対し，不定期来院患者群では 3.63 本であった．この
ことから，歯周外科治療を必要とするような進行した
歯周病患者においては，メインテナンス来院による歯
の喪失予防効果が大きいことが示唆される．一方，本
報告において解釈に注意すべき点としては，被験者数
が比較的少ないということが挙げられる．また，多く
の他の報告と同様，後ろ向きの症例対象研究であるこ
とも理解しておかなければならない．
　Wilson らの報告 2 からも，メインテナンスによる
歯の喪失防止効果が推察される．著者らは，必ずしも
すべての人がメインテナンスに来院するわけではない
ことから，メインテナンスへのコンプライアンスとそ
の後の歯の喪失との関連について検討を行った．5 年
以上 8 年までのデータがある 162 人のうち，メイン
テナンスに欠かさず来院した 58 人では，メインテナ
ンス期間中に抜歯した歯は 1 本もなかった．一方，不
定期に来院していた 104 人では，メインテナンス期
間中の総抜歯数は 60 本で，年間での一人当たりに換
算すると 0.06 本であった．また，抜歯理由は歯周病
によるものが 34 本（57％）と多かった．なお，全体
の 34％の人はメインテナンスに一度も来院しなかっ
た患者群であるが，そのような人たちからのデータは
来院がないために本研究結果には含まれていない．著

者らはメインテナンスに定期的に来院する人では，そ
うでない人と比較して喪失歯数が少ないと結論付けて
いる．
　本論文の解釈を注意する点としては，当初は 961
人の被験者からのデータ収集を目指していたが，実際
に解析できた被験者数は 162 人となっており，追跡
率が低いことが挙げられる．メインテナンスに全く来
なかった被験者もいるなど全例を追いかけることは困
難であるが，脱落理由に関する記載も十分とは言えな
い．また，他の報告でも言えることであるが，実際に
抜歯を行うか否かは当然ながら術者の判断に依存す
る．本論文ではメインテナンス患者群の抜歯総数が 0
本であり，他の報告の数値とは多少異なる．
　後ろ向きの症例対象研究が多い中で，前向きコホー
ト研究によりメインテナンスによる歯の喪失防止効果
を評価した報告がある 13．この論文では，過去に提
唱された歯周病のリスク評価モデルの有用性を検討す
るとともに，メインテナンスに定期的に来院した人と
不定期であった人でのその後の歯の喪失などを調査し
ている．メインテナンス定期来院者 75 人と，不定期
に来院していた被験者 89 人を対象とした．歯周治療
の後に平均 3.3 カ月間隔の 3 年間のメインテナンス
を行った．結果として，メインテナンス定期来院者で
は歯周炎の再発や歯の喪失が有意に低いことが示され
た．3 年のメインテナンス中に，定期来院者では一人
につき平均 0.65 ± 1.4 本の歯を失った一方，不定期
来院者では 0.78 ± 2.1 本の歯を喪失した．不定期来
院者では定期来院者の 2.35 倍（95％信頼区間 1.02-
5.23，p=0.015）歯を喪失しやすかった．なお，歯周
病リスク評価モデルの有用性も示され，プロービング
時の出血や歯や骨の喪失，糖尿病や喫煙がその後の悪
化リスクに関連していた．
　比較的被験者数の多い報告としては，Ng らの論文
がある 10．著者らは歯周治療後 7 年間以上の経過を
追った 312 人の被験者において，メインテナンスへ
のコンプライアンスと歯の喪失について調べている．
メインテナンスに通っていた人では，１人につき年間
で 0.04 本の歯を喪失していただけなのに対し，定期
的なメインテナンスに応じなかった被験者では１人に
つき年間平均で 0.22 本の歯を喪失していた．両群間
には有意差を認め，ここでもメインテナンスによる歯
の保存の有効性が示唆されている．
　その他にも，メインテナンスによる歯の喪失防止効
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果を認めたものは多くあるが 4-9,11,12,14，一方でメイン
テナンスに来院した患者とそうでない患者の間に喪失
歯数の有意差はないという報告も存在している 18,19．
また，逆にメインテナンスに来院した患者の方が，喪
失歯数が多いという報告もある17．メインテナンスの
間隔や実際に行う医療行為の内容は研究により異なっ
ていることから，具体的にどのような介入が有効かに
ついては今後の研究成果にゆだねるべき部分であろう．
　メインテナンスの有効性については，数十年前か
らある程度認識されていた．直接的にメインテナン
スによる歯の保存効果を検討した報告ではないが，
AxelssonとLindheは歯周治療におけるメインテナンス
の有効性を評価するために観察研究を行っている21．
90 人の重度歯周炎患者に対し歯周治療を行い，その
後のメインテナンスを大学病院で徹底したプログラム
において行う患者群と，地域の一般歯科医院で行う群
とに分け，6 年の経過を観察した．結果として大学病
院でメインテナンスをした群では，残存歯数の平均が
ベースライン時 19.6 本であり，6 年後は 19.4 本と殆
ど差がなかった．一方，地域の歯科医院でメインテナ
ンスした群では，ベースライン時 18.0 本から，6 年
後には 17.3 本となった．両群で有意差はなかったが，
歯周組織の付着の状態に関しては，大学病院でメイン
テナンスをしていた患者群の方が良好な結果であっ
た．以上より，適切なメインテナンスが有効であるこ
とは示唆されるものの，歯の保存というエンドポイン
トで考えると，6 年という観察期間は短すぎるのかも
しれない．
　同一の研究グループが 30 年のメインテナンスを
行った患者群の結果を公表している 22．1972 年から
メインテナンスを開始し，2002 年まで 30 年間の経
過を観察した．1972年の登録時に51歳〜65歳であっ
た被験者群と，1972 年に 20 歳〜 35 歳であり，30
年間のメインテナンスを行った 2002 年において 51
歳〜 65 歳になった被験者群とで残存歯数を比較して
いる（図 2）．
　年代の違いをはじめとした被験者のバックグラウン
ドの違いは考慮しなければならないが，30 年間メイ
ンテナンスを行った被験者群では殆どの人の残存歯数
が 24 本以上である．また，残存歯数 28 本という人
も多い．一方，1972 年に 51 歳〜 65 歳であった人で
は，残存歯数が 20 本〜 24 本である被験者が多かった．
以上のことから，メインテナンスを長期にわたり継続

して行うことは，歯の保存に効果的であることが推測
される．
1.	 臨床研究のエンドポイントとしての歯の喪失
　歯周病の臨床研究において，エンドポイントの特
徴について調査をした研究が存在する 23．1988年〜
1992年の間に報告された 92 編，RCT での 82 研究
について，エンドポイントとして設定した項目の数，
エンドポイントとして多く採用されている項目など
を分析している．結果として，1 つの研究における
エンドポイント項目数としては 6 個というものが多
かった．エンドポイントとして，平均プロービング深
さ（78％），平均プロービングアタッチメントレベル

（66％），プラーク指数（37％）の 3 項目が特に多く
設定されていた．歯の喪失を真のエンドポイントとし
て設定していた研究は 1 つもなかった．このことから，
RCT による臨床研究で歯の喪失への影響を目的とし
て実施されたものは，少なくとも当該期間においては
存在しないということがわかる．歯の喪失に至る期間
は一般的に長期にわたることから，臨床研究として設
定しにくい可能性が考えられる．
2.	 口腔細菌による全身の感染
　1989 年に急性心筋梗塞患者においてう蝕や歯周病
が多いという報告 24 により，不良な口腔衛生状態と
急性心筋梗塞との関連性が指摘された．現在までに，
歯周病と循環器系をはじめとした全身への感染につい
て多くの報告が行われている．
　口腔細菌を原因とした全身の感染症として，口
腔 咽 頭 に 細 菌 叢 を 形 成 す る Arcanobacterium 
haemolyticum に感染したことにより，脳膿瘍を引き
起こしたという報告がある 25．また稀ではあるが深刻

図２：1972 年と 2002 年における 51 歳〜65 歳の被験者での残存
歯数

（左側は 1972 年に計測した 51 歳〜65 歳の被験者 85 人の残存歯数をグラフ化し
たものである．右側は 1972 年〜30 年間メインテナンスを行い，2002 年に 51 歳
〜65 歳であった被験者 133 人それぞれの残存歯数を表す）
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な予後を招く疾患で敗血症の１つであるレミエール症
候群は，不衛生な口腔内の細菌が原因となり罹患する．
本症候群では一般的にFusobacterium necrophorum
が検出され，内頚静脈の化膿性静脈血栓炎や肺や脳へ
の転移性膿瘍を形成する 26．また頸動脈狭窄症あるい
は大動脈瘤に罹患した患者では，無歯顎であっても，
口腔内とアテローム内から Streptococcus mutans
の DNA が検出されたという報告がある 27．
　これらの報告から，口腔細菌が全身感染に影響する
可能性があることは明らかである．口腔内を清潔に保
つことは，口腔細菌由来の全身的疾患を防ぐ上でも重
要であると言える．近年では残存歯数が多くなってき
ていることから口腔細菌の定着できる面積も増えてお
り，より高い意識での口腔清掃が求められる．
3.	 その他の歯科治療による歯の喪失防止効果
　根管治療を施した歯に全部被覆冠を装着することに
より，そうでない場合よりも歯の喪失率を減少させら
れるという報告がある 28．この研究は根管治療後の歯
に歯冠被覆をすることで歯の残存年数を改善できるか
調査することを目的として行われた．結果として，歯
種とう蝕の有無で補正した後の抜歯に対するハザード
比は，全部被覆冠を装着しなかった場合，装着した歯
と比較して 6 倍（95％信頼区間：3.2-11.3）であった．
　本研究結果は，全部被覆冠装着という治療介入が歯
の喪失予防に繋がるというひとつの論拠となる．

【結論】
　う蝕や歯周病をはじめとした歯科疾患の悪化を防ぐ
という目的でのメインテナンスを適切に継続すること
が歯の喪失防止に繋がることは，多くの研究報告から
ほぼ間違いないと考えられる．いずれの研究において
もメインテナンスに至るまでに必要な歯科治療を行っ
ており，またメインテナンス期間中も疾患の早期発見，
早期治療を行う必要がある．したがって，歯科治療を
適切に行い，更にメインテナンスを継続するというこ
とが，歯の長期保存に繋がると考える必要がある．同
様に歯科治療だけを行っても，メインテナンスを続け
なければ歯の喪失に繋がることとなる．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　保健指導の目的は専門家が正しい知識や技術を伝え
ることによって対象者自身の保健行動を変容させるこ
とである．歯科保健指導を含めた歯科健康教育につい
ては多くの文献があり，教科書にも収載されている．
しかし，近年の研究成果が学術的に整理されていると
は言いがたい．
　本総説の目的は，歯科健康教育の口腔保健向上への
効果に関する国内外の文献を整理することとした．特
に歯科健康教育が対象者の行動変容や口腔内状態改善
にどの程度効果があるのかを検討した．また，歯科疾
患と全身の慢性疾患に共通するリスク因子との関連に
着目して，歯科健康教育からコモンリスクファクター
アプローチへの貢献をめざし，文献からその可能性を
探った．さらに，歯科健康教育における予防手段のう
ち，フッ化物局所応用法のう蝕予防効果について，現
在までの知見をまとめた．
　その結果，歯科健康教育は対象者における知識の獲
得と態度の変化を促す効果があり，う蝕，歯垢付着及
び歯周病の予防や改善にある程度の効果があることが
明らかになった．ただし，それらの効果で文献から確
認できたのは短期的なものが多く，長期的な効果につ
いては不明である．コモンリスクファクター（栄養，
清潔，喫煙，飲酒，ストレス，外傷）の中で喫煙に対
する歯科からの支援が効果的であることが Cochrane 
Database of Systematic Review によって示されて
いた．歯科健康教育に関連するフッ化物局所応用とし
てフッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口があり，いずれ
も若年者の乳歯と永久歯のう蝕予防に効果的であるこ
とが示されていた．

【緒言】
　歯科保健指導は，口腔保健について専門の立場から
正しい知識や技術を伝えることによって，対象者（患

者や住民など）自身の日常生活の保健行動を変容させ
ることを目的とする．特に，歯科の二大疾患であるう
蝕や歯周病は感染症であるとともに生活習慣病という
側面も併せ持つ．したがって臨床現場では，生活習
慣の改善がう蝕や歯周病のリスクの低減に繋がると考
え，治療とともに行われる歯科保健指導は予後に大き
く影響するとされ，歯科医療における重要な位置を占
めている．
　保健指導は健康教育の範疇に属する．健康教育は健
康に関する目標を達成するために行われる教育活動と
定義される 1．健康教育は個人のみならず集団も対象
とする．健康教育の方法は診療室等で行われる 1 対 1
の指導のほか，グループワーク，e ラーニング，講義，
グループディスカッション，ロールプレイ，マスメディ
アなど様々である．また健康教育の手段も多岐にわた
り，黒板 / 白板，リーフレット，ポスター，ビデオ，
コンピュータプログラムなどがある．さらに，健康教
育が行われる場所も，診療室や病院のほか，学校，職
域，地域，高齢者施設など様々である．
　歯科保健指導は歯科医師や歯科衛生士の業務として
歯科医師法や歯科衛生士法に明記されている．また，
歯科の教科書では歯科保健指導が章を設けて記述され
ている．歯科保健指導だけをまとめた教科書もある．
このように，歯科保健指導はその効果にかかわらず，
臨床や公衆衛生活動の現場で当然行われるべきもので
あると認識されている．しかし，歯科保健指導に関す
る近年の研究成果が学術的に整理されているとは言い
がたい．

【目的】
　そこで，本総説では歯科保健指導を，特に英語論文
では歯科健康教育にまで範囲を広げ，それらの口腔保
健向上への効果に関する国内外の報告を整理した．特
に，歯科健康教育が対象者の口腔保健行動の変容や口

9. 歯科医療の効果
4）健康教育（コモンリスクファクターアプローチを含む）及び
その手段であるフッ化物局所応用法

山本 龍生1, 恒石 美登里2

1：神奈川歯科大学大学院歯学研究科社会歯科学講座　2：日本歯科総合研究機構
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腔内状態の改善にどの程度効果があるのかを文献から
検討した．また，歯科疾患と全身の慢性疾患に共通す
る「コモンリスクファクター」へのアプローチとの関
連において，歯科健康教育に関するこれまでの知見を
まとめ，歯科健康教育からコモンリスクファクターア
プローチへの貢献をめざし，その可能性を探った．さ
らに，歯科健康教育における歯科疾患の予防手段のう
ち，フッ化物局所応用法のう蝕予防効果について，現
在までの知見をまとめた．

【方法】
　2014 年 4 ～ 5 月に，歯科健康教育による口腔保
健行動の変容や口腔内状態の改善への効果に関する
文献を検索した．文献の包含基準は，ヒトを対象と
して行われた研究であり，英語または日本語で書か
れた，原著論文または総説とした．医中誌 Web2 で

「歯科」「保健指導」の検索用語で検索し，会議録を除
く 82 の文献を得た．PubMed3 で「effect（タイト
ル）」「dental health education（タイトル）」の検索
用語で 13 の文献を得た．また，「effect（タイトル）」

「oral health education（タイトル）」の検索用語で
8 の文献を得た．Cochrane Summaries4 で「dental 
health education（タイトル）」の検索用語で 149 の
文献を得た．まず，タイトルと抄録から本総説の趣旨
と明らかに異なる文献を除外した．更に収集した文献
の本文で引用されている文献で本総説の趣旨に合うも
のを入手した．なお，本トピックスに関する原著論文
は多数あったため，総説（系統的総説を含む）を中心
として検索を行い，文献収集を行った．
　また，同じ期間（2014 年 4 ～ 5 月）に「common 
risk factor approach（タイトル）」に関する文献を
PubMed で検索し，この用語のもととなったと考え
られる，比較的出版年の古い文献 5,6 を得た．これら
の文献を参考に，歯科疾患と全身の慢性疾患に共通す
るリスク因子，すなわちコモンリスクファクター（食
事，清潔，喫煙，飲酒，ストレス，外傷）の各要素
に対して，医中誌 Web2，PubMed3 及び Cochrane 
Summaries4 で文献検索を行った．検索用語には「食
事 /diet」「清潔 /hygiene」「喫煙 /smoking」「飲酒
/alcohol」「ストレス /stress」「外傷 /injuries」のそ
れぞれを，「歯科保健指導 /dental health education, 
oral health education」と組み合わせて用いた．まず，
タイトルと抄録から本総説の趣旨と明らかに異なる文

献を除外した．更に収集した文献の本文で引用されて
いる文献で本総説の趣旨に合うものを入手した．
　さらに，2014 年 5 ～ 6 月に「fluoride」「dental 
caries」「prevention」 を タ イ ト ル に 含 む 文 献
を PubMed で 検 索 し て 140 の 文 献 を 得 た． ま た
Cochrane Summaries において「Health topics」が

「Dentistry & oral health」に分類されている 149 の
文献を得た．まず，タイトルと抄録から本総説の趣旨
と明らかに異なる文献を除外した．更に収集した文献
の本文で引用されている文献で本総説の趣旨に合うも
のを入手した．また，フッ化物応用法のう蝕予防効果
に詳しい専門家に問い合せ，資料を入手した．なお，
本総説におけるフッ化物局所応用法は，歯科健康教育
で用いられるフッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口に限
定した．

【結果】
１. 歯科健康教育の口腔保健行動及び口腔内状態への

効果
１）口腔衛生の知識と態度
　2 つの系統的総説 7,8 によって，歯科健康教育が対
象者の知識を増加させ，態度によい影響をあたえるこ
とが報告されている．Kay と Locker7 は，1982 ～
1994 年に刊行された 14 の論文をとりまとめ，それ
らの全てにおいて歯科健康教育が知識と態度の改善に
効果的であったと報告した．なお，各論文における教
育方法は様々でありリーフレット，専門家による指導，
学校におけるプログラム，映画などが含まれていた．
また，評価の統計的方法等が明確に記載されていない
論文があったこと，有効な方法ほど費用がかかり，費
用対効果はそれほどよくないこと，具体的な期間は示
されていないが効果が短期的であることなどが記載さ
れていた．Nakre と Harikiran8 は 1990 年以降の論
文を収集し，知識に関する 13 の論文，態度に関する
4 つの論文でいずれも歯科健康教育による有意な効果
があったと報告している．
２）う蝕
　1982 ～ 1994 年の文献をまとめた 1 つの系統的総
説 7 では，4 つの論文の全てにおいて歯科健康教育が
う蝕予防に対して効果が認められなかったとしてい
る．また，1990 年以降の文献をまとめた系統的総説 8

では，9 の論文のうち 5 つにおいて歯科健康教育によ
るう蝕予防効果が認められたものの，残りの 4 つの
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論文では有意な予防効果が認められなかったとしてい
る．この系統的総説において収集された論文の対象者
は，学齢期の者，青少年，教員及び母親であった．追
跡期間は 12 カ月～ 6 年間であり，場所は 7 つの論文
は学校，1 つは自宅，1 つは健康センターであった．
　Cochrane Database of Systematic Review にお
いて，小学校における歯科健康教育による行動変容を
通じたう蝕予防効果が検討されている 9．このテーマ
に関係する 1,518 の論文を精査し，そのうち 4 つが
この総説に包含された．このうちわずか 1 つの論文に
おいて，研究期間中に健康教育を受けた子どもにおい
てう蝕の抑制が見られたとしている．この総説ではこ
の結果（歯科健康教育によるう蝕予防効果）を確認す
る更なる研究が必要であると結論付けている．
３）歯垢及び歯周病
　2 つの系統的総説 7,8 及び 1 つの総説 10 によって
歯科健康教育が歯垢付着量の減少及び歯周組織の状
態の改善に寄与することが報告されている．Kay と
Locker7 は 1982 ～ 1994 年に刊行された 15 の論文
を精査し，そのうち 8 論文において効果があったと
し，7 論文において効果がなかったと結論付けている
と報告した．Nakre と Harikiran8 は 1990 年以降の
論文を収集し，歯垢に関しては 10 の論文中 9 の論文
が，歯周状態に関しては 7 の論文全てにおいて，更に
プロ－ビング時の出血では 7 の論文全てにおいて効果

があったとしている．Watt と Marinho10 は 1990 年
代に刊行された 6 つの系統的総説と 1995 ～ 2003 年
までに刊行された 13 論文を精査した．その結果，大
部分の研究で歯科健康教育によって歯垢の減少と歯肉
からの出血が改善したと報告した．なお，それらの変
化は短期間（6 カ月以下）におけるものが多く，臨床
的あるいは公衆衛生学的に意味のある変化であるかど
うかは不明であり，更なる研究によってこの短期間の
変化がその後継続するかどうかの確認が必要であると
している．
２. 歯科からのコモンリスクファクターアプローチへ

の貢献の可能性
　これまで歯科における健康教育はその他の身体の
部分から切り離されて，歯科単独で行われることが
多かった．一方，口腔の多くの疾患が全身の慢性疾患
と共通のリスク因子を有している．歯科単独の健康教
育は歯科以外のそれと重なる指導も多く，非効率的で
あった．
　コモンリスクファクターアプローチは，口腔の疾患
が全身の慢性疾患と共通のリスク因子を持つことか
ら，より効率的に予防を行うために共通のリスク因子
に対してアプローチしようという概念である（図1）5,6．
　共通のリスク因子としては栄養，清潔，喫煙，飲酒，
ストレス，外傷が挙げられる．現在入手できる文献か
らは，歯科の臨床における禁煙支援や学校における栄

図１．コモンリスクファクターアプローチ
Reproduced, with the permission of the publisher, from the Watt RG. Strategies and approaches in oral 
disease prevention and health promotion. Bull World Health Organ 2005; 83: 711‐718. (Fig. 2, Page 715 
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC2626336/pdf/16211164.pdf, accessed 01 July 2014)

図１：コモンリスクファクターアプローチ
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9. 4） 健康教育（コモンリスクファクターアプローチを含む）及びその手段であるフッ化物局所応用法

養指導がコモンリスクファクターに対する歯科からの
貢献の例として挙げることができる 6．
　特に歯科医療機関における歯科専門職による禁煙支
援については，Cochrane Database of Systematic 
Review によって 10,500 人以上の参加者を含んだ 14
の研究によってその効果があると報告されている 11．
３. 歯科疾患予防処置の口腔内状態への効果
　歯科健康教育における歯科疾患の予防手段のうち，
フッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口のう蝕予防効果に
ついての総説（系統的総説と含む）を入手した．
１）フッ化物配合歯磨剤
　Ripa12 はフッ化物局所応用法の総説において，フッ
化物配合歯磨剤の効果は 35 年以上の研究によって疑
う余地のないものであること，フッ化物配合歯磨剤の
普及は近年のう蝕の減少に大きく寄与していることを
指摘している．フッ化物配合歯磨剤の系統的総説のう
ち，2000 年代に刊行されたものは，主に永久歯に対
するう蝕予防効果を検討したものであった 13-15．最
近の系統的総説では，乳歯のう蝕予防効果と永久歯の
歯のフッ素症との関連を検討したものが殆どであった
16-18．
　Twetman ら 13 は 1966 ～ 2003 年の様々な年齢の
対象者に対するフッ化物配合歯磨剤のう蝕予防効果に
関する 54 の文献を収集し，特にフッ化物濃度の違い
とブラッシング時に学校の教員等によって監督されて
いたか否かという点に注目して分析を行った．その結
果，フッ化物配合歯磨剤はプラセボ歯磨剤よりも若年
者の永久歯に対して有意に高いう蝕予防効果を認め，
歯面単位の評価によるう蝕予防率 24.9% であった．
また，フッ化物濃度 1,500 ppm の方が 1,000 ppm
よりもう蝕予防率が 9.7% 高く，ブラッシング時に監
督する方がしないよりもう蝕予防率が 23.3% 高かっ
た．Cochrane Database of Systematic Review14,15

では，対象者の年齢が 5 ～ 16 歳で追跡期間が 1 年以
上の研究（文献番号 14 では 1966 ～ 2000 年の 74
論文，文献番号 15 では 1966 ～ 2009 年の 75 論文）
をまとめ，以下の結論に至った．すなわち，フッ化
物配合歯磨剤の永久歯う蝕に対する予防効果があるこ
と（歯面単位の評価によるう蝕予防率で文献 14 では
24%，文献 15 では 23%），その効果は対象者の居住
地でフロリデーションが行われているか否かに関わら
ないこと，1 日 2 回以上の方が 1 日 1 回以下よりも
効果的であること，フッ化物濃度は少なくとも 1,000 

ppm でなければ効果が期待できないことが示された．
　フッ化物配合歯磨剤の乳歯へのう蝕予防効果と永久
歯の歯のフッ素症との関係については，現在のところ
以下の結果が優勢である．すなわち，フッ化物濃度が
600 ppm 未満であると乳歯う蝕の予防効果が期待で
きないが 1,000 ppm 以上であれば効果が期待できる

（文献 18 ではプラセボ歯磨剤に比べて歯面単位の評
価でう蝕予防率 31%）16-18．また，フッ化物濃度 600 
ppm の歯磨剤は1,000 ～1,500 ppm の歯磨剤と比較
して歯のフッ素症のリスクは殆ど変わらない16．
２）フッ化物洗口
　Cochrane Database of Systematic Reviewでは，
1966 ～ 2000 年に刊行され，16 歳までを対象に 1
年以上追跡した 36 文献をとりまとめ，フッ化物洗口
の永久歯う蝕に対する予防効果が有意に認められたと
報告している（歯面単位の評価でう蝕予防率 26%）19．
この効果は対象者のベースライン時のう蝕の重症度や
フッ化物応用（居住地でのフロリデーションの有無や，
フッ化物配合歯磨剤の使用の有無）に関わらないこと
も示されている．Twetman ら 20 は 1966 ～ 2003 年
に刊行され，追跡期間が少なくとも 2 年の無作為化
比較試験を行った 25 文献を精査し，フッ化物洗口が
学齢期・青年期の永久歯う蝕予防に効果的であると結
論付けた．しかし，効果がはっきりと認められるのは
フッ化物応用の限られた状況下であり（プラセボ洗口
剤に対するフッ化物洗口剤の歯面単位によるう蝕予防
率 29%），フッ化物配合歯磨剤の使用下でのフッ化物
洗口の付加的な効果ははっきりしないと結論付けた．
米国歯科医師会のう蝕予防用フッ化物局所応用剤の専
門家チームによる協議会の報告 21 では，2012 年まで
の 71 論文をとりまとめた結果，6 歳以上のう蝕の進
行リスクのある者に対して 0.09% フッ化物洗口液で
の洗口（少なくとも週に 1 回，ただし成人の根面う蝕
に対しては 1 日 1 回）を推奨するとの結論に達した．

【考察】
１. 歯科健康教育の口腔保健行動及び口腔内状態への

効果
　歯科健康教育は対象者における知識の獲得と態度の
変化を促し，う蝕，歯垢及び歯周病の予防や改善にあ
る程度の効果があるものの，それらの効果で確認でき
ているのは 6 カ月以下の短期的なものが多く，長期的
な効果は不明であった．既に短期的に効果が認められ
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ている歯科健康教育について，今後，長期的な介入研
究を行うには倫理的な問題が生じる．すなわち対照群
には長期間の不利益が生じることが想像され，長期的
効果の検証のための介入研究は実施困難であろう．
　臨床家は歯科健康教育が 6 カ月以下の短期的には効
果的であることを理解し，歯科保健指導を行うべきで
ある．歯科の二大疾患であるう蝕や歯周病が生活習慣
病の特性を有すること及び歯科健康教育の短期的効果
の事実から，患者に少なくとも 6 カ月ごとの定期受診
を促すことが重要であり，受診のたびに歯科保健指導
を行い，それを継続すべきである．
　研究者は臨床や公衆衛生の現場において効率的に歯
科健康教育を行うために，様々な種類の歯科健康教育
の費用対効果を検討する必要がある．また，歯科健康
教育が臨床や公衆衛生の現場で行われているが，歯科
医療関係者によって見解が異なるために患者や住民が
歯科健康情報について混乱をきたす場面も見受けられ
る．臨床家と研究者は常に最新の研究成果をとりまと
めて歯科医療関係者による歯科の健康情報の意思統一
を図るべきと考える．既にイギリスでは食事，歯磨き，
歯科受診及びフロリデーションについての意思統一が
図られている 1．
　政策決定者は，歯科健康教育は 6 カ月以下の短期的
に効果があることから，国民がすべてのライフステー
ジにおいて歯科への定期受診や定期歯科健康診断を受
けられる仕組み作りをすべきである．既に日本では母
子歯科保健や学校歯科保健では法的な基盤が整備さ
れ，歯科の定期健康診断が行われている．しかし，職
域や地域での歯科健康診断や歯科健康教育は，各企業
や自治体の努力にゆだねられている．職域や地域にお
いても法的基盤の整備が求められる．また，臨床にお
いても定期歯科受診が公的保険制度に導入されるよう
に整備が必要であり，義務教育において歯科の定期受
診が当たり前となるような文化の醸成も必要である．
２. 歯科からのコモンリスクファクターアプローチへ

の貢献の可能性
　口腔の疾患と全身の慢性疾患に共通するリスク因子
として，栄養，清潔，喫煙，飲酒，ストレス，外傷が
挙げられている．コモンリスクファクターアプロー
チの提唱者である Sheiham と Watt は，これらの共
通するリスク因子に対してアプローチすることで効果
的・効率的に口腔も含めた慢性疾患対策を行うことを
推奨している 5．共通するリスク因子の中でも，喫煙

に対する歯科からの支援が効果的であることが強いエ
ビデンスとして示されている．
　臨床家は喫煙に対する歯科からの支援が有効である
ことを理解すべきである．そして政策決定者はこのエ
ビデンスをもとに歯科からの禁煙支援が行えるように
法的基盤の整備をすべきである．特に公的医療保険制
度に導入されている医科における禁煙支援との協力・
連携が必要である．
　研究者は，コモンリスクファクターアプローチのも
ととなる研究を進める必要がある．特に栄養，清潔，
飲酒，ストレス，外傷と口腔疾患との関連に関する疫
学研究及び基礎研究，更に共通するリスク因子に対す
る介入研究を行いその成果を検討すべきである．
３．歯科疾患予防処置の口腔内状態への効果
　歯科健康教育に関連するフッ化物局所応用法のう
ち，フッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口のう蝕予防効
果に関する総説を収集し，内容を検討したところ，い
ずれの応用法も若年者の乳歯と永久歯のう蝕予防に効
果的であることが示された．
　臨床家はこれらのエビデンスを踏まえ，歯科保健指
導の際には患者のフッ化物局所応用法についての情報
を入手し，適切な指導を行うことが求められる．
　研究者においては，フッ化物局所応用法の成人にお
けるう蝕予防効果と高齢者における根面う蝕の予防効
果について，更なる情報収集を行うことが求められる．
　政策決定者はフッ化物配合歯磨剤の更なる普及を図
るべく，法的整備を行うべきである．日本ではフロリ
デーションが行われておらず，フッ化物局所応用法の
普及が国民のう蝕予防に大きく関わると考えられる．
直近の調査では学齢期のフッ化物配合歯磨剤使用率は
約 90% である 22．その中で，子どもにフッ化物配合
のない歯磨剤を使用させている保護者は，歯周病予防
を目的に歯磨剤を購入し，子どもと共用している可能
性が示唆されている 23．歯磨剤製造企業に対して歯磨
剤には必ずフッ化物を配合するよう働きかけるか，も
しくは法的に歯磨剤の必須成分としてフッ化物を位置
づけるべきである．また，フッ化物配合歯磨剤の普及
が伸び悩む状況下で，フッ化物洗口の普及も急がれる．
学校や家庭におけるフッ化物洗口の普及を図るべく政
策的な介入が必要と考える．

【結論】
　歯科健康教育に関する国内外の文献を収集し，歯科
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9. 4） 健康教育（コモンリスクファクターアプローチを含む）及びその手段であるフッ化物局所応用法

健康教育が対象者の口腔保健行動の変容や口腔内状態
の改善にどの程度効果があるのかを検討した．また，
歯科疾患と全身の慢性疾患に共通する「コモンリスク
ファクター」へのアプローチとの関連において，歯科
保健指導からの貢献の可能性を探った．さらに，歯科
健康教育において利用されるフッ化物局所応用法のう
蝕予防効果について国内外の文献をとりまとめた．
　その結果，歯科健康教育は対象者の知識と態度によ
い影響を与えること，う蝕，歯垢及び歯周病の予防や
改善にある程度の効果があることが明らかになった．
ただし，それらの効果で確認できたのは 6 カ月以下の
短期的なものが多く，長期的な効果については不明で
ある．
　コモンリスクファクターとして，栄養，清潔，喫
煙，飲酒，ストレス，外傷が挙げられている．この中
で喫煙に対する歯科からの支援が効果的であることが
Cochrane Database of Systematic Review によっ
て示されている．
　歯科健康教育に関連するフッ化物局所応用法とし
て，フッ化物配合歯磨剤とフッ化物洗口があり，いず
れも若年者の乳歯と永久歯う蝕の予防において効果的
であることが示された．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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【抄録】
　超高齢社会を迎えた日本では，今後急増する要介護
高齢者への対策が喫緊の課題である．日本では，公的
医療保険制度において訪問歯科診療が実施できる体制
であるが，急増する要介護高齢者に対する在宅歯科医
療実施件数は増加傾向にあるものの充足できている状
況とは言えない．在宅歯科医療の重要性が周知され
ている中で，国内外における在宅や施設における高齢
者へ歯科医療を訪問によって提供した際の，歯科医療
の効果研究についてまとめた．その結果，施設等にお
いて，定期的に歯科職種が実施する専門的口腔ケアに
より，細菌数の減少のみならず，期間中の発熱発生率
や肺炎発症率及び認知機能の改善に寄与することが明
らかとなった．在宅や施設における要介護高齢者はそ
の基礎疾患や口腔状況が様々であり，訪問歯科診療自
体の効果についての体系立った研究は入手できなかっ
た．

【緒言】
　公的な医療保険として 1961 年に国民皆保険制度を
達成した日本において，在宅や施設等で療養中であり，
通院困難な患者に対しては，往診や訪問診療で対応で
きる制度を有している．高齢化が進み，要介護者数が
増加する中，在宅歯科医療の重要性が周知されてきて
いる．しかしながら様々な課題も存在する．
　厚生労働省の長寿科学総合研究事業結果１によると
要介護者の約 9 割に何らかの歯科治療が必要と判断さ
れたにもかかわらず，実際の歯科受診をした要介護者
は 27% にとどまっていたという．この結果からも示
されるように要介護者における歯科医療の需要と供給
のアンバランスが指摘されている．全国データによる
検証としては，深井２は在宅歯科医療推進のためのグ
ランドデザイン（2005 年）の中で，要介護高齢者を
含めた必要とされる歯科医療に対する提供体制の乖離
をシミュレーションによって示した．同報告書より，

2005 年時点では，歯科診療所全体の 18.2% の歯科
診療所が 1 カ月に平均 12.6 件の訪問診療（患家 + 患
家以外）の実施であり，すべての要介護者に 1 カ月 1
回の歯科医療を想定した場合の充足率は 3.6% であっ
た．また，2011 年時点における同様のシミュレーショ
ン３では，20.3% の歯科診療所が在宅歯科医療を実施
し，1 カ月平均 22.1 件の訪問診療（居宅 + 施設）を
実施したと試算され，要介護者の歯科医療充足率は
5.8% であった．つまり，在宅歯科医療を実施する医
療機関は全体の約 2 割であり，訪問歯科診療を実施す
る歯科診療所の実施件数が急激に増加する傾向が見ら
れている．これまで外来を中心として歯科医療が提供
されてきた背景から，ニーズが増えてきても取り組む
歯科診療所が急激には増えていない状況がある．この
ようにすべての要介護者への歯科医療が十分になされ
ているとは言えない状況と伺え，要介護高齢者におけ
る歯科医療の需要供給のアンバランスを解消する施策
が求められている．
　2008 年には在宅歯科医療を推進する目的で「在宅
療養支援歯科診療所」が診療報酬において新設され，
2012 年度診療報酬改定では在宅療養支援歯科診療所
の歯科衛生士が歯科訪問診療補助を行った際の加算が
新設された．また，厚生労働省予算事業として 2008
年より，在宅歯科医療，口腔ケア等に専門性を持つ歯
科医師及び歯科衛生士を要請するための「歯の健康力
推進歯科医師等養成講習会」を実施してきている．こ
のように在宅歯科医療へ多くの施策も打ち出されてき
ている．また近年，歯や口腔の健康度が全身の健康に
も寄与するというエビデンスデータ４も多く出されて
きており，今後も在宅歯科医療の重要性は更に高く
なってくると思われる．

【目的】
　そこで，本総説では在宅や施設等において療養する
患者に対し，何らかの歯科治療を実施した際の効果に

9. 歯科医療の効果
5）在宅歯科医療
恒石 美登里, 石井 拓男
日本歯科総合研究機構
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9. 5） 在宅歯科医療

ついて国内外の報告を整理することを目的とした．

【方法】
　2014 年 4 〜 6 月に，在宅歯科医療による治療効果
に関する文献を検索した．なお，施設等で実施され
た専門的口腔ケアに関する論文も収集した．文献の
包含基準は，ヒトを対象として行われた研究で，英語
または日本語で書かれた原著論文または総説とした．
医中誌で「在宅歯科医療」「歯科訪問診療」の検索用
語で検索し，本総説目的に合致する和文 5 件を得た．
PubMed で，「home dental care」の用語で検索し，
本総説目的に合致する英文 6 件を得た．

【結果】
１. 専門的口腔ケアの効果
１）専門的口腔ケアと肺炎発症及び発熱との関係
　米山ら 5,6 は，全国 11 カ所の特別養護老人ホーム入
所者を対象として，施設ごとに，介護者による日常の
口腔清掃に加え，週に 1 〜 2 回歯科医師もしくは歯
科衛生士による専門的口腔ケアを実施する群と，従来
通りの日常の口腔清掃にとどめる 2 群とに無作為に分
け，2 年間の発熱発生率，肺炎発症率，肺炎による死
亡者数及び認知機能を比較した．その結果，図 1，2（転
載）に示される知見を得た．
　調査開始後 2 年後の発熱者は口腔ケア群で 54 人

（29%），対照群で 27 人（15%）と口腔ケア群で有意
に低く（ｐ <0.01），肺炎発症者も口腔ケア群 21 人

（11%），対照群 34 人（19%）と口腔ケア群で有意に
低かった（ｐ <0.05）．更に肺炎による死亡者数では
口腔ケア群では 14 人（7%）であったが，対照群では
30 人（16%）と有意に多かった（p<0.01）．期間中

6 カ月ごとに見た ADL には両群に差は見られなかっ
たが，MMS（mini mental status）で評価した認知
機能は口腔ケア群に比べて対照群で 2 年後に有意に低
下していた（p<0.05）．
２）専門的口腔ケアと細菌数との関係
　Ishikawa ら７は咽頭部の細菌数について，専門的
口腔ケアを実施した群と，イソジンによる洗口群と
で 5 カ月後の口腔状況について比較を試みた．その結
果，歯科衛生士が専門的口腔ケアを週に 1 回実施した
群において，食後に洗口を実施した群と比較すると，
有意な細菌数の減少を認めたと報告している．また，
Kokubu ら８は，対象者を無作為に 2 群に分け，歯科
衛生士が粘膜ケアを含めた専門的な口腔ケアを月 2 回
実施した群において，非実施群と比較して口腔細菌数
の有意な減少を認めた．さらに，Nishiyama ら９は，
専門的口腔清掃に粘膜ケアを加えた効果を検証した．
無作為化比較試験において，専門的口腔清掃に粘膜ケ
アがない群では，実施した群と比較して有意に細菌数
の減少を認めている．
２. 訪問歯科診療の効果
１）訪問歯科診療と ADL との関連
　Suzukiら10は，歯科治療が必要な高齢障害者 70 人
に対し，歯科治療を実施し，治療前後での ADL の影
響について調査した．その結果，治療終了 6 週後に
おける Funetional Independence Measure 合計点
数を含む多項目において改善を認めたと報告してい
る．また，Sugiharaら11も老人施設入所者 100 人に
訪問歯科診療を実施し，ADL が改善するかを介入調
査している．その結果，治療後の FIM スコアは治療
前と比較し有意に減少したと報告している．さらに，
ADL が改善に影響を与える因子として治療前の１歯

図1 図2図1 図2

図１：期間中の発熱発生率 図２：期間中の肺炎発症率 
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以上保有歯があることと，治療前の日常生活に対する
意欲が高いことが示された．
２）訪問歯科診療と要介護状態との関連
　Nishiyama ら12 は，要介護高齢者 53 人に対し，訪
問診療の効果を見ている．その結果，訪問診療後の再
評価時には ADL，要介護度については有意に悪化し
ていたと報告している．一方で歯科職種による訪問診
療を実施することで，口腔清掃状態，歯肉の炎症，口
臭に関しては有意な改善を認めたと報告している．更
に再評価後 6 カ月以内に 11 人の死亡が確認されてお
り，死亡群では嚥下障害のあるものが有意に多かった
と報告している．
３. その他
１）機能的口腔ケアと舌機能との関連
　Kikutani ら13 は，介護老人福祉施設の 98 人を対象
として 6 カ月間集団訓練による機能的口腔ケアを継続
的に実施することで口腔機能の評価を行った．その結
果，口腔ケア群において最大舌圧の平均値がベースラ
イン時と比較して有意に増加を認めた．
２）予防歯科衛生プログラムと口腔状況
　Budtz ら14 は歯科衛生士らによる歯磨き指導など
を含めた予防的な歯科衛生プログラムの効果について
検証した．歯科衛生プログラムを実施した群では，実
施しない群と比較して有意に口腔粘膜や義歯のカンジ
ダ数を減少させ口腔衛生状況が改善したと報告してい
る．
　また，Nicol ら15 は施設スタッフへ歯科衛生士が口
腔衛生教育プログラムを実施することにより，実施し
ない群と比較し，有意に義歯清掃状況や義歯性潰瘍等
に改善が見られたことを報告した．

【考察】
１. 専門的口腔ケアの効果
　歯科医師や歯科衛生士らが計画的に実施する専門的
口腔ケアを実施することで，口腔細菌数の減少のみな
らず，期間中の発熱発生率や肺炎発症率及び認知機能

（MMS）において有意に改善を認める結果がこれまで
の報告で確認できた．専門的口腔ケアの実施頻度や実
施するプロトコールや実施器具などは統一がされてい
ないため，今後は実施手技や使用器具及び実施頻度に
ついての確立に向けた研究も必要であると思われた．
更に洗口や粘膜ケアについてもある一定の効果が認め
られていた．

２. 訪問歯科診療の効果
　原著論文が少なく，訪問診療において ADL が改善
したとする報告がある一方で，逆に低下したという報
告もあった．これらは，介入する要介護高齢者の要介
護度や基礎疾患及び口腔状況が様々であることが要因
の一つと考えられる．外来診療と比較して，対象とす
る患者の状態は，個々様々であるために研究デザイン
が組みにくいという問題点がある．しかしながら，今
後の高齢社会の進展に伴い，訪問歯科診療の機会は増
大していくものと予測され，多機関における症例を収
集していくことも重要と思われた．
３. その他
　口腔機能の改善については，数は少ないが，要介護
高齢者を対象とした集団的口腔機能訓練の効果も報告
され始めている．これまで歯科治療の大部分とされて
きた，う蝕や歯周病への対応だけでなく歯の欠損によ
る咀嚼障害を含め，舌運動や咀嚼機能及び嚥下機能に
も着目した歯科治療体系が整備されることが急務であ
ると思われた．また，海外を中心として歯科衛生プロ
グラムが口腔衛生状況改善に効果があることが報告さ
れている．日本と海外では，高齢者に対する歯科治療
の保険範囲が違っており，日本では介護保険制度にお
いてこのような教育プログラムがなされているものと
想像される．今後大規模な実証研究が期待される．
　以上のことより，施設等や集団を対象とした研究に
より歯科医療が要介護高齢者に寄与するという結果が
得られている．しかしながら在宅等に対する歯科医療
については，大規模な調査や方法の統一化が困難とい
う課題が明らかとなった．高齢化が進む中，要介護者
等への在宅歯科医療提供については喫緊の課題である
と思われる．臨床医や研究者による在宅歯科医療につ
いての実施器具や実施方法のガイドライン等の整備も
必要であると思われる．また政策決定者においては，
あらゆる疾患による療養者が，どのような場所におい
ても必要な歯科医療が受けられる体制の整備が求めら
れる．

【結論】
　歯科医師や歯科衛生士が実施する専門的口腔ケアや
訪問歯科診療及び口腔機能訓練の効果について過去の
報告をまとめた．
　その結果，歯科職種の実施する定期的な専門的口
腔ケアは，細菌数の減少のみならず，期間中の発熱
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9. 5） 在宅歯科医療

発生率や肺炎発症率及び認知機能の改善に寄与するこ
とが明らかとなった．また，訪問歯科診療については
ADL が改善するという報告と低下する報告が見られ
た．集団的口腔機能訓練については舌機能の向上が認
められた．

【利益相反】
　本論文には利益相反に相当する事項はない．
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Ⅲまとめ

まとめ
深井 穫博
日本歯科医師会

　長寿社会の実現は，人類の発展がもたらす成果の一
つである．その一方，高齢になれば健康を損ないやす
く，生活機能が老化によって低下していくことは生物
学的に避けることができない．この二律背反とも言え
る課題を解決し，高齢者が生きがいや尊厳をもって暮
らしていくことができる社会構造と保健医療システム
の構築が急務である．そしてその具体的な施策目標は，
世代間や地域間における健康格差の縮小と一人ひとり
の健康寿命の延伸である．
　日本は，1961 年の国民皆保険制度の実現以来，国
民の健康状態は改善され，世界一の長寿国となってい
る．そしてその意義を世界に発信し，医療制度改革を
始めとする取り組みを伝えることは，長寿社会の最前
線にある国としての責務である．
　歯・口腔の機能は，食事とコミュニケーションを通
した自己表出と社会的機能という，人の基本的人権に
関わる．そして長期的にみて人の生命予後にも関わる
基本的機能である．このことは，本書における分析か
らエビデンスを伴う事実である．さらに，歯科医療及
び口腔保健が健康長寿の実現に寄与するというエビデ
ンスが蓄積されてきている．
　このような背景と本書での分析を踏まえて，健康長
寿社会と歯科医療・口腔保健に関して以下の提言を行
う．

1. 高齢になっても，誰もがどこにいても，必要な歯
科医療・口腔保健サービスを受けることができる
保健医療介護システムを構築する．

2. 歯科医療・口腔保健と健康長寿に関する現時点の
エビデンスを，国民及び健康政策立案者に伝える
努力を継続して歯科保健医療関係者が行う．

3. エビデンスに基づく保健医療サービスを提供する
人材を育成すると共に，保健医療技術の進歩を促
す．

4. 歯の喪失防止は，健康長寿に寄与する質の高いエ
ビデンスを有している．医療と地域保健の双方向
性の取り組みを通して，歯科疾患予防（う蝕と歯

周病）及びこれらの歯科疾患に起因する歯の喪失
防止を一層促進する．

5. 口腔疾患と生活習慣病（NCDs）における共通リ
スク因子への対応を促進し，成人から高齢者まで
の連続したライフコースアプローチに基づく保健
システムを構築するための働きかけを，歯科保健
医療関係者及び関係機関が行う．

6. 咀嚼機能・咬合状態の保持回復及び歯科疾患の予
防とコントロールが全身の健康に及ぼす効果につ
いて，歯科医療提供の観点から一層のエビデンス
の蓄積を図る．

7. 歯・口腔の健康と健康長寿を結ぶ因果関係をより
明確にするための，質の高い研究を促進しそのエ
ビデンスを蓄積する．

8. 歯・口腔の健康政策導入による医療経済効果に関
する推計とエビデンスの蓄積を図る．

9. 現時点の歯・口腔の健康と健康寿命の延伸との関
連性を示すエビデンスに基づく健康施策の実施を
開始し，その取り組みと効果検証の作業の蓄積を
図る．
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Ⅳ資料

1. 日本の8020運動
	 ～	沿革と運動の効果，そしてこれからの展望	～

山科 透1， 上條 英之2， 深井 穫博1

1：8020 推進財団　2：東京歯科大学歯科社会保障学分野

【抄録】
　80 歳で 20 本の歯を保つことを目標とした 8020 運
動は，1980 年代後半，急速な高齢化が進みつつあっ
たわが国が，世界に先駆けて，1989 年に開始した，
長期の口腔保健運動である．
　本運動の普及を図るための基盤整備の一環として，
2000 年に 8020 推進財団が設立された．本財団は，
長年，口腔と全身との関わりについての研究を継続的
に進めるとともに，国民に対して口腔保健の普及啓発
を進めてきた．
　その後，国民の歯の保有状況は著しい改善を示し，
厚生労働省が 2011 年に行った歯科疾患実態調査で
は，喪失歯が減少し，80 歳で 20 本の歯を保っている
8020 達成者が 4 割となっている．口腔保健状況につ
いても，小児のう歯減少，定期健診の受診者増加，フッ
化物配合歯磨剤の使用率増加等，継続的に改善が認め
られている．歯科保健医療サービスを含め，健康増進
に対する国民の関心が高まり，かつ口腔と全身の健康
との関連を示す研究データが蓄積されてきたことも踏
まえて，2011 年には，「歯科口腔保健の推進に関す
る法律」が制定され，新たな口腔保健目標が制定され
ることとなった．
　また，2014 年からは，成人・高齢者に対する歯科
保健制度の一つとして，75 歳以上の後期高齢者に対
する歯科健康診査に対する予算補助制度も新設され
た．国民の歯科保健状況の向上に伴う健康増進に貢献
していくため，今後，口腔保健推進に寄与する関連の
研究を進め，新たな 8020 の展開がなされるよう保健
と医療のベストミックスに寄与する方策を考慮しなが
ら，更なる 8020 運動の推進が必要である．

１. はじめに
　80 歳で 20 本の歯を保つことを目標とした 8020 運
動は，日本国政府と日本歯科医師会が中心となって，
四半世紀にわたり，行われてきた口腔保健の国民運動

（キャンペーン）である．

　当初は，急速な高齢化が進む中，歯科保健サービス
の提供があまり行われていない成人や高齢者の歯科保
健サービスの充実と普及を目的として進められ，わが
国の歯科保健対策において重要な課題の一つとして位
置づけられたのが始まりである．　　
　このキャンペーンは 1989 年に始まって 25 年が経
過した．当初（1987 年）は，20 歯を有する者が 1
割に満たなかったが，この間，国民の歯・口の健康状
態は，大きく改善し，2011 年の歯科疾患実態調査で
は 75 ～ 84 歳で 20 歯を有する者は 40.2% となった．
　一方，8020 運動を進めることで，全身の健康に寄
与するとの研究報告も蓄積されてきている．
　8020 運動が始まった当初は，厚生省（当時）での
歯科保健対策で 8020 運動を進めるための予算補助が
新設され，成人，高齢者の歯科保健対策が進められる
ようになった．
　運動が始まって 10 年以上が経過した 2000 年には，
この運動の更なる推進を図り，口腔保健に対する普及
啓発と関連の研究を進めていくため，歯科医療関係者
などの働きかけのもと，8020 推進財団が設立される
こととなった．
　また，この年は，全都道府県を対象とした 8020 運
動推進特別事業が新設され，全国的な国民運動の推進
の礎ができたこととなる．
　その後，2008 年 12 月には，8020 運動が 20 年経っ
たことを記念して，記念式典とシンポジウムを日本歯
科医師会，日本学校歯科医会，8020 推進財団，読売
新聞社の主催，厚生労働省，文部科学省など関係機関
の後援のもと開催された．
　そして，2011 年 8 月には，歯科口腔保健の推進に
関する法律が制定されることとなった．
　なお，本運動が始まってから，今日まで，う蝕の減
少や高齢者でいわゆる 8020 達成者が増えるなど，現
在歯数が増え，わが国の歯科保健状況は改善してきた．
　8020 推進財団では，更なる 8020 運動の推進のた
め，2013 年に「保健と医療のベストミックス」に関
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4.1 日本の8020運動

する政策提言を行っている．本稿では，これまでの
8020 運動の取り組みと成果並びに今後の展開につい
て述べるとともに，本運動を更に充実発展させていく
にあたり，これからの展望について触れる．

２. 8020 運動とは
　80 歳で歯の喪失を 10 歯程度とすれば，殆どのも
のを噛むのに差し支えないとの趣旨で，1987 年 7 月
に，歯科関係行政職及び地域歯科医師会関係者の一部
でワークショップが開催され，この中で「8010（80
歳で喪失歯を 10 歯に）」という新しい考え方を成人
歯科保健対策の最終目標とする提案がされた．
　その後，1989 年 12 月に厚生省（当時）の「成人
歯科保健対策検討会」の中間報告において「8010」
を更に前向きにした「80 歳で 20 歯を保つ 8020 運動」
が提唱され，これを契機に始まった日本の口腔保健に
関するキャンペーンが 8020 運動である．
　8020 運動は，日本国政府（厚生労働省），日本歯科
医師会，8020 推進財団などが歯の健康づくりを進め
るための国民運動として，比較的長期にわたり，現在
も積極的に進められているキャンペーンでもあり，世
界保健機関においても紹介がなされ 1，日本国として，
他国に対して，心強く紹介を行うことが可能な口腔保
健の目標的な要素も備えた，まさに歯科口腔保健の普
及啓発を継続的に推進できるキャンペーンであると言

える．
　8020 運動が始まって以来，1957 年から 6 年毎に
実施されてきた歯科疾患実態調査では，現在歯の状況
が改善しており，いわゆる 8020 達成者の割合が，調
査を重ねるごとに年々高くなってきている．

３. 8020 運動の経緯
　表 1 に 8020 運動の経緯を示した．8020 運動が提
唱され 2，当初は，当時の厚生省が歯の衛生週間の重
点目標に掲げるとともに，都道府県に対するモデル事
業など予算補助事業が新設されるなどの対応がなされ
た．
　日本歯科医師会においては，平成 5 年に「8020 運
動推進検討会」が設置されたのをはじめ，8020 運動
についての検討がなされるようになり，1994 年に報
告書がとりまとめられた．　　
　その後，8020 推進財団を設置することへの機運
が高まり，1998 年に日本歯科医師会で「8020 推進
財団（仮称）設立検討委員会」が設置され，翌年の
1999 年に報告書のとりまとめがされた後，次の年の
2000 年に「8020 推進財団」が設立され，普及啓発
に関する事業や 8020 運動を推進するための研究助成
事業などがこれまで以上に，活発に行われるように
なった 3．
　8020 推進財団設立以降，事業活動として①国民運

表１：8020 運動の経緯と最近の動き
1989 厚生省の「成人歯科保健対策検討会」が中間報告を公表（8020運動を提唱）
1991 歯の衛生週間の重点目標で「8020運動の推進」が掲げられる．
1992 厚生省が「8020運動推進対策事業」を新規予算補助事業として開始
1992 ＷＨＯの「口腔保健の最近の進歩」に関する専門家会議報告書で日本の 8020運動が記載される．
1993 日本歯科医師会が「8020運動推進検討会」を設置
1994 日本歯科医師会「8020運動推進検討会」の報告書がとりまとめられる．
1995 歯周病検診が総合健康診査の項目の 1つに追加される．
1996 日本歯科医師会公衆衛生委員会が「8020運動の推進について」を答申
1997 8020 運動推進特別事業（市町村，特別区が実施主体）が開始される．
1998 日本歯科医師会が「8020推進財団（仮称）設立検討委員会」を設置
1999 日本歯科医師会の「8020推進財団（仮称）設立検討委員会」が報告書をとりまとめる．
2000 健康日本 21（第一次）開始される．

「8020運動推進特別事業」（都道府県主体）が新規予算補助事業として開始される．
「8020推進財団」が設立される．

2002 健康増進法が制定される．
2004 老人保健事業に基づく歯周病検診に 60歳と 70歳が追加される．
2007 健康増進法に「歯周病検診」が位置づけられる（老人保健事業から移行）
2008 後期高齢者医療制度開始．在宅療養支援歯科診療所が制度化

8020運動 20周年記念式典・シンポジウムが開催される．
2011 歯科口腔保健の推進に関する法律が制定される．
2012 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項が定められる．

健康日本 21（第 2次）が始まる．
2013 厚生労働省　口腔保健推進事業が開始される．
2014 厚生労働省　75歳以上の歯科健診について，保険者への予算補助事業が開始される．
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動の推進，②情報収集と国民への情報提供，③調査研
究活動があり，これまでは，国民運動の推進に力点を
置いていたが，今後の活動として，政策提言が可能な
調査研究へシフトした事業の展開がなされる必要か
ら，歯科疾患の単独の事象を検証するだけでなく，Ｎ
ＣＤｓ（Non Communicable Diseases）などの国
民生活に関連した歯科保健全体の調査研究に視点が置
かれ始めている．このため，本財団では，2013 年に，

「保健と医療のベストミックス」に関する政策提言と
今後の優先順位の高い研究課題についての提言を公表
した．（表２，表３，表４）
　なお，1950 年以降，何度か制定の機運が高まった
ものの，長い間，法律の制定にはいたらず，歯科保健
医療に従事する者にとっては，その成立が望まれてい
た「歯科口腔保健の推進に関する法律」が 2011 年 8
月に制定された．その翌年には，法律の制定を受け，「歯
科口腔保健の推進に関する基本的事項」が定められ
るとともに，健康日本 21（第 2 次）が開始され，平
成 34（2022) 年度に向けて，80 歳で 20 歯ある者を
50％とする目標が示されている（表 5）．
　口腔機能に関する目標も位置づけられるなど，新た
な視点に立った今後の歯科保健医療施策のプログラム
が結果的に示されることとなった．
　その後，厚生労働省では，「歯科口腔保健の推進に
関する法律」の制定後の取り組みとして，医科歯科連
携に関する事業や口腔保健支援センターの整備等を行
うための口腔保健推進事業が各都道府県や中核市，保
健所設置市などを対象に，新規に予算化がなされた．
　また，2004 年度に当時の老人保健法の歯周病検診
の対象年齢に 60 歳と 70 歳が加わって以来，新たな
歯科健診として，2014 年度から，75 歳以上の者に対
する歯科健診が，保険者に対する予算補助事業として
開始された．

４. 8020 運動の推進に伴う効果と歯科保健状況
の推移

　本運動の推進に伴う効果の把握は，直接的とはいえ
ないものの，本運動がまさしく歯科口腔保健の推進に
関する法律の基本理念で想定されている国民の日常生
活での歯科疾患予防に向けた取り組みや，生涯を通じ
ての歯科疾患の早期発見，早期治療並びに乳幼児期か
ら高齢期までの適切で効果的な歯科口腔保健の推進
を，法制定前からわが国の歯科保健対策の推進という

表２：本指定研究による提言

表３：本指定研究による具体的方策

提 言
　本指定研究では，より効果的で効率的な保健医療提供体制の構築，そし
てその具体的な方策である効果的な喪失歯予防施策の構築という観点から，
健康な長寿社会の実現に向けた保健医療政策について以下の提言を行う．
提言１．歯の喪失防止対策は，健康な長寿社会の実現に寄与する
提言２．効果的に歯の喪失を防止するためには，保健と医療のベストミッ

クスした新しい保健医療システムが必要である．
	 （１）歯牙喪失防止の【保健と医療のベストミックス】
	 （２）健康増進（保健）と歯科医療のベストミックス
提言３．歯科疾患の発症予防及び歯の喪失防止を評価する診療報酬体系

への転換が必要である
提言４．より効果的な歯科疾患の予防及び医療を実現するための優先順

位の高い研究課題への取り組みが必要である．
提言５．歯科保健・医療研究の専門部門（ナショナルセンター）の設立（再

設立）

具体的方策
方策１．公衆衛生と医療の連携（ベストミックス）
	 ・健康増進法に基づく歯周病検診の改良と受診後の対応
	 ・保健指導・健康教育を地域と診療所において一体的に提供（歯

科健診時と歯科医療機関での共通のリスク判定チャートの作成
と活用）

	 ・学校と地域におけるう蝕予防と歯科医療体系の連携
方策２．生活習慣病（NCDs）に関する医科と歯科，栄養との連携のため

の共通の評価指標の設定
方策３．医療保険における現在歯維持の評価
	 （１）歯牙喪失防止の【保健と医療のベストミックス】

	 ⅰ）Population	strategyとHigh	risk	strategy の最適組
み合わせ

	 	 現在歯維持管理方式１（加算）：地域の疾病構造の改善
への対応試案

	 ⅱ）患者自身の口腔保健行動の評価
	 	 現在歯維持管理方式２（加算）：患者自身の口腔保健行

動への対応試案
	 ⅲ）患者の口腔内状況に応じた現在歯維持の評価試案

	 （２）健康増進（保健）と歯科医療のベストミックス
	 ⅰ）NCDsと歯科疾患のコモンリスクへの効率的な対応
	 ⅱ）医科疾患の発症と重症化防止の一端を歯科医療（治療，

予防処置，保健指導）が担う
方策４．歯科保健・医療研究の専門部門（ナショナルセンター）の設立（再

設立）
	 必要性と機能：
	 （１）歯科疾患のモニタリングとリスクファクターの検証
	 （２）「歯科口腔保健法」，健康日本21等に基づく保健と医療の

ベストミックス法の構築とPDCAサイクルによる動的検証
	 （３）歯科医師需給の医療経済的視点でのモニタリングと提言
	 （４）フッ化物利用のナショナルセンター機能の発揮

表４：本指定研究から期待される効果

歯科保健と医療のベストミックスの研究と施策から期待される効果
（１）より効果的な喪失歯予防施策の構築
	 ・歯科疾患の診断技術の開発と検査体制の充実
	 ・医科歯科間でのNCDs リスク情報の共有化（例，糖尿病情報等

保健指導効果の EBMの向上による歯科医師，歯科衛生士の保健
指導の質の向上）

	 ・長期にわたる歯科健診受診等の国民の自主的な歯科保健・口腔保
健に対する取り組み（例えば一部負担金の減額等に反映させると
いう受診インセンティブを掛ける等）の加速

（２）より効果的な保健医療提供体制の構築
	 ・医科，歯科合わせた保健医療財源と人的資源の制約を踏まえた

NCDs コモンリスク（共通危険因子）への対応
	 ・歯の喪失防止システムは，他の生活習慣病，疾患への発症・重症

化予防へのアプローチにも導入できNCDs の予防と抑制による
保険医療費の削減等への経済効果が期待できる

（３）効果的な健康社会実現
	 ・保健と医療の非連携に起因する健康格差（歯科疾患のみならず医

科，歯科コモンリスクが関係するNCDs）の是正が図られ，その
結果，（健康）寿命の延伸が図られる
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側面で担ってきたのが実状である．
　さらに，8020 推進財団の歯科保健に関する調査研
究の多くの資料（指定研究，公募研究・歯科保健活動
支援事業）が積み上げられ，歯科保健の推進に寄与し
た力は大きいと考えられた．一方，歯科疾患実態調査
からみた歯科疾患罹患状況や歯科保健状況の推移並び
に健康日本 21（2000 年～2012 年）での検証結果を
基に，長年の 8020 運動に関連した効果を歯科保健状
況の変化から述べてみる 4．
　1） 20歯以上保有者の割合並びに無歯顎者率の推移
  （表６）

　歯科疾患実態調査について 20 歯以上の現在歯の
ある者について，1975 年以降のデータで，8020
運動開始前の 1987 年までと開始後のデータと比
較すると，各年齢階級で 20 歯保有者の割合が増え
て お り， 特 に，55～64 歳，65～74 歳 並 び に 75
歳以上の者の場合に比べて，保有する者の割合が，
8020 運動を開始して以降，高くなっている．特に，
65～74 歳の者では，2011 年で６割を示し，本運
動開始前に比べて３倍ほど割合が高くなっている．

　2) う歯の有病者の割合と未処置歯のある者（表７）

　1975 年から 1987 年まで，う歯有病者の割合は
あまり大きな変化が見受けられなかったが，8020
運動が開始された 1987 年以降，低年齢の者で，う
歯有病者の減少傾向が際立つようになってきてい
る．また，未処置歯のある者の割合は，低年齢者や
５歳以上の者でも認められるようになっている．

　３）フッ化物塗布状況（図１）
　過去の調査に比較して，フッ化物塗布を受けた経
験がある者の割合が増加してきている．
　また，この間，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率
は急速に増加し，小中学校等におけるフッ化物洗口
の普及も進んでいる．すなわち，小児のフッ化物局
所応用の普及が顕著である．

　４）「健康日本 21」の最終評価（平成 23 年 10 月）
　2000 年に目標設定がなされ，2010 年までの目
標として，行われた健康日本 21 においては，歯の
健康指標として 13 項目が設定され，このうち，5
項目は，目標値に到達し，7 項目は，目標値には，
達しないものの，改善傾向が示され，総じて，歯の
健康に関する指標について，改善度が高いとの結果
であった．

健康日本 21第一次（2000年）

2010年までの目標 スタート時
(2000)	

目標値
(2010)

80 歳における 20歯以上の自分の歯を
有する者の割合の増加 11.5% 20%

健康日本 21第二次（2012年）及び歯科口腔保健の推進に関する
基本的事項

平成 34年度（2022年度）までの目標 スタート時
(2012)

目標値
(2022-23)

80 歳で 20歯以上の自分の歯を有する
者の割合の増加 25％ 50％

図１　フッ化物塗布を受けたことがある者の割合
調査年 図１　フッ化物塗布を受けた者の割合
1969年 6.00%
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1993年 38.20% ８０２０運動開始

1999年 42.00%
2005年 59.20%
2011年 63.60%

資料：厚生労働省歯科疾患実態調査
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表５：これまで設定された8020運動に関連する歯科保健目標について 表６：現在歯20歯以上の者の割合の推移

表７：う歯有病者の割合及び未処置者のある者の割合の推移

図１：フッ化物塗布を受けた者の割合
資料：厚生労働省歯科疾患実態調査

年　　齢　　階　　級

45－54 55－64 65－74 75歳以上 80歳以上
1975 66.4 37.4 17.7 6.3 5.8
1981 72.0 40.9 19.1 6.9 5.0
1987 76.8 48.1 21.7 8.5 7.0
1993 82.9 58.7 28.9 9.5 8.9
1999 87.2 70.2 42.5 15.5 9.9
2005 91.7 76.1 50.1 22.9 17.3
2011 94.9 81.3 60.4 36.5 25.1
1）	1989年　8020運動開始
2）	厚生労働省「歯科疾患実態調査結果」より作成

う歯有病者の割合 未処置歯のある者の割合

乳　歯
(1～14歳)

乳歯＋
永久歯
(5～14歳)

永久歯
(5歳以上)

乳　歯
(1～14歳)

乳歯＋
永久歯
(5～14歳)

永久歯
(5歳以上)

1975 62.0 96.9 85.1 58.4 83.3 62.9
1981 57.8 96.3 86.0 49.8 76.3 59.1
1987 58.8 93.6 84.8 45.1 66.7 54.4
1993 56.9 90.4 85.6 26.5 58.8 49.1
1999 45.2 78.3 85.9 26.4 45.5 41.8
2005 41.6 68.1 85.0 23.9 36.9 35.8
2011 35.3 53.4 85.7 20.4 22.1 34.3
1）	1989年　8020運動開始
2	）厚生労働省「歯科疾患実態調査結果」より作成
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　歯科疾患並びに歯科保健・歯科予防の状況につい
て，設定された目標と，目標設定当初の時期の状況，
2010 年における最終目標終了後の最終評価につい
ての調査結果を表 8，表 9 に示した．
　歯科疾患の状況については，総じて，現在歯やむ
し歯の状況，歯周病の状況について，指標の改善が
認められた 5．
　また，歯科疾患の減少に影響することとなる歯科
保健状況については，定期的歯科検診受診者の増加
や歯間部清掃用器具の利用割合の増加，フッ化物歯
面塗布，フッ化物配合歯磨剤の使用率増加など，改
善している指標が数多く見受けられている．
　なお，この時の最終評価においては，個々の設定
された目標についての指標における主な施策とし
て，第一に 8020 運動の推進が掲げられている．

　５）歯科疾患実態調査，健康日本21の最終評価から
　これらの調査結果や最終評価から，日本国におい
ては 8020 運動の推進を通じて，総じて歯の喪失が
減少傾向にあり，歯科保健状況の改善も，継続的に
認められる状況にある．
　2011 年の段階で，守屋ら 6 が日本人の口腔状態
の推移について，保健政策や 8020 運動などにより，
国民の歯科保健状況が改善したことを，2005 年ま
での歯科疾患実態調査や抜歯調査，健康日本 21 の
状況などにより示唆しており，2011 年の調査並び
に健康日本 21 の成果の詳細においても同様な傾向

が示されている．
　これらの結果は，国民の歯・口の健康づくりに対
して，8020 運動が進められてきた効果の一端が示
唆されているものと考えられる．

５. 8020 運動の健康への影響と効果
　口腔と全身との関わりについて，数多くの研究がな
され，枚挙に暇がないが，成果が日々，積み重ねられ
てきている．
　例えば，糖尿病の場合，臨床研究や多くのコホート
調査で歯周病が糖尿病の発症や血糖管理に影響を与え
ることが示唆されている 7,8．
　また，米山ら 9 が行った施設での高齢者入所者に対
する研究では，口腔ケアを行うことで，発熱や肺炎発
症，肺炎死亡者数の減少が認められ，誤嚥性肺炎の予
防に口腔ケアが有効であることが示されている．
　さらに，宮古島で 15 年間のコホートにより行われ
た調査では，高齢者の歯の保存状態が生命の予後に影
響することが示されているとともに，機能歯が少ない
と腰，肩，上肢，下肢の痛み等の症状の有訴率が高い
との結果が示されている 10．
　このほか，要介護状態での身体機能の低下に対して，
歯科治療を行うことで身体機能やＡＤＬの改善がされ
るとの研究も行われている 11．
　なお，2013 年８月に厚生労働省が公表した「国民
の健康寿命が延伸する社会」に向けた予防・健康管理

目標設定当初〈一部中間評価〉
（ベースライン調査の時期）

最終評価
〈一部目標設定の年に近い調査成績〉

健康日本 21（第一次）で設定された歯科保健目標（2000）

①現在歯
1993年 2011年（目標設定の年に近い調査成績）

80歳で20歯以上自分の歯を有する者の割合 75～84歳：
20％以上 11.5％ 歯科疾患実態調査 40.2％ 歯科疾患実態調査

60歳で24歯以上自分の歯を有する者の割合 55～64歳：
50％以上 44.1％ 歯科疾患実態調査 65.3％ 歯科疾患実態調査

②むし歯
1998年度 2009年度

3歳児におけるう歯のない者の増加 80％以上 59.5％ 3歳児歯科健康診査 77.1％ 3歳児歯科健康診査
1999年 2010年（目標設定年に近い調査成績）

12歳児ＤＭＦＴの減少 1以下 2.9 学校保健統計調査報告 1.3 学校保健統計調査報告

③歯周病
2004年（中間評価） 2009年

進行した歯周炎の減少（ＣＰＩで4ｍｍ以上の
深い歯周ポケットのある者の減少）

40歳：
22％以下 23.8％ 国民健康・栄養調査 18.3％ 国民健康・栄養調査

50歳：
33％以下 36.8％ 国民健康・栄養調査 27.6％ 国民健康・栄養調査

表８：健康日本21（第一次）における目標と目標設定当初並びに最終評価時における歯科疾患の状況
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に係る取り組みの推進について，高齢者への誤嚥性肺
炎を予防するために，介護予防と連携した口腔ケアを
推進すること，歯周病の疾患治療による重症化予防を
含め，糖尿病の重症化予防の推進を健診や保健指導を
通じて，推進を図ることが示されており，8020 運動
を進めることで健康への影響や効果があることについ
ては，今後も多方面での研究の推進が望まれる．

６. これからの 8020 運動の展開
　2011 年の「歯科口腔保健の推進に関する法律」が
制定された後，とりまとめられた「歯科口腔保健の
推進に関する基本的事項」で，80 歳で 20 歯以上の
自分の歯を有する者の割合を 2022 年度までに半数の
50％とする目標を達成するため，歯周病予防，重症
化予防の方法の普及（歯口清掃，定期的な歯科検診等）

などの歯科保健計画の推進を行うことが，掲げられて
いる．
　また，今回から新たに設定がされた「生活の質の向
上に向けた口腔機能の維持・向上」についての目標に
おいても，咀嚼良好の者を増加させることなどが設定
されており，新たな展開がなされることが期待されて
いる．今後の 8020 運動は，地域保健はもとより歯科
医療の中でも展開され，多職種と連携した健康づくり
の一環と位置づけていく必要がある．
　なお，研究面においては，2012 年 7 月に定められ
た基本的事項で，表 10 に示すとおり，口腔の状態と
全身の健康との関係，歯科疾患と生活習慣との関係，
歯科口腔保健と医療費との関係及び歯科疾患に係るよ
り効果的な予防・治療法等の研究を進めることで，そ
の研究結果の施策への反映を図るとともに国民等に対

表９：健康日本21（第一次）における目標と目標設定当初並びに最終評価時における歯科保健状況

目標設定当初〈一部中間評価〉
（ベースライン調査の時期）

最終評価
〈一部目標設定の年に近い調査成績〉

健康日本 21（第一次）で設定された歯科保健目標（2000）

①歯の喪失防止
1993年 2009年

定期的な歯科検診を過去 1年の間に受診し
ている者の増加

60歳
（55～64歳）
30％以上

16.4％ 保健福祉動向調査 36.8％ 国民健康・栄養調査

2004年（中間評価） 2009年

定期的な歯石除去や歯面清掃を過去 1年間
に受けている者の増加

60歳
（55～64歳）
30％以上

43.2％ 国民健康・栄養調査 43.2％ 国民健康・栄養調査

②成人期の歯周病予防
1993年 2009年

歯間部清掃用器具の使用の増加

40歳
（35～44歳)：
50％以上

19.3％ 保健福祉動向調査 44.6％ 国民健康・栄養調査

50歳
（35～44歳)：
50％以上

17.8％ 45.7％ 国民健康・栄養調査

1998年 2008年
喫煙が健康（歯周病）に及び影響について
の十分な知識の普及（知っている人の割合）100％以上 27.3％ 喫煙と健康問題に関する意識

調査 40.4％ 国民健康・栄養調査

2001年 2008年
禁煙支援プログラムが提供されている市町
村の割合 100％以上 32.9％ 地域保健・老人保健事業報告 38.9％ 地域保健・老人保健事業報告

③幼児期と学齢期のむし歯予防
1993年 2011年（目標設定年に近い調査成績）

フッ化物歯面塗布を受けたことがある者 50％以上 39.6％ 歯科疾患実態調査 63.6％ 歯科疾患実態調査
2004年（中間評価） 2009年

間食で甘味食品・飲料を 1日 3回以上飲食
をする習慣を持つ者 15％以下 22.0％ 国民健康・栄養調査 19.5％ 国民・健康栄養調査

2004年（中間評価） 2009年
学齢期のフッ化物配合歯磨剤の使用の増加 90％以上 56.5％ 国民健康・栄養調査 86.3％ 国民健康・栄養調査

2004年（中間評価） 2009年
学齢期に過去 1年間に個別的歯口清掃指導
を受けたことがある者の割合増加 30％以上 16.5％ 国民健康・栄養調査 20％ 国民健康・栄養調査
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し的確かつ十分に情報提供するとの記述がなされてい
る．
　エビデンスベースの確立した研究データの集積は，
ある程度の時間は要するものの，国の歯科保健医療に
関する政策にも反映される余地があり，8020 推進財
団において，2001 年から行っている研究助成を始め，
必要な調査研究事業を今後も継続的に行っていく必要
がある．2013 年の指定研究，「歯科口腔保健法に基
づく『保健と医療のベストミックス』に関する政策提
言と今後の優先順位の高い研究課題」12 を参考にして，
引き続き研究を進めていくことが重要である．

７. おわりに
　8020 運動の展開について，過去の経緯と今後を含
め，触れてきた．8020 達成者が 50％を超える社会を
目指すと共に，そのような社会における歯科医療・口
腔保健の進化が必要である．口腔の機能的評価の視点
を考えながら，これまでの歯数という指標に加えて，
口腔機能の観点から，新たな評価の指標や目標設定も
必要である．医療現場のサービスにおける 8020 運動
の推進も今後，必要になってくる可能性が高い．更に

「歯科口腔保健の推進に関する法律」では，障害者等
の歯科医療が受けることが困難な者への必要な施策が
講じられることが規定され，8020 推進財団を始めと
する歯科関係機関が，今まで行ってきた事業を更に発
展させ，歯科口腔保健に関する政策提言を行っていく
ことが重要である．歯科口腔保健の推進に関する国の
状況をみながら，今後，歯科口腔保健の分野において，
8020 運動の更なる展開のため，医療サービスとの関
連も考慮に入れながら，保健と医療のベストミックス
の方策 12 を考えていくことも必要である．

【引用文献】
１. 宮武光吉．8020 運動と健康日本 21・歯の健康．

「8020 資料集」作成委員会編．8020 資料集：

2-7．東京：財団法人 8020 推進財団．2003．
２. 成人歯科保健対策検討会（座長　砂田　今男），

成人歯科保健対策検討会中間報告．東京：1989.
３. 新井誠四郎．財団法人 8020 推進財団の誕生とそ

の歩み．財団法人 8020 推進財団会誌　2009；8：
28-31.

４. 厚 生 労 働 省 編．2012 年 度 厚 生 労 働 白 書 英 語
版，歯の健康対策．東京：2013. 厚生労働省編．
2013 年度厚生労働白書資料編．歯の健康対策．
東京：2013.

 http://www.mhlw.go.jp/english/wp/wp-
hw7/dl/02e.pdf（2014年6月25日にアクセス）

５. 一般社団法人　日本口腔衛生学会編．平成 23 年
歯科疾患実態調査報告．Report on the survey 
of Dental Disease（2011）．一般財団法人　口
腔保健協会．東京：2013.

６. 守屋信吾，安藤雄一，三浦宏子．日本人の口腔状
態の推移～「8020」達成度の推移と見通し．保健
医療科学　2011；60(5)：379-386.

7. Yasuichi Munenaga, The Hiroshima Study 
Group, Toru Yamashina, Junko Tanaka, 
Fusanori Nishimura. Inprovement of glycated 
hemoglobin in Japanese subjects with type 
2 diabetes by resolution of periodontal 
i n f l ammat ion  u s ing  ad junc t  top i ca l 
antibiotics: Results from the Hiroshima Study. 
Diabetes Research and Clinical Practice 100 
2013; 53-60.

8. 日本糖尿病学会．科学的根拠に基づく糖尿病診
療ガイドライン 2013 11 糖尿病と歯周病．東京：
2013.

9. Yoneyama T.  Yosh ida M.  Ohru i  T .　
Mukaiyama H, Okamoto H, Hoshiba K, Ihara 
S, Yanagisawa S, Ariumi S, Morita T, Mizuno 
Y, Ohsawa T, Akagawa Y, Hashimoto K, 

表 10：歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（平成24年7月23日）（抜粋）
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2. わが国の医療保険制度（国民皆保険制度）
恒石 美登里
日本歯科総合研究機構

改定年月 医科 歯科
1961 36 4 国民皆保険達成

7 総医療費で 12.5% 引き上げ
入院料・看護加算・往診料の特別引上げ 歯科補綴料の特別引上げ

12 総医療費で 2.3% 引上げ
1965 40 1 総医療費で 9.5% 引上げ

初診時基本診療料・初診料入院関係引上げ 歯科の充てん・インレー・補綴関係
の点数引上げ

1967 42 12 医科 7.68% 引上げ 歯科 12.65% 引上げ
入院料・手術料引上げ 歯科材料技術部分の分離

1970 45 2 医科 8.77％引上げ 歯科 9.73% 引上げ
初再診・入院料の引上げ 歯科の手術料を約 80% 引上げ，歯

冠修復及び欠損補綴について新項目
1972 47 2 医科 13.7% 引上げ 歯科 13.7% 引上げ

初診料・処置・理学療法・精神病特殊療法・手術・麻酔等の技
術料を重点的に引上げるとともに，甲・乙一本化を促進し，診
療報酬の適正化を行う
○乙表に慢性疾患指導料を新設
○薬剤料の算定に関し平均薬価制を廃止
○基準看護の特類を新設
○入院料を室料，看護料等に分け，甲表の入院期間による点数
差額は廃止
○入院時医学管理料を病院・診療所（甲表では更に入院期間）
別に区分けし，それぞれ引上げ

補綴時診断料，歯冠形成の区分を新
設するとともに歯冠修復及び欠損補
綴の区分の整理

1974 49 2 医科 19.0％ 歯科 19.9％
○再診料の引上げ，乙表における内科再診療の引上げを行うと
ともに，時間外加算，深夜引上げと休日加算の新設
○入院時医学管理料を重点に，看護料，室料等入院関係項目全
般にわたり引上げ
○身体障害者作業療法，精神科デイ・ケア等リハビリ関係項目
の新設
○処置，注射等甲・乙一本化の未実施項目等について措置

○初診料の引上げ，心身障害者加算
等の新設のほか，歯科独自の技術料
の引上げを行うとともに咬合採得，
仮床試適の新設
○医科と同一項目について，医科の
場合に準じて改正

10 医科 16.0％ 歯科 16.2％
○再診料，検査料，手術料等について引上げを行い，特に高度
な技術を要する手術及び検査並びに往診料，処方せん料等につ
いて大幅な引上げ
○入院料については看護料，入院時医学管理料，室料，給食料
等全般について引上げを行うほか特二類看護を新設

○初診時基本診療用，処置及び手術
料，歯冠修復及び補綴料，理学療
法料等について引上げを行うととも
に，吸入鎮静法等の新設
○その他医科と同一項目について，
医科の場合に準じて改正

1976 51 4 医科 9.0％
○初診料，時間外加算，レントゲン診断料，注射料等について
引上げを行い，検査料，処置及び手術料について項目の新設
○入院料については，室料，看護料，給食料等全般について引
き上げたほか，病衣加算を新設

8 歯科 9.6％
1978 53 2 医科 11.5％ 歯科 12.7％

○診察料，検査料，レントゲン診断料，理学療法料，精神病特
殊療法料，処置及び手術料，麻酔料等について引上げるとともに，
コンピューター断層撮影，腎移植術等の開発技術等の導入，人
工透析の再評価等を行う

根管治療等歯内療法，歯冠修復，欠
損補綴等を中心に引上げるととも
に，４歳未満の乳幼児の診療に対す
る加算の新設，材料差額制度の一部
実施
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改定年月 医科 歯科
○入院料については，最近のいわゆる保険外負担問題の改善を
図るための関連項目の重点的な引上げ及び医療食加算，特定集
中治療室管理加算二類特別加算を新設

従来の保険給付外診療の保険導入を
行う
その他医科と同一項目について，医
科の場合と同様の改正

1981 56 6 医科 8.4％ 歯科 5.9％
技術料重視の観点から初診料等の診察料，入院時医学管理料の
引上げを図ったほか，手術料については約 40％引上げ腹水濾過
濃縮再静注法等の新開発技術を導入する一方，人口腎臓につい
て物と技術の分離を行い更に，リハビリテーション関連を中心
に大幅な引上げを図り理学療法科を約 80％引上げ
プライマリーケアの充実等のため慢性疾患指導管理料，開発型
病院共同指導料その他の管理料の大幅引上げ・新設を行ったこ
のほか，検査料関係については全面的な見直しを行ったほか，
インシュリン製剤及びヒト成長ホルモン剤の自己注射を導入
保険外負担の解消を図るため，重傷者について室料特別加算，
看護特別加算を創設し，差額ベッド問題，付添看護問題に対処

歯科独自の技術料である処置のうち
の欠損補綴等を中心に改善を図った
ほか，心身障害者の歯科医療の確保
を図るため著しく歯科診療の困難な
心身障害者に対する診療に加算を新
設するとともに４歳未満の乳幼児加
算を６歳未満に引上げたまた，検査
については，医科甲表により取り扱
うこととし，歯科独自の検査を新設
その他医科と同一項目について，医
科の場合と同様の改正

1984 59 3 医科 3.0% 歯科 1.1%
○救命救急センターなど，救急医療の重点評価と，入院時医学
管理料，入院料の引上げ
○プライマリケアの充実で，基礎的な技術料の引上げ，慢性疾
患指導管理料の対象疾患の中で相談・指導に効果があると考え
られる疾病について重点的に評価するとともに，緊急往診料の
加算を新設
○ＣＡＰＤの在宅医療への導入，レーザーメスの対象手術につ
いての加算の拡大，デジタルアンギオグラフィ（コンピュータ
血管造影装置）の導入等の新医療技術の導入
○在宅医療の推進と長期入院の是正額

歯冠修復及び欠損補綴技術料の引上
げ，レジン表面滑沢硬化法の新設

1985 60 3 医科 3.5％ 歯科 2.5%
  ＮＭＲ（磁気共鳴ＣＴ），経皮的冠動脈形成術，超音波メスなど

の新医療技術の保険導入
技術料重視の面から，手術料の平均 14％の引上げ，人工透析は
４時間で区切り，４時間〜５時間未満の点数引上げ，５時間以
上の点数引下げ，その代わり導入期については加算を新設処方
料・処方せん料の包括化，乙表では入院時医学管理料に処方料
を包括オートマティックにできる多項目検査の引下げ内視鏡検
査，病理学的検査の引上げ
病院入院，診療所入院外を重点評価病院と診療所の機能連携等
を地域医療計画の中でつくるための誘導策の１つとして，診療
情報提供料（入退院患者紹介料の名称を変更）を新設

診療報酬の合理化の観点から，再診
料，歯内療法，歯冠修復の合理化を
進める一方，技術料重視も合理化の
線で行っている　また歯槽膿漏指導
管理料，乳幼児・学童，思春期・妊
娠中の患者に対する歯科口腔衛生指
導料を新設

1986 61 4 医科 2.5% 歯科 1.5%
合理化と医業経営の安定を柱に①病院・診療所の機能別に評価
②在宅医療の促進③長期入院・超過入院の是正④技術料の重視
⑤高度先進医療の保険導入⑥検査料の合理化が行われた老人診
療報酬では，「より適切，効率的な老人診療報酬の改定」という
観点から①在宅医療の促進②入院医療の適正化③老人病院にふ
さわしい診療報酬の設定

①技術料重視の診療報酬の確立②前
装鋳造冠を保険給付へ導入③重度心
身障害者等の歯科診療の確保④歯科
材料価格基準の改正等による歯科材
料の適正化⑤老人診療報酬の適正化

1988 63 4 医科 3.8% 歯科 1.0%
良質で効率的な医療の確保の上から①診療所のプライマリケア
機能，病院の高次機能の評価（高度専門病院への紹介外来制導
入） ②長期入院の是正③在宅医療の推進（在宅医療の部の新設） 
④検体検査全体の再編成⑤基本看護料の新設⑥高度医療技術の
再評価が行われた

1989 元 4 消費税導入
1990 2 4 医科 3.8% 歯科 1.4％



— 282 —

Ⅳ資料

改定年月 医科 歯科
技術料重視の方針の下に診療報酬の合理化を図る見地から診療
報酬の決定を行うとともに，医療機関の機能，特質に応じた評価，
入院の適正化，在宅医療の推進，検査の適正化，老人医療の見
直しを行った

（老人診療報酬に特例許可老人病院入院医療管理料が新設され
た）

1992 4 4 医科 5.4% 歯科 2.7%
病院，診療所の評価の明確化，医療機関の機能，特質に応じた
評価を行うとともに，基準看護の適正な評価等良質な看護サー
ビスの安定化，効率的供給の確保に努める（甲，乙表二の差違
の縮小）
○薬価算定方式をバルクラインから加重平均方式に
○肝炎の薬インターフェロン
○白内障患者の眼内レンズ保険適用

1994 6 4 医科 3.5% 歯科 2.1%
中医協診療報酬基本問題小委員会の報告の検討の方向を踏まえ，
昭和 33 年以来の現行診療報酬体系を改革するとともに，医療
機関の機能・特質に応じた評価，技術の重視，在宅医療の推進，
老人患者の心身の特性にふさわしい医療の推進，薬剤使用・検
査の適正化などを図り，診療報酬の合理化を推進しながら，患
者ニーズの多様化に対応する
○甲乙二つの点数表の一本化

（新診療報酬点数表の制定）
○改定を４月と 10 月の二段階実施

（10 月は健康保険法等の改正に伴うもの）
○地域差の導入（入院環境料の加算）

1994 6 10 医科 1.7% 歯科 0.2%
「疾病リスクに対する経済的不安の解消」，「サービスの質の向上
や患者ニーズの多様化への対応」，「費用負担の公平化」，「給付
の重点化」を基本理念として行われた医療保険制度・老人保健
福祉制度の改定と一体のものとして，①新看護体系の創設と付
添看護・介護の解消，②在宅医療推進のための評価，③基準給
食の見直し及び食事の質の向上に対する評価などを行い，良質
かつ適切な医療を提供するものである
○患者２人に対し看護要員１人体制づくりの推進
○訪問看護ステーションによる訪問看護事業の対象を難病患者，
重度障害者，精神障害者等に拡大
○基準給食を入院時食事療養費に改編し，多様なメニューの提
供，食堂での食事，入院時の栄養食事指導など入院患者の食事
の質の向上

1996 8 4 医科 3.6% 歯科 2.2%
療養型病床群の整備の促進，急性期医療と長期療養の適正な評
価，病院・診療所の機能分担の推進等診療報酬の面から医療機
関の機能分担と連携を積極的に推進するとともに，薬価の設定
方式の見直しと併せて，医薬品の適正使用や適正な医薬分業を
推進する診療報酬上の措置を講ずることにより，薬剤費の問題
について構造的な施策を講ずる等，診療報酬の合理化に取り組
もうとするものであるまた，薬剤費の適正化等の一方，急性期
医療，小児医療，精神医療，歯周病治療等ニーズの高い分野に
ついては，技術料を重点的に評価し良質な医療を確保しようと
するものである
さらに，患者の医療ニーズの高度化等に対応するため，患者に
対する情報提供を推進するとともに，患者の選択を前提に特定
療養費制度の活用を図ることとしている
○一般病院から療養型病床群への転換の促進，病院・診療所の
機能分担を踏まえた適正な評価等により医療機関の機能分担を
推進

歯周病治療等ニーズの高い分野につ
いては，技術料を重点的に評価し良
質な医療を確保しようとするもので
ある
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改定年月 医科 歯科
○３歳未満児の外来診療を１日単位で包括化
○老人の慢性疾患に対する外来医療の包括化

1997 9 4 消費税引き上げ
消費税増税　医科 0.32% 消費税増税　歯科 0.43%
診療報酬医科　0.32％ 歯科　0.32%
消費税率の引上げに伴う臨時特例的な措置として，保険医療機
関等の消費税負担について，診療報酬の所要の改定を行うとと
もに，医療保険制度改革と一体になって，診療報酬の合理化・
適正化を推進していくものであるこのため，わが国の平均在院
日数は諸外国と比べても長いこと等に鑑み，長期入院の是正に
取り組む一方，在院期間の短い急性期入院については充実を図
るほか，医療の効率化に向けた医療技術等の評価，診療報酬体
系の見直しに向けた国立病院等における入院医療定額払い方式
の試行等に取り組む
○保険医療機関の平均在院日数に応じた入院時医学管理料の体
系化
○医療の効率化に向けた医療技術等の評価
○国立病院等における入院医療定額払い方式の試行
○点数表の簡素合理

1998 10 4 医科 1.5% 歯科 1.5％
医療機関等における人件費・物件費の上昇に相当するものとし
て 1.5％の改定を行うとともに，医科については，長期入院の是
正や検査・画像診断の適正化等の合理化を行い，その合理化相
当分の財源を急性期医療の評価や患者に対する情報提供の推進
等に充てることとしたものである

2000 12 4 医科 2.0% 歯科 2.0%
改正の主要事項としては，①入院基本料の創設等包括化の推進
と逓減制の見直し②急性期特定病院加算や再診料の継続管理加
算等医療機関の機能に応じた評価の充実③手術料の体系的な見
直しや処方料の引上げ等「もの」と「技術」の適正評価のほか，
介護保険制度の施行に向けた評価を充実させている

2002 14 4 医科△ 1.3% 歯科△ 1.3%
主な改正内容は①効率的な医療提供体制の評価②患者の特性に
応じた医療の評価③医療技術の適正評価④薬剤使用の適正化と
薬剤関連技術料の見直し⑤特定療養費制度の見直し

2004 16 4 医科±０ 歯科±０
１ 医療技術の適正な評価
①難易度，時間，技術力等を踏まえた評価
②医療技術の評価，再評価

④調剤技術の評価
２ 医療機関のコスト等の適切な反映
①疾病の特性等に応じた評価，急性期入院医療等の評価，小児
医療の評価，精神医療の評価，在宅医療の評価
②医療機関等の機能に応じた評価（医師の新臨床研修制度の導
入に併せ，臨床研修機能の整備に伴う医療の質の向上の評価及
び外来医療における医療機関の機能分担の明確化の観点から，
病院・診療所間の初診料の格差の是正，外来診療料の包括範囲
の拡大）
３ 患者の視点の重視
①情報提供の推進②患者による選択の重視
４ 診療報酬体系の在り方
加算・減算・逓減制・算定制限等について，簡素・合理化の第
一歩として，一部項目について見直しを行うとともに，事務処
理についても簡素・合理化を図る老人の診療特性等を踏まえた
見直しの第一歩として，歯科診療報酬の一部項目について，一般，
老人診療報酬の統合を図る

③歯科固有の技術の評価

事務処理についても簡素・合理化を
図る老人の診療特性等を踏まえた見
直しの第一歩として，歯科診療報酬
の一部項目について，一般，老人診
療報酬の統合を図る
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改定年月 医科 歯科
５ その他
酸素価格の特例及び入院基本料における離島加算の新設により，
特定地域へのきめ細かな対応を図る

2006 18 4 医科△ 1.5% 歯科△ 1.5%
１ 患者から見て分かりやすく，患者の生活の質（ＱＯＬ）を高
める医療を実現する視点
①診療報酬体系の簡素化②医療費の内容の分かる領収証の交付
③患者の視点の重視④生活習慣病等の重症化予防に係る評価⑤
手術に係る評価
２ 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連
携を推進する視点
①在宅医療に係る評価②初再診に係る評価③ＤＰＣに係る評価
④リハビリテーションに係る評価⑤精神医療に係る評価
３ わが国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われ
る領域の評価の在り方について検討する視点
①小児医療及び小児救急医療に係る評価②産科医療に係る評価
③麻酔に係る評価④病理診療に係る評価⑤急性期入院医療に係
る評価⑥医療のＩＴ化に係る評価㈯医療安全対策等に係る評価
㉀医療技術に係る評価
４ 医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価
の在り方について検討する視点
①慢性期入院医療に係る評価②入院時の食事に係る評価③コン
タクトレンズに係る診療の評価④検査に係る評価

⑥調剤報酬
○調剤基本料の見直し
○調剤料の見直し
○調剤報酬における指導管理料の見直し
○医薬品品質情報提供料の見直し
⑦その他
○後発医薬品の使用促進のための環境整備を図る観点から，処
方せんの様式を変更する
○医療法上の医師，看護師等の人員配置数を一定の比率以上欠
く場合に，入院基本料の減額を行う現行の取り扱いについて，
再構成する
○複合病棟における看護職員の配置基準は，一般病床について
は平成 18 年３月以降医療法上の人員配置標準を下回ることか
ら，平成 18 年 9 月 30 日限りで廃止する
○慢性維持透析患者外来医学管理料に係る評価（2006） の引き
下げ，人工腎臓の夜間及び休日加算に係る評価の引き下げ，エ
イリスロポエチン製剤の人工腎臓への包括評価など，透析医療
に係る評価の適正化を行う
○長期投薬に係る評価を引き上げるとともに，併せて処方せん
料を引き下げる
○薬や材料の価格決定方式との整合を図る観点から，酸素価格
についても，告示価格の適正化を行う

⑤歯科診療報酬
○かかりつけ歯科医初・再診料の廃
止
○歯科医師臨床研修の評価
○患者の視点の重視（指導管理等に
おける患者への情報提供）
○歯科疾患の指導管理体系の見直し

（歯科疾患総合指導料の新設等）
○歯周病の評価の見直し（機械的歯
面清掃加算の新設，歯周基本治療及
び歯周外科手術の見直し）

2008 20 4 医科 0.42% 歯科 0.42%
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改定年月 医科 歯科
緊急課題産科や小児科をはじめとする病院勤務医の負担の軽減
①産科・小児科への重点評価②診療所・病院の役割分担等③病
院勤務医の事務負担の軽減④救急医療対策
１ 患者から見て分かりやすく，患者の生活の質（ＱＯＬ）を高
める医療を実現する視点
①医療費の内容の情報提供②分かりやすい診療報酬体系等③生
活を重視した医療④保険薬局の機能強化
２ 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連
携を推進する視点
①質の高い効率的な入院医療の推進②質の評価手法の検討につ
いて③医療ニーズに着目した評価④在宅医療の推進⑤精神障害
者の療養生活支援
⑦調剤報酬の見直し
３ わが国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われ
る領域の評価の在り方について検討する視点を設ける．
①がん医療の推進②脳卒中対策③自殺対策・子どもの心の対策
④医療安全の推進と新しい技術等の評価⑤オンライン化・ＩＴ
化の促進
４ 医療費の配分の中で効率化の余地があると思われる領域の評
価の在り方について検討する視点
①新しい技術への置換え②後発医薬品の使用促進等③その他の
効率化や適正化すべき項目等
５ 後期高齢者の診療報酬
①入院医療②在宅医療③外来医療④終末期医療

⑥歯科医療の充実

2010 10 4 医科 1.74% 歯科 2.09%
重点課題への対応
①救命救急センター，二次救急医療機関の評価
②ハイリスク妊産婦管理の充実，ハイリスク新生児に対する集
中治療の評価③手術料の引き上げ，小児に対する手術評価の引
き上げ④医師事務作業補助体制加算の評価の充実，多職種から
なるチーム医療の評価
４つの視点（充実が求められる領域の評価，患者から見てわか
りやすい医療の実現など）
がん医療・認知症医療・感染症対策・肝炎対策の推進，明細書
の無料発行など
後期高齢者医療の診療報酬
75 歳という年齢に着目した診療報酬体系の廃止
１ 救急医療の評価の充実
①救急入院医療の充実②地域の連携による救急外来の評価
２ 産科・小児医療の評価の充実
①ハイリスク妊産婦管理の充実・拡大②新生児集中治療の評価
③小児の入院医療の充実
３ 病院勤務医の負担の軽減
①病院勤務医の負担の軽減②手厚い人員体制による入院医療の
評価③多職種からなるチームによる取り組みの評価
４ 手術料の適正な評価
①外保連試案を活用した手術料の引き上げ②小児に対する手術
評価の引き上げ③新規医療技術の保険導入
５ 明細書発行の推進
①明細書発行の推進②診療報酬上の支援

2012 24 4 医科 1.55% 歯科 1.7%
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改定年月 医科 歯科
重点項目
１ 負担の大きな医療従事者の負担軽減
①救急・周産期医療の推進②病院医療従事者の勤務体制の改善
等の取組③救急外来や外来診療の機能分化④病棟薬剤師や歯科
等を含むチーム医療の促進
２ 医療と介護等との機能分化や円滑な連携，在宅医療の充実
①在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の促進②看取りに
至るまでの医療の充実③在宅歯科・在宅薬剤管理の充実④訪問
看護の充実，医療・介護の円滑な連携
３ がん治療，認知症治療などの医療技術の進歩の促進と導入
①医療技術の適切な評価，がん医療や生活習慣病対策，精神疾患・
認知症対策，リハビリの充実，生活の質に配慮した歯科医療②
医療安全対策，患者への相談支援対策の充実③病院機能にあわ
せた入院医療，慢性期入院医療の適正評価，資源の少ない地域
への配慮，診療所の機能に応じた評価④後発医薬品の使用促進，
長期入院の是正，市場実勢価格を踏まえた医薬品等の適正評価

④病棟薬剤師や歯科等を含むチーム
医療の促進

③在宅歯科・在宅薬剤管理の充実

①医療技術の適切な評価，がん医療
や生活習慣病対策，精神疾患・認知
症対策，リハビリの充実，生活の質
に配慮した歯科医療
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